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第１章 計画の方針 
第１節 目的 
この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条及び南海トラフ地震に係

る地震防災対策特別措置法第５条（推進計画）の規定に基づき、茨木市防災会議が定める

計画であり、茨木市域にかかる災害予防、災害応急対策、災害復旧及びその他必要な災害

対策に関し、茨木市及び関係各機関が処理すべき事務又は業務の大綱等を示し防災活動の

総合的かつ計画的な推進を図り、もって本市域並びに市民の生命・身体及び財産を災害か

ら保護するとともに、大規模災害からの復興に関する法律(平成25年法律第55号)に基づき、

大規模災害からの復興に向けた取組の推進を図ることを目的とする。 
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第２節 計画の概要 
１ 計画の内容 

この計画は、次の事項を定めるものである。 

(1) 市及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

市及び防災関係機関の責務と災害に対して処理すべき事務又は業務の大綱を定める。 

(2) 災害予防対策 

災害の発生を未然に防止し、又は被害を最小限度にくい止めるための措置について基

本的な計画を定める。 

(3) 災害応急対策 

災害が発生し、又は発生するおそれのある場合の防ぎょ措置、災害の拡大防止措置及

び被災者に対する応急救助の措置について基本的な計画を定める。 

(4) 災害復旧・復興対策 

災害復旧及び復興対策の実施について基本的な方針を定める。 

 

２ 大阪府地域防災計画との関係 
この計画は、大阪府地域防災計画及び大阪府水防計画との整合性と関連性を有するも

のである。 

 

３ 計画の修正 
この計画は、災害対策基本法第42条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると

認めるときはこれを修正する。また、男女共同参画の視点から女性委員の割合を高める

ことや、高齢者や障害者、ボランティア団体等、多様な主体の参画促進に努める。 

 

４ 細部計画の策定 
この計画に基づく諸活動を実施するための細部計画については、本市各部課、防災関

係機関などにおいて定めるよう努める。 

 

５ 計画の周知徹底 
この計画は、市の全職員及び関係行政機関、関係公共機関、その他防災上重要な施設

の管理者に周知徹底を図る。 

また、この計画のうち、特に必要と認める事項は地域住民に周知徹底を図るとともに、

この計画に基づく訓練を実施する。 
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第３節 防災ビジョン 
１ 防災に関する基本方針 

市民の尊い生命と貴重な財産を災害から守り、安全な市民生活を確保することは、行

政における最も基本的な課題で地方行政の原点であり、防災対策の現状を把握し、課題

を明確化しながら、計画の適切な修正を図ることが防災対策の推進に有効と考える。こ

のため、計画項目について可能な限り本市の防災ビジョンに照らし、目標と進捗を図る

指数を設定した事業の実施と総括的な把握に努めなければならない。 

本市における近年の都市化の進展に伴う市街地の拡大と過密化、高層化、石油類、Ｌ

Ｐガス、化学薬品などの危険物の増加、自動車の増加等による都市構造の変化は、複合

的・広域的な災害の発生と被害を増大させる新たな要因をつくっている。 

また、台風や集中豪雨による河川の氾濫、渓流における土石流、急傾斜地の崩壊等は

一度発生すればその被害は甚大であることから、その対策が急務になっている。 

特に、災害応急段階では、迅速かつ円滑な対応が重要となる。まず、災害が発生する

おそれがある場合は、気象予警報等の情報伝達等の災害未然防止活動や災害の危険性の

予測を早期に行う。一旦被害が発生したときには、的確な避難誘導や要配慮者の保護は

もとより、被害規模を可能な限り早期に把握し、正確で詳細な情報収集を行う。そして、

収集した情報を関係機関で共有し、人命確保を最優先に、人材・物資等災害応急対策に

必要な資源を適切に配分する。 

なお、大阪府では、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災や平成23年３月に発生

した東日本大震災などの大規模災害の教訓を踏まえ、災害対策基本法に基づき、災害時

の被害を最小化する「減災」の考え方を防災の基本理念とし、「命を守る」「命をつなぐ」

「必要不可欠な行政機能の維持」「経済活動の機能維持」「迅速な復旧・復興」の５つの

基本方針として対策を講じていくこととしており、たとえ被災したとしても人命が失わ

れないことを最重視し、防災体制の確立及び市民の防災意識の啓発を図り、ハード対策

とソフト対策を組み合わせた“災害に強いまちづくり”を一層推進しなければならない。 

さらに、令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当

たる職員等の感染症対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の

観点を取り入れた防災対策を推進する必要がある。 

(1) 行政の責務と市民の心がまえ 

市と府、防災関係機関等は、緊密な連携のもとに人命の安全を第一に防災施設・設備

の整備を促進するとともに、防災体制の充実と市民の防災意識の高揚を図る。 

市民は、家庭、地域、職場における各種の災害を念頭において、近隣と協力してその

災害実態に応じた防災対策を講じなければならない。 

(2) 防災施策の大綱 

ア 地域防災計画と防災体制の充実 

各種の災害に対応するため、地域防災計画をより充実させ、総合的な防災体制と

防災施策の確立を図る。 

イ 防災・救助体制の充実 

(ｱ) 広域避難地や避難路等の確保を図るとともに、木造建築物等の不燃化・耐震化を
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促進し、災害に強いまちづくりを進める。 

(ｲ) 河川やため池の改修、ダムの建設及び土石流の危険がある渓流や崩壊のおそれが

ある急傾斜地への対策などの総合的な治山・治水事業を進める。 

(ｳ) 防災施設・設備の整備並びに水や食糧等の備蓄を進める。 

(ｴ) 防災行政無線をはじめとする通信機能の向上並びに情報収集や伝達体制の確立に

努める。 

ウ 防災意識の高揚と地域防災体制の確立 

地域及び職場等を通じて市民の防災意識の高揚を図るとともに、自主防災組織の

育成に努める。 

また、関係機関と有機的な連携を図りながら、地域防災体制を確立するとともに

総合的な防災施策と訓練を計画的に実施する。 
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第２章 茨木市の概況 
第１節 自然的条件 
１ 地勢 

本市域は、大阪府の北部地域に位置し、高槻市・摂津市・吹田市・箕面市・豊能町・

亀岡市に隣接している。 

市域は、南北17.05km、東西10.07kmと細長く、面積76.49ｋ㎡である。 

 

図１.２.１ 茨木市の位置 

 

 

２ 地形・地盤 
本市は中地形（中規模の地形）の単元でみると 

①茨木国際ゴルフ倶楽部付近より北側に広がる山地 

②山手台、茨木国際ゴルフ倶楽部～茨木カンツリー倶楽部付近の丘陵地 

③丘陵地と低地の間に広がる台地（段丘面） 

④市街地の大部分が立地する低地 

に分けられ、それぞれ特徴ある地形と地質を示している。 

豊中市豊中市豊中市豊中市豊中市豊中市豊中市豊中市豊中市

高槻市高槻市高槻市高槻市高槻市高槻市高槻市高槻市高槻市
箕面市箕面市箕面市箕面市箕面市箕面市箕面市箕面市箕面市

豊能町豊能町豊能町豊能町豊能町豊能町豊能町豊能町豊能町

枚方市枚方市枚方市枚方市枚方市枚方市枚方市枚方市枚方市

寝屋川市寝屋川市寝屋川市寝屋川市寝屋川市寝屋川市寝屋川市寝屋川市寝屋川市
守口市守口市守口市守口市守口市守口市守口市守口市守口市

四條畷市四條畷市四條畷市四條畷市四條畷市四條畷市四條畷市四條畷市四條畷市

八尾市八尾市八尾市八尾市八尾市八尾市八尾市八尾市八尾市

東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市

大東市大東市大東市大東市大東市大東市大東市大東市大東市

能勢町能勢町能勢町能勢町能勢町能勢町能勢町能勢町能勢町

亀岡市亀岡市亀岡市亀岡市亀岡市亀岡市亀岡市亀岡市亀岡市

大阪市大阪市大阪市大阪市大阪市大阪市大阪市大阪市大阪市

池田市池田市池田市池田市池田市池田市池田市池田市池田市

吹田市吹田市吹田市吹田市吹田市吹田市吹田市吹田市吹田市

茨木市茨木市茨木市茨木市茨木市茨木市茨木市茨木市茨木市

門真市門真市門真市門真市門真市門真市門真市門真市門真市

摂津市摂津市摂津市摂津市摂津市摂津市摂津市摂津市摂津市 交野市交野市交野市交野市交野市交野市交野市交野市交野市

島本町島本町島本町島本町島本町島本町島本町島本町島本町

茨木市

京都府

兵庫県

奈良県
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(1) 山地 

山地は丹波層群とよばれるチャート・砂岩・粘板岩などからなる古生層（主に安威川

沿いに多く分布する）と茨木複合花崗岩体とよばれている花崗岩類（佐保川沿いに多い）

から構成されている。安威川流域の竜王山をはじめとする山々は、主に丹波層群の古生

層類からなり、山はけわしく、山稜がとがった感じをうける。 

一方、佐保川沿いの花崗岩類の山は300m前後で一定した高さのところが多く、こうい

うところは風化してマサ化していることが多い。 

(2) 丘陵地 

佐保川～安威川間に広がる山手台付近、茨木国際ゴルフ倶楽部、茨木カンツリー倶楽

部などを中心とする千里丘陵地区などは、大阪層群からなる丘陵地で、山地近くでは

200m以下、千里丘陵では70m以下の標高を示す。千里丘陵地区は上面がかなり平坦である

が、山地に隣接する地区の丘陵は、ほとんど平坦面を残していない。 

(3) 台地（段丘） 

丘陵地の周辺や花園二丁目～総持寺一丁目付近などには、低地部から５～８ｍ高い台

地（段丘）が分布しており、宅地若しくは水田として利用されている。台地として明確

に残るのは、中位段丘と高位段丘であり、低位段丘は低地との区別がつきにくい。中

位・高位とも段丘面上は平坦で、谷の刻みはほとんどない。段丘崖も急傾斜のところは

少ない。 

(4) 低地 

市街地の大部分が立地するのは沖積層のなす沖積低地であり、南にごくゆるく傾斜し

た平坦地である。この沖積層は大部分は海底に堆積した土砂からなるが、陸地化したあ

との川の作用で堆積した陸成堆積物が、ごく表層部に分布しており、このためよく観察

すると自然堤防や旧河道といった平野部の微地形を認めることができる。 

 

３ 気候 
本市は、日照が多く比較的温暖な瀬戸内気候区に属する。 

平地部の年平均気温は、16℃前後であるが山地部では14℃前後とやや冷涼性を帯びて

いる。最高気温の記録は39.1℃、最低気温は－5.5℃で、年間降水量は、平成22年以降

で約1,500～1,900㎜前後である。また、最大日雨量は平成30年７月５日の209㎜で、山

地部と平地部における過去の年最大雨量をみると平地部より山地部の方が1時間雨量で

約10㎜、日雨量で約40㎜多く、同じ市域でも平地部と山地部とでは雨の降り方に大きな

差がある。 

風については、夏季は南又は南西の風、冬季は北東又は西寄りの風が卓越する。 
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表 1．2．1 茨木市の地盤と災害の特徴 

中地形 茨木市における 

地     区 

構成地質 岩盤の性質 発生しやすい災害と 

そ の 特 徴 

開発上の留意点 

山地 ・茨木国際ゴルフ

倶楽部 

・室山二丁目 

・西安威二丁目など

より北側の山地部 

・丹波層群 

チャート、 

砂岩、頁岩 

粘板岩など 

茨木複合花崗

岩体 

石英閃緑岩 

花崗閃緑岩 

石英閃岩など 

岩石地盤 

マサ化部は 

土砂地盤 

・泥岩・頁岩・砂岩・ 

粘板岩 

・チャートなどが混在し

て複雑な面構造をもつ

ため、このような面が

地下水の流路となり、

切土などにより崩壊を

起こしやすい。 

・花崗岩類はもともと硬

岩であるが、風化マサ

化部は土砂状をなす茨

木市のものは、マサ化

部が深いことが多く、

豪雨時には表層崩壊が

多発し、それに伴う土

石流が発生しやすい。 

・小断層や割目が多

く、これらからの崩

れが起きやすい。 

・流れ盤側にはすべりが

起きやすい。 

・節理や破砕面からの崩

壊が多い。 

・風化部と未風化部の境

界付近から崩れやす

い。 

・切土のり面がガリー浸

食を受けやすい。 

丘陵地 ・茨木国際ゴルフ

倶楽部 

・室山二丁目 

・清水二丁目 

・茨木カンツリー

倶楽部 

付近の千里丘陵

地区 

・大阪層群上部

礫・砂が主体

淡水粘土を 

はさむ。 

・大阪層群下部

海成粘土と 

砂礫の互層 

土砂地盤 ・下部では斜面災害が起

きやすい。特に粘土層

のMa2層中には水平方向

の破砕帯があり、それ

を境に滑りやすい。 

・上部では斜面災害は 

少ないが、海成粘土層

の所では埋設鉄管の腐

食が著しい。 

・粘土層のある部分を

切土すると、滑りを

起こしやすい。 

・海成粘土層部分で

は、埋設鉄管が腐食

しやすいので、材質

を十分吟味する必要

がある。 

台地 

(段丘) 

・安威二丁目～三

丁目 

・耳原三丁目 

・西福井三丁目～

四丁目 

・宿久庄五丁目～

清水一丁目 

・西豊川町～豊川

四丁目 

・花園二丁目～ 

総持寺一丁目 

・高位段丘 

・中位段丘 

土砂地盤 ・段丘のはしの崖（段丘

崖）では、崖崩れが起

きやすい。 

・地盤は良好である。 

・深い切土(開削)をす

ると水が出て、周囲

の井戸が涸れること

がある。 

・台地上に浅い凹地が

あるところをそのま

ま市街地化すると豪

雨時に内水災害を受

けやすい。 

低地 ・安威一丁目 

・東福井二丁目 

・中総持寺町など

より南側の平野

部 

・沖積層 

氾濫平野、 

谷底平野、 

自然堤防等は

砂礫よりな

る。 

・旧河道や後背

湿地は粘土や

シルトからな

る。 

土砂地盤 ・地下水位が浅くて砂質 

堆積物の所は、地震時

に液状化しやすい。 

・粘土・シルト質地盤の

所は軟弱地盤を形成し

ており、不等沈下を起

こしやすい。 

地震時の震動も大き

い。 

・旧河道や後背湿地な

どの低地部は湿潤

で、居住性が悪いだ

けでなく、洪水時の

被害も受けやすい。 

※ 地盤区分は、大阪府（1988）の分け方による。 
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第２章 茨木市の概況 

第２節 社会的条件 
１ 人口 

本市の人口等は、次のとおりである。（令和２年10月国勢調査結果より） 

夜間人口   ： 287,730 人 

老年人口（65才以上） ： 71,249人 

幼年人口（0～4才） ： 11,971人 

世帯数   ： 125,089 世帯 

人口密度   ：  3,762人／ｋ㎡ 

外国人   ：  3,622人 

 

表1.2.2 人口・世帯の推移 

〔国勢調査人口（昭和23年は市制施行時推計人口）〕 

 昭和23年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 

世帯数   7,669世帯   88,103   94,907   99,557  105,782  112,282  116,683 125,089 

男  16,932
人  127,529  129,064  129,122  131,135  133,621  135,705 138,658 

女  17,307
人  126,549  129,169  131,526  136,826  141,201  144,328 149,072 

総 数  34,239人  254,078  258,233  260,648  267,961  274,822  280,033 287,730 

 

２ 土地利用の変遷 
地震及び洪水、崩壊などの自然現象は、被災対象のない場所で発生しても重大な災害

とはならないが、市街地をはじめとする高度な土地利用がなされている場所で発生すれ

ば、大災害となる危険性をもっている。災害は土地利用と密接な関係をもっており、土

地利用の変遷とともに災害形態や被害が変化する。 

本市の土地利用変遷は次のようにまとめられる。 

(1) 明治21年頃 

市街地と集落は、南部の低地の微高地や山地の谷底平野付近に発達している。北部の

山地と西部の丘陵は林地である。道路は旧街道がそのまま利用されているものと考えら

れ、鉄道（現在のJR線）が布設されている。低地の集落は微高地にあるため水害を受け

にくく、低地の中でも地盤高の低く洪水が氾濫しやすい地域は水田・畑地として利用さ

れている。 

(2) 大正14年頃 

市街地・集落が明治21年頃に比べるとやや拡大している以外は、あまり土地利用の変

化はみられない。 

(3) 昭和35年頃 

市街地・集落はさらに発達し、低地でも地盤高が低い氾濫平野などにも分布している。

以前は分流していた安威川と茨木川が田中町付近で氾濫対策として合流されている。茨

木川は昭和24年５月に廃川となっている。また、道路が整備され、鉄道（現在の阪急京

都線）が増えている。 
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 (4) 昭和45年頃 

昭和35年から昭和45年にかけて急速に市街地・宅地開発が進んでいる。低地の中でも

浸水しやすい氾濫平野、丘陵地内の谷底平野(松沢池付近)や土砂災害が発生しやすい丘

陵部にも市街地が分布している。山地部や丘陵部では、ゴルフ場などの開発がみられる。

道路は、名神高速道路と大阪中央環状線が建設され、都市機能が高度化しつつある。保

水機能を果たしていた山地、丘陵地や遊水機能を有していた水田が開発され、都市化が

進んだことにより、内水氾濫の被害が生じやすくなった。 

(5) 昭和60年頃 

南部の低地は安威、福井、宿久庄地区と野々宮、沢良宜地区で水田・畑地として利用

されている以外は、ほとんどが市街地となっている。春日丘の丘陵もゴルフ場や宅地と

して利用されている。また、田中町付近から南流していた茨木川の跡地は、緑地公園に

なっている。 

(6) 平成以降 

山地部の山手台では大規模な宅地開発がなされ、さらに本市から箕面市東部にかけて

彩都（国際文化公園都市）の開発が進んでいる。また、これに加えて新名神高速道路の

開通や安威川ダムの建設など、新たな開発も進行している。 

 

以上のように、明治から昭和30年代前半ぐらいまでは比較的自然の特性を活かした土

地利用がなされてきたが、昭和30年代後半以降、急激に都市化が進み、風水害・土砂災

害・地震災害とも発生しやすい素因が、著しく増えたことが、これらの土地利用の変遷

から明らかである。 
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第３章 災害の想定 

第３章 災害の想定 
第１節 被害の想定 
１ 想定災害 

この計画の策定にあたっては、本市における地勢、地質、気象等の自然条件に加え、

人口、産業の集中等の社会的条件並びに過去において発生した各種災害の経験等を勘案

し、発生しうる災害を想定し、これを基礎とした。また、以下の各災害が複合的に発生

する可能性も考慮するものとする。 

この計画の作成の基礎として想定した主な災害は、次のとおりである。 

(1) 地震災害 

(2) 風水害 

 

２ 地震被害の想定 
(1) 地震被害想定の考え方 

本市では、兵庫県南部地震で出現した野島断層のような「活断層」に注目し、発生し

得る大規模の『直下型地震』を想定するものとした。 

本市域に特に関係のある活断層は、市域の中央を東西に通る有馬－高槻構造線活断層

系が挙げられ、周辺部にはこのほか距離を隔てて西方に六甲断層、南東に生駒断層など

も分布している。 

過去の地震被害調査結果を踏まえると同時に学識経験者の見解等も求めて、これらの

活断層のなかで本市域に大きな被害をもたらすと考えられる「有馬－高槻構造線活断層

系」を想定地震として設定し、各種被害を想定した。 

 

また、約100年～150年周期で発生すると言われている紀伊半島沖のマグニチユ－ド９

クラスの『海溝型地震』については、本市も少なからず被害を受けると推定されること

から、大阪府地震被害想定調査で実施されている「南海トラフ地震」の本市に関わる結

果を引用するものとした。 
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第４章 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 
市及び防災関係機関は、災害の未然防止と被害の軽減を図るため、相互に連携・協力し

ながら、次に挙げる事務又は業務について、総合的かつ計画的に防災対策を実施すること

により、災害に対する危機管理機能の向上に努める。 

 

１ 茨木市（○の所属長は班長） 
(1) 指揮統制部（部長：危機管理監、副部長：企画財政部長） 

ア 指揮調整班（○危機管理課、秘書課） 

［災害予防対策］ 

□災害対策の総合調整に関すること 

□情報収集伝達体制の整備に関すること 

□避難受入れ体制の整備に関すること 

□自主防災体制の整備に関すること 

□食糧・生活必需品の確保に関すること 

□防災訓練及び防災意識の高揚に関すること 

□土砂災害・急傾斜地災害・地すべりの予防対策に関すること 

□警戒・避難体制等の整備に関すること 

□総合的防災体制の整備に関すること 

□防災知識の普及啓発に関すること 

□災害教訓の伝承に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□府への被害報告及び連絡調整に関すること 

□本部の開設及び閉鎖に関すること 

□防災会議並びに本部会議の開催に関すること 

□本部長の指示・命令の伝達に関すること 

□本部の庶務に関すること 

□災害救助法の適用に関すること 

□自衛隊に対する災害派遣要請依頼及び受入に関すること 

□被害情報の取りまとめ及び報告書の作成に関すること 

□自主防災組織との連絡調整に関すること 

□各対策部及び対策部内各対策班並びに関係機関との連絡調整に関すること 

□災害対策本部長の秘書に関すること 

□避難情報の発令に関すること 

□災害対策基本法に基づく警戒区域の設定に関すること 

□災害対応計画の調整に関すること 

□各市長会との連絡調整に関すること 

□プロジェクトチームの設置に関すること 
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第４章 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

イ 財務・情報班（○法務コンプライアンス課、財政課） 

［災害予防対策］ 

□災害関連法令等の情報収集に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□災害関係の予算及び起債に関すること 

□支払い資金の調達に関すること 

□災害救助法に基づく経費の求償に関すること 

□公共施設の利用調整に関すること 

□災害情報並びに気象情報の収集及び伝達に関すること 

□電気・ガス・通信被害の情報収集及び報告に関すること 

□被災者台帳の作成・管理・外部提供に関すること 

□災害時の個人情報の取扱いに関すること 

ウ 応援・受援班（○政策企画課、財産活用課、市民会館跡地活用推進課） 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□市有財産の保護管理及び被害状況の取りまとめに関すること 

□広域応援の要請・受入れに関すること 

□職員の応援人員の調整に関すること 

□他団体・自治体等からの応援人員の受入れに関すること 

□他団体・自治体等からの応援人員に対する経費の支払いに関すること 

□復興本部（被災者支援会議）の設置に関すること 

□災害時応援協定を活用した応援の総合調整に関すること 

エ 物資班（契約検査課、○会計室、監査委員事務局、選挙管理委員会事務局、公平委

員会事務局） 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□義援物資、緊急救援物資の受入、保管、配分に関すること 

□災害に伴う応急物資、食糧等の購入調達に関すること 

□寄附金の収納に関すること 

□被服・寝具その他生活必需品の給与に関すること 

オ 広報班（○まち魅力発信課） 

［災害予防対策］ 

□防災広報に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□災害広報に関すること 

□報道機関との連絡調整及び報道発表に関すること 

□広報車の現地派遣及び災害写真の撮影に関すること 

□記録の編集・保存に関すること 

カ 議会班（○市議会事務局総務課、議事課） 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□被害状況の把握及び議員との連絡調整に関すること 
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□本部と市議会との連絡調整に関すること 

(2) 総務対策部（部長：総務部長） 

ア 総務・人事班（○総務部総務課、人事課、ＤＸ推進チーム、情報システム課） 

［災害予防対策］ 

□電話交換・庁舎の警備・保護管理に関すること 

□災害時の職員用応急物資、食糧等の備蓄管理に関すること 

□庁内・庁外ネットワークに関すること 

□情報システム部門の業務継続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）に関すること 

□その他業務継続のための体制整備に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□公用車の調達及び管理運用に関すること 

□職員の輸送に関すること 

□職員の災害派遣に関すること 

□職員の動員に関すること 

□職員の参集状況の把握に関すること 

□職員の給与等に関すること 

□公務災害補償その他職員に対する給付及び援助に関すること 

□職員への給食に関すること 

□庁内・庁外ネットワークの復旧に関すること 

□職員用防災備蓄の確保に関すること 

□マイナンバーの利活用に関すること 

□臨時電話・ネットワークの配線及び情報機器の調達に関すること 

□燃料確保に関すること 

□対策部内各対策班との連絡調整並びに本部との連絡に関すること 

□重要システム及びインフラの復旧に関すること 

イ 被害調査班（市民税課、○資産税課、収納課） 

［災害予防対策］ 

□罹災証明書の発行体制の整備に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□被災者・被災家屋等の調査報告に関すること 

□税の減免に関すること 

□被害調査班の編成に関すること 

□災害救助法適用申請に伴う基礎数値の調査に関すること 

□罹災証明書の発行に関すること 

□被災者台帳の入力（他の対策部、対策班に属するものは除く）に関すること 

□罹災証明書の発行の総合調整に関すること 

(3) 市民対策部（部長：市民文化部長） 

ア 避難所・市民相談班（○市民協働推進課、市民生活相談課、文化振興課、スポーツ

推進課、市民課、人権・男女共生課、（各避難所要員）） 
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［災害予防対策］ 

□外国人に対する支援体制整備に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□避難者の誘導に関すること 

□避難所の運営に関すること 

□福祉避難所（市民文化部所管）の運営に関すること 

□自治会長等地域住民との連絡調整に関すること 

□市民災害相談窓口の開設に関すること 

□遺体の収容及び火葬に関すること 

□対策部内各課との連絡調整並びに本部との連絡に関すること 

□物価の安定監視に関すること 

□被災動物の保護及び受入れに関すること 

□避難所の運営の総合調整に関すること 

□文化・スポーツ施設等（市民文化部所管）の管理に関すること 

(4) 民生対策部（部長：福祉部長、副部長：健康医療部長、こども育成部長） 

ア 福祉・安否確認班（○地域福祉課、福祉総合相談課、生活福祉課、障害福祉課、福

祉指導監査課、長寿介護課、保険年金課） 

［災害予防対策］ 

□福祉施設等のＢＣＰに関すること 

□福祉施設等との協定に関すること 

□避難行動要支援者名簿に関すること 

□ボランティアの活動環境の整備に関すること 

□避難確保計画の作成指導に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□寄託品の受払い、義援金等の受付に関すること 

□要配慮者・避難行動要支援者に関すること 

□福祉施設の管理に関すること 

□福祉施設の被害調査及び応急対策に関すること 

□福祉避難所（福祉部所管）の運営に関すること 

□災害協定に基づく福祉避難施設の運営に関すること 

□社会福祉団体との連絡調整に関すること 

□被災者の相談、援護対策に関すること 

□行方不明者の情報収集等に関すること 

□災害見舞金・災害障害見舞金・弔慰金・援護資金に関すること 

□ボランティアの受入・登録・配分に関すること 

□対策部内各対策班との連絡調整並びに本部との連絡に関すること 

□災害ボランティアセンターの設置・運営に関すること 

□福祉活動に関すること 

□応急仮設住宅の入居者支援に関すること 
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□被災者の安否情報の回答に関すること 

□被災者生活再建支援金の支給事務に関すること 

□要配慮者への支援情報提供に関すること 

□海外からの支援の受入れに関すること 

□徴収金等の減免に関すること 

イ 医療衛生対策班（医療政策課、○健康づくり課） 

［災害予防対策］ 

□災害医療センター等の体制整備に関すること 

□医療救護所の体制整備に関すること 

□薬品及び衛生材料の調達に関すること 

□二次的健康被害予防のための体制整備に関すること 

□防疫に必要な薬剤及び資機材の調達に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□保健所並びに三師会、日本赤十字社等の医療関係機関との医療救護及び保健衛

生に係る連絡調整に関すること 

□医療・保健に関すること 

□感染症の予防に関すること 

□災害時医療対策本部の運営に関すること 

□災害医療センターの運営又は連絡調整に関すること 

□医療救護所の運営に関すること 

□薬品及び衛生材料の調達に関すること 

□二次的健康被害予防に関すること 

□災害時における防疫計画及び実施に関すること 

□防疫に必要な薬剤及び資機材の調達に関すること 

ウ こども対策班（○こども政策課、子育て支援課、保育幼稚園総務課、保育幼稚園事

業課、学童保育課） 

［災害予防対策］ 

□避難確保計画の作成指導に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□保育所・幼稚園・学童保育室等の維持管理に関すること 

□臨時保育所の設置及び幼稚園の応急保育の実施に関すること 

□保育所・幼稚園・学童保育室等施設の被害調査及び応急対策に関すること 

□福祉避難所（こども育成部所管）の運営に関すること 

□福祉避難所の協力応援に関すること 

□幼稚園・保育所等における避難対策に関すること 

(5) 産業対策部（部長：産業環境部長） 

ア 商工班（○商工労政課） 

［災害予防対策］ 

□中小企業ＢＣＰに関すること 
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□帰宅困難者対策の普及・啓発活動に関すること 

□事業者に対する防災知識の普及に関すること 

□事業者による自主防災体制の整備に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□商工業関係の被害調査、復旧対策に関すること 

□復旧資金の融資斡旋事務に関すること 

□対策部内各対策班との連絡調整並びに本部との連絡に関すること 

□対策部内各対策班の応援に関すること 

□被災者の雇用機会の確保に関すること 

□流通機能の回復に関すること 

イ 農林班（○農林課、農業委員会事務局） 

［災害予防対策］ 

□市街地緑化の推進に関すること 

□農地の保全・活用に関すること 

□ため池施設の安全確保に関すること 

□山地災害の予防対策に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□農地、農業用施設、山腹、農作物、家畜等の被害調査及び応急対策に関すること 

□ため池、水利の管理調整（ため池等の監視及びため池管理者、水利関係者との

連絡）に関すること 

□土地改良区との連絡調整に関すること 

□農林災害対策及び復旧対策に関すること 

□災害用農林金融斡旋に関すること 

□農地の被害証明に関すること 

□農地に係る陳情に関すること 

□対策部内各対策班の応援に関すること 

□林道の被害調査及び応急対策に関すること 

ウ 環境対策班（環境政策課（検査係を除く）、○資源循環課、環境事業課） 

［災害予防対策］ 

□事業所に対する有害化学物質の漏洩対策の指導と対策の確認に関すること 

□災害発生時の廃棄物処理体制の確保に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□清掃作業に必要な人員及び資機材の確保に関すること 

□災害時における、し尿・ごみ・がれき収集処理計画及び実施に関すること 

□簡易トイレ・仮設トイレに関すること 

□避難所等から排出されたごみ等の収集及び運搬に関すること 

□避難所等から排出されたし尿の収集及び運搬に関すること 

□し尿・ごみ収集業者の協力要請及び指導監督に関すること 

□環境衛生施設の被害状況及び応急対策状況の取りまとめに関すること 
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□事業所に対する有害化学物質の漏洩の状況に関する連絡に関すること 

□損壊家屋の廃棄処分に関すること 

(6) 土木対策部（部長：建設部長、副部長：都市整備部長） 

ア 建築対策班（都市政策課、○居住政策課、審査指導課、北部整備推進課、市街地新

生課、用地課、建築課） 

［災害予防対策］ 

□市有建築物の耐震化に関すること 

□民間建築物の耐震化促進に関すること 

□建築物の不燃化・耐震化に関すること 

□建築物耐震対策の推進に関すること 

□建築物の安全予防に関すること 

□地盤災害の予防対策に関すること 

□宅地防災対策に関すること 

□応急仮設住宅対策に関すること 

□応急危険度判定体制の整備に関すること 

□地元組織との連携による耐震化意識の啓発に関すること 

□関係団体との連携に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□開発事業の監視及び応急措置の対策指導に関すること 

□公共施設及び民間建築物の応急危険度判定に関すること 

□宅地の危険度判定に関すること 

□建物制限区域の指定及び復興地区区分の設定に関すること 

□市営住宅の被害状況調査及び応急修理に関すること 

□応急仮設住宅及びみなし仮設住宅の確保・提供に関すること 

□関係業者に対する応急対策体制の指示に関すること 

□被災住家の応急修理に関すること 

□復興計画の作成に関すること 

□被災住宅の改修・再建支援に関すること 

□損壊家屋の解体・運搬に関すること 

イ 道路対策班（○建設管理課、交通政策課、道路課） 

［災害予防対策］ 

□道路の整備に関すること 

□道路・道路施設の安全確保に関すること 

□交通確保体制の整備に関すること 

□緊急輸送体制の整備に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□道路のパトロール並びに交通途絶箇所及び交通迂回路線の公示に関すること 

□人員・資機材の輸送計画及び車両の調整に関すること 

□配置人員の掌握に関すること 



 

1-18 

第１部 総  則 

 

第４章 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

□道路、道路施設（橋梁、横断歩道橋等）の被害状況の取りまとめ及び本部への

報告に関すること 

□対策部内各対策班及び関係機関との連絡調整並びに本部との連絡に関すること 

□応急資機材の調達に関すること 

□大阪府茨木土木事務所との連絡調整に関すること 

□障害物の除去に関すること 

□緊急時における市内建設関係業者への協力依頼に関すること 

□公共土木施設の応急復旧その他土木工事に関すること 

□交通規制に関すること 

□避難誘導の応援に関すること 

□緊急交通路の確保及び周知に関すること 

□交通の維持復旧に関すること 

ウ 公園対策班（○公園緑地課） 

［災害予防対策］ 

□公園等の整備に関すること 

□緑道の整備に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□公園施設の被害状況調査及び応急対策に関すること 

□障害物の除去に関すること 

□一時避難地の巡回等に関すること 

エ 下水道対策班（下水道総務課、○下水道施設課） 

［災害予防対策］ 

□河川・水路の安全確保に関すること 

□地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害の軽減対策に関すること 

□水害予防対策の推進に関すること 

□下水道施設の予防対策に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□下水道施設の被害状況調査及び応急対策に関すること 

□浸水応急対策に関すること 

□各施設の機械器具の整備点検及び操作指示に関すること 

□水防対策活動に関すること 

□水路・井堰等の被害状況調査及び応急対策に関すること 

(7) 文教対策部（部長：教育総務部長、副部長：学校教育部長） 

ア 教育対策班（○教育政策課、学務課、施設課） 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□対策部内各対策班との連絡調整並びに本部との連絡調整に関すること 

□教育関係の災害対策及び被害状況の取りまとめ並びに本部への報告に関すること 

□教育関係機関との連絡調整に関すること 

□罹災児童・生徒に対する学用品の調達及び支給に関すること 
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□児童・生徒の学校給食の対策に関すること 

□罹災者の炊きだしに関すること 

□学校の保健管理に関すること 

□教育施設の被害状況調査及び報告に関すること 

□教育施設関係の災害復旧に関すること 

□教育施設の災害に関する応急措置及び使用協力に関すること 

イ 物資輸送班（社会教育振興課、○歴史文化財課、中央図書館） 

［災害予防対策］ 

□文化財の保護対策に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□物資輸送拠点の運営に関すること 

□避難所及び被災地区に対する物資・食糧等の運搬に関すること 

□所管施設・文化財等の災害対策及び被害状況調査に関すること 

□その他対策部内各対策班の協力応援に関すること 

ウ 学校教育班（○学校教育推進課、教職員課、教育センター） 

［災害予防対策］ 

□学校教育における防災教育に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□教職員の動員及び応急配置に関すること 

□児童・生徒の避難誘導に関すること 

□避難所の開設・管理・運営の補助に関すること 

□罹災児童・生徒の調査及び教育対策に関すること 

□応急教育実施に関すること 

□教職員に対する指導助言に関すること 

□通学路の点検及び安全確保に関すること 

□学校における避難対策に関すること 

(8) 給水対策部（部長：水道部長） 

ア 水道総務班（○水道部総務課） 

［災害予防対策］ 

□上水道施設の予防対策に関すること 

□給水体制の整備に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□対策部内各対策班及び関係機関との連絡調整並びに本部との連絡に関すること 

□部内職員の動員に関すること 

□水道施設の被害状況及び応急対策状況の取りまとめに関すること 

□断水等の広報に関すること 

□災害対策物資等の調達に関すること 

□水道工事業者等への協力要請に関すること 
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イ 応急給水班（○営業課、工務課（給水係）） 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□断水区域の調査及び応急給水の実施に関すること 

ウ 施設復旧班（○浄水課） 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□水道施設の運転管理に関すること 

□水道施設の被害状況の調査及び応急措置に関すること 

□水道施設の復旧に関すること 

□水質管理に関すること 

エ 管路復旧班（○工務課（工事係、計画管理係、維持係）） 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□送配水管の被害状況の調査及び応急措置に関すること 

□送配水管の復旧に関すること 

(9) 消防対策部※（部長：消防長） 

   ※消防対策部は、消防計画の警備本部を読み替えるものとする 

ア 消防本部班（消防本部総務課、○警備課、予防課） 

［災害予防対策］ 

□消火・救急・救助体制の整備に関すること 

□危険物等災害予防対策の推進に関すること 

□放射線災害予防対策の推進に関すること 

□火災予防対策の推進に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□対策部内対策班との連絡調整並びに本部との連絡に関すること 

□本部長、副本部長の指揮伝達に関すること 

□消防車両等の燃料確保に関すること 

□被害状況及び応急対策状況の取りまとめに関すること 

□公務災害補償に関すること 

□職員の食糧及び資機材の調達に関すること 

□その他の対策班に属さない事項に関すること 

□消防職団員の動員に関すること 

□通信統制に関すること 

□消防隊等の運用に関すること 

□火災の原因調査等の資料収集に関すること 

□人員及び主力機械の配置に関すること 

□医療機関との連絡調整に関すること 

□警備本部の設置及び運営に関すること 

□避難指示に関すること 

□消防応援要請及び受援体制に関すること 

□消防相互応援協定に関すること 
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□災害情報、被害状況写真等の記録保存に関すること 

□危険物施設等の把握に関すること 

□危険物施設等の指導に関すること 

□消防広報に関すること 

□避難誘導に関すること 

イ 消防署班（○警防課、救急救助課、各分署） 

［災害予防対策］ 

□消防団による防災教育に関すること 

□救助活動の支援に関すること 

［災害応急対策・復旧・復興対策］ 

□消火活動に関すること 

□被災者の救出・救助・避難誘導に関すること 

□警戒区域の巡回及び危険箇所の状況把握に関すること 

□救急業務に関すること 

□消防団の指揮に関すること 

 

２ 大阪府 
(1) 大阪府茨木土木事務所 

□災害予防対策、災害応急対策等に関する市及び関係機関との連絡調整に関すること 

□府の所管する土木施設、河川の防災対策及び復旧に関すること 

□水防活動及び気象予警報の伝達に関すること 

(2) 大阪府北部農と緑の総合事務所 

□用水路、ため池の防災対策の指導に関すること 

(3) 大阪府茨木保健所 

□災害時における保健衛生活動に関すること 

□医師会等医療機関との連絡調整に関すること 

 

３ 大阪府警察（茨木警察署） 
(1) 茨木警察署 

□災害情報の収集伝達及び被害実態の把握に関すること 

□被災者の救出救助及び避難指示に関すること 

□交通規制・管制に関すること 

□広域応援等の要請・受入れに関すること 

□遺体の検視（死体調査）等の措置に関すること 

□犯罪の予防・取締り・その他治安の維持に関すること 

□災害資機材の整備に関すること 

 

４ 指定地方行政機関 
(1) 近畿農政局（大阪府拠点） 

□応急用食糧品及び米穀の供給に関すること 
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(2) 近畿地方整備局大阪国道工事事務所 

□公共土木施設（直轄）の整備と防災管理に関すること 

□災害時における交通規制及び輸送の確保に関すること 

□公共土木施設（直轄）の応急対策に関すること 

□被災公共土木施設（直轄）の復旧に関すること 

(3) 大阪管区気象台 

□観測施設等の整備に関すること 

□防災知識の普及・啓発に関すること 

□災害に係る気象・地象・水害等に関する情報、予報及び警報の発表及び伝達に

関すること 

□災害の発生が予想されるときや、災害発生時において、府や市町村に対して気

象状況の推移やその予想の解説等に関すること 

□市が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること 

(4) 近畿総合通信局 

□非常通信体制の整備に関すること 

□非常通信協議会の育成指導、実施訓練等に関すること 

□災害時における電気通信の確保に関すること 

□非常通信の統制、管理に関すること 

□災害地域における電気通信施設の被害状況の把握に関すること 

□災害対策用移動通信機器等の貸出しに関すること 

 

５ 陸上自衛隊第三師団 
(1) 第36普通科連隊 

□地域防災計画にかかる訓練の参加協力に関すること 

□府、市及びその他の関係機関が実施する災害応急対策の支援、協力に関すること 

 

６ 指定公共機関及び指定地方公共機関 
(1) 西日本旅客鉄道株式会社（茨木駅） 

□鉄道施設の防災管理に関すること 

□輸送施設の整備等安全輸送の確保に関すること 

□災害時における緊急輸送体制の整備に関すること 

□災害時における鉄道車両による避難者等の緊急輸送に関すること 

□災害時における鉄道通信施設の利用に関すること 

□被災鉄道施設の復旧事業の推進に関すること 

(2) 西日本電信電話株式会社（関西支店） 

□電気通信設備の整備と防災管理に関すること 

□応急復旧用通信施設の整備に関すること 

□気象警報の伝達に関すること 

□災害時における重要通信確保に関すること 
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□災害関係電報・電話料金の減免に関すること 

□被災電気通信設備の災害復旧事業の推進に関すること 

□「災害用伝言ダイヤル」の提供に関すること 

(3) 日本赤十字社（大阪府支部） 

□災害医療体制の整備に関すること 

□災害救護用医薬品並びに血液製剤等の供給に関すること 

□災害時における医療助産等救護活動の実施に関すること 

□義援金品の募集、配分等の協力に関すること 

□避難所奉仕、ボランティアの受入れ・活動の調整に関すること 

□救助物資の備蓄に関すること 

(4) 西日本高速道路株式会社（関西支社大阪高速道路事務所） 

□管理施設の整備と防災管理に関すること 

□道路施設の応急点検体制の整備に関すること 

□災害時における交通規制及び輸送の確保に関すること 

□被災道路の復旧事業の推進に関すること 

(5) 大阪ガスネットワーク株式会社（北東部事業部） 

□ガス供給施設の整備と防災管理に関すること 

□災害時におけるガスによる二次災害防止に関すること 

□災害時におけるガスの供給確保に関すること 

□被災ガス施設の復旧事業の推進に関すること 

(6) 日本通運株式会社（大阪支店） 

□緊急輸送体制の整備に関すること 

□災害時における救助物資、避難者等の緊急輸送の協力に関すること 

□復旧資材等に輸送協力に関すること 

(7) 関西電力送配電株式会社（大阪支社大阪北電力本部高槻配電営業所） 

□電力施設の整備と防災管理に関すること 

□災害時における電力の供給確保体制の整備に関すること 

□災害時における電力の供給確保に関すること 

□被災電力施設の復旧事業の推進に関すること 

(8) 各鉄道・乗合旅客自動車運送事業者（阪急電鉄、大阪モノレール、阪急バス、近鉄

バス、京阪バス） 

□鉄道施設の防災管理に関すること 

□災害時における緊急輸送体制の整備に関すること 

□災害時における鉄道通信施設の利用に関すること 

□被災鉄道施設の復旧事業の推進に関すること 

□災害時における運行通信施設の利用に関すること 

□被災運行施設の復旧事業の推進に関すること 

(9) 淀川右岸水防事務組合 

□組合管轄区域の水防に関すること 
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□水防に必要な器具、資材及び設備の整備及び運用に関すること 

□水防団員の教育及び訓練に関すること 

(10) 神安土地改良区その他各土地改良区 

□ため池、水門、水路の防排除施設の整備と防災管理に関すること 

□農地及び農業用施設の被害調査に関すること 

□湛水防除活動に関すること 

□農業用施設の復旧事業の推進に関すること 

(11) 日本郵便株式会社（茨木郵便局） 

□災害時における郵便業務の確保に関すること 

□被災者に対する郵便葉書の無償交付に関すること 

□茨木市との災害協定に基づく、被害情報の提供に関すること 

 

７ その他の公共的団体 
(1) 茨木市医師会、茨木市歯科医師会、茨木市薬剤師会 

□災害時における医療救護の活動に関すること 

□負傷者に対する医療活動に関すること 

(2) 社会福祉法人茨木市社会福祉協議会 

□災害ボランティアセンターの設置・運営に関すること 

□災害時におけるボランティア活動に関すること 

□災害時における生活救護、福祉相談に関すること 

 



 

1-25 

第１部 総  則

第５章 市民、事業者の基本的責務

第
１
部 

総 

則 

第
２
部 

災
害
予
防
対
策 

第
３
部 

風
水
害
応
急
対
策 

第
４
部 

地
震
災
害
応
急
対
策 

第
６
部 

災
害
復
旧
・
復
興
対
策 

第５章 市民、事業者の基本的責務 
災害による被害を最小限にとどめるためには、公助に加え、自分の命は自分で守る「自

助」と、共に助け合い自分たちの地域を守る「共助」による防災活動を推進し、社会全体

で防災意識を醸成させていくことが重要である。 

市民及び事業者は、自助、共助の理念のもと、平常時より災害に対する備えを進めると

ともに、多様な機関と連携・協力して様々な防災活動に取り組み、地域防災力の向上に努

めなければならない。 

 

１ 市民の基本的責務 
自らの安全は自ら守るのが防災の基本であることから、市民は自助、共助の理念のも

と、その自覚を持ち、平常時より、食品、飲料水その他の生活必需物資の備蓄や防災訓

練への参加等、災害に対する備えを心がけるとともに、災害時には自らの安全を守るよ

う行動し、初期消火、近隣の負傷者・避難行動要支援者への援助、避難所の自主的運営

のほか、防災関係機関及び地域が行う防災活動との連携・協力、過去の災害から得られ

た教訓の伝承に努めなければならない。 

(1) 災害等の知識の習得 

ア 防災訓練や防災講習等への参加 

イ 地域の地形、危険場所等の確認 

ウ 過去の災害から得られた教訓の伝承 

(2) 災害への備え 

ア 家屋等の耐震化・適正管理、家具等の転倒・落下防止 

イ 避難場所、避難経路の確認 

ウ 家族との安否確認方法の確認 

エ 最低３日分、できれば１週間分の生活必需品等の備蓄 

オ 災害時に必要な情報の入手方法の確認 

(3) 地域防災活動への協力等 

ア 地域の防災活動等への積極的な参加 

イ 初期消火、救出救護活動への協力 

ウ 避難行動要支援者への支援 

エ 地域住民による避難所の自主的運営 

オ 国、府、市が実施する防災・減災対策への協力 

 

２ 事業者の基本的責務 
事業者は、自助、共助の理念のもと、災害時に果たす役割（従業員や利用者の安全確

保、二次災害の防止、事業の継続、地域への貢献）を十分に認識し、各事業者において、

災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるとと

もに、防災体制の整備、防災訓練、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画策定、各

計画の点検・見直し等を実施するなど企業防災の推進に努めなければならない。 

また、災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供
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を業とする者は、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、当

該事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する防災に関する施策に協力するように

努めなければならない。 

(1) 災害等の知識の習得 

ア 従業員に対する防災教育、防災訓練の実施 

イ 地域の地形、危険場所等の確認 

(2) 災害への備え 

ア 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や非常時マニュアル等の整備 

イ 事業所等の耐震化・適正管理、設備等の転倒・落下防止 

ウ 避難場所、避難経路の確認 

エ 従業者及び利用者の安全確保 

オ 従業員の安否確認方法の確認 

カ 最低３日分の生活必需品等の備蓄 

(3) 出勤及び帰宅困難者への対応 

ア 発災時のむやみな移動開始の抑制 

イ 出勤及び帰宅困難者の一時的な受入れへの協力 

ウ 外部の帰宅困難者用の生活必需品等の備蓄 

エ 災害時に必要な情報の入手・伝達方法の確認 

(4) 地域防災活動への協力等 

ア 地域の防災活動等への積極的な協力・参画 

イ 初期消火、救出救護活動への協力 

ウ 国、府、市が実施する防災・減災対策への協力 

 

３ ＮＰＯ・ボランティア等多様な機関との連携 
市民及び事業者は、ＮＰＯ・ボランティア等多様な機関と連携・協力して、防災訓練

や防災講習等を実施することで、災害時の支援体制を構築し、地域防災の担い手を確保

するとともに、避難行動要支援者の安否確認や自主的な避難所運営等の災害対応を円滑

に行えるよう努めなければならない。 

なお、ボランティア活動はその自主性に基づくことから、府、市、市民、他の支援団

体と連携・協働して活動できる環境の整備が必要である。 
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第１章 災害に強いまちづくり 

第１節 都市の防災機能の強化 

市は、府はじめ防災関係機関等と連携して、防災空間の整備や市街地の面的整備、道路・

橋梁施設等の耐震対策などにより、災害に強い都市基盤を形成し、都市における防災機能の

強化に努める。 

都市の防災機能の強化にあたっては、市民の主体的な防災活動や安全活動に必要な都市

基盤施設の整備に努め、その際、「災害に強い都市づくりガイドライン」を活用する。 

市及び府は、それぞれのまちの災害リスクを踏まえた居住誘導、災害ハザードエリアにお

ける開発抑制、避難に必要な施設の整備に加え、自然環境の機能を活用すること等により地

域のレジリエンスを高める「Eco-DRR（生態系を活用した防災・減災）」及び「グリーンイン

フラ」の取組の推進など、総合的な防災・減災対策を講じることにより、災害に強いまちの

形成を図る。 

また、市は、「災害危険度判定調査」の実施及び公表に努めるとともに、「防災都市づくり

計画」の策定に努める。 

 

１ 防災空間の整備 

市は、府及び近畿地方整備局と連携を図りながら避難地・避難路の確保、火災の延焼防

止、災害応急活動の円滑な実施を図るため、公園緑地、道路、河川、ため池、水路等の都

市基盤施設の効果的整備に努める。また、市は農地などの貴重なオープンスペースや学校、

比較的敷地規模の大きな公共施設の有効活用を図り防災空間を確保する。 

 

(1) 公園等の整備 

災害時の避難地、延焼遮断空間としての機能を有する公園等については、「茨木市緑

の基本計画（平成28年３月改定）」に基づく体系的な整備、拡大を推進する。 

なお、都市公園の整備に際しては、「防災公園の計画・設計・管理運営ガイドライン

（改訂第２版）」（国土交通省 国土技術政策総合研究所監修）、「大阪府防災公園整備指

針」（大阪府土木部発行）及び「大阪府防災公園施設整備マニュアル」（大阪府土木部公

園課）を参考にする。 

ア 広域避難地となる公園・緑地 

広域的な避難の用に供する概ね面積10ha以上の都市公園等（面積10ha未満の都市公

園で、避難可能な空地を有する公共施設その他の施設の用に供する土地と一体となっ

て概ね面積10ha以上となるものを含む。）を整備する。 

イ 一時避難地となる公園 

近隣の住民が避難する概ね面積１ha以上の都市公園を整備する。 

ウ その他防災に資する身近な公園 

緊急避難の場所となる公園・広場等を整備する。 

(2) 道路・緑道の整備 

ア 広域避難地等に通じる避難路となる幅員15m以上の道路を整備する。 
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イ 避難路、延焼遮断空間としての機能を強化するため、既存道路の緑化や無電柱

化、不法占有物件の除去に努める。 

(3) 市街地緑化の推進 

延焼遮断機能を有する緑地や街路樹など、市街地における緑化、緑の保全を推進する。 

(4) 農地の保全・活用 

市街地及びその周辺の農地は、良好な環境の確保はもとより、延焼遮断帯・緊急時の

避難地等、防災上重要な役割を担っており、生産緑地制度等により適切に保全・活用し、

オープンスペースの確保を図る。 

 

２ 建築物の不燃化・耐震化 

(1) 防火地域等の指定 

本市では、災害に強く、安全・安心なまちづくりを進めるため「大阪府防災都市づく

り広域計画」等に基づき、市街化区域において防火地域、準防火地域等の区域を指定し

建築物の不燃化を促進している。 

(2) 地域単位での耐震化 

木造住宅に対する耐震化を促進するため、地域や府と連携を図り、地域単位での取り

組みを進める。（大阪府まちまるごと耐震化支援事業） 

 

３ 土木構造物の耐震化 

道路施設、河川、鉄軌道施設等土木構造物の管理者は、自ら管理する構造物について耐

震化を推進する。 

(1) 道路の安全確保 

落石等の道路災害の発生を未然に防止するため道路パトロ－ルを行い、危険箇所には

落石防止柵の整備や法面保護等の必要な対策を講じる。 

(2) 道路施設の安全確保 

橋梁、横断歩道橋等の点検を実施し、危険箇所には必要な対策を講じる。 

(3) 河川・水路の安全確保 

河川・水路による水害を防止するため、堤防、護岸等の河川構造物の点検を実施し、

危険箇所には必要な対策を講じる。 

(4) ため池施設の安全確保 

ため池の決壊等による災害を防止するため、堤体等の点検を実施し、危険箇所には必

要な対策を講じるよう、ため池管理者に対して啓発指導を行うとともに、必要に応じて

耐震診断を実施する。また、想定される大規模地震動に対して、堤体が損傷を受けても

決壊しないよう、「土地改良施設耐震対策計画（平成19年１月）」に基づき計画的に耐震

対策を実施するとともに、必要に応じ、農業用施設の統廃合を進める。 

(5) 鉄軌道施設の安全確保 

鉄軌道にかかる橋梁、高架部、盛土部等について耐震性の向上に努める。 
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４ 災害発生時の廃棄物処理体制の確保 

市及び府は、災害発生時において、し尿及びごみを適正に処理し、周辺の衛生状態を保

持するため、平常時からし尿及びごみ処理施設の強化等に努めるとともに、早期の復旧・

復興の支障とならないよう災害廃棄物の処理体制の確保に努める。 

(1) し尿処理 

ア 市は、し尿処理施設の整備にあたっては、あらかじめ耐震性・浸水対策等に配慮

した施設整備に努める。 

イ 市は、既存のし尿処理施設についても、耐震診断を実施するなどし、必要に応じ

て施設の補強等による耐震性の向上、不燃堅牢化、浸水対策等に努める。 

ウ 市は、災害時のし尿処理施設における人員計画、連絡体制、復旧対策も含めた災

害対応マニュアルを整備するとともに、補修等に必要な資機材や通常運転に必要な

資材（燃料、薬剤等）を一定量確保する。 

エ 市は、災害時における上水道、下水道、電力等ライフラインの被害想定等を勘案

し、し尿の収集処理見込み量及び災害用トイレの必要数を把握する。 

オ 市は、し尿処理施設等が被災した場合に備え、周辺市町村等との協力体制の整備

に努める。 

カ 市及び府は、災害発生に備え、災害用トイレの必要数の確保に努める。 

キ 府は、広域的な処理体制を確保するよう、相互協力体制整備を促進する。 

(2) ごみ処理 

ア 市は、ごみ処理施設の整備にあたっては、あらかじめ耐震性・浸水対策等に配慮

した施設整備に努める。 

イ 市は、既存のごみ処理施設についても、耐震診断を実施するなどし、必要に応じ

て施設の補強等による耐震性の向上、不燃堅牢化、浸水対策等に努める。 

ウ 市は災害時のごみ処理施設における人員計画、連絡体制、復旧対策も含めた災害

対応マニュアルを整備するとともに、補修等に必要な資機材や通常運転に必要な資

材（燃料、薬剤等）を一定量確保するよう努める。 

エ 市は、あらかじめ一時保管場所の候補地を選定しておく。また、一時保管場所の

衛生状態を保持するため、殺虫剤、消臭剤等の備蓄に努める。 

オ 市は、ごみ処理施設等が被災した場合に備え、周辺市町村等との協力体制の整備

に努める。 

カ 府は、市町村間等の協力体制の整備について支援する。 

(3) 災害廃棄物等処理 

ア 市は、災害廃棄物の処理に係る指針に基づき，円滑かつ迅速に災害廃棄物を処理

できるよう、災害廃棄物の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物（避難所ごみや仮

設トイレのし尿等）の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺市町村等との

連携・協力のあり方等について、茨木市災害廃棄物処理計画等において具体的に示

す。 

イ 府は、災害廃棄物の処理に係る指針に基づき、円滑かつ迅速に災害廃棄物を処理

できるよう、市町村が行う災害廃棄物対策に対する技術的な援助を行うとともに、
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災害廃棄物処理に関する事務の一部を実施する場合における仮置場の確保や災害時

の廃棄物の処理体制、民間事業者等との連携・協力のあり方等について、大阪府災

害廃棄物処理計画において具体的に示す。 

ウ 府は、大量の災害廃棄物の発生に備え、国や他の府県と協力して、広域処理体制

の確立や十分な大きさの仮置場・最終処分場の確保に努める。 

また、災害廃棄物対策に関する広域的な連携体制や民間連携の促進等に努める。 

エ 市又は府は、災害廃棄物からのアスベスト等の飛散による環境汚染に備えて、あ

らかじめモニタリング体制を整備しておく。 

オ 市又は府は、災害廃棄物に関する情報及び災害廃棄物処理支援ネットワーク

（D.Waste-Net）や災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）、地域ブロック協議会

の取組等に関して、ホームページ等において公開する等、周知に努める。 

カ 市又は府は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害

廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。また、地域

住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周

知を進めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努めるものとする。 
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第２節 建築物等の安全化 

１ 住宅・建築物耐震対策等の促進 

市は、府及び建築関係団体と連携して、「茨木市住宅・建築物耐震改修促進計画」に基

づき地震に対する安全性が明らかでない住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修等の促進

と、ブロック塀等の安全対策の促進について、さらなる取組み強化を図る。 

また、天井等の非構造部材の脱落防止等の落下物対策、超高層建築物等における長周期

地震動対策等を適切に実施する。 

市は国の基本方針や「住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪」を踏まえ、「茨木市住宅・建

築物耐震改修促進計画」の見直しを図り、地域特性に応じた施策の展開や計画的な公共建

築物の耐震診断及び耐震改修の促進に努める。 

(1) 住宅の耐震化 

建て替えや耐震改修等の推進により、目標年次である令和７年度の住宅の耐震化率

95％の目標達成を目指し、より一層の周知・啓発と支援に努める。 

(2) 特定既存耐震不適格建築物（民間）の耐震化 

耐震改修促進法第14条に規定されている特定既存耐震不適格建築物については、所有

者に対する耐震改修説明会等による意識の啓発に努め、耐震化の促進を図る。 

(3) 要安全確認計画記載建築物（耐震診断義務化対象路線沿道建築物）の耐震化 

耐震改修促進法第７条に規定されている要安全確認計画記載建築物について、令和７

年度を目途に耐震性の不足するものをおおむね解消することを目標とし、より一層の普

及・啓発と支援に努める。 

(4) 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化 

耐震改修促進法附則第３条に規定されている要緊急安全確認大規模建築物について、

令和７年度を目途に耐震性の不足するものをおおむね解消することを目標とし、より一

層の普及・啓発と支援に努める。 

(5) 公共建築物の耐震化 

市有建築物については、耐震化の目標は達成しているが、耐震性を有しない建築物に

ついても、引き続き対策を検討する。 

(6) 危険なブロック塀の耐震化等 

市内のブロック塀の所有者は、地震による倒壊の危険性について点検を行い、耐震化措置

や危険性が高い場合は除却を行う。市は、ブロック塀の点検方法や必要な措置について周知

を行う。 

 

２ 建築物の安全予防 

(1) 建築物災害の予防対策 

ア 病院、マーケット等における不特定多数の人が利用する建築物については、必要

な助言及び指導を行う。 

イ 市は、府及び建築物の所有者等と連携して、強風による屋根瓦の脱落・飛散防止

を含む落下物の防止対策を図る。 

ウ ブロック塀の倒壊予防措置及び建築物の窓ガラス、外装材等の落下物の予防措置 
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を図るよう指導する。 

エ 工事中の建築物については、落下物の防止、工事現場の危険防止等の安全確保

を図るよう指導する。 

オ 府は、建築基準法第39条の規定による災害危険区域を指定し、住宅等の建築制

限を行う。 

(2) 空家等の対策 

市は、平常時より管理不全の通報等があった空家等の所有者等の特定を図り、当該所

有者等の責任において空家等の適切な管理が行われるよう意識啓発に努める。 

府は、不動産、建築、法律等の専門家団体との連携により、空家等の適正管理に係る

相談窓口体制を整備し、市とともに、相談窓口の普及啓発に努める。 

(3) ブロック塀等の安全対策 

市は、道路及び公園におけるブロック塀の安全対策を重点的に実施するにあたり、優

先度、危険度に応じた計画的な安全対策を推進する。 

 （4）非構造部材の安全対策 

ア 窓ガラスや外壁タイル 

窓ガラスなどについては、窓に飛散防止フィルムを貼る等の対策普及を図ると

ともに、外壁の改修工事による落下防止対策について普及啓発を行う。 

イ 屋外広告物の安全性 

強度が不足している屋外広告物は、地震時に落下して通行人等に被害を及ぼす恐れ

があることから、屋外広告物についての掲出許可申請の際や講習会等の機会をとらえ、

適切な設計・施工や、維持管理についての啓発に努めるほか、関係団体にも協力を求

め、広く屋外広告物の安全性の注意喚起を行う。 

ウ 天井等の脱落防止対策 

市は、日頃から人が立ち入る大規模空間の吊り天井（特定天井等）においては、地

震時のリスクや天井等の脱落防止対策を建物所有者等に周知し、安全性の確保を推進

する。 

（5）建築設備の安全対策 

ア エレベーターの閉じ込め防止対策 

市は、定期検査等の機会を捉え、現行指針に適合しないエレベーターの地震時

のリスクや閉じ込め防止対策等をエレベーターの所有者等に周知し、安全性の確

保を推進する。 

イ エレベーター・エスカレーターの脱落防止対策 

市は、エレベーターやエスカレーターの所有者等に対して、地震時のエスカレ

ーター等の脱落リスクや対策を周知し、安全性の確保を推進する。 

ウ 建築設備の転倒防止対策 

市は、建物所有者等に対して、建築物における電気温水器、ガス、石油も含め

たすべての給湯設備の転倒防止対策やそれらに付随する配管等の落下防止対策

について周知し、安全性の確保を推進する。 

（6）長周期地震動の対応 
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市は、国土交通省により示された超高層建築物における長周期地震動対策等を超高層建築

物所有者等に周知し、安全性の確保を推進する。 

 

 

３ 文化財 

市民にとってかけがえのない遺産である文化財を災害から保護するため、防災意識の

高揚、消防用設備の設置促進等の整備を図るとともに、初期消火訓練の実施や防災関係機

関と連携した予防体制を確立する。 
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第３節 土砂災害等予防対策の推進 

１ 地盤災害の予防対策 

(1) 地盤災害の種類 

ア 強震動 

イ 地盤の液状化 

ウ 不等沈下 

(2) 強震動災害の防止 

地震時のゆれを防止することは不可能であるが、地盤の震動特性を把握した上で、そ

の震動特性を考慮した構造物を造れば強震動災害は軽減する。強震動災害防止のために

は、次のようなものがある。 

ア 施設の耐震性の強化に努める。 

イ 建築物やライフライン施設など重要な施設・構造物は、それらの施設の耐震基準

を十分満たすように設計・施工するよう努める。 

(3) 地盤の液状化による災害の防止 

地盤の液状化による災害の防止には、次のようなものがある。 

ア 液状化しやすい地域に建築物を建てる際には、液状化対策を十分考慮するととも

に、既存の建築物についても、住民や所有者に液状化による建築物被害が生じる可

能性があることを啓発する。 

イ 地下埋設物は、液状化の影響を最も受けやすいので、設計・施工時に液状化対策

を十分に考慮する。また、既設のものについては、強度の低いものから順次、補

修・取替えを実施するとともに地下埋設物が被災した時の供給方法について想定し

ておく。 

(4) 不等沈下による災害防止 

不等沈下は、造成地や軟弱地盤で起こりやすい。本市では軟弱地盤の地域は南部を中

心に存在し、造成地は、埋立部での不等沈下や切土部と盛土部の境界付近での不等沈下

及び構造物被害が生じやすい。このような地域では、地盤の改良や十分な強度をもつ構

造物とすることが必要である。 

 

２ 土砂災害の予防対策 

土砂災害から人命を守るため、土砂災害のおそれのある区域等についての危険の周知、

警戒避難体制の整備、住宅等の新規立地の抑制等のソフト対策を推進する。 

また、土砂災害による災害の発生のおそれのある土地の区域について、当該災害等に対

するリスクの評価を踏まえ、都市的土地利用を誘導しないものとし、必要に応じて、移転

等も促進するなど、風水害に強い土地利用の推進に努める。 

(1) 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 

府は、土砂災害により被害のおそれのある地域の地形、地質、降水及び土地利用状況

等について基礎調査を行い、市長の意見をききながら、土砂災害警戒区域及び土砂災害

特別警戒区域を指定（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（以下「土砂災害防止法」という。）第７、９条）し、その範囲を示した図面を公表
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する。 

市は、府の指定をうけて、関連する情報の市民への周知を図る。 

(2) 指定区域内での開発規制 

府は、土砂災害特別警戒区域においては、住宅宅地分譲や社会福祉施設等のための開

発行為について制限する。 

(3) 建築物の構造規制を踏まえた安全確保の推進 

府は、土砂災害特別警戒区域においては、建築基準法に基づく構造規制を踏まえ、建

築物の構造が安全なものとなるように努める。 

(4) 建築物の移転等の勧告 

府は、土砂災害特別警戒区域においては、土砂災害発生時に著しい危害が生じるおそ

れのある建築物の所有者等に対し、移転等の勧告を行う。 

(5) 警戒避難体制等 

市では、警戒区域等の種別と範囲、警戒区域ごとの指定避難所、指定避難場所及び避

難ルート、土砂災害に関する情報の収集・伝達方法、平時からの備え等について定めた

上で、ハザードマップ（地域別ハザードマップ（土砂災害）など）を作成している。市

は、今後もハザードマップを活用した市民周知に努めるとともに、府における警戒区域

等の指定の追加や、道路や施設の更新等に応じ、継続的にハザードマップの見直を行う。 

また、要配慮者利用施設で土砂災害のおそれがあるときに利用者の円滑かつ迅速な避

難の確保が必要な施設の名称及び所在地についてこの計画に定める。名称及び所在地を

定めた施設については、当該施設の所有者又は管理者に対する土砂災害に関する情報、

予報及び警報の伝達方法を定める。（土砂災害防止法第８条） 

土砂災害（特別）警戒区域内に位置し、この計画に名称及び所在地を定められた要配

慮者利用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、防災体制に関する事項、

避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、防災教育・

訓練に関する事項等を定めた計画（「避難確保計画」）を作成する。また、作成した計画

は市長に報告するとともに、当該計画に基づき、避難誘導等の訓練を実施する。 

市及び府は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等につ

いて、定期的に確認するように努める。 

(6) 土砂災害リスク及び避難に関する情報の周知 

市は、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住

宅の条件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努

めるとともに、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として

安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員

避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

(7) 斜面判定制度の活用 

市及び府は、必要に応じて、ＮＰＯ法人大阪府砂防ボランティア協会等との連携によ

り、斜面判定士による土砂災害危険箇所の点検巡視を行う。 

(8) 防災訓練等の実施 

市は、土砂災害に関する避難訓練の実施に努める。避難訓練の内容については、ハザ
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ードマップ等を活用するとともに、土石流が流れてくると予想される区域や危険な急傾

斜地から離れる方向に速やかに避難するなど、実践的な避難訓練となるよう工夫し、広

く市民の参加が得られるよう努める。 

 

３ 急傾斜地災害の予防対策 

(1) 区域の指定 

府は、急傾斜地におけるがけ崩れを未然に防止し、法面の崩壊を抑止するため、「急

傾斜地崩壊危険区域」（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条）を指定

する。また、「災害危険区域」（大阪府建築基準法施行条例第３条）を指定し、必要に応

じて居住用建物の建築制限等を行う。 

府は、急傾斜地崩壊危険区域において、がけ地の崩壊を助長又は誘発する原因となる

行為を禁止・制限し、崩壊防止工事を実施する。 

(2) 周知等 

市及び府は、「急傾斜地崩壊危険箇所」の把握・周知に努める。 

また、市、府及び関係機関は、災害情報の収集及び伝達、避難、救助等の活動が迅速

かつ的確に遂行されるよう警戒避難体制の整備に努める。 

 

４ 地すべりの予防対策 

(1) 多量の崩土による災害を未然に防止し、土砂移動を抑止するため、国土交通大臣

は、「地すベり防止区域」（地すべり等防止法第３条）を指定する。なお、本市では

「地すベり防止区域」はない。 

(2) 市及び府は、「地すベり危険箇所」の把握・周知に努める。 

(3) 市、府、近畿地方整備局及び関係機関は、災害情報の収集及び伝達、避難、救助等

の活動が迅速かつ的確に遂行されるよう警戒避難体制の整備に努める。 

 

５ 土石流の予防対策 

(1) 土石流など土砂流出による災害を未然に防止し、下流への土砂流出を抑止するた

め、国土交通大臣は、「砂防指定地」（砂防法第２条）を指定する。 

(2) 府は、砂防指定地において一定の行為を禁止・制限するとともに、砂防事業を実施

する。特に、土砂・流木による被害の危険性が高い渓流において、土砂・流木捕捉効

果の高い透過型砂防堰堤等の整備を実施する。 

(3) 市及び府は、「土石流危険渓流及び危険区域」の把握・周知に努める。 

(4) 市、府及び関係機関は、災害情報の収集及び伝達、避難、救助等の活動が迅速かつ

的確に遂行されるよう警戒避難体制の整備に努める。 

 

６ 土砂災害警戒情報の作成・発表 

大阪管区気象台と府は連携し、大雨による土砂災害の危険度が高まった際、市が防災活

動や市民への避難情報の発令等の災害予防対応を適切に行うことができるよう、土砂災

害警戒情報を作成・発表し、市等に通知及び一般へ周知するとともに、避難情報の発令対
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象地域を特定するための参考情報として、土砂災害警戒情報を補足する情報の提供に努

める。 

 

７ 山地災害の予防対策 

(1) 農林水産大臣は、土砂の流出や崩壊を防止するために必要があるときは、森林を

「保安林」（森林法第25条）として指定する。 

(2) 府は、保安林において一定の行為を制限するとともに治山事業を実施する。 

(3) 府は、山地災害危険地区等における治山施設の整備等のハード対策と、山地災害危

険地区に係る監視体制の強化、情報提供等のソフト対策の一体的な実施や、地域の避

難体制との連携による減災効果の向上を図る。 

(4) 府は、森林の整備・保全の推進により、山地災害の発生防止に努めるものとし、特

に、尾根部からの崩落等による土砂流出量の増大、流木災害の激甚化、広域にわたる

河川氾濫など、災害の発生形態の変化等に対応するため、流域治水の取組と連携しつ

つ、土砂流出の抑制、森林土壌の保全強化、流木対策等を推進するものとする。 

(5) 市及び府は、山腹の崩壊、崩壊土砂の流出を防止するため、「山地災害危険地区」

を把握するとともに、山地災害に関する行動マニュアル・パンフレット等を作成し市

民に配布するなど、周知に努める。 

(6) 府は、台風、集中豪雨等に伴う山地災害に対処する治山施設の整備等のハード対策

と、山地災害危険地区に係る監視体制の強化、情報提供等のソフト対策を一体的に推

進する。また、山地災害の発生を防止するため、森林の整備・保全を推進する。 

 

８ 宅地造成及び盛土対策 

(1) 市は、宅地造成に伴い災害が生じるおそれの著しい市街地又は市街地になろうとす

る土地の区域を「宅地造成工事規制区域」（宅地造成等規制法第３条）に指定する。 

(2) 市は、宅地造成工事規制区域内において、開発事業者に対して、宅地造成に関する

技術基準に適合するよう指導するとともに、必要に応じて監督処分を行う。 

(3) 市は、宅地の災害発生を未然に防止するため、宅地防災パトロ－ルを実施し、危険

な宅地については防災措置を指導する。 

(4) 市は、市民へ大規模盛土造成地の位置や規模を示した、大規模盛土造成地マップ

（平成27年７月公表）を活用し、市民の防災意識を高めるとともに、滑動崩落の恐れ

が大きい大規模盛土造成地の調査を行い、宅地の安全性の把握及び耐震化を促進す

る。市は、液状化発生の危険性を示した液状化ハザードマップを作成・公表するよう

努め、府は、これについての国からの情報収集等を行なう。 

(5) 市及び府は、盛土による災害防止に向けた総点検等を踏まえ、危険が確認された盛

土について、各法令に基づき、速やかに撤去命令等の是正指導を行うものとする。ま

た、府は、当該盛土について、対策が完了するまでの間に、市の地域防災計画や避難

情報の発令基準等の見直しが必要になった場合には、適切な助言や支援を行うものと

する。 
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９ 地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害の軽減対策 

大規模地震等の発生するおそれがある地域において、緊急交通路を閉塞するなど、地震

時に社会的に重大な被害が起こりうる住宅市街地を土砂災害から保全するために、必要

な砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設の整備を促進する。 

 

１０ 警戒・避難体制等の整備 

土砂災害防止法に基づき、市域に警戒区域の指定があったときは、その警戒区域ごとに

土砂災害に関する情報の収集及び伝達を実施する。 

予報又は警報の発表があった場合は、危険箇所の警戒巡視を強化し、地域住民や要配慮

者利用施設等へ防災情報を伝達し、避難、救助その他警戒区域における土砂災害を防止す

るため必要な警戒避難体制の整備に努める。 

また、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等の危険が予想される場合、

避難地に関する事項その他警戒区域における円滑な警戒避難が行われるための必要な事

項について市民に周知させるよう情報連絡体制の確立に努める。情報の伝達に関しては、

防災行政無線（同報系）、緊急速報メールなど多様な手段を用いて伝達できる体制を構築

し、あわせて市民等に伝達手段をあらかじめ周知する。 

 

１１ 砂防ボランティア（斜面判定士等）の活用 

土砂災害から市民を守るため、府とＮＰＯ法人大阪府砂防ボランティア協会と協力し

て、砂防ボランティア（斜面判定士等）の活用を図り、土砂災害等予防対策のための安全

パトロールによる現地評価、市民に対して土砂災害の防止に関する啓発活動に努める。 

 

１２ ハザードマップの活用 

土砂災害から人命を守るため、ハザードマップにより、土砂災害警戒区域や危険箇所を

周知することで、地域住民の防災意識の高揚を図る。 
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第４節 水害予防対策の推進 

市は、河川流域全体のあらゆる関係者と協働し、河川・下水道・ため池における洪水、雨

水出水等による災害を未然に防止するため、流域全体で水害を軽減させる流域治水対策を

実施する。 

 

１ 河川・水路の改修 

(1) 水害の防止 

近年の著しい都市化の進展に伴う降雨時の一時的な流量増加に対処するとともに、災

害を未然に防止するために水路等の改修事業を推進する。また、雨期前には水路の重点

箇所の点検、幹線水路の浚渫、清掃を実施する。 

(2) 雨量計・水位計の整備点検 

観測に障害が発生しないよう、定期的に機器を点検・整備するとともに、必要に応じ

て観測機器を増設する。 

(3) 倉庫・資機材の整備点検 

応急対策活動に支障がないよう、鍵の管理、倉庫内の整理、資機材の調達を行うとと

もに、必要に応じて倉庫の増設や資機材の見直しを実施する。 

(4) 気象及び河川情報システムの活用 

広域的な雨量情報や河川水位情報の迅速な収集伝達を図るため、各種情報システム等

を導入し、その活用に努める。 

 

２ 下水道整備計画 

下水道整備の目的の１つには、浸水被害の軽減が含まれており、雨水管整備や既存水路

の拡幅等雨水の速やかな排除のみでなく貯留・浸透等の観点を含め、その他の関連計画と

整合を図りつつ計画的かつ総合的に下水道整備を推進する。 

 

３ 浸水予防施設 

市域内の集中豪雨等による浸水を防止するために設けた貯留施設の維持管理及び新規

貯留施設の整備を推進する。 

 

４ ため池等農業用水利施設の総合的な防災・減災対策 

ため池の決壊、水路の氾濫等による浸水被害を防止するため、適正な維持管理のもと、

市、府、ため池管理者等関係機関は連携して、ため池等農業用水利施設の改修・補強に努

めるとともに、事前の備えと迅速かつ的確な情報伝達・避難等、防災意識の向上を図るソ

フト対策と併せ、総合的な防災・減災対策を進める。 

(1) ため池防災対策 

ア 概ね200年に一度発生する可能性のある降雨や、想定される直下型地震、海溝型地

震の地震動に対しても、水防上、重要なため池については、堤体が損傷を受けても

決壊しないよう計画的な改修や耐震整備を進める。 

イ 危険箇所早期発見や適正な維持管理を促す。 
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(2) ため池の減災対策 

ア 耐震性の調査・診断 

水防上、重要なため池については、想定される大規模地震動に対する堤体の安全性

について、計画的に調査・診断を進める。 

イ 防災意識の向上と体制整備 

ハザードマップを活用し、情報伝達・連絡体制の整備を進める。 

(3) 農業用水路、排水施設の防災対策 

農業用水路の整備、排水施設等の改修・延命化に努める。 

 

５ 安威川ダムの建設 

安威川ダムは、安威川治水計画の一環として府が建設を進めている、洪水調節と流水の

正常な機能の維持、下流河川の環境改善を目的とする治水ダムである。 

昭和51年度から実施計画調査が続けられ、昭和63年度から建設段階に入り、令和４年春

に完成し、令和５年から運用が開始される予定である。なお、安威川ダムの諸元は、次の

とおりである。 

 

安威川ダムの諸元 

位   置 形   式 堤 高 堤頂長 総貯水量 

生保・大門寺・安威地先 
中央コア型 

ロックフィルダム 
76.5m 337.5m 18,000千㎥ 

 

６ 水害減災対策の推進 

洪水、雨水出水に対する事前の備えと洪水時の迅速かつ的確な情報提供・避難により、

水災の軽減を図るため、洪水予報、水位周知河川の洪水特別警戒水位(氾濫危険水位)、水

位周知下水道の雨水出水特別警戒水位の到達情報の発表、水防警報の発表、想定し得る最

大規模の降雨による浸水想定区域の指定・公表、洪水リスクの開示、避難体制の整備を行

う。 

(1) 洪水予報、水防警報等 

ア 洪水予報 

(ｱ) 近畿地方整備局は、２以上の府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きく

洪水により重大な損害を生ずるおそれのあるものとして指定した河川について、大

阪管区気象台と共同して洪水予報を行い、府知事及び市長に通知するとともに、報

道機関の協力を求めて一般に周知する。 

(ｲ) 府は、管理河川のうち、流域面積が大きく洪水により相当な損害を生ずるおそれ

があるものとして指定した河川について、大阪管区気象台と共同して洪水予報を行

い、市長及び水防管理者等に通知するとともに、報道機関の協力を求めて一般に周

知する。 

(ｳ) 府は、上記(ｱ)により通知を受けた場合は、直ちに市長等に通知する。 
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(ｴ) 府及び近畿地方整備局は、市長による洪水時における避難情報の発令に資するよ

う、市長へ河川の状況や今後の見通し等を直接伝えるよう努める。 

対象河川：淀川、安威川 

イ 特別警戒水位の設定及び水位到達情報の発表 

(ｱ) 府は、管理河川のうち、洪水により相当な損害を生ずるおそれのあるとして指定

した河川（水位周知河川）について、避難判断水位（市町村長の高齢者等避難の目

安となる水位）、及び氾濫危険水位（水防法第13条で規定される洪水特別警戒水位

で、市町村長の避難指示等の判断の目安となる水位）に到達した場合には、その旨

を市長等に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて一般に周知する。 

(ｲ) 府は、市長による洪水時における避難情報の発令に資するよう、市長へ河川の状

況や今後の見通し等を直接伝えるよう努める。 

対象河川：茨木川 

ウ 水防警報の発表 

(ｱ) 近畿地方整備局は、洪水により重大な損害を生ずるおそれがあると認めて指定し

た河川について、洪水のおそれがあると認めるときは水防警報を行い、直ちに府に

通知する。 

(ｲ) 府は、管理河川のうち、洪水により重大な損害を生ずるおそれがあると認めて指

定した河川について、洪水のおそれがあると認めるときは水防警報を行い、直ちに

水防管理者に通知する。 

(ｳ) 府は、上記(ｱ)により通知を受けた場合は、直ちに市長に通知する。 

(ｴ) 市長は、水防警報が発せられたときは、水位が氾濫注意水位（警戒水位）に達し

たとき、その他水防上必要があると認めたときは、関係職員を出動又は、出動準備

させる。 

エ 水位情報の公表 

国、府及び市は、管理河川、下水道のうち、水位観測所を設置した河川、下水道に

おいては、その水位の状況の公表を行う。 

オ 浸水想定区域の指定・公表 

(ｱ) 近畿地方整備局は、想定し得る最大規模の降雨により、洪水予報河川が氾濫した

場合に浸水が予想される区域を洪水浸水想定区域に指定し、その区域及び浸水した

場合に想定される水深、浸水範囲等を公表する。 

(ｲ) 府は、想定し得る最大規模の降雨により、洪水予報河川及び水位周知河川が氾濫

した場合に浸水が予想される区域を洪水浸水想定区域に指定し、その区域及び浸水

した場合に想定される水深、浸水範囲等を公表する。 

(ｳ) 府は、その他の河川についても、役場等の所在地に係る河川については、過去の

浸水実績を活用する等、河川の状況に応じた簡易な方法も用いて、市町村等へ浸水

想定の情報を提供するよう努めるものとする。 

カ 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保 

(ｱ) 市は、浸水想定区域の指定があった場合は、当該浸水想定区域ごとに、次に掲げ

る事項についてこの計画に定めるものとし、市民に周知させるため、これらの事項
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を記載した印刷物の配布その他必要な措置を講じる。 

a 洪水予報等の伝達方法 

b 避難場所及び避難経路に関する事項、洪水、雨水出水に係る避難訓練に関する

事項その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

c 浸水想定区域内の要配慮者利用施設（社会福祉施設、医療施設その他主として

防災上の配慮を要する者が利用する施設）で洪水時に利用者の円滑かつ迅速

な避難の確保を図ることが必要なもの、大規模工場等（大規模な工場その他地

域の社会経済活動に重大な影響が生じる施設として市が条例で定める用途及

び規模に該当するもの）の所有者又は管理者から申出があった施設で洪水時

に浸水の防止を図る必要があるものについて、これらの施設の名称及び所在

地 

d 前項で名称及び所在地を定めたこれらの施設については、当該施設の所有者又

は管理者及び自衛水防組織の構成員に対する洪水予報等の伝達方法 

(ｲ) 上記(ｱ)によりこの計画にその名称及び所在地を定められた所有者又は管理者は、

次の措置を講じる。 

a 浸水想定区域内に位置し、この計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利

用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、防災体制に関する事項、

避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、防

災教育・訓練に関する事項、水防法に基づき設置した自衛水防組織の業務に関

する事項等を定めた計画（「避難確保計画」）を作成するほか、当該計画に基づ

く自衛水防組織の設置に努める。また、作成した計画及び自衛水防組織の構成

員等について市長に報告する。 

b 浸水想定区域内に位置し、この計画に名称及び所在地を定められた大規模工場

等の所有者又は管理者は、防災体制に関する事項、浸水の防止のための活動に

関する事項、防災教育・訓練に関する事項、自衛水防組織の業務に関する事項

等を定めた計画（「浸水防止計画」）の作成及び浸水防止計画に基づく自衛水防

組織の設置に努めるものとし、作成した浸水防止計画、自衛水防組織の構成員

等について市長に報告する。また、当該計画に基づき、浸水防止活動等の訓練

の実施し、その結果を市長に報告する。 

(ｳ) 市及び府は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等

について、定期的に確認するように努める。また、市は、当該施設の所有者又は管

理者に対して、必要に応じて、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な助言

等を行う。 

(2) 洪水リスクの開示 

ア 洪水リスクの開示 

(ｱ) 府は、管理河川において様々な降雨により河川氾濫・浸水が予想された区域及び

その区域が浸水した場合に想定される危険度並びに水深を公表する。 

(ｲ) 市長は、洪水浸水想定区域等の指定がない中小河川について、河川管理者から必

要な情報提供及び助言等を受けつつ、過去の浸水実績等を把握したときは、これを
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公表する。 

イ 洪水リスク及び避難に関する情報の周知 

(ｱ) 市及び府は、公表された洪水リスクをわかりやすく市民に周知するとともに、災

害時にとるべき行動について普及啓発するため、説明会・講習会の実施等の必要な

措置を講じるように努める。また、洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

に、必要な措置に関する計画を策定する際の参考とする。 

(ｲ) 市は、ハザードマップ等の作成にあたっては、早期の立退き避難が必要な区域を

明示し、加えて、避難時に活用する道路において冠水が想定されていないか住民等

に確認を促すよう努める。また、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居

住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な

避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人まで避難場所

に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあるこ

と、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報

の意味の理解の促進に努めるものとする。 

(3) 防災訓練の実施 

市及び府は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間等を通じ、積極的かつ継続的に

防災訓練等を実施するとともに、定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮し、居

住地、職場、学校等においてきめ細かく実施又は行うよう指導し、市民の風水害発生時

の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図る。また、水災に的確に対

処する危機管理方策の習熟を図るため、水害を想定し、実践型の防災訓練を実施するよ

う努めることとし、訓練の実施に当たっては、ハザードマップを活用しつつ行う。 

また、この計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者

は、洪水時の避難確保に関する計画に基づき、避難誘導等の訓練を実施する。 

(4) 水防と河川管理等の連携 

ア 市及び府は、気候変動による影響を踏まえ、社会全体で被害を防止・軽減させるた

めのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として国や府が

組織する「淀川流域治水協議会」、「淀川管内水害に強い地域づくり協議会」、

「三島地域水防災連絡協議会」等を活用し、国、河川管理者、水防管理者等の集水

域を含めた流域全体のあらゆる関係者が協働し、「流域治水」の取組を推進するた

めの密接な連携体制を構築する。 

イ 市長は、委任を受けた民間事業者が水防活動を円滑に実施できるよう、あらかじ

め、災害協定等の締結に努める。 

(5) 水防団の強化 

市及び府は、水防団及び水防協力団体の研修・訓練や、災害時における水防活動の拠

点となる施設の整備を図り、水防資機材の充実を図るよう努める。また、青年層・女性

層の団員への参加促進、処遇の改善等により、水防団の活性化を推進するとともに、Ｎ

ＰＯ、民間企業、自治会等多様な主体を水防協力団体として指定することで水防活動の

担い手を確保し、その育成、強化を図るよう努める。 

(6) ため池の治水活用 
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府は、台風や局地的豪雨時の流域における洪水発生の防止や浸水被害の軽減など、地

域の安全安心を確保するため、ため池の持つ洪水調節機能を活用した余水吐の改良等の

整備を行うとともに、市やため池管理者等関係機関と連携して、その機能の保全に努め

る。 
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第５節 危険物等災害予防対策の推進 

１ 危険物災害の予防対策 

危険物による災害の発生及び拡大を防止するため、市及び関係機関は、法令の定めると

ころにより、保安体制の強化、危険物を貯留・保管する建築物の耐震化、保安教育及び消

防訓練の実施並びに防火思想の普及啓発を図る。 

(1) 市 

ア 保安教育の実施 

危険物取扱事業所における保安管理の徹底を図るため、危険物取扱者等関係者に対

して講習会、研修会などの保安教育を実施するとともに、災害時に備えた訓練の実施

などによって、事業所全体の自主保安体制の確立や防災意識の高揚を図る。 

イ 立入検査及び指導の強化 

(ｱ) 危険物施設に立入検査を行い、位置、構造設備や運搬、積載方法及び貯蔵取扱方

法等安全管理について指導する。 

(ｲ) 危険物施設の管理者や保安監督者等に対し、保安について指導する。 

ウ 学校・研究施設等の防火指導 

学校・研究所には、少量の危険物、毒劇物などが保管されている場合があり、地震

動によって転倒、落下で薬品混触による発火防止を指導する。 

(2) 事業者 

事業者は、危険物等関係施設が所在する地域の浸水想定区域及び土砂災害警戒区域等

の該当性並びに被害想定の確認を行うとともに、確認の結果、風水害により危険物等災

害の拡大が想定される場合は、防災のため必要な措置の検討や、応急対策にかかる計画

の作成等の実施に努めるものとする。 

 

２ 高圧ガス、毒劇物、管理化学物質、火薬類等の災害予防対策 

高圧ガス、毒劇物、管理化学物質、火薬類等による災害の発生及び拡大を防止するため、

市は関係行政機関との連携のもとに、保安意識の高揚や自主保安体制の整備を重点に災

害予防対策を推進する。また、消防は一定数量以上を貯蔵・取扱いする施設に届出をさせ

て、災害発生防止の徹底を図り、災害発生時の消防活動に障害とならないよう指導する。 

 

３ 危険物を取り扱う建築物の耐震化 

地震による危険物の漏洩等、二次災害の発生を防止するために、危険物を取り扱う建築

物の耐震改修の実施に向け、建築物所有者に対する周知・啓発及び指導を行う。 
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第６節 放射線災害予防対策の推進 

放射線災害を未然に防止するため、保有施設の管理者等は、防災対策を推進するとともに、

放射性物質の輸送に対しての安全確保に努める。 

 

１ 保有施設の防災対策 

市内保有施設における放射線災害を未然に防止するため、関係機関及び放射性同位元

素に係る施設の設置者等は、連携して施設の耐震・不燃化対策とともに、放射線防災に関

する知識の普及など各種予防対策を講じる。 

 

２ 放射性物質輸送安全対策 

放射性物質の輸送について安全を確保するため、関係機関は対応策の研修や資機材整

備等の充実強化を図る。 
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第２章 災害応急・復旧対策のための事前対策 

第１節 総合的防災体制の整備 

１ 中枢組織体制の整備 

総合的な防災対策を推進するため、平常時から防災に係る中枢的な組織体制の整備・充

実を図る。 

市は、災害時の応急対策活動を迅速かつ的確に実施できるよう、職員の配備体制・勤務

時間外における体制の整備を図るとともに、災害対策本部事務局の拠点の設置や防災関

係機関の現地情報連絡員を含めた情報共有の仕組みを構築する等、運営方法の整備に努

める。 

また、市と府は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制のもと、適切

な対応がとれるよう努める。 

(1) 茨木市防災対策班長会議 

市の防災対策を総合的かつ計画的に推進する。 

〔組織〕 

・防災対策班長課（28課） 

指揮調整班（危機管理課）、財務・情報班（法務コンプライアンス課）、応援・

受援班（政策企画課）、物資班（会計室）、広報班（まち魅力発信課）、議会班（市

議会事務局総務課）、総務・人事班（総務部総務課）、被害調査班（資産税課）、

避難所・市民相談班（市民協働推進課）、福祉・安否確認班（地域福祉課）、医

療衛生対策班（健康づくり課）、こども対策班（こども政策課）、商工班（商工

労政課）、農林班（農林課）、環境対策班（資源循環課）、建築対策班（居住政策

課）、道路対策班（建設管理課）、公園対策班（公園緑地課）、下水道対策班（下

水道施設課）、教育対策班（教育政策課）、物資輸送班（歴史文化財課）、学校教

育班（学校教育推進課）、水道総務班（水道部総務課）、応急給水班（営業課）、

施設復旧班（浄水課）、管路復旧班（工務課）、消防本部班（警備課）、消防署班

（警防課） 

・事務局   総務部危機管理課 

(2) 茨木市災害警戒本部 

災害の発生のおそれがあるが、時間・規模等の推測が困難なとき、市域で震度４を観

測したとき、小規模の災害が発生したときにおいて、災害予防及び災害応急対策を実施

するために設置する。 

〔組織〕 

・警戒本部長  危機管理監 

・警戒副本部長 危機管理課長 

・本部員 

総務部長、企画財政部長、市民文化部長、福祉部長、健康医療部長、 

こども育成部長、産業環境部長、都市整備部長、建設部長、会計管理者、 

教育総務部長、学校教育部長、市議会事務局長、水道部長、消防長 
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・事務局    指揮統制部 

(3) 茨木市災害対策本部 

中・大規模な災害が発生し、又は発生のおそれがあるとき、市域で震度５弱以上を観

測したとき、災害救助法の適用を要する災害が発生したときにおいて、災害予防及び災

害応急対策を実施するために設置する。 

〔組織〕 

・災害対策本部長  市長 

・災害対策副本部長 危機管理監、副市長 

・本部員 

教育長、水道事業管理者、総務部長、企画財政部長、市民文化部長、福祉部長、 

健康医療部長、こども育成部長、産業環境部長、都市整備部長、 

建設部長、会計管理者、教育総務部長、学校教育部長、 

市議会事務局長、水道部長、消防長 

・事務局      指揮統制部 

 

２ 職員動員配備体制の整備 

災害時に備えた動員配備については、以下のとおりとする。災害事象に対する非常配備

体制については、「第３部 風水害応急対策 第１章 第２節」及び「第４部 地震災害

応急対策 第１章 第３節」の災害活動体制とする。なお、「第５部 その他災害応急対

策」における非常活動体制は、災害の規模に応じた体制とする。 

また市は、災害時の組織体制の整備と併せて、災害時の応急対策活動を迅速かつ的確に

実施できるよう、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、

即応できる動員体制の整備に努める。 
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１ 風水害時配備体制の概要 

本部体制 配備名称 配備時期 対象職員 

－ 
風水害準備 

配備体制 

・気象注意報(大雨、洪水、強風のみ)が発表

されたとき 

※時間外の参集は不要 

配備対象の対策班

(※5)の班長又は対

策部長に指名され

た職員 

－ 
風水害事前 

配備体制 

・気象警報が発表されたとき 

・台風が近畿地方に接近し、茨木市に気象警

報の発表が見込まれるとき(※1) 

・その他、危機管理課長が必要と認めたとき 

配備対象の対策班

(※5)の班長又は対

策部長に指名され

た職員 

災害警戒

本部 

風水害 

警戒体制 

・河川の水位が氾濫注意水位を超え、さらに

上昇が見込まれるとき(※2) 

・大雨警報(土砂災害)が発表され、かつ土砂

災害に関する危険度分布で「警戒(赤)」が

出現したとき(※3) 

・台風が「強い」勢力を保ったまま近畿地方

に上陸すると見込まれるとき(※4) 

・その他災害警戒本部長（危機管理監）が必

要と認めたとき 

・災害警戒本部員

(各部長)＋部長

級職員 

・配備対象の対策

班(※5)の班長又

は対策部長に指

名された職員 

災害対策

本部 

第１次 

風水害対策 

本部体制 

・河川の水位が氾濫危険水位に到達したとき 

・大雨警報(土砂災害)が発表され、かつ土砂

災害警戒情報が発表されたとき 

・台風が「非常に強い」以上の勢力を保った

まま近畿地方に上陸すると見込まれると

き(※4) 

・気象特別警報が発表されたとき 

・その他災害対策本部長（市長）が必要と認

めたとき 

・災害対策本部員

(特別職＋各部

長）＋部長級職員 

・全対策班長及び

対策班の中から

対策部長に指名

された職員 

第２次 

風水害対策 

本部体制 

・河川氾濫が発生したとき 

・大規模な土砂災害が発生したとき 

・その他災害対策本部長（市長）が必要と認

めたとき 

全職員 

※１：台風接近に伴う事前配備の場合、最接近の日時等を考慮し、危機管理課長が参集（又は待

機）する対策班や時間外での登庁の有無を判断するものとする。 

※２：短時間強雨（ゲリラ豪雨）による急激な水位上昇であり、今後、引き続きの降雨の見込み

が低い等の場合には、事前配備体制とする。 

※３：土砂災害に関する危険度分布とは、気象庁が提供する「土砂キキクル（大雨警報（土砂災

害）の危険度分布）」及び大阪府が提供する「土砂災害危険度情報」のことをいう。 

※４：台風の勢力（強さ）は、気象庁の予報により最大風速が33m/s以上44m/s未満の場合を「強

い」、44m/s以上54m/s未満の場合を「非常に強い」、54m/s以上を「猛烈な」という。 

※５：配備対象の対策班は「第３部 風水害応急対策 第１章 第２節」参照 
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２ 地震時配備体制の概要 

本部体制 配備名称 配備時期 対象職員 

－ 
南海トラフ準

備配備体制 

・南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表

されたとき（※1） 

※時間外の参集は不要 

配備対象の対策班

(※2)の班長又は対

策部長に指名され

た職員 

－ 
南海トラフ臨

時配備体制 

・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意又

は巨大地震警戒）が発表されたとき（※1） 

配備対象の対策班

(※2)の班長又は対

策部長に指名され

た職員 

災害警戒

本部 

地震 

警戒体制 
・茨木市域で震度４を観測したとき 

・災害警戒本部員

(各部長)＋部長

級職員 

・配備対象の対策

班(※2)の班長又

は対策部長に指

名された職員 

災害対策

本部 

第１次 

地震対策 

本部体制 

・茨木市域で震度５弱を観測したとき 

・災害対策本部員

(特別職＋各部

長)＋部長級職員 

・全対策班長及び

地震対応初動に

必要な人員とし

て対策部長に指

名された職員 

・全消防職員 

第２次 

地震対策 

本部体制 

・茨木市域で震度５強以上を観測したとき 全職員 

※１：南海トラフ地震臨時情報が発表され、かつ茨木市域で震度４以上を観測した場合は、震度

に応じた配備体制とする。 

※２：配備対象の対策班は「第４部 地震災害応急対策 第１章 第３節」及び、「第４部 地

震災害応急対策 付編２」参照 
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(1) 中・長期における職員動員配備体制 

大規模災害等で中・長期間非常配備体制を維持する場合に備え、各部長は予め優先通

常業務の継続・再開に必要な人員数を把握するとともに、災害対応業務の実施に必要な

人員数を想定しておく。指定避難所の運営や罹災証明書の発行等で必要な人員が不足す

ることが想定される業務においては、各部の所属を越えた人員の応援体制を構築する。 

(2) 勤務時間外における職員参集体制の確立 

ア 伝達方法 

勤務時間外に職員を緊急に参集させる必要がある場合に備え、各部長は、常に所属

職員の住所・電話番号等の把握に努め、速やかに連絡が取れる体制の整備を図るとと

もに職員に周知徹底する。 

イ 参集場所の周知 

迅速な初動活動を確保するため、あらかじめ職員に参集場所を指定するとともに周

知徹底を図る。 

ウ 初動活動期の参集可能職員の把握 

各部長は公共交通機関が途絶した場合の所属職員の交通手段を調査し、職員が参集

に要する時間の把握に努める。 

 

３ 男女共同参画の視点を踏まえた活動体制の整備 

市は、男女共同参画担当部局が男女共同参画の視点からの災害対応の周知に係る防災

担当部局との連絡体制を構築するとともに、平常時及び災害時における男女共同参画担

当部局及び男女共生センターの役割について、防災担当部局と男女共同参画担当部局が

連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

 

４ 災害応急対策及び復旧・復興対策活動実施体制の充実 

市は、「第１部 総則 第４章」に掲げる市が処理すべき事務又は業務の大綱のうち、

災害応急対策・復旧・復興対策に関する災害対応業務を具体化、補完する「茨木市災害対

策本部対策部別活動マニュアル」を充実させ、大規模災害発生時における迅速、円滑な対

応につなげる。 

また、職員は、本計画や対策部別活動マニュアル等に習熟し、平時から災害に対する意

識を高め、災害発生時における各自の業務について十分精通しておく。 

 

５ 関係機関との連携体制の整備 

防災関係機関は、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、各機

関が実施する災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう

努める。また、災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、

平時から訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努める。 

地震による災害は、広域的かつ大規模な被害をもたらすおそれがあるため、関係機関の

防災活動が相互に有機的な連携を保ち効率的に機能できるよう、災害対応経験者をリス

ト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、その組織体制の整備を図る。 
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・ 防災活動を密接な連携のもとに行う必要のある防災関係機関相互間においては、震

災発生時、直ちに効果的に対処できるよう相互協力に関する計画をあらかじめ定めて

おくよう努める。 

・ 高層建築物・学校園・社会教育施設・病院等多数の人が利用する建築物については、

防災責任者を定め、関係機関等と連携を保ちつつ、自主防災体制の整備を図る。 

 

６ 広域応援体制の整備 

災害時に相互援助を実施することを目的として、災害応急対策の相互応援に関する協

定や消防応援に関する覚書等を、近隣市町をはじめ事業者や関係団体と締結を図り、今後

とも府と協議のうえ広域的な相互応援体制の推進に努める。 

また、府及び関西広域連合と連携し、平常時から、大規模災害をも視野に入れ、訓練等

を通じて、発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意しながら、

広域的な視点に立った防災体制の整備を図る。 

 

７ 防災拠点機能の確保・充実 

市、府及び防災関係機関は、発災時に速やかな体制をとれるように、浸水想定区域、土

砂災害警戒区域等に配慮しつつ、非構造部材を含む耐震化を推進する等、防災拠点機能等

の確保、充実を図るとともに、大規模災害時において適切な災害応急活動が実施できるよ

う、活動拠点及び備蓄拠点を計画的に整備する。また、防災拠点の再生可能エネルギー等

の代替エネルギーシステムや電動車の活用を含めた自家発電設備等の整備を図り、十分

な期間（市庁舎においては72時間以上）の発電が可能となるよう燃料の備蓄等を行い、平

常時から点検、訓練等に努めるものとする。 

市及び府は、災害対策本部等用として、自衛隊、警察、消防等の関係機関を含めた職員

用の飲料水・食料、燃料等の確保に努める。 

(1) 防災拠点の定義 

市における防災拠点とは、災害対策上、極めて重要な機能を発揮する、人的・物的な

集合体で、「司令塔機能」「物資等の備蓄・集積及び輸送基地」「消防・自衛隊等の応援

部隊の活動拠点」「災害医療センター」等をいう。 

(2) 司令塔機能の整備 

市は、災害対策本部室、意思決定支援機能や情報受発信機能等を備えた司令塔機能施

設を整備するよう努める。司令塔機能施設には、防災行政無線や専用電話回線、非常用

発電機に接続された電力線、ネットワーク、その他指揮・指令、情報分析、資源管理に

必要な資機材を備えるとともに、関係者、関係機関との連絡調整、報道機関への対応等

大規模災害時において円滑に災害応急活動が実施できる空間を整備する。 

また、代替施設の選定等のバックアップ対策を講じるとともに、保有する施設・設備

において、電力供給が途絶した場合に備え、自家発電設備等の整備をはじめ多様な手段

による電力確保に努める。 

(3) 司令塔機能の代替施設 

市は、災害対策本部及び災害警戒本部を茨木市役所内に設置するが、災害による被災
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等で市役所の使用が困難な場合は、茨木市文化・子育て複合施設おにクル（以下「おに

クル」という。）で代替するため、防災資機材等を備えた司令塔機能をおにクルにも整

備するよう努める。 

なお、おにクルの諸元は次のとおりである。 

 

茨木市文化・子育て複合施設おにクルの諸元 

所在地 構造 開館予定時期 災害対策本部等の

代替場所 

茨木市駅前三丁目

９番45号 

地上７階建て鉄筋

コンクリート造（一

部鉄骨造） 

令和５年秋 ７階会議室１・２ 

 

(4) 広域防災拠点（物資集積・輸送拠点）の管理・運営 

府は、大規模災害時における迅速かつ的確な応急対策の実施のために、広域防災拠点

が次の機能を発揮するよう施設の適切な管理・運営に努め、市は府と連携し、広域防災

拠点との緊急輸送体制を整備する。 

〔機 能〕 
ア 府の備蓄拠点、物資集積・輸送拠点 

イ 航空機を活用した物資輸送拠点（災害時用臨時ヘリポートとして利用） 

ウ 消防、警察、自衛隊各機関の活動拠点 

(5) 後方支援活動拠点（消防・警察・自衛隊等の応援部隊の集結地）の整備 

府は、自衛隊、消防、警察等、広域応援部隊の活動拠点として、後方支援活動拠点を

整備する。 

 

８ 防災拠点等の整備 

市は、大規模災害時において迅速かつ的確な災害応急活動が実施できるよう、府の広域

防災拠点及び後方支援活動拠点と連携した次の防災拠点等の整備に努める。 

(1) 災害用生活物資備蓄拠点→11か所（小・中学校10及び彩都西公園） 

(2) 災害用医薬品備蓄拠点→11か所（小・中学校10及び保健医療センター） 

(3) 災害用物資輸送拠点→２か所（南市民体育館、中央公園（地下）駐車場） 

※ おにクル開館後は、おにクル１階多目的ホールに災害用物資輸送拠点を設置 

(4) 災害用給水拠点→23か所（耐震性貯水槽、水道施設） 

(5) 緊急消防援助隊の受入れ及び活動拠点→１か所（西河原公園） 

(6) 自衛隊の受入れ及び活動拠点→１か所（大阪経済大学茨木校地） 

(7) ライフライン復旧車両の受入れ及び活動拠点→１か所（東雲運動広場） 

(8) 他の自治体からの広域応援の受入拠点→１か所（上中条青少年センター） 

(9) 災害廃棄物仮置場→茨木市災害廃棄物処理計画において規定 

(10) 応急仮設住宅建設候補地→29か所（都市公園等） 

(11) 遺体安置場所→１か所（斎場） 
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(12) 医療救護班、医療衛生対策班の応援部隊受入れ及び応援部隊の活動拠点 

→１か所（保健医療センター） 

 

９ 防災資機材等の整備・備蓄 

災害応急対策に必要な燃料、発電機、建設機械等の資機材は、災害に備えてその機能を

有効適切に発揮できるよう点検するとともに、必要に応じて計画的に備蓄することに加

え、関係団体との連携により資機材・技術者等の確保体制の整備に努める。 

(1) 防災資機材整備点検の分担 

ア 水防用備蓄資機材…………………建設部下水道施設課 

イ 防疫用薬品…………………………健康医療部健康づくり課 

ウ 医薬品及び器材……………………健康医療部医療政策課 

エ 応急給水用備蓄資機材……………水道部 

オ 消防用備蓄資機材…………………消防本部 

カ 被災者用備蓄資機材等……………総務部危機管理課 

キ 防災公園及び公園内防災設備……建設部公園緑地課 

ク 土木用資機材………………………建設部建設管理課地域の工事センター 

ケ 職員用備蓄資機材等………………総務部人事課 

コ 災害対策本部設置施設の非常用電源及び通信設備………総務部総務課 

サ 住家被害認定調査用資機材………総務部資産税課 

(2) 防災資機材整備点検の実施 

整備点検の実施については、雨期前並びに台風期前及び火災多発期前に行うものとし

不足資機材については、その都度整備補充する。 

ア 整備項目 

(ｱ) 水防・消防等の資機材 

(ｲ) 特殊車両 

(ｳ) 建設用資機材 

(ｴ) 医薬品・衛生資材等 

(ｵ) その他災害用装備資機材 

イ 保有（備蓄）資機材の点検 

(ｱ) 不良箇所の有無 

(ｲ) 機能試験の実施 

(ｳ) 種類・規格と数量の確認 

(ｴ) 薬剤等の有効期限の確認 

(ｵ) その他 

 

１０ 防災訓練の実施 

市、府をはじめ消防団等の防災関係機関は、地域防災計画や防災業務計画等の習熟、連

携体制の強化、市民の防災意識の向上及び災害時の防災体制の万全を期することを目的

として、女性や避難行動要支援者の参画を含め、多くの市民の参加を得た各種災害に関す
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る訓練を民間事業者等と連携しながら実施する。実施にあたっては、訓練の目的を具体的

に設定した上で、各種災害に関する被害の想定を明らかにするとともに、あらかじめ設定

した訓練成果が得られるように訓練参加者、使用する器材及び実施時間の訓練環境など

について具体的な設定を行うなど実践的な内容とする。 

また、業務（事業）継続計画（ＢＣＰ）の実効性を高めるために、業務資源の有用性や

非常時優先業務の実行可能性等が検証できる訓練を行う。 

さらに、大規模広域災害時の円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携して、

実践型の防災訓練を実施するように努めるものとする。 

新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に

備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練も実施する。 

訓練後には訓練成果を取りまとめ、課題等を明らかにし、必要に応じ防災組織体制等の

改善を行うとともに、次回の訓練に反映させるよう努める。 

 

１１ 職員の人材育成 

市をはじめ防災関係機関は、各々の防災体制の強化と併せて、災害対応力の向上を図る

ため、幹部を含めた職員への防災教育をより一層充実するとともに、消防職員及び消防団

員の専門教育を強化する。 

(1) 職員に対する防災教育 

市をはじめ防災関係機関は、災害時における的確な判断力を養い、各機関における防

災活動の円滑な実施を期すため、職員に対し防災教育を実施する。 

ア 教育の方法 

(ｱ) 講習会、研修会等の実施及び参加 

(ｲ) 見学、現地調査等の実施 

(ｳ) 災害発生時に講ずべき対策等を体系的に整理した応急活動のためのマニュアル

等の作成、周知 

イ 教育の内容 

(ｱ) 地域防災計画及びこれに伴う各機関の防災体制と各自の任務分担 

(ｲ) 非常参集の方法 

(ｳ) 気象、水象、地象、その他災害発生原因及び放射性物質・放射線についての知識

並びに災害の種別ごとの特性 

(ｴ) 過去の主な被害事例 

(ｵ) 防災知識と技術 

(ｶ) 防災関係法令の適用 

(ｷ) 図上訓練の実施 

(ｸ) その他必要な事項 

(2) 専門教育機能の強化 

消防職員等の知識・技能の向上を図るため、複雑化する災害の態様に対応できる高度

かつ専門的な教育訓練を実施する。 
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１２ 調査研究の推進 

防災関係機関は、災害の未然防止と被害の軽減を図り、かつ総合的、計画的な防災対策

を推進するため、災害要因、被害想定及び防災体制等について、調査研究を継続的に実施

する。 

府は、地震・津波の想定にあたっては、古文書等の分析、地形・地質の調査、津波堆積

物調査など科学的知見に基づく調査結果を踏まえ、できるだけ過去に遡って地震・津波の

発生等をより正確に把握するものとする。また、地震活動の長期評価を行っている地震調

査研究推進本部と連携するものとする。 

市は府と連携して、効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコ

ンピューティング技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化の積極的な活用に

努める。 

さらに、「防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム（内閣府）」等の取組を通じて、

民間企業等が持つ先進技術とのマッチング等を行うことにより、災害対応における先進

技術の導入を促進する。 

(1) 防災関係機関との地域防災計画に係わる情報交換 

国・都道府県・市区町村・指定地方行政機関・指定公共機関・指定地方公共機関にお

ける地域防災計画に係わる情報については、連絡を密にし、防災計画や防災計画に係わ

る調査研究の情報を交換する。 

(2) 防災に関する学術刊行物、一般刊行物の収集整理 

防災に関する学術刊行物については、随時収集整理に努める。 

また、防災に関する一般刊行物についても随時、収集整理に努める。 

(3) 市の防災上問題となる事項の専門的調査研究 

市の防災上問題となる事項については、特に専門的調査研究を実施するように努める。

該当事項としては、次のような事項があげられるが地域の変貌や調査技術の進展に合わ

せて、総合的防災調査を実施していく。 

また、情報通信分野の技術進歩はめざましいものがあり、その技術の防災行政への活

用を推進していく。 

ア 地 震 

イ 地すべり、急傾斜地、土石流 

ウ 洪 水 

エ 台 風 

オ 情報通信 

(4) 災害記録の保存 

防災対策の実施や防災アセスメントの見直しを行う際の貴重な資料となる災害記録

の保存に努める。 

 

１３ 自治体被災による行政機能の低下等への対策 

大規模災害によって、自らが被災することで行政機能が大幅に低下し、災害対応が困難と

なることも視野に入れて、必要な体制整備に努める。 
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(1) 業務継続体制の整備 

地震災害の発生により、職員、庁舎等の施設、設備、ライフライン等の業務資源に

制約があり、本市の行政機能の低下が余儀なくされる状況にあっても、迅速に災害対

応業務を開始するとともに、通常業務を継続又は早期再開させ、最低限の行政サービ

スを維持して市民生活への影響を最小限にとどめることが必要である。 

ア 業務継続の基本方針 

市は、以下の方針に基づき業務継続を図るとともに、市業務継続計画を適切に運用

する。 

(ｱ) 市民の生命・身体・財産等の保護にかかる業務を最優先 

災害発生時は、被害を最小限にとどめるため、通常の業務は一時的に中断し、市

民の生命・身体・財産等の保護にかかる非常時優先業務を最優先に行う。 

(ｲ) 市民の生活への影響を考慮した業務の選択 

非常時優先業務以外の業務は、積極的に休止する。 

優先度の高い通常業務は、非常時優先業務に影響を与えない範囲で順次再開する。 

(ｳ) 業務継続に必要な資源の確保・活用 

被災により資源の制約に伴い行政機能が低下する状況下においても、全庁的な体

制のもと、限られた人員や資機材等の資源を確保し、最大限に活用する。 

イ 重要６要素等に係る対応 

市は、内閣府『大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き』に

定める重要６要素（首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制、本庁舎が使

用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気、水、食料等の確保、災害時にもつ

ながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ、非常時優

先業務の整理）について、業務継続計画において、その現状、課題及び今後の目標

を定め、必要な対策を講じる。 

ウ 業務継続体制の確立・推進 

市は、職員個人の災害対応能力及び組織的な対応力の向上を図るため、定期的に訓

練・研修を実施する等し、業務継続マネジメントを実施する。 

(2) 受援体制の整備 

市及び府は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の自治体等から応援を受

けることができるよう、受援計画を策定し、受援に関する手順、応援機関の活動拠点、

応援要員の集合・配置体制、資機材等の準備及び輸送体制等について必要な準備を整え

る。また、応急対策職員派遣制度の活用をはじめ、様々な応援要請と応援・受援の方式

について、訓練等を通じて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努め

るものとする。 

ア 受援計画の目的 

支援を要する業務や受入れ体制などを定め、計画としてまとめておくことで、大規

模災害発生時に、自らの行政機能だけでは対応できない事態に他の自治体等、多方面

からの支援を最大限活かすことを目的とする。 

イ 計画に定める内容 
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市受援計画には以下の内容を定め、訓練・研修等を実施することで、継続的な改善

を行い、実効性強化に努める。 

(ｱ) 受援体制 

(ｲ) 人的支援の受け入れ 

(ｳ) 物的支援の受け入れ 

(ｴ) 受援力の向上 

 

１４ 事業者、ボランティア等との連携 

市及び府は、企業等との間で連携強化を進め、民間事業者に委託可能な災害対策に係る

業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）や速やかな応急復旧が必要な業務につ

いては、あらかじめ、民間事業者や建設業団体等との間で協定を締結するなど、協力体制

を構築することにより、民間事業者のノウハウや能力等の活用、建設業団体の担い手の確

保・育成に取り組みながら、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行

えるように努める。なお、協定締結等の連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時

の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意する。また、市は、輸送拠

点として活用可能な民間事業者の管理する施設の把握に努める。 

また、ボランティアによる防災活動が災害時において果たす役割の重要性を踏まえ、そ

の自主性を尊重しつつ、災害対策全般において、ボランティア団体等と連携した取組みが

行えるよう、市は市社会福祉協議会と連携し、ボランティアの活動環境の整備、防災協定

の締結等に努める。 
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第２節 情報収集伝達体制の整備 

市は府及び防災関係機関と連携して、災害発生時に被害情報を迅速に収集するとともに、

相互の情報連絡が円滑に行えるよう、平常時から、大規模停電時も含めた情報収集伝達体制

の確立に努める。また、災害の未然防止及び被害の軽減のため、気象等観測体制の整備に努

める。 

さらに、全国瞬時警報システム（J-ALERT）と市町村防災行政無線を接続すること等によ

り、災害情報等を瞬時に伝達するシステムを構築するよう努める。 

 

１ 災害情報収集伝達システムの基盤整備 

市は府及び防災関係機関と連携して、無線通信網の多重化対策、施設設備の耐震化対策

及び停電対策を一層強化するとともに、相互に連携して防災情報システムの構築を図る。

特に、耐災害性に優れている衛星系ネットワークは、大規模災害発生時における輻輳の回

避に留意しつつ、国〔消防庁〕、府、市、消防本部等を通じた一体的な整備を図る。また、

電気通信回線は、災害時の使用を考慮し、十分な回線容量を確保する。 

各防災関係機関は、非常用電源設備を整備するとともに、無線設備や非常用電源設備の

保守点検の実施と的確な操作の徹底、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場

所や洪水による浸水のない階層への設置やかさ上げ等の対策を図る。 

市及び府は、被災者等への情報伝達手段として、特に防災行政無線等の無線系（戸別受

信機を含む。）の整備を図るとともに、インターネット配信や携帯電話の活用も含め、要

配慮者にも配慮した多様な情報伝達手段の整備に努める。 

(1) 防災情報システムの充実 

府は、災害時に被害の状況を把握し、的確な応急対策を実施するため、観測情報や被

害情報の収集伝達など、初動活動に支障をきたさないよう、市町村と連携して防災情報

システムを円滑に運用するとともに、防災関連情報のデータベース化を図るなど、機能

充実に努める。 

また、府は、要配慮者に対する防災情報の伝達にも配慮した住民への情報発信力を強

化するとともに、府と市町村との防災情報の共有を進めることにより、災害対応の初動

期における情報収集・伝達機能を強化するため、市町村とともに防災情報充実強化事業

を実施し、同事業により実現するシステムを活用して以下の機能の実現を図る。 

ア インターネットを利用した防災情報の収集及び伝達（防災ポータルサイトの設置

など） 

イ 携帯メールや緊急速報メールを利用した情報の収集伝達と職員の参集 

ウ 高所カメラ等を利用した情報空白期における情報収集 

エ  Ｌ ア ラ ー ト （ 災 害 情 報 共 有 シ ス テ ム ） 等 を 利 用 し た デ ー タ 放 送 へ の 防 災 情 報 の 伝 達  

オ 被災者台帳を管理する被災者支援システム等被災時の業務支援・情報共有 

(2) 無線通信施設の整備 

市、府及び防災関係機関は、災害時の応急活動にかかる情報通信の重要性に鑑み、通

信施設の整備及び運用体制の強化を図る。 
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ア 府 

(ｱ) 大阪府防災行政無線の整備充実 

(ｲ) 災害拠点病院への防災行政無線の整備充実 

(ｳ) 下水道防災行政無線の整備充実 

イ 市 

(ｱ) 市防災行政無線（移動系・同報系）の整備充実 

(ｲ) 消防救急無線の整備充実 

(ｳ) ＭＣＡ無線、衛星電話、緊急速報メールなど様々なシステムを利用した市民への

情報伝達体制の整備 

(ｴ) 衛星通信等により、災害時に孤立するおそれのある地域の住民との双方向の情報

連絡体制の確保 

 

２ 情報収集伝達体制の強化 

市は府及び防災関係機関と連携して、被害情報の収集体制の整備、伝達窓口の明確化に

努めるとともに、伝達手段の多重化・多様化を図り、情報の地図化等による伝達手段の高

度化に努める等、情報収集伝達体制の強化を進める。また市は、消防等防災関係機関との

連携により、職員常駐体制又はその代替的な体制の整備に努める。 

(1) 情報収集 

職員の情報分析力の向上を図るとともに被害情報及び関係機関が実施する応急対策

の活動情報等を迅速かつ正確に分析・整理・要約・検索するため、全職員がリアルタイ

ムで共有できる茨木市防災情報システムの運用をはじめとして、無人航空機等を活用し

た情報収集など、最新技術の導入に努め、情報収集伝達体制の強化を進める。 

(2) 情報伝達 

様々な環境下にある市民や職員に対し、避難情報等が確実に伝わるよう関係事業者の

協力を得つつ、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）、

テレビ、ラジオ、Ｌアラート（災害情報共有システム）、おおさか防災ネットポータル

サイトのウェブページやメール、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）等を用いた

伝達手段の多重化・多様化を図る。 

 

３ 災害広報体制の整備 

放送事業者、通信事業者等は、被害に関する情報、被災者の安否情報等について、情報

の収集及び伝達にかかる体制の整備に努める。その際、被災者や救助作業等への配慮に努

める。 

また、市及び府は、国等と連携し、安否情報の確認のためのシステムが効果的・効率的

に活用されるよう、市民に対する普及啓発に努める。 

さらに、市は、府と連携の上、発災時に安否不明者（行方不明者となる疑いのある者）

の氏名等の公表や安否情報の収集・精査等を行う場合に備え、あらかじめ一連の手続等に

ついて整理し、明確にしておくよう努めるものとする。 
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(1) 広報体制の整備 

ア 災害時の情報の一元化を図るため、あらかじめ、災害広報責任者を選任 

イ 災害発生後の時間経過に応じ、提供すべき情報の項目整理 

ウ 広報文案の事前準備 

(ｱ) 地震情報（震度、震源、地震活動等）・気象・海象・水位・放射線量等の状況 

(ｲ) 市民の不安感の払拭、適切な対応のための呼びかけ 

(ｳ) 出火防止、初期消火の呼びかけ 

(ｴ) 要配慮者への支援の呼びかけ 

(ｵ) 災害応急活動の窓口及び実施状況 

エ 要配慮者にも配慮した、多様できめ細かな広報手段の確保 

(2)停電時の住民への情報提供 

市は、府及び電気事業者と連携して、停電時にインターネット等を使用できない被災

者に対する被害情報等の伝達に係る体制の整備に努めるものとする。 

(3)被災者への情報伝達体制の整備 

総務省及び電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利用者

への周知に努めるとともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の

整備を図るものとする。 

(4) 他の市町村に避難する市民への情報提供 

市、府及び防災関係機関は、居住地以外の市町村に避難する避難者に対して必要な情

報や支援・サービスを容易かつ確実に受け取ることのできる体制の整備を図る。 

 

４ 災害モード宣言 

学校や仕事などの日常生活の状態（モード）から、災害時の状態（モード）への意識の

切り替えを呼びかけるために府が発表する「災害モード宣言」に基づき、市は、市民や事

業者等に市内に広域的な大規模災害が発生もしくは迫っていることを知らせ、注意を呼

びかける。 

(1) 発信の目安 

ア 台風 

(ｱ)気象台の予測で、台風が大阪府域に接近・上陸し、府域の陸上で最大風速30m/s以

上が見込まれる場合 

(ｲ)大潮の時期に、これまで経験のない規模の台風が府域付近に上陸し、府域への最

接近が満潮の時間帯に重なるなど、想定しうる最大規模以上の高潮が見込まれる場

合 

イ 地震 

府域に震度６弱以上を観測した場合 

ウ その他自然災害等 

その他自然災害等により、府域が重大な危機事態となった場合又はおそれがある場合 

(2) 発信の内容 

ア 台風 
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(ｱ) 自分の身の安全確保 

(ｲ) 出勤・通学の抑制 

(ｳ) 市町村長の発令する避難情報への注意 

イ 地震 

(ｱ) 自分の身の安全確保 

(ｲ) 近所での助け合い 

(ｳ) むやみな移動の抑制 

(ｴ) 出勤・通学の抑制 

 

５ 災害広聴体制の整備 

市は、府及びライフライン事業者と連携して、住民等から寄せられる被害状況や応急対

策状況等に関する問い合わせ、要望、意見等に対して適切に対応できるよう、専用電話や

専用ファクシミリ、相談窓口等の体制を整備する。 
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第３節 火災予防対策の推進 

市街地、林野における火災の発生を防止するとともに、延焼の拡大を防止するため、火災

予防対策の推進に努める。 

 

１ 一般建築物の火災予防 

(1) 火災予防査察の強化 

市は、当該区域内の工場や公衆の出入りする場所などについて、消防法第４条、第４

条の２に基づく予防査察を実施し、火災発生危険箇所の点検、消防用設備等の耐震性の

強化等について、改善指導する。 

(2) 防火管理制度の推進 

市は、学校、病院、工場など多数の者が出入りし、勤務し、又は居住する建物の所有

者、管理者、占有者（以下「所有者等」という。）に対し、消防法第８条の規定による

防火管理者を活用し、防火管理上必要な業務を適切に実施するよう指導する。 

ア 消防計画の作成及び消防計画に基づく訓練の実施 

イ 消防用設備等の設置、点検整備、維持管理 

ウ 火気取扱いの監督、収容人員の管理  など 

(3) 防火対象物定期点検報告制度の推進 

市は、対象施設の関係者の防火に対する認識を高め、点検基準適合への取組みを推進

する。 

(4) 住宅防火対策の推進 

市は、住宅における住宅用火災警報器の設置及び適切な維持管理を促進する。 

(5) 消防設備士の資質の向上 

府は、消防設備士を対象に消防用設備等に関する技術講習を実施する。 

(6) 市民、事業所に対する指導、啓発 

市及び府は、市民、事業所に対し、消火器の使用方法、地震発生時の火を使用する器

具・電気器具の取り扱い等、安全装置付ストーブ等の普及の徹底を図るとともに、広報

活動や防火図画の募集などによる火災予防運動を通じ、防火意識の啓発を行う。 

(7) 定期報告制度の活用 

市は、建築基準法第12条に基づく定期報告制度を活用し、一定規模以上の多数の人が

利用する建築物や建築設備の適切な維持保全の促進を図る。 

 

２ 高層建築物等の火災予防 

市、府をはじめ関係機関は、高層建築物については、前項の事項の徹底のほか、防災計

画書の作成指導や統括防火管理体制の確立、防炎規制など、所有者等に対する火災の未然

防止を指導する。 

(1) 対象施設 

高層建築物（高さが31ｍを超える建築物） 

(2) 防災計画書の作成指導 

市は、原則として高層建築物の新築に際し、出火防止・初期消火や避難安全性の確保
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等の観点から建築物の計画条件に即した総合的な防災計画書の作成を指導する。 

(3) 統括防火管理体制の確立 

管理の権原が分かれている高層建築物において、統括防火管理体制の確立を指導する。 

(4) 防炎規制 

高層建築物において使用する防炎対象物品については、防炎性能を有するものを使用

するよう指導する。 

(5) 屋上緊急離着陸場等の整備 

原則として、非常用エレベーターの設置を要する高層建築物には、屋上緊急離着陸場

又は緊急救助用スペースを設置するよう指導する。 

(6) その他災害に対する防火・安全対策 

市、府をはじめ関係機関は、学校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店等の建物で

多数の者が出入りするものであり、かつ、大規模なものについては、火災予防だけでな

く地震等による被害軽減の観点から、自衛消防組織を設置するとともに、防災管理者を

定め、地震被害等に対応した消防計画を作成するなど、所有者等に対し、地震等による

火災その他の災害に係る被害軽減のための措置を講ずるよう指導する。 

 

３ 林野火災予防 

市、府及び林野の所有者、管理者は林野周辺住民の安全確保や森林資源を保全するため

に、積極的な火災予防対策を推進する。 

(1) 山地の要所に防火標識を設置し、気象状況によっては入山者に適切な防火指導や広

報に努める。 

(2) 林野火災対策用資機材の整備と備蓄を推進する。 
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第４節 消火・救急・救助体制の整備 

市は、大規模火災などの発生に備えて、消防力の充実、応援体制の整備・関係機関等の連

携を図り、消火・救急・救助体制の一層の充実に努める。 

 

１ 消防力の充実整備 

(1) 消防施設の整備 

消防車両などの消防施設等の強化や高機能消防総合情報システムを活用した情報収

集体制、通信機能強化を図るなど総合的消防力の充実及び消防庁舎の耐震化に努める。 

(2) 消防水利の充実確保 

ア 消防水利の基準に基づき、消火栓及び耐震性貯水槽や防火水槽の増強整備に努め

る。 

イ 各種プ－ル、河川、ため池、農業水路などの活用計画を整備する。 

(3) 活動体制の整備 

市は、府、警察及び自衛隊等と相互に連携し、平時から意見交換を行い、「顔の見え

る関係」を構築し信頼感を醸成するよう努め、迅速かつ適確な消防活動実施のための初

動体制、情報収集体制、通信運用体制、火災防御活動体制、救急救助体制、広報体制、

後方支援体制などの整備に努める。 

(4) 消防団の装備充実と活動環境づくり 

消防団が将来にわたり地域防災力の中核として欠くことのできない代替性のない存

在であることを踏まえ、消防団の強化を図るとともに、装備充実と消防団が活動しやす

い環境づくりに努める。 

ア 体制整備 

若手リーダーの育成、青年層・女性の消防団活動への積極的な参加の促進、処遇の

改善、事業所の従業員に対する入団促進などにより、組織強化に努める。 

イ 消防施設、装備の強化 

消防団屯所、消防車両・小型動力ポンプ・無線など防災資機材、安全確保に必要な

装備の充実強化を図る。 

ウ 消防訓練の実施 

消防団員に関する高度な知識及び技能の向上を図るとともに、消防団員の安全確保

観点から、消防団員に安全管理を徹底するため教育訓練を実施する。 

エ 自主防災組織との連携強化 

消防団が地域に密着した活動を行うことができるよう、地域の自主防災組織との連

携強化に努める。また自主防災組織等の教育訓練において指導的な役割を担えるよう

必要な対策に努める。 

 

２ 消防計画の策定 

消防機関が消防活動を行う上での基本指針となる消防計画を地域の実態に即して具体

的かつ効率的に策定する。 

なお、消防計画に定めるべき大綱は次のとおりである。 
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(1) 消防計画の大綱 

ア 消防力等の整備に関すること 

イ 防災のための調査に関すること 

ウ 防災教育訓練に関すること 

エ 災害の予防、警戒及び防御に関すること 

オ 災害時の避難、救助及び救急に関すること 

カ その他災害対策に関すること 
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第５節 災害時医療体制の整備 

府は、医療の応援について近隣府県間における協定の締結を促進する等、医療活動相互応

援体制の整備に努めるとともに、関西広域連合とも連携し、災害医療コーディネーター（災

害時小児周産期リエゾンなどを含む）及び災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の充実強化や実

践的な訓練の実施、関西広域連合管内のドクターヘリによる災害時の機動的かつ効果的な

運航体制の構築、ドクターヘリ運航要領に定める災害時の運用、複数機のドクターヘリ等が

離着陸可能な参集拠点等の確保等を通じて、救急医療活動等の支援体制の整備に努める。 

また、大規模災害発生時において医療救護活動等が中長期にわたることも見据え、主に急

性期医療を担う災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）から中長期的な医療を担う医療救護班への

円滑な移行等を図るため、被災地域外からの医療救護班の受入れや派遣について、災害医療

コーディネーター（災害時小児周産期リエゾンなどを含む）も参加する訓練等を通じて、派

遣調整を行うスキームの一層の改善に努める。さらに、他府県が被災した場合に、被災地域

への医療救護班の派遣や患者の受入れについても支援に努める。 

市及び府は、災害時に迅速かつ適切な医療が行えるよう、医療関係機関と連携しながら、

災害医療組織等の整備、医療情報の収集伝達体制、医療救護班の整備、災害時医療拠点の確

保、医薬品の確保等を図り、災害時の医療体制を整備する。  
１ 災害医療組織等の整備 

(1) 災害時医療対策本部 

市災害対策本部の医療救護現地本部として保健医療センターに災害時医療対策本部を設

置し、民生対策部及び府（大阪府茨木保健所）との連携のもと、茨木市医師会・茨木市歯科

医師会・茨木市薬剤師会と協力し、災害医療協力病院、医療救護所等の被災状況及び被災傷

病者等の受入状況等を把握、分析、評価し、関係機関との間での情報共有、消防対策部への

情報提供、災害時医療救護班等の派遣要請、医薬品・医療用資機材の補充をするなど災害時

医療が適切に提供できるよう体制を整える。 

(2) 災害拠点病院、災害医療協力病院等 

府は重症患者の救命医療を行うための高度な診療、医薬品等の備蓄、医療救護班の派遣・

受入れ、広域患者搬送の対応機能をもつ災害拠点病院を整備する。また、大規模災害時に

全国からの医療救護支援を円滑に受入れるとともに、大規模災害時において被災地内での

治療が困難な重症患者を治療可能な医療施設まで搬送するため、広域搬送拠点臨時医療施

設を整備する。 

また、府は、市町村災害医療センター等と協力し、患者の受入れを行う救急告示病院等

を災害医療協力病院として整備する。 

市は、二次救急告示病院を中心とした市内病院と協力し、平時の救急医療機能または診

療機能に準じ、病院前医療救護所を開設して主に軽症患者への医療を提供または軽症患者

への医療提供に加えて、医療救護所等から入院を要する中等症患者への医療を提供する病

院を災害時医療救護拠点病院として整備する。 

(3) 市災害医療センター 

ア 市災害医療センターは、主に入院を要する中等症患者の受入れ拠点であり、特に災害
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が大規模な場合には、中等症患者の集約、また、受け入れ能力を超えた場合には、速やか

に他の市町村災害医療センターへ患者転送を行う。 

イ 市災害医療センターは、大阪府済生会茨木病院を指定する。 

(4) 救護所 

指定避難所に併設する指定医療救護所のほか、市、茨木市医師会、府（大阪府茨木保健

所）及び災害医療協力病院等の医療機関との調整により、事前もしくは災害発生時に救護

所を開設することを承諾した医療機関を、臨時指定医療救護所として位置付ける。 

(5) 医療機関の災害対策マニュアルまたは業務継続計画 

医療機関は、防災体制や災害時の応急対策などを盛り込んだ災害対策マニュアルまたは

業務継続計画を作成、またこれに基づく災害時訓練を計画的に実施し、非常時の診療体制

を確立する。  
２ 災害医療の基本的考え方 

災害時医療救護活動は、災害のため医療機関等が混乱し、被災地の市民等が適切な医療を

受けることができなくなった場合に、医療等を提供し被災者の保護を図るための活動である。 

この際、死亡者を一人でも少なくすることを目標に、状況に応じて、被災地域の内外を問

わず、以下の点に留意し、市をはじめ府内の災害拠点病院、災害医療協力病院等の全ての医

療機関が救命医療を最優先とした最大限の活動を実施する。 

また、大規模災害時においては、刻々と変化する現地医療ニーズを的確に把握・分析・評

価のうえ、必要な災害時医療救護班等を組織し派遣もしくは応援部隊の派遣要請を行うなど、

中長期にわたる医療救護活動を実施する。 

(1) 現地医療活動 

被災傷病者等が最初に受ける応急手当または一次医療を、医療救護班等が「救護所」に

おいて実施する。 

ア 救護所及び現地医療活動の分類 

次の２種類の救護所及び活動に分けて対応し、適切な医療救護を実施する。 

(ｱ) 応急救護所での現場救急活動 

災害発生直後の短期間、災害現場付近に設置する救護所（応急救護所）で、主に搬

送前の応急処置、トリアージ等を行う。 

(ｲ) 医療救護所での臨時診療活動 

災害発生直後から中長期間にわたって、指定避難所等に併設される救護所（医療救

護所）等において、通常診療再開を視野に入れつつ、主に軽症患者に対する医療活動

や被災住民等の健康管理等を行う。 

イ その他の活動場所及び医療活動の分類 

(ｱ) 災害医療協力病院での医療活動 

災害医療協力病院は、平時の救急医療機能に準じ、救急要請等により転搬送もしく

は直接来院した中等症患者及び軽症患者への医療を提供する。ただし、医療機関が被

災もしくは被災傷病者等多数により施設内での診療が不可能な場合は、災害拠点病院

と連携し施設内の患者を被災地域外に転搬送するなど必要な措置を講じたのち、市災
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害時医療対策本部、茨木市医師会等の医療関係機関とも連携し、現場付近に応急救護

所を設置もしくは市の施設に臨時設置された医療救護所等での診療に切り替え、医療

機関の職員に加えて府等から派遣される医療救護班とともに診療を行う。 

(ｲ) 市災害医療センターでの医療活動 

市災害医療センターは、市及び府（大阪府茨木保健所）との連携のもと、中等症患

者の受入れもしくは集約を行う。 

ウ 考え方 

(ｱ) 医療機関を可能な限り「臨時指定医療救護所」と位置づけ、医療救護班の派遣と物

資の供給を行う。 

(ｲ) 災害の種類や時間経過に伴い量的・質的に変化する医療ニーズに対応し、医師の専

門性を生かした医療救護を行う。 

(2) 後方医療活動 

救護所では対応できない被災傷病者等の二次医療から三次医療を、災害医療機関を中心

に被災地域内外を問わず被災を免れた災害拠点病院、災害医療協力病院等の全ての医療機

関で実施する。 

ア 災害が甚大であるほど、医療機関は後方医療活動を優先し活動する。 

イ 被災地域内で対応困難な重症患者は、ドクターヘリや消防防災ヘリ、自衛隊機等の航

空機等によりできるだけ早く被災地域外の医療機関へ搬送し、治療する。 

ウ 特定の医療機関へ被災傷病者等が集中しないよう、また重症患者であればあるほど、

可能な限り府内外を問わず多数の医療機関へ分散した搬送・治療を行う。 

エ 医療機関を機能別・地域別に体系化し、平時の医療機能に応じ、重症度、緊急度

にあった適切な被災傷病者等の搬送・受入れを行う。 

 

３ 医療情報の収集・伝達体制の整備 

市、府及び医療関係機関は、連携して災害時における医療情報の収集・伝達体制を構築する。 

(1) 連絡体制の整備 

ア 市、府及び医療関係機関は、災害時の連絡・調整窓口や情報内容、情報収集提供方策、

役割分担等を定める。 

イ 市及び府は、情報収集伝達手段が麻痺した場合にも災害に関する医療情報が収集できる

よう、災害時医療情報連絡員を指名する。市の災害時医療情報連絡員は市職員とする。 

ウ 市は、医療機関及び医療救護班との情報連絡手段を確保する。その手段等については別

に定めるものとする。 

(2) 広域災害・救急医療情報の整備 

府は災害時の医療情報を迅速かつ的確に把握し、発信できるよう、市及び医療関係機関な

どに対して、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）もしくは大阪府救急・災害医療

情報システム等を的確に活用できるよう入力操作等の研修や訓練を定期的に行うとともに、

その拡充に努める。 

また、市、府及び医療関係機関は、災害時の医療機関の機能を維持し、広域災害・救急医

療情報システム等の稼働に必要なインターネット接続を確保するため、衛星電話等による非
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常用通信手段の確保に努める。 

 

４ 現地医療体制の整備 

(1) 災害時医療対策本部 

市は、災害時医療対策本部を円滑に運営するために必要となる設備、物品等を災害時医療

対策本部設置場所に整備する。 

(2) 市災害医療センター等 

市は、市災害医療センター、災害時医療救護拠点として指定された病院を災害時に円滑に

運営するために必要となる設備、物品等を市災害医療センター等に整備する。 

(3) 救護所 

ア 医療救護所の整備 

市は、主に軽症患者の医療や被災住民等の健康管理等を行う指定避難所併設の医療救護

所を運営するために必要となる設備、物品、マニュアル等を医療救護所に整備する。 

また、事前に施設内医療救護所を開設することを承諾した医療機関は、臨時指定医療救

護所を運営するために必要となる設備、物品、マニュアル等を整備する。 

イ 応急救護所及び医療救護所の開設 

(ｱ) 応急救護所及び医療救護所の開設基準（地震災害は目安として震度６強） 

ａ 現地医療機関が被災し、その医療機能が低下したため、現地医療機関だけでは対応し

きれないとき。 

ｂ 被災傷病者等が多数で、現地医療機関だけでは対応できないとき。 

ｃ 被災地付近に対応可能な医療機関が無く、被災地付近での対応が必要なとき。 

ｄ 被災地の医師が必要と認めたとき。 

ｅ その他、災害時医療対策本部が開設の必要があると認めたとき。 

(ｲ) 救護所の開設 

ａ 医療救護所の開設場所は、(ｱ)の開設基準に基づく市災害時医療対策本部の判断を踏ま

え、市災害対策本部が決定する。 

ｂ 応急救護所は、必要に応じて、災害現場付近に設置し開設する。 

ｃ 指定医療救護所は、表「指定医療救護所（災害用医薬品備蓄拠点）」のうちから必要に

応じて開設する。その他、対応が可能な医療機関を臨時指定医療救護所として指定し開

設する。 

ｄ 救護所の基本的な設定場所、運営方法等は別に定めるものとする。 

(4) 医療救護班の整備 

市は、医療機関が被災し当該施設内での診療が不可能な場合は、市災害時医療対策本部、

茨木市医師会等の医療関係機関と連携し、指定または臨時指定医療救護所等での診療に切り

替え、医療機関の職員に加えて府等から派遣される医療救護班とともに診療を行う。 

ア 医療救護班の種類の構成 

市、府及び医療関係機関は、災害の種類や時間経過に伴い変化する疾病傷病に対応でき

るよう、診療科目、職種別に医療救護班を構成する。 

また、市は、茨木市医師会・茨木市歯科医師会・茨木市薬剤師会等の医療関係機関と連



 

2-45 

第２部 災害予防対策

第２章 災害応急・復旧対策のための事前対策

第
１
部 

総 

則 

第
２
部 

災
害
予
防
対
策 

第
３
部 

風
水
害
応
急
対
策 

第
４
部 

地
震
災
害
応
急
対
策 

第
６
部 

災
害
復
旧
・
復
興
対
策 

携・協力して、必要に応じて職種を混成するなど、適宜、班の再編を行い、適切な医療救

護活動を行う。 

(ｱ) 緊急医療班 

災害発生直後に災害拠点病院等が派遣する救急医療従事者で医療救護班を構成し、被害

状況を早期に把握するとともに、応急救護所等で主に現場救急活動を行う。 

緊急医療班の中には、災害の発生直後の急性期に活動が開始できる機動性を持った、専門

的な訓練を受けた災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を含むものとする。 

(ｲ) 診療科別医療班 

外科系、内科系、小児科、精神科及びその他の診療科目別の医療従事者で構成する医療

班を編成し、医療救護所等で主に臨時診療活動を行う。ただし、各医療班は、必要に応じ

て専門外の診療にも対応する。 

(ｳ) 歯科医療班 

歯科医療従事者で構成し、指定避難所、医療救護所等で活動する。 

(ｴ) 薬剤師班 

薬剤師で構成し、指定避難所、医療救護所等で診療科別医療班及び歯科医療班と連携し

活動する。また、指定避難所、医療救護所等における医薬品の調剤、服薬指導及び供給並

びに衛生管理を行う。 

イ 医療救護班の編成基準 

市は、災害時における被災傷病者等のトリアージ、応急治療、応急処置を行うため、茨

木市医師会・茨木市歯科医師会・茨木市薬剤師会等の医療関係機関の協力並びに府及び府

外からの応援を得て、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、医療系事務員等からなる医療救

護班を編成する。 

医療救護班のうち診療科別医療班については、医師１人、看護師２人、医療系事務員１

人の計４人を標準として編成し、原則として医師を班長とする。なお、災害の状況に応じ

て歯科医師、薬剤師等を編成に加えることがある。また、医療救護班の編成数、参集場所、

派遣方法等については別に定めるものとする。 

ウ 医療救護班の業務 

(ｱ) 医療機関への転搬送の要否及びトリアージ 

(ｲ) 搬送困難な被災傷病者等及び軽症患者に対する医療 

(ｳ) 被災傷病者等に対する応急処置 

(ｴ) 助産救護 

(ｵ) 死亡の確認 

(ｶ) 被災住民等の健康管理 

(ｷ) 災害時医療対策本部等との通信業務 

(ｸ) その他状況に応じて必要となる処置及び投薬 

(5) 医療救護班の受け入れ及び調整 

市は、府等から派遣される災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の医療救護班の受入れ及び

救護所への配置調整を行う体制・窓口を災害時医療対策本部に整備し、府（大阪府茨木保健

所）との連携のもと、茨木市医師会・茨木市歯科医師会・茨木市薬剤師会等の医療関係機関
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と協力し、派遣が必要な救護所への配置調整を行うなどの活動をする。 

(6) 医療関係機関との協力体制の確立 

市は、一時に多数の被災傷病者等が発生する災害時などに対応するため、災害拠点病院、

災害医療協力病院、茨木市医師会・茨木市歯科医師会・茨木市薬剤師会等の医療関係機関、

府（大阪府茨木保健所）等と常に協力体制を形成しておくなど、確実な応急医療体制を確立

する。 

 

指定医療救護所〈災害用医薬品備蓄拠点〉 

名称 所  在  地 

養 精 中 学 校 駅前四丁目7番60号 

沢 池 小 学 校 南春日丘三丁目11番6号 

豊 川 中 学 校 藤の里一丁目16番8号 

山 手 台 小 学 校 山手台四丁目9番4号 

北 中 学 校 南安威三丁目10番3号 

三 島 小 学 校 三島町3番13号 

東 雲 中 学 校 学園南町21番7号 

大 池 小 学 校 大池一丁目5番8号 

葦 原 小 学 校 新和町13番50号 

天 王 小 学 校 天王二丁目13番57号 

保健医療センター 

附属急病診療所 
春日三丁目13番5号 

 

５ 後方医療体制の整備 

府は、後方医療体制を充実するため、機能別・地域別に災害医療の拠点となる府が設定し

た災害拠点病院（基幹・地域）、特定診療災害医療センター（循環器・消化器・アレルギー疾

患、小児医療、精神疾患など特定の疾病に対応）、市町村災害医療センター、災害医療協力病

院（総じて「災害医療機関」）を整備し、市は、これらの災害医療機関との連携体制を推進す

る。 

 

６ 医薬品等の確保体制の整備 

市及び府は、薬剤師会及び医薬品等関係団体の協力を得て、医薬品、医療用資機材及び輸

血用血液等の確保体制を整備する。また、日本赤十字社大阪府支部は、災害時における血液

製剤の供給体制を整備する。 

(1) 医薬品及び医療用資機材の確保体制の整備 

市及び府、備蓄すべき医薬品等の品目、数量を定めるとともに、薬剤師会等と協力し、医

薬品及び医療用資機材の確保体制を整備する。 
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ア 医療機関等での備蓄 

(ｱ) 災害拠点病院 

(ｲ) 特定診療災害医療センター 

(ｳ) 市災害医療センター 

(ｴ) 災害医療協力病院 

(ｵ) その他、医療関係機関等 

イ 指定医療救護所（11か所） 

ウ 卸業者による流通備蓄 

エ 府薬剤師会医薬品備蓄センターによる流通備蓄 

(2) 輸血用血液の確保体制の整備 

日本赤十字社大阪府支部は、血液製剤の確保体制を整備する 

 

７ 患者搬送体制の確立 

市及び府は、災害時における被災傷病者等、医療救護班及び医薬品等の大量かつ迅速・適

切な搬送のため、陸路・海路・空路を利用した搬送手段の確保と搬送体制の確立を図る。 

(1) 患者搬送 

市及び府は、特定の医療機関へ被災傷病者等が集中しないよう、広域災害・救急医療情

報システム（ＥＭＩＳ）の受け入れ可能病床情報等に基づく適切な輸送体制を確立する。 

(2) 医療救護班の搬送 

市、府及び医療関係機関は、救護所等における医療救護活動を行うための医療救護班の

派遣手段・方法を確立する。 

(3) 医薬品等物資の輸送 

ア 市 

医薬品等の受入れは、茨木市薬剤師会の協力のもと、保健医療センターで一括して行

い、各救護所等へ配送する。 

イ 府、日本赤十字社大阪府支部 

医薬品等の府外からの受入れ及び被災地への輸送手段の確保、輸送拠点の選定、

輸送体制の確立等を行う。 

 

８ 個別疾患対策 

市及び府は、専門医療が必要となる人工透析、難病、循環器疾患、消化器疾患、血液疾患、

小児医療、周産期医療、感染症、アレルギー疾患、精神疾患、歯科疾患等について、特定診療

災害医療センター、各専門医会等関係団体と協力して、医療関係のネットワーク化、必要医

薬品等の確保・供給体制及び在宅医療患者への情報提供方法などを整備する。 

併せて、府は、被災者のこころのケアを行う専門チームである災害派遣精神医療チーム（Ｄ

ＰＡＴ）についても政令市や関係機関と連携の上、体制を整備する。 

 

９ 関係機関協力体制の確立 

市及び府は、地域保健医療協議会等を活用し、災害時の医療救護方策や訓練の実施等、
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地域の実情に応じた災害医療体制を構築する。 

 

１０ 災害医療訓練の実施 

災害医療協力病院は、年１回以上の災害医療訓練の実施に努める。 

市、府及び災害医療関係機関等は、地域の防災関係機関と共同の災害医療訓練を実施

する。 

 

１１ 市民への啓発活動 

トリアージについて、市民の理解を図るため周知啓発活動を行う。 
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第６節 緊急輸送体制の整備 

災害発生時に救助・救急、医療、消火並びに緊急物資の供給を迅速かつ的確に実施するた

め、緊急輸送体制の整備に努めるとともに、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべき

道路や物流倉庫及びトラックターミナル、体育館等の輸送拠点について把握・点検する。 

 

１ 陸上輸送体制の整備 

(1) 緊急交通路の選定 

ア 広域緊急交通路（府選定） 

(ｱ) 府県間を連絡する主要な道路 

(ｲ) 府域の広域防災拠点、後方支援活動拠点、陸上・海上・航空輸送基地などを連絡

する主要な道路及び接続道路 

(ｳ) 各府民センタービル、市町村庁舎など市町村の輸送拠点及び災害拠点病院を連絡

する主要な道路 

イ 地域緊急交通路（市選定） 

広域緊急交通路と市が選定した災害時用臨時ヘリポート、市災害医療センター、災

害医療協力病院及びその他防災拠点施設などを連絡する道路 

(2) 緊急交通路の整備 

道路管理者は、あらかじめ選定された緊急交通路の整備に努める。 

(3) 震災時の応急点検体制等の整備 

道路管理者は、平常時からその管理する道路の安全性を十分に監視・点検するととも

に、災害時の通行支障に関する情報の収集体制や応急点検体制を整備する。 

(4) 緊急交通路の周知 

市、府、府警察及び道路管理者は、災害時に緊急交通路の機能を十分発揮させるため、

平常時から市民へ緊急交通路の周知に努める。 

(5) 緊急通行車両の事前届け出 

市は、災害対策基本法第50条に基づき、災害応急対策の迅速、円滑な実施の確保のた

め、緊急通行車両として使用する必要のある車両について、府公安委員会へ緊急通行車

両の事前届け出を行う。 

(6) 沿道建築物の耐震化 

緊急交通路が地震発生により沿道建築物が倒壊し道路を閉塞することを防止するた

め、沿道建築物の耐震診断を義務付ける路線を指定し、報告期限を定め対象となる建築

物の所有者に対し通知を行っている。対象となる沿道建築物の所有者は、耐震診断を行

いその結果を市に対し報告する義務が課せられ、市はその内容を公表し、指導・助言、

勧告等を行い、耐震化を促進する。 

(7) 重要物流道路の指定等 

国土交通大臣は、災害時も含めた安定的な輸送を確保するため、道路管理者と協議の

うえ、物流上重要な道路輸送網を重要物流道路として指定し、機能強化及び重点支援を

実施する。 
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市内の重要物流道路 

・国道171号 

・近畿自動車道名古屋神戸線（新名神高速道路） 

・中央自動車道西宮線（名神高速道路） 

・近畿自動車道天理吹田線（近畿自動車道） 

 

２ 航空輸送体制の整備 

市は、負傷者や物資等の緊急輸送に際して陸上輸送の補完並びに災害応援を受入れる

ための災害時用臨時ヘリポ－トを選定する。 

市及び府は、災害時に他府県等（自衛隊・警察・消防等）からのヘリコプターによる迅速且

つ正確な救助・支援活動を実現するため、誤着陸防止用及び道しるべとして公共施設等へのヘ

リサインの整備に努める。 

また、災害時用臨時へリポ－トを選定したとき、又は変更（廃止）があったときは、府

に報告する。 

(1) 災害時用臨時へリポ－ト 

名称 所在地 発着機数 管理者(調整先) 

西河原公園北運動広場 城の前町 小型１機 茨木市 

安威川河川敷、左岸 橋の内二丁目 小型１機 茨木市 

安威川河川敷、右岸 中村町 小型１機 茨木市 

大阪経済大学茨木校地グラウンド 大字福井 中型１機 大阪経済大学 

(調整先 茨木市) 

(2) 災害時用臨時へリポ－トの選定基準 

ア 地盤は、堅固な平坦地のこと。（コンクリ－ト、芝生が最適） 

イ 地面斜度６度以内のこと。 

ウ 離着陸（発着）のため必要最小限度の地積が確保できること。 

・大型ヘリコプター（100m四方）  ・中型ヘリコプター（50m四方） 

・小型ヘリコプター（30m四方） 

エ 二方向以上から離着陸が可能であること。 

オ 離着陸時、周辺に支障のある障害物がないこと。 

カ 車両等の進入路があること。 

キ 林野火災における空中消火基地の場合 

・水利、水源に近いこと。     ・複数の駐機が可能なこと。 

・補給基地が設けられていること。 ・気流が安定していること。 
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第７節 避難受入れ体制の整備 

災害から市民を安全に避難させるため、避難地、避難路、指定避難所を指定し、市民に周

知するなどの体制の整備に努める。 

 

１ 避難地、避難路の指定 

(1) 火災時の避難地、避難路の指定 

市は、避難場所及び避難路を指定し、日頃から市民に対し周知に努める。 

指定緊急避難場所について、市は、災害種別に応じて被災が想定されない安全区域内

に立地する施設等又は安全区域外に立地するが災害に対して安全な構造を有し、想定さ

れる津波や洪水等の水位以上の高さに避難者の受入れ部分及び当該部分への避難経路

を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難場所の開放を行うことが可能な管理体

制等を有するものを指定する。 

なお、指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際に

は発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきで

あることについて、日頃から市民等への周知徹底に努めるものとする。 

特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害に

おいては当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から市民等へ

の周知徹底に努めるものとする。 

ア 一時避難地 

火災発生時に市民が一時的に避難できる概ね面積1ha以上の場所を一時避難地とし

て指定する。 

イ 広域避難地 

火災の延焼拡大によって生じる輻射熱等から市民の安全を確保できる場所を広域

避難地として指定する。 

(ｱ) 想定される避難者１人当たり概ね１㎡以上の避難有効面積を確保できること

（「防災公園の計画・設計・管理運営ガイドライン」に基づいて整備される防災公

園については、想定される避難者１人当たり概ね２㎡以上の避難有効面積を確保で

きること） 

(ｲ) 延焼火災に対し、有効な遮断ができる概ね10ha以上の空地 

ただし、10ha未満の空地であっても、周辺地域に耐火建築物等が存在し、火災に対し

て有効な遮断が可能な場合は広域避難場所として選定できる。 

(ｳ) 土地利用の状況その他の事情を勘案して、地震災害時における避難上必要な機能

を有すると認められるもの（(ｱ)又は(ｲ)に該当するものを除く） 

ウ 避難路 

落下物、倒壊物による危険など避難の障害のおそれが少なく、水利の確保が比較的

容易な広域避難地に通じる避難路を指定する。 

(ｱ) 原則として、幅員が15m以上の道路（ただし、沿道に耐火建築物が多く存在し、

避難者の安全が確保できると認められる場合には、幅員10m以上の道路） 

(ｲ) 沿道市街地における土地利用の状況その他の事情を勘案して、地震災害時におけ
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る避難上必要な機能を有すると認められる道路 

(2) その他の避難場所及び避難路の指定 

浸水、土石流、地すべり及びがけ崩れに備え、それぞれの地域の実情及び災害特性に

応じた安全な避難場所、避難路を指定する。 

特に土砂災害の発生を想定する場合、避難場所の選定にあたっては、土砂災害に対す

る安全性が確保された場所とし、土砂災害警戒区域外を基本とする。また、避難経路に

ついても、土砂災害の危険性があるなどにより、避難経路として適さない区間を明示す

ることや、土石流等のおそれがある区間から避難する際の避難方向を示すなどして、避

難経路の普及啓発に努める。 

避難場所・避難路の指定にあたり、市は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識等を

設置する場合は、日本産業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種

別に対応した避難場所であるかを明示するよう努める。 

あわせて、府と市は、災害種別一般図記号を使った指定緊急避難場所標識等の見方に

関する周知に努める。 

なお、指定緊急避難場所標識等については、案内図記号（ＪＩＳ Ｚ8210）の追補６

「災害種別一般図記号」及び図記号を使った表示方法に係る「災害種別避難誘導標識シ

ステム（ＪＩＳ Ｚ9098）」を用いる。 

指定した指定緊急避難場所、避難路については、茨木市水害・土砂災害ハザードマッ

プ等により日頃から周知に努める。 

また、近畿地方測量部は、発災時の避難誘導や応急活動を支援するため、避難路、緊

急輸送道路など防災上重要な経路を構成する道路や災害時の拠点となる公共施設、指定

緊急避難場所等を反映した地理空間情報の整備、公開に努めるものとする。 

ア 指定緊急避難場所 

避難者１人当たり概ね１㎡以上を確保でき、居住者等が災害から命を守るために緊

急的に避難する施設又は場所 

イ 避難路 

指定緊急避難場所又はこれに準ずる安全な場所に通じる幅員３ｍ以上の安全な道路 

 

２ 避難誘導体制の整備 

市は、災害発生時に、安全かつ円滑に避難させるための体制を整備する。 

(1) 案内標識等の設置 

避難場所の案内標識、誘導標識等の設置を推進し、平常時から市民への周知を図る。 

(2) 避難誘導体制の整備 

ア 避難行動要支援者については民生委員・児童委員等と協力のうえ、本人の意思及

びプライバシーの保護に十分留意しながら、その所在等把握に努める。 

イ 避難行動要支援者の避難が円滑に行えるよう、自治会や自主防災組織等の協力が

得られる体制づくりを推進する。 

(3) 避難行動に関する意識啓発 

気象庁等の発表する気象情報や市の発令する避難情報に基づく警戒レベルに応じて、
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適切な避難行動がとれるよう、市民の意識啓発を図る。 

特に、避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所、安全な

親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏ま

え、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、市民自らの判断で「屋内安全確

保」を行うことや避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への避難がかえっ

て危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきことについて、府及び市は、日頃か

ら市民等への周知徹底に努めるものとする。 

 

【避難情報と居住者等のとるべき行動（警戒レベルの詳細）】 

警戒 

レベル 
居住者等がとるべき行動 

行動を居住者等に 

促す情報 

居住者等が自ら行動をとる際の 

判断の参考となる情報 

（警戒レベル相当情報） 

警戒レベル１ 

災害への心構えを高める 

・防災気象情報等の最新情報に注意する

等、災害への心構えを高める。 

早期注意情報 

（気象庁が発表） 
 

警戒レベル２ 

自らの避難行動を確認 

・ハザードマップ等により自宅・施設等の

災害リスク、指定緊急避難場所や避難経

路、避難のタイミング等を再確認すると

ともに、避難情報の把握手段を再確認・

注意するなど、避難に備え自らの避難行

動を確認。 

大雨注意報 

洪水注意報 

（気象庁が発表） 

・氾濫注意情報 

・洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布）（注意） 

・土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布）（注意） 

・土砂災害危険度情報（注意） 

警戒レベル３ 

危険な場所から高齢者等は避難 

・高齢者等※は危険な場所から避難（立退

き避難又は屋内安全確保）する。 

※避難を完了させるのに時間を要する在

宅又は施設利用者の高齢者及び障がい

のある人等、及びその人の避難を支援す

る者 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等

の外出を控えるなど普段の行動を見合

わせ始めたり、避難の準備をしたり、自

主的に避難するタイミングである。例え

ば、地域の状況に応じ、早めの避難が望

ましい場所の居住者等は、このタイミン

グで自主的に避難することが望ましい。 

高齢者等避難 

（市長が発令） 

・氾濫警戒情報 

・洪水警報 

・洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布）（警戒） 

・大雨警報（土砂災害） 

・土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布）（警戒） 

・土砂災害危険度情報（警戒） 

警戒レベル４ 

危険な場所から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋

内安全確保）する。 

避難指示 

（市長が発令） 

・氾濫危険情報 

・洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布）（危険） 

・土砂災害警戒情報 

・土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布）（危険） 

・土砂災害危険度情報（危険） 

警戒レベル５ 

命の危険 直ちに安全確保 

・指定緊急避難場所等への立退き避難するこ

とがかえって危険である場合、緊急安全確保

する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を

安全にとることができるとは限らず、また本

行動をとったとしても身の安全を確保でき

るとは限らない。 

緊急安全確保 

（市長が発令） 

・氾濫発生情報 

・洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布）（災害切迫） 

・（大雨特別警報（浸水害）） 

・（大雨特別警報（土砂災害）） 

・土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布）（災害

切迫） 

・浸水キキクル（大雨警報（浸

水害）の危険度分布）（災害切

迫） 

注１ 市長は、居住者等に対して避難指示等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、高齢者等

避難、避難指示及び緊急安全確保を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯の発令に努め

る。 

注２ 市長が発令する避難指示等は、市長が総合的に判断して発令するものであることから、警戒レベル相当情報が出され

たとしても発令しないことがある。 
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３ 広域避難体制の整備 

市は府と連携して、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能とな

るよう、大規模氾濫減災協議会など既存の枠組みを活用することにより国や他の自治体

と協力体制を構築するとともに他の自治体との応援協定の締結や避難者の運送が円滑に

実施されるよう運送事業者等との協定締結、災害が発生又は発生するおそれがある場合

の具体的な避難・受入方法を含めた手順等をあらかじめ定めるよう努める。 

 

４ 指定避難所の充実 

市は、家屋の損壊、滅失等により避難を必要とする市民を臨時に受け入れる指定避難所

の指定、整備に努める。その際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、

平常時から、指定避難所のレイアウトや動線等を確認しておくとともに感染症患者が発

生した場合の対応を含め、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講

じるよう努める。 

避難者等の発生規模と指定避難所や応急住宅等による受入れ人数等について、あらか

じめ評価するとともに、それらが不足した場合、ホテル・旅館等のほか、空き家・空室の

活用等、可能な限り多くの避難所の開設に努めるとともに、自宅での生活が可能な者に対

する在宅避難への誘導等を行い、受入れの確保を図る。 

さらに、平常時から、指定避難所の場所、受け入れ人数等について、市民への周知徹底を図

る。また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することを想定し、ホームペー

ジやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。 

(1) 指定避難所の指定 

指定避難所においては、非構造部材も含めた耐震化・不燃化の促進、非常用電源の確

保等、避難の実施に必要な設備・機器の整備に努める。具体的には次のとおりとする。 

ア 公民館、学校等の公共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、地形、災害に

対する安全性等に配慮し、その管理者の同意を得た上で、被災者が避難生活を送る

ための指定避難所をあらかじめ指定し、市民への周知徹底を図る。 

イ 指定避難所については、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であ

って、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的

容易な場所にあるものを指定する。なお、主として要配慮者を滞在させることが想

定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じら

れ、相談等の支援を受けることができる体制が整備されているもの等を指定する。

なお、指定緊急避難場所と指定避難所の役割が違うことについて、日頃から市民等

への周知徹底に努めるものとする。 

ウ 学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配

慮するものとする。また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを認

識の上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係

部局や地域住民等の関係者と調整を図る。また、学校園・保育所等における避難対
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策として、生徒・児童・園児の避難措置について安全な避難方法を定めておく。 

(ｱ) 避難実施責任者 

(ｲ) 避難の順位 

(ｳ) 避難誘導責任者及び補助者 

(ｴ) 避難誘導の要領、措置 

(ｵ) 避難者の確認 

(ｶ) 生徒・児童・園児の保護者への引渡し方法 

エ 指定避難所の施設については、必要に応じ、避難生活の環境を良好に保つため

に、非常用電源、換気、照明、冷暖房等の設備の整備に努める。また、新型コロナ

ウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応を含

め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホ

テルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努めるものとする。さらに、被災者に

よる災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備に努めるとともに、公

衆無線ＬＡＮ等の通信設備の整備等を進め、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡

大に努めるものとする。また、停電時においても、施設・設備の機能が確保される

よう、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等の整備に努めるものと

する。 

オ 保健所は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に備え

て、平常時から、市の防災担当部局と連携して、ハザードマップ等に基づき、自宅

療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努める。また、保健所は市

の防災担当部局等との連携の下、自宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な検

討・調整を行うとともに、必要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向け

た情報を提供するよう努める。 

カ 指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者と事前に避難所運

営に関する役割分担等を協議する。指定避難所における避難場所は、暑さ、寒さ対

策等が必要な場合を考慮して施設管理者が指定する。 

(2) 要配慮者に配慮した施設整備等 

人口減少社会を迎える中、要配慮者となる高齢者の増加、支援者となる若年者の減少

が懸念されることから、要配慮者が利用しやすいよう、指定避難所に指定された施設の

バリアフリー化に努めるなど、次の基準により施設の福祉的整備を図る。また、要配慮

者を保護するために、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な要配

慮者を保護するために、福祉避難所の指定を進める。また、福祉関係者等の協力も得な

がら、指定避難所における介護や医療的ケアなどの支援活動を充実させるため、府と連

携し必要な人員を確保する。 

ア 多人数の避難に供する施設の管理者は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律（バリアフリー法）、大阪府福祉のまちづくり条例、その他要配慮

者の権利擁護・配慮に関する法令等に基づくとともに、障害者等が落ち着ける環境

を工夫することや、障害特性に対応したコミュニケーション手段を踏まえること

や、歩行が困難な障害者等の通路を確保する等、さまざまな対応方法や配慮事項を
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踏まえた整備・改善に努める。 

イ 多人数の避難に供する施設（棟）の管理者は、その施設内に福祉仕様のトイレを

設置するよう努める（ただし、障害者等が他の施設（棟）の福祉仕様のトイレを支

障なく利用できる場合は、この限りではない。）。 

ウ 市は、施設管理者の協力を得て、避難所生活において支障なく移動できるルート

（仮設スロープの準備等）を確保するなど、避難生活（水・食糧・物資の受け取

り、仮設トイレの使用等）に支障のないよう配慮する。 

エ 市は、施設管理者の協力を得て、府とともに、日常生活用具等、備品の整備に努

める（施設ごとの備品の整備が困難な場合は、緊急時に支障なく使用に供すること

ができるよう、管理体制を整える。） 

(3) 指定避難所の管理運営体制の整備 

市は、「茨木市避難所運営マニュアル」を踏まえて、男女双方が参画した指定避難所

の運営等を示した指定避難所ごとの管理運営マニュアル（地域版避難所運営マニュアル）

をあらかじめ作成するなどにより、管理運営体制を整備するとともに、マニュアルの作

成、訓練等を通じて、市民等に対し、あらかじめ、指定避難所の運営管理のために必要

な知識等の普及に努める。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症の予防

や対処法に関する普及啓発に努める。この際、市民等への普及にあたっては、市民等が

主体的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。 

ア 指定避難所の管理者不在時の開設体制 

イ 指定避難所を管理するための責任者の派遣 

ウ 災害対策本部との連絡体制 

エ 自主防災組織、施設管理者との協力体制 

(4) 避難者の受入 

市は、指定緊急避難場所や避難所に避難した避難者について、住民票の有無等に関わ

らず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しなが

ら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努めるものとする。 

(5) 避難誘導体制の整備 

市は、防災訓練の実施やハザードマップの作成・配布等により、その内容の市民等に

対する周知徹底を図るための措置を講じることとし、周知にあたっては、要配慮者・避

難行動要支援者に配慮するものとする。その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台

風等による風害と河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを考慮するよ

う努める。 

なお、ハザードマップの作成にあたっては、市民参加型等の工夫をすることにより、

災害からの避難に対する市民等の理解の促進を図るよう努める。 

地域特性を考慮した避難誘導体制の整備に努めるとともに、避難行動要支援者の誘導

に配慮し、集団避難が行えるよう自主防災組織、赤十字奉仕団、自治会などの地域組織

や民生委員・児童委員、福祉サービス事業者、ボランティア団体等と連携した体制づく

りを図る。 

また、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保といった避難情報について、河川管理
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者、水防管理者、気象庁等の協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集

できる情報を踏まえ、避難すべき区域や判断基準、伝達方法、警戒レベルに対応した避

難行動及び避難の際の留意点等を明確にしたマニュアル等を作成し、市民への周知に努

める。特に、土砂災害については、危険な急傾斜地から離れる方向に速やかに避難する

訓練を行うなど、実践的な避難訓練の実施等による市民の意識啓発に努める。 

ア 学校、病院等の施設管理者 

学校、病院、社会福祉施設等、多数の者が利用する施設の管理者は、災害時に施設

内の利用者等を安全に避難させるため、体制を整備する。 

学校は、保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引渡しに関

するルールをあらかじめ定める。また、市は、小学校就学前の子どもたちの安全で確

実な避難のため、災害発生時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市間、

施設間の連絡・連携体制の構築を行う。 

イ 不特定多数の者が利用する施設の管理者 

地下街、劇場等の興行場、駅、その他の不特定多数の者が利用する施設の管理者は、

突発性の災害の発生に備え、避難誘導に係る計画の作成及び訓練の実施に努める。な

お、この際、必要に応じ、多数の避難者の集中や混乱にも配慮した計画、訓練とする

よう努める。また、府、市は、施設の管理者等に対して、計画作成を働きかけていく。 

 

５ 応急仮設住宅対策 

府は、災害救助法第２条に規定する区域において、住宅が全壊又は流失し、住宅を確保

することができない者に対し、被災市町村と建設場所、建設戸数等について十分に調整し

たうえで、建設型応急住宅（建設して供与するものをいう。以下同じ。）を供与する。 

ただし、必要に応じ、市町村に委任することができる。 

市は、災害により家屋が滅失し、自らの資力では住宅を確保できない被災者に対して、

早期に一時的な居住の安定が図られる体制の整備に努める。 

(1) 建設候補地の事前選定 

候補地として、一時避難地に指定している都市計画公園等をあてるとともに、市内の

その他の空き地等の利用状況の把握に努める。 

(2) 要配慮者に配慮した住宅の確保 

府と協力して、要配慮者の生活に配慮した応急仮設住宅の確保を図る。 

 

６ 賃貸型応急住宅の活用 

市は、民間賃貸住宅の空室等が存在する地域における災害の場合、民間賃貸住宅等を借り上

げて供与する応急仮設住宅（以下「賃貸型応急住宅」という。）を積極的に活用する。 

 

７ 応急危険度判定体制の整備 

市及び府は、市民の安全確保を図るため、建築関係団体と協力し、地震により被災した

建築物等の二次災害を防止するための危険度判定体制を整備する。 

(1) 被災建築物応急危険度判定体制の整備 
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ア 被災建築物応急危険度判定士の養成、登録 

府は、市町村、建築関係団体との連携により、応急危険度判定講習会を開催し、応

急危険度判定士の養成、登録を行う。 

イ 実施体制の整備 

府は、応急危険度判定士の派遣体制の整備を図るとともに、都道府県の相互支援体

制の整備を図る。市は、判定主体として、資機材の整備、被災建築物応急危険度判定

士受入れ体制の整備など実施体制の整備を図る。 

ウ 被災建築物応急危険度判定制度の普及啓発 

市及び府は、建築関係団体と協力し、市民に対して、制度の趣旨について理解が得

られるよう普及啓発に努める。 

(2) 被災宅地危険度判定体制の整備 

ア 被災宅地危険度判定士の養成、登録 

府は、市町村、建築関係団体との連携により、危険度判定講習会を開催し、被災宅

地危険度判定士の養成、登録を行う。 

イ 実施体制の整備 

府は、被災宅地危険度判定士の派遣体制の整備を図るとともに、都道府県の相互支

援体制の整備を図る。市は、被災宅地危険度判定士受入れ体制の整備など、実施体制

の整備を図る。 

ウ 被災宅地危険度判定制度の普及啓発 

市及び府は、建築関係団体と協力し、市民に対して、制度の趣旨について理解が得

られるよう普及啓発に努める。 

 

８ 罹災証明書の発行体制の整備 

市は、府及び土地家屋調査士会等の民間団体と連携し、災害時に罹災証明書の交付が遅

滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局を定め、家屋被害認

定調査員の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、罹災証明書発行業務

のシステムの導入や訓練、住家被害認定調査及び罹災証明書発行業務の要員名簿の作成

等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努める。 

また、住家被害の調査や罹災証明書の交付を担当する被害調査班と応急危険度判定を

担当する建築対策班とが非常時の情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じ

て、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住家被害の調査・判定

を早期に実施できるよう努めるものとする。 

さらに、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調

査など、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査

の必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被災者に明確に説

明するものとする。 

府は、市町村における罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、市町村に対し、家屋

被害認定調査員のための研修機会の拡充等により、災害時の家屋被害認定の迅速化を図

るとともに育成した調査の担当者の名簿への登録、他の都道府県や民間団体との応援協
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定の締結等により、応援体制の強化を図る。 
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第８節 避難行動要支援者への対策 

避難行動要支援者対策が迅速かつ適切に行えるよう、次のとおり体制の整備に努めると

ともに、マニュアルの整備を進める。 

 

１ 高齢者・障害者等に対する支援体制整備 

災害対策基本法及び国が改定した「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指

針」に基づき、避難行動要支援者名簿等の作成に努める。 

市は、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局を中心に、全体計画を定める。また、

平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿及び個別避

難計画を作成する。ただし、個別避難計画については、市は適切と認められる者へ委託す

ることができる。なお、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に関する事項については、

次のとおりとする。 

(1) 避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

避難行動要支援者名簿に掲載する者は、次に掲げる者のうち、避難支援等関係者に対

し、支援に必要な個人情報を提供することに同意した者とする。ただし、施設入所者や

長期入院中の者を除く。 

ア 身体障害者手帳１・２級を所持する身体障害者 

イ 精神障害者保健福祉手帳１級を所持する者 

ウ 療育手帳Ａを所持する知的障害者 

エ 要介護認定３、４又は５を受けている者 

オ 同居者のみでは避難が困難な者のうち、市長が支援の必要を認めた者 

(2) 避難支援等関係者の範囲 

避難支援等に携わる関係者として、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供できる者

の範囲は次のとおりとする。 

ア 市の消防機関 

イ 警察（茨木警察署） 

ウ 民生委員・児童委員 

エ 市社会福祉協議会・地区福祉委員会 

オ 自主防災組織 

カ その他市長が適当と判断した関係機関、関係団体及び関係者 

(3) 名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

名簿に記載する情報は次のとおりとする。これら情報については、福祉部局が把握し

ている情報を使用する。 

ア 氏名 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所 

オ 電話番号その他の連絡先 

カ 避難支援等を必要とする理由 
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キ その他避難支援等の実施に関し必要と認める事項 

(4) 名簿の更新に関する事項 

避難行動要支援者に該当する者の情報については、福祉部局等の把握する情報を活用

し定期的に更新する。 

(5) 庁舎の被災等が生じた場合においても、名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情

報の適切な管理に努める。 

(6) 名簿情報の提供に際し情報漏えいを防止するために市が求める措置及び市が講じる

措置 

支援等関係者は、配布された名簿に関する情報の適正な管理に細心の注意を払いなが

ら、平常時から避難行動要支援者との面談を通じて身体等の状況を把握するとともに、

情報伝達手段や避難支援の方法等について確認した上で、避難支援者の確保や、避難誘

導訓練の実施等を通じ、円滑な避難支援が行えるよう努めるものとする。 

(7) 要 配 慮 者 が 円 滑 に 避 難 の た め に 立 退 き を 行 う こ と が で き る た め の 通 知 又 は 警 告 の 配 慮  

市は、要配慮者の身体及び生命の保護を目的として、災害時の迅速な避難方法や情報

伝達体制を構築する。 

(8) 避難支援等関係者の安全確保 

災害時には避難支援等関係者の安全を確保した上で、災害情報の伝達や的確な避難誘

導を行うものとする。 

(9) 高齢者・障害者等に対する支援体制 

ア 支援体制の整備 

府は、避難所の設置を継続するような規模の災害が発生した場合、高齢者や障害者、

子どものほか、傷病者といった地域における災害時要配慮者に対する福祉支援を行う

大阪府災害派遣福祉チーム（大阪ＤＷＡＴ）を被災市町村へ派遣できるように関係機

関と共に体制を整備するものとする。併せて、国が実施する活動内容の標準化及び質

の確保を図るための研修を活用し、各地域を主導する人材の育成を図る。 

市は、事前に把握した避難行動要支援者の情報をもとに、安否確認や避難誘導、指

定避難所での支援などを円滑に実施するため、自治会や自主防災組織、民生委員・児

童委員、福祉サービス事業者、ボランティア団体等と連携を図り、必要な支援体制の

整備に努める。 

イ 福祉避難所等における体制整備 

市が指定する福祉避難所や、災害協定に基づく福祉避難施設において、要配慮高齢

者・障害者等の介護等のケアなどの相談や介助などの支援対策が円滑に実施できる要

員の確保に努める。 

ウ 福祉サービスの継続と関係機関の連携 

福祉サービスの災害時における運用方針等に関し、府や国と密接に連絡をとるとと

もに、介護・医療的ケアなどの福祉サービスの継続に必要な体制を確立する。 

他の地方公共団体等からの広域的な応援派遣・受入れも活用しつつ、発災後も福祉・

医療関係部局や福祉サービス提供事業者等必要な人員を確保し、関係者と密接な連携

を図る。 
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(10) 訓練の実施 

避難行動要支援者の避難誘導や避難所生活での支援について、実効性を担保するため、

自治会や自主防災組織、民生委員・児童委員、福祉サービス事業者、ボランティア団体

等も参加した訓練を実施するよう努める。 

(11) 個別避難計画の作成 

ア 災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、全体計画に加え、避難行動

要支援者名簿の作成に合わせて、平常時から、医療・介護・福祉専門職、社会福祉

協議会、民生委員、地域住民等の避難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報

に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、災害の危険性等地域の実情に

応じ、優先度の高い避難行動要支援者については、令和７年度までを目標に個別避

難計画の作成に取り組むものとする。なお、避難行動要支援者の状況の変化、ハザ

ードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したものと

なるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合にお

いても、個別避難計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管

理に努めるものとする。 

  イ 個別避難計画には、名簿に記載する情報のほか、避難行動要支援者等に関する次の情報

を記載するものとする。 

(ｱ)避難支援等実施者（避難支援等関係者のうち当該個別避難計画に係る避難行動要支援者

について避難支援等を実施する者をいう。）の氏名又は名称、住所又は居所及び電話番号そ

の他の連絡先 

(ｲ) 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

(ｳ) その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

ウ 市の消防機関、茨木警察署、民生委員・児童委員、市社会福祉協議会、地区福祉

委員会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本

人及び避難支援等実施者の同意するところにより、あらかじめ個別避難計画を提供

し、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整

備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。 

エ 個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

オ 個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が円

滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等関係者への必要な情報の提

供、関係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮を

する。 

カ 地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作成する場合は、

地区防災計画との整合が図られるよう努める。また、訓練等により、両計画の一体

的な運用が図られるよう努める。 

 

２ 社会福祉施設等の取組み 

府は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ被災時における施設利用者

支援の確保のため、施設の所在する都道府県や他の都道府県における同種の施設やホテ
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ル等の民間施設等と施設利用者の受入れのほか、被災時における協力関係を構築する災

害協定等を締結するよう指導に努め、併せて、その状況の把握に努める。また、介護保険

施設、障害者支援施設等に関して、災害時に派遣可能な職員数の把握に努め、職能団体等

の関係団体と災害時の職員派遣協力に関する協定の締結等を行うことにより、介護職員

等の派遣体制の整備に努める。 

市は、府と協力し、民間施設の利用調整や職員派遣の受け入れ整備のほか、運営経費な

どの支援に努める。なお、施設利用における食事・オムツ等の実費については自己負担と

するが、諸制度における軽減制度を活用することができる。また、指定避難所の管理・運

営等に施設の職員等を動員する場合は、賃金職員として雇上げることができる。 

各施設管理者は、各々が所管する施設等における災害時の対応や施設利用者等の安全

をより確保するため、災害対策マニュアルの作成や避難訓練の実施を促進する。併せて、

施設の耐震化を進めるとともに、被災状況を市や府に報告する体制を確立するよう努め

る。 

また、避難措置について安全な避難方法を定めておく。 

(ｱ) 避難実施責任者 

(ｲ) 避難の時期（事前避難の実施等） 

(ｳ) 避難誘導責任者及び補助者 

(ｴ) 避難誘導の要領、措置（車の活用による搬送等） 

(ｵ) 避難所の設定及び受入れの方法 

(ｶ) 避難者の確認 

(ｷ) 保護者・後見人等への連絡方法 

 

 

３ 福祉避難所の指定 

市は、府と連携を図りながら、社会福祉施設、公共宿泊施設等の管理者との協議により、

指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な要配慮者のため、福祉避難

所を指定する。特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、一時的な受け入れを想定し、

人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮をするよう努める。また、

必要に応じて適切な医療体制のとれる医療機関、福祉施設へ対応を要請する。なお、指定

にあたっては要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、災害が発

生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主

として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保される施設とし、受入

れ対象者を特定して公示するとともに、福祉避難所の役割について市民に周知する。 

市は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の

上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避

難することができるよう努める。 

 

４ 外国人に対する支援体制整備 

(1) 関係機関との連携 
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市は、府や大阪府国際交流財団（OFIX）等の多様な機関と連携し、外国人に対する

支援の検討・調整を行う。 

なお、総務省は、地方公共団体等と協力し、研修を通じて、災害時に行政等から提

供される災害や生活支援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国人被災者のニ

ーズとのマッチングを行う災害時外国人支援情報コーディネーターの育成を図るも

のとする。 

(2) 情報発信等による支援 

ア 市内在住の外国人に対する支援 

(ｱ) 市及び府は、防災教育・訓練や防災情報の提供に努める。 

(ｲ) 市及び府は、情報提供や避難誘導において、多言語化や「やさしい日本語」の活

用等に努める。 

(ｳ) 気象庁をはじめとする国の防災関係機関は、防災・気象情報が確実に伝達できる

よう、多言語化等の環境の整備を図る。 

イ 来阪外国人旅行者に対する支援 

(ｱ) 市及び府は、災害発生に備え、災害に関する知識や情報入手先等の情報の周知に

努める。 

(ｲ) 市及び府は、早期帰国等に向けた災害情報等を多言語で提供するため、ウェブサ

イトやＳＮＳ等の様々なツールを活用して、多言語での情報発信に努める。 

(ｳ) 市は、事業者、自主防災組織、自治会等と協働し、外国人旅行者の避難支援体制、

指定避難所等での受入体制整備に努める。 

(ｴ) 気象庁をはじめとする国の防災関係機関は、防災・気象情報が確実に伝達できる

よう、多言語化等の環境の整備を図る。 

(3) 指定避難所における支援 

市は、指定避難所において円滑に多言語支援を行えるよう、災害時通訳・翻訳ボラ

ンティアの確保に努めるほか、外国語翻訳アプリケーション等を活用した多言語によ

る情報提供の充実に努める。 

府は、大阪府国際交流財団（OFIX）と連携し、災害時通訳・翻訳ボランティアの確

保・育成に努める。 

 

５ その他の災害時要配慮者に対する配慮 

市及び府は、避難行動要支援者以外の要配慮者に対しても、災害時における情報提供や

避難誘導その他の必要な支援において、配慮に努める。 
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第９節 緊急物資確保体制の整備 

災害による家屋の損壊、滅失等により、水、食糧、生活必需品の確保が困難な市民に対し

て、必要な物資を供給するため、その確保体制の整備に努める。 

 

１ 給水体制の整備 

市は、府及び府内水道（用水供給）事業体と相互に協力して、発災後３日間は１日１人

当たり３Ｌの飲料水を供給し、それ以降は順次供給量を増加できるよう体制の整備に努

める。 

(1) 給水拠点の整備 

ア 配水池及び浄水場 

災害時に、市上水道の基幹施設である配水池及び浄水場から給水タンク車等による

応急給水体制の整備を図る。 

イ 飲料水兼用の耐震性貯水槽 

災害時の水道管破損等による断水に対応するため、一時避難地等に設置した緊急遮

断弁付きの耐震性貯水槽からの応急給水体制の整備を図る。 

 

〈給水拠点ネットワーク〉 

地域区分 

給 水 拠 点 計 画 

水 道 施 設 

（配水池、浄水場等） 
飲料水兼用の耐震性貯水槽 

中央地域 － 
水尾公園 

桑田公園 

東部地域 － 東雲運動広場 

西部地域 
豊川配水池 

西穂積配水池 

春日丘公園（松沢池公園） 

上穂積公園 

南部地域 － 
若園公園 

島ふれあい公園 

北部地域 

泉原配水池・十日市浄水場・山手

台高区配水池・山手台低区配水

池・安威配水池・花園配水池・彩

都受水場・あさぎ配水場・やまぶ

き高区配水池・やまぶき中区配水

池・やまぶき低区配水池・あかね

配水池 

西河原公園 

合  計 

(22か所） 
14か所 ８か所 

     

(2) 応急給水用資機材等の整備 

給水タンク、臨時給水栓、非常用飲料水袋等の応急給水用資機材の整備・充実を図る。 
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(3) 応援体制の整備 

市は、災害時に市の水道施設の応急復旧工事への協力を要請するために関係協力団体

等と協定を交わし、応急給水体制の整備を図る。 

府は、迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行う

ために、大阪府水道災害調整本部を設置し、関係機関と連携した体制を整備する。また、

都道府県域を越えた広域的相互応援体制を整備する。 

 

２ 井戸水による生活用水の確保 

市は、災害時における家庭用などの井戸水の有効活用を図るため、災害時協力井戸の登

録を推進するなど、生活用水の確保に努める。 

 

３ 食糧・生活必需品の確保 

市は、府及び関係機関と協力して、食糧・生活必需品の確保に努める。また、備蓄品の

調達にあたっては可能な限り要配慮者、女性、子どもに配慮する。 

(1) 備蓄体制の整備 

重要物資及びその他必要な物資を災害用備蓄倉庫等に確保するなど、備蓄体制の整備

を図る。 

ア 重要物資の備蓄 

府の地域防災計画に基づき、市と府で避難所生活者数を基準に重要物資の備蓄を推

進する。 

市及び府は、南海トラフ巨大地震をはじめとした大規模災害に対し、それぞれ最大

の被害をもたらす災害を想定し、被災者支援のために特に必要とする食糧など11品目

を重要物資と位置づけ、市と府で１：１を基本とした役割分担の下、必要量を備蓄す

る。 

必要量は、直下型地震（１日分）と南海トラフ巨大地震（３日分）それぞれの避難

所避難者数を下表の算出式で算出した数量を比較し、多い方とする。 

 

品 目 算  出  式 

食糧 
避難所避難者数×３食×1.2（注） 

(注)1.2は、避難所避難者以外の食糧需要を想定したもの。 

高齢者食 
上記で算出した数量のうち、５％（80歳以上人口比率）を高齢者食とす

る。 

毛布 避難所避難者数×必要枚数2枚/人 

育児用調整粉

乳または液体

ミルク 
（乳アレルギーに

対応したものを含

む） 

【粉ミルク】 

避難所避難者数×1.6％（０～１歳人口比率）×70％（人口授乳率）×

130ｇ/人/日（南海トラフ想定の場合は３日を乗じる） 

【液体ミルク】 

避難所避難者数×1.6％（０～１歳人口比率）×70％（人口授乳率）×1

リットル/人/日（南海トラフ想定の場合は３日を乗じる） 

※乳児の１日分以上とし、全体の３%をアレルギーに対応できる品目と

する。 
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品 目 算  出  式 

哺乳瓶 

避難所避難者数×1.6％（０～１歳人口比率）×70％（人口授乳率）×

１本（注）/人 

（注）「瓶」以外、「使い切りタイプ」等の場合は5回/人/日とする。 

※市は、必要数分（100%）、府は予備分とする。 

乳児・小児用 

おむつ 
避難所避難者数×2.5％（０～２歳人口比率）×８枚/人/日 

大人用おむつ 避難所避難者数×必要者割合0.005×８枚/人/日 

簡易トイレ 

避難所避難者数×0.01 

※避難所避難者100人に1基、市はＢＯＸ型（マンホールトイレ等含む）、

府は調達を含め組立式等をそれぞれ確保する。 

生理用品 

（直下型地震による）避難所避難者数×48％（12～51歳人口比率）×52％

（12～51歳女性人口比率）×5/32（月経周期）×5枚/人/日と（南海ト

ラフ巨大地震による）避難所避難者数×48％（12～51歳人口比率）×52％ 

（12～51歳女性人口比率）×5/32（月経周期）×5枚/人/日×3日で算出

した数量を比較し多い方 

トイレット 

ペーパー 

（直下型地震による）避難所避難者数×7.5ｍ/人/日と（南海トラフ巨

大地震による）避難所避難者数×7.5ｍ/人/日×3日で算出した数量を比

較し多い方 

マスク 
（直下型地震による）避難所避難者数と（南海トラフ巨大地震による）

避難所避難者数×3日で算出した数量を比較し多い方 

※府の「大規模災害時における救援物資に関する今後の備蓄方針について」より抜粋 

イ その他の物資の確保 

(ｱ) ブルーシート 

(ｲ) 簡易ベッド、間仕切り等 

ウ 備蓄品の管理 

災害時に、速やかに物資等を提供するため、小・中学校の余裕教室等を活用した分

散備蓄を行い、備蓄品の定期的点検を行うとともに、期限のあるものは随時入れ替え

を行うなど、備蓄品の適正管理に努める。 

 

〈災害用生活物資備蓄拠点〉 

番 号 災害用備蓄の場所 所   在   地 

① 養 精 中 学 校 駅前四丁目7番60号 

② 沢 池 小 学 校 南春日丘三丁目11番6号 

③ 豊 川 中 学 校 藤の里一丁目16番8号 

④ 山手台小学校 山手台四丁目9番4号 

⑤ 北 中 学 校 南安威三丁目10番3号 

⑥ 三 島 小 学 校 三島町3番13号 

⑦ 東 雲 中 学 校 学園南町21番7号 
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⑧ 大 池 小 学 校 大池一丁目5番8号 

⑨ 葦 原 小 学 校 新和町13番50号 

⑩ 天 王 小 学 校 天王二丁目13番57号 

⑪ 彩 都 西 公 園 彩都やまぶき一丁目 

 

(2) 民間備蓄の推進 

災害発生時に、迅速かつ安定した物資を調達するため、民間事業者と協力要請の協定

を交わし、食糧及び生活必需品の確保を図る。また、民間事業者や学校に対して、帰宅

困難者に対する備蓄を普及啓発する。 

燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について協定の締結を推

進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよう努めるものとする。 

(3) 備蓄・供給体制の整備 

危険分散を図り、また速やかに物資等を輸送、提供するため、分散備蓄などの体制整

備に努めるとともに、民間事業者との協定等により物資の確保を図る。 

府は、災害の規模等にかんがみ、被災市町村が自ら物資の調達・輸送を行うことが困

難な場合にも、被災者に物資を確実かつ迅速に届けられるよう、物資の要請体制・調達

体制・輸送体制の整備を図る。 

また、市及び府は、防災拠点等での管理・仕分け、輸送について、専門性を有する民

間事業者等との連携及び民間事業者の物流施設の活用により、迅速かつ効率的に集配で

きるよう体制を整備するとともに輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施

設を把握しておく。さらに、平時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状況や運送手段の

確認を行うとともに、災害協定を締結した民間事業者等の発災時の連絡先、要請手続等

の確認を行うよう努めるものとする。加えて、物資調達・輸送調整等支援システムを活

用し、あらかじめ、備蓄物資や物資拠点の登録に努める。大規模な災害発生のおそれが

ある場合、市及び府は、事前に物資調達・輸送調整等支援システムを用いて備蓄状況の

確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できる

よう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備蓄物

資の提供を含め、速やかな物資支援のための準備に努める。 

また、市は、必要に応じて他の市町と共同備蓄や備蓄の相互融通を行う。 

ア 市 

(ｱ) 可能な限り指定避難所及びその周辺での備蓄倉庫の確保 

(ｲ) 備蓄物資の点検及び更新 

(ｳ) 定期的な流通在庫量の調査の実施 

(ｴ) 供給体制の整備（民間事業者等との連携や、市町村間の共同備蓄や相互融通含

む。） 

(ｵ) 生活物資備蓄拠点及び物資輸送拠点から各指定避難所への物資の配送及び支

給体制の整備 
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(ｶ) 救援物資の配送状況やニーズ把握のための情報共有システムの整備・活用 

イ 府 

(ｱ) 広域防災拠点を中心に府民センタービル等と連携した備蓄 

(ｲ) 備蓄物資の点検及び更新 

(ｳ) 定期的な流通在庫量、他府県等の備蓄状況の調査 

(ｴ) 民間事業者との協定内容に基づく物資の確保、備蓄倉庫等での管理・仕分け、

物流施設の活用 

(ｵ) 広域防災拠点等から市町村物資拠点への物資輸送体制の整備 

(4) 停電への備え 

府、国及び電気事業者等は、それぞれが所有する電源車、発電機等の現在時点の配備

状況等を確認の上、リスト化するよう努めるものとする。加えて、国は、災害応急対策

に係る重要施設を有する所管事業者に対して、あらかじめ、燃料備蓄の補給状況等、災

害に備えた事前の準備状況の確認を行うものとし、府は、災害応急対策に係る重要施設

の管理者に対して、同様の確認を行うよう努める。 

市は、非常用発電機や投光器等を備蓄する等、停電への備えに努める。 
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第１０節 ライフラインの予防対策 

ライフラインに関わる事業者は、応急対策及び応急復旧に、迅速に対応するため、必要な

人材、装備・資機材等の確保、整備に努める。特に、人命に関わる重要施設、電気、通信等

のライフライン施設については、早期に復旧できるよう体制等を強化することとする。 

 

１ 上水道施設の予防対策 

上水道施設は市民生活の営みを支え、地域産業の振興や快適な都市機能を維持するた

めの基幹的施設である。 

このため、上水道施設は地震による被害を未然に防ぐため、今後も施設整備を進め、よ

り災害に強い水道づくりを目指す。 

(1) 施設の整備点検 

ア 送配水施設については平常時から巡回点検を行い、水道管路については漏水調査

や配水池等で給水量及び水位点検（記録）を実施し、事故の早期発見に努める。 

イ 水道管路の耐震化にあたっては、重要給水施設への管路の優先度を高く設定する

ことにより効率的に整備する。 

ウ 単一管路で給水されている区域については、管路のループ化に努める。 

エ 水道管路の整備においては、耐震管を使用する。 

オ 浄水場等の施設更新にあたっては、災害時に備え、予備電力や地震、浸水害対策

等の実施に努める。 

(2) 給水車等の整備点検 

災害時における給水施設の被災により一時的に送水不能になったり、あるいは飲料水

の汚染等により飲料に適する水を得ることができなくなる事態に備えて、平常時から月

１回給水車及び給水タンクの点検整備に努める。 

(3) 資材の備蓄 

災害により被災した上水道施設を迅速に応急復旧できるよう、平常時から一定量の復

旧資材を備蓄する。 

(4) 応急復旧体制の強化 

ア 上水道施設の被害状況等を迅速に把握し、復旧活動等及びその支援を的確に行う

ための情報連絡体制を強化する。 

イ 多系統受水等によりバックアップ機能を強化する。 

ウ 関係協力団体との協力体制を整備する。 

エ 応急復旧活動マニュアル等を整備する。 

オ 管路図等の管理体制を整備する。 

(5) 防災訓練の実施 

情報連絡体制及び他機関との協力体制の充実強化、緊急対応、応急・復旧の手順の熟

知、並びに防災意識の高揚を図るため、計画的に訓練を実施する。 

(6) 相互応援体制の確立 

上水道においては、府及び他水道事業者等と相互に協力して行う大阪広域水道震災対

策相互応援協定書等に基づき体制を確立する。 
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２ 下水道施設の予防対策 

下水道は、市民の安全で衛生的な生活環境を確保するため不可欠な施設である。このた

め、下水道施設は、被害を最小限にとどめ、その機能と安全確保の体制を整備しておく必

要がある。 

(1) 管路施設の整備 

面的に広がる管路施設は、地震時においては液状化が予想される地域などにおいて

被害が予想される。このため、幹線管きょについては、大規模地震時においても機能

の確保を図るとともに、枝線管きょについては、点検などにより危険箇所の早期発見

と修理を行う。 

(2) ポンプ場の整備 

ア 地震によるポンプ場の損傷は、復旧の長期化が予想される。そのため、施設の耐

震診断を実施し、必要に応じて耐震補強を図る。また、耐震性能の確保、機能維持

に努める。 

イ 各構造物間の連絡配管、配電線路は、不等沈下、揺れによる損傷を防止するた

め、特に、構造物を貫通する地中配管、配電線路は、構造物直近部の耐震措置を考

慮し、転倒壊などによる損傷を未然に防ぐよう維持管理に努める。 

ウ 非常用発電機、ポンプ用ディーゼル機関は長期間の運転に備え整備し、燃料・冷

却水の確保に万全を期す必要があり、平常から体制を整えるように努める。ポンプ

場の機能確保のため、応急復旧に必要な予備品、資機材の整備と補充に努める。 

(3) 貯留雨水等の有効利用 

緊急時において、貯留雨水などを防火用水、雑用水として利用することを考慮し、そ

の多目的な有効利用を進める。 

(4) 事業所等の処理施設等の指導・監視 

工場、事業所等の処理施設に対しても耐震設計及び排水機能の確保等の指導に努め、

地震緊急措置・対策についての緊急連絡方法について周知徹底を図るよう指導する。 

(5) 防災訓練の実施 

情報収集連絡体制及び他機関との協力体制の充実強化、緊急対応・応急復旧の手順の

熟知、並びに防災意識の高揚を図るため、計画的に防災訓練を実施する。 

(6) 協力応援体制の整備 

ア 施設の点検、復旧要員の確保を図るため、市・府間の協力応援体制を整備する。 

イ 民間事業者等との協定締結による協力応援体制の整備に努める。 

 

３ 電力施設の予防対策（関西電力送配電（株）高槻配電営業所） 

災害による電気の供給停止を防止するため、電力施設設備の強化と保全に努め、電力の

安定供給及び迅速かつ的確な応急復旧を行うために、平常時から防災体制を整備する。 

(1) 設備の強化 

ア 発電・変電施設、送・配電施設、通信設備について、台風、地震の被害を最小限

にとどめる強度の確保を図る。 
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イ 電力供給系統の多重化を図る。 

ウ 電気事業法、保安関係諸規定等に基づく施設設備の維持保全、並びに常時監視を

行う。 

エ 施設の老朽度に応じ、更新、予備施設の整備等を計画的に推進する。 

(2) 応急復旧体制の強化 

ア 被害状況を迅速かつ的確に把握する体制、システムの整備・強化に努める。 

イ 災害対策組織をあらかじめ定めておく。また、災害により拠点が被災した場合の

災害対策活動拠点についてもあらかじめ定めておく。 

ウ 対策要員の動員体制を整備する。 

エ 重要施設への電力を確保するため、優先復旧についてあらかじめ計画を策定す

る。 

オ 平時から地方防災会議への参加により災害時の情報提供、収集など相互連携体制

を整備しておく。 

カ 防災関係機関との連携強化により平時の各種訓練の相互参画、定期的な会議及び

情報交換の実施、災害発生時の連絡体制の確立、相互協力を行う。 

(3) 災害対策用資機材の整備、点検 

ア 災害復旧用資機材の確保体制を整備する。 

イ 災害対策用設備（移動用変圧機等）を整備する。 

ウ 災害対策車両（発電機車等）を整備する。 

エ 平常時から資機材の点検に努め、緊急時の輸送体制を確保する。 

オ 衛星携帯電話の配備など情報通信手段の多様化を図る。 

(4) 防災訓練の実施 

情報収集連絡体制及び他機関との協力体制の充実強化、緊急対応・応急復旧の手順の

熟知、並びに防災意識の高揚を図るため、最大クラスの災害である南海トラフ巨大地震

も想定した各種訓練を計画的に実施する。 

ア 社員の安全を確保するために地震の襲来を想定した避難訓練、情報連絡訓練を実

施する。 

イ 応急復旧技能を維持するために設備復旧訓練を実施する。 

ウ 迅速、確実な情報連携や的確な意思決定に基づく行動並びに社外対応を行うため

に図上訓練を実施する。 

(5) 協力応援体制の整備 

単独復旧が困難な場合に備え、他の事業者から協力を得る体制を整備する。 

ア 復旧用資機材、要員について、他電力会社および電源開発株式会社等と相互の応

援体制を整備する。 

イ 災害時の一時的な供給力不足に対応するため、「二社間融通電力受給契約」およ

び電力広域的運営推進機関の指示に基づき他電力会社との電力融通体制を確保す

る。 
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４ ガス施設の予防対策（大阪ガスネットワーク(株)北東部事業部） 

災害によるガスの漏洩を防止するため、ガス施設設備の強化と保全に努め、ガスの安定

供給及び迅速かつ的確な応急復旧を行うために、平常時から防災体制を整備する。 

(1) 設備の強化 

ア ガス施設（製造所・供給所等）について、各種災害に耐えうる十分な強度の確保

と、緊急操作設備の充実強化を図る。 

イ 高圧・中圧・低圧のそれぞれのガス導管、継手には、耐震性の高い管材料及び伸

縮可撓性継手の使用に努める。特に、低圧導管に可撓性の高いポリエチレン管の使

用を促進する。 

ウ ガス事業法、保安関係諸規定等に基づく施設設備の維持保全、並びに常時監視を

行う。 

エ 施設（管路）の老朽度に応じ、更新、予備施設の整備等を計画的に推進する。 

(2) 応急復旧体制の強化 

ア 緊急措置判断支援システム（地震発生時に地震計、圧力計などの情報を迅速かつ

的確に把握するシステム）の活用により被災地区の供給停止判断の迅速化を図る。 

イ 緊急時ガス供給停止システムを強化する。 

(ｱ) 感震自動ガス遮断方式及び遠隔ガス遮断方式によって導管網のブロック単位で

ガス供給を遮断するシステムの活用により、被災地区の供給停止の迅速化を図る。 

(ｲ) 基準値以上の揺れを感知すると自動的に一般家庭及び業務用の都市ガス供給を

自動的に停止するマイコンメーターの設置促進を図る。 

ウ 被災を免れた地区への供給を確保し、被災地区の二次災害の防止と早期復旧を図

るため、細分化された導管網ブロックの維持管理を行う。 

エ 被害状況と復旧作業工程に応じて、従業員及び協力会社作業員を効率的に編成動

員するため、職能別要員を把握し、連絡体制及び動員体制を整備する。 

オ 重要施設への供給を早期に確保するため、復旧順序の決め方や臨時供給方法につ

いて、あらかじめ計画を策定する。 

カ ガス管の漏洩箇所の特定、管内異物の効率的除去等の復旧技術の開発、改良及び

向上に努める。 

キ 施設の現況が把握できる施設管理図書等の整備・分散保管を図る。 

ク 関係行政機関と連携し、前進基地の確保に努める。 

ケ 関係行政機関と連携し、早期復旧に資する手続きの合理化に努める。 

(ｱ) 復旧時における仮設配管及び導管地中残置。 

(ｲ) 事前届出を行っていない車両に対する緊急通行車両確認標章交付の迅速化。 

(3) 災害対策用資機材の整備、点検 

ア 災害復旧用資機材及び代替燃料（圧縮天然ガス、カセットコンロ等）の確保体制

を整備する。 

イ 緊急時通信機器の整備充実に努める。 

ウ 消火・防火設備に整備充実に努める。 

エ 平常時から資機材の点検に努め、緊急時の輸送体制を整備する。 
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オ 適切な導管材料の備蓄に努める。 

(4) 防災訓練の実施 

情報収集連絡体制及び他の機関との協力体制の充実強化、緊急対応・応急復旧の手順

の熟知、並びに防災意識の高揚を図るため、計画的に防災訓練を実施する。 

(5) 協力応援体制の整備 

「地震・洪水等非常事態における救援措置要領」（日本ガス協会）に基づき、単独復

旧が困難な場合に備え、他の事業者からの協力を得る体制を整備する。 

 

５ 通信施設の予防対策（西日本電信電話（株）関西支店） 

災害による通信の途絶を防止するため、電気通信設備及びその付帯設備（建物を含む。

以下、「通信設備等」という。）の強化と保全に努め、災害により電気通信設備又は回線に

故障が発生した場合に、迅速かつ的確な応急復旧を行うため、平常時から防災体制を整備

する。 

(1) 電気通信設備等の高信頼化（防災設計） 

ア 豪雨、洪水、高潮又は津波のおそれがある地域にある電気通信設備等について耐

水構造化を行うとともに、建物内への浸水防止のため水防板、水防扉の更改を実施

する。 

イ 暴風のおそれがある地域にある電気通信設備等について耐風構造化を行う。 

ウ 地震又は火災に備えて、主要な電気通信設備等について耐震及び耐火構造化を行

う。 

(2) 電気通信システムの高信頼化 

ア 主要な伝送路を多ルート構成又はループ構造とする。 

イ 主要な中継交換機を分散設置とするとともに、安全な設置場所を確保する。 

ウ 電気通信設備について、非常用電源を整備する。 

エ 重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路の信頼性を確

保するため、２ルート化を推進する。 

(3) 電気通信処理システムに関するデータベース等の防災化 

電気通信設備の設備記録等重要書類並びに通信処理システム及び通信システム等の

ファイル類について、災害時における滅失又は損壊を防止するため、保管場所の分散、

耐火構造容器への保管等の措置を講ずる。 

(4) 災害時措置計画の作成と現用化 

災害時における重要通信の確保を図るため、伝送装置、交換措置及び網措置に関する

措置計画を作成し、現用化を図る。 

(5) 応急復旧体制の強化 

広範囲な地域において災害が発生した場合、被災設備等の迅速な復旧を図り、通信サ

ービスの確保に万全を期するため、グループ会社、工事会社等を含めた応援班の編成、

応急復旧用資機材の確保と輸送体制、応援者等の前進基地の設営及び作業体制等につい

て計画に基づき確立し、運用する。 
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(6) 災害対策用資機材の整備、点検 

ア 災害発生時において、通信を確保し又は災害を迅速に復旧するため、あらかじめ

保管場所及び数量を指定して、災害対策用機器並びに車両等を配備する。 

イ 災害応急対策及び災害復旧を実施するため、平常時から復旧用資材、器具、工

具、消耗品等の確保に努める。 

ウ 災害対策用機器、資材及び物資等の輸送を円滑に行うため、あらかじめ輸送ル－

ト、確保すべき車両、船舶、ヘリコプター等の種類及び数量並びに社外に輸送を依

頼する場合の連絡方法等の輸送計画を定めておくとともに、輸送力の確保に努め

る。 

エ 災害対策用資機材等は、常にその数量を把握しておくとともに、必要な整備点検

を行い非常事態に備える。 

オ 非常事態に備え、飲料水、食糧、医薬品、被服、生活用備品等の保有量を定め、

その確保を図る。 

(7) 防災訓練の実施 

災害復旧等に必要な判断力と技術力を育成するため、情報収集、連絡、復旧体制等に

ついて防災訓練を計画的に実施する。 

(8) 協力応援体制の整備 

ア 他の事業者との協調 

電力、ガス、水道、輸送等のライフライン事業者と協調し、防災対策に努める。 

具体的には、商用電源の供給、自家発電用エンジンの燃料及び冷却水等の確保並び

に緊急輸送等の協力体制を整備する。 

イ グル－プ会社との協調 

グループ会社、工事会社等と協調し、防災対策に努めるとともに、要員、資機材輸

送等について相互応援体制を整備する。 

 

６ 市民への広報 

ライフラインに関わる事業者は、災害時の対応について平常時から広報活動を実施し、

意識の向上を図る。 

(1) 市は、平常時から飲料水等の備蓄の重要性、節水並びに水質汚濁防止等について広

報する。 

(2) 関西電力送配電(株)並びに大阪ガスネットワーク(株)は、飛散物による停電の拡大

や、感電、漏電、ガスの漏洩、爆発、出火等の二次災害を防止するため、災害時にお

ける注意事項等について広報する。 

(3) 西日本電信電話(株)は、災害時の通信輻輳の緩和のため、緊急通話以外の電話の自

粛並びに緊急通話する場合にかかりやすい公衆電話等、災害と電話について広報す

る。 

 

７ 倒木等への対策 

市、電気事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網、通信網に支障が生じ
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ることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による予防保全や災害時の復旧

作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努めるものとする。 
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第１１節 交通確保体制の整備 

道路、鉄軌道の管理者は、災害発生時における安全かつ円滑な交通確保のため、平常時か

ら体制の整備に努める。 

 

１ 道路施設 

道路管理者は、道路の障害物除去のための道路啓開用資機材を確保するための体制を

整える。また、災害発生後直ちに道路施設の被害状況の把握及び安全点検を行うための、

人員の確保等の体制の整備に努める。 

 

２ 鉄軌道施設 

鉄軌道管理者は、乗客の避難、応急復旧のための資機材の整備及び災害発生後直ちに鉄

軌道施設の被害状況及び安全点検を行うための、人員の確保等の応急点検体制の整備に

努める。 

鉄道事業者は、植物等が鉄道施設に障害を及ぼし、又は及ぼすおそれがある場合等には、

所要の手続きを行った上で、伐採等を行うなど、鉄道の輸送の安全確保に努める。 
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第１２節 地震防災緊急事業五箇年計画の推進 

地震防災対策特別措置法に基づく、府地震防災緊急事業五箇年計画の対象事業となる一

時避難地の公園整備、防火水槽等の消防用施設整備、学校施設の耐震補強及び耐震性貯水槽

の整備を、府と連携し事業の推進を図る。 

 

１ 計画対象事業 

(1) 避難地 

(2) 避難路 

(3) 消防用施設 

(4) 消防活動が困難である区域の解消に資する道路 

(5) 緊急輸送を確保するために必要な道路、交通管制施設、ヘリポート 

(6) 共同溝、電線共同溝等の電線、水管等の公益物件を収容するための施設 

(7) 公的医療機関その他政令で定める医療機関のうち、地震防災上改築又は補強を要す

るもの 

(8) 社会福祉施設、公立幼稚園のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの 

(9) 公立の小学校又は中学校のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの 

(10) 公立特別支援学校のうち、地震防災上改築又は補強を要するもの 

(11) (7)～(10)までに掲げるもののほか、不特定かつ多数の者が利用する公的建造物の

うち地震防災上補強を要するもの 

(12) 砂防設備、保安施設事業に係る保安施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩壊防止施

設又は農業用用排水施設であるため池で、家屋の密集している地域の地震防災上必要

なもの 

(13) 地震災害時において災害応急対策の拠点として機能する地域防災拠点施設 

(14) 地震災害時において迅速かつ的確な被害状況の把握及び市民に対する災害情報の伝

達を行うために必要な防災行政無線設備その他の施設又は設備 

(15) 地震災害時における飲料水、電源等の確保等により被災者の安全を確保するために

必要な井戸、貯水槽、水泳プール、自家発電設備その他の施設又は設備 

(16) 地震災害時において必要となる非常用食糧、救助用資機材等の物資の備蓄倉庫 

(17) 負傷者を一時的に収容及び保護するための救護設備等地震災害時における応急的な

措置に必要な設備又は資機材 

(18) 老朽住宅密集市街地に係る地震防災対策 

(19) (1)～(18)に掲げるもののほか、地震防災上緊急に整備すべき施設等であって政令

で定めるもの 
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第１３節 帰宅困難者支援体制の整備 

本市は、昼間時は市外から市内に流入する通勤・通学者等が多数存在する一方で、多数の

市民が通勤・通学等のため市外に流出している。そのため、昼間時、大規模地震等により公

共交通機関等が停止した場合、市域内でも駅を中心に自力で帰宅できない帰宅困難者が多

数発生するとともに、市域外で帰宅困難者となる市民も多数発生することが予想される。 

帰宅困難者が一斉に徒歩帰宅を開始した場合、混雑による集団転倒や火災、沿道建物から

の落下物等により死傷する危険性があるとともに、救助・救急活動や緊急輸送活動等、応急

対策活動が妨げられるおそれもある。 

このため、市は府や関西広域連合と連携して、一斉帰宅の抑制を図るため、「むやみに移

動を開始しない」という基本原則の広報等を行うとともに、事業所に対して、交通機関の運

行が停止した際に従業員や観光客等を待機させることや、その際に必要となる備蓄等を促

す。また、大規模な集客施設等の管理者に対して、利用者の誘導体制の整備等について働き

かけを行うとともに、帰宅者が無事に帰ることができるように、関西広域連合と協定を締結

しているコンビニエンスストア等の事業者の協力を得て、トイレ、水道水等の提供等、徒歩

帰宅支援を行う。 

市は、可能な範囲で地域における「共助」の活動を事業者等に働きかけるとともに、帰宅

困難者を受け入れるため、宿泊施設、大規模店舗、大学等に協力を求め、必要に応じて、一

時滞在施設の確保を図る。 

府は、府有施設や府立施設について、当該施設を一時滞在施設として確保を希望する市町

村に提供できるよう協力するとともに、広域的な立場から事業者団体に対して、一時滞在施

設の提供について協力を求めるなど、市町村と連携して市町村の一時滞在施設確保の支援

に努める。 

また、市は、国、府、関西広域連合等と連携して、鉄道の代替としてバス、船舶による輸

送が円滑に実施できるよう、関係機関との情報伝達や運行調整等を行う枠組みの構築を図

るほか、徒歩帰宅者への支援を行う。 

なお、具体的な対策としては、関西広域連合が策定した「関西広域帰宅困難者対策ガイド

ライン」に基づき実施される訓練などを通じ、実効性のある帰宅困難者支援の取組みを行う。 

 

１ 帰宅困難者対策の普及・啓発活動 

災害発生後、従業員等がむやみに移動を開始して二次災害が発生することを防止する

ため、市は、府や関西広域連合、経済団体と連携して、企業等に対して次のような施設内

待機等に係る計画を策定するための働きかけを行う。 

(1) むやみに移動を開始することは避ける。 

(2) 発災時間帯別に企業等が従業員等にとるべき行動。 

(3) 企業等内に滞在するために必要な物資の確保。 

(4) 従業員等に対する情報入手、伝達方法の周知。 

(5) 従業員等が家族等の安否確認を行う手段の確認（家族間であらかじめ決定）。 

(6) これらを確認するための訓練の実施。 
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２ 道路・鉄道情報共有の仕組みの確立と啓発 

市は府や関西広域連合等と連携して、鉄道の代替としてバス等による輸送が円滑に実

施できるよう、関係機関との情報伝達や運行調整などを行う枠組みの構築を図るほか、徒

歩帰宅者へ帰宅経路の情報提供等の支援を行う。情報の提供にあたっては、防災関係機関

が連携し、利用者自らが次の行動を判断できるよう、利用者視点での情報提供に取り組む。 
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第３章 地域防災力の向上 

第１節 防災意識の高揚 

市は、防災関係機関と連携して、防災知識の普及啓発、訓練や研修の実施等、幼児期から

その発達段階に応じ、学校教育及び社会教育等、あらゆる機会を通じて、市民の防災意識の

高揚と災害初動対応スキルの習得に努める。これらの実施にあたっては、避難行動要支援者

の多様なニーズに配慮するとともに、被災時の男女のニーズの違い等、男女双方の視点を踏

まえ、また、平常時から地域において避難行動要支援者を支援する体制が整備されるよう努

める。 

また、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、住民主体の取組を支

援・強化することにより、社会全体としての防災意識の向上を図る。 

 

１ 防災知識の普及啓発 

市は、府及び防災関係機関と連携して、気候変動の影響や過去の災害の教訓、地震・津

波災害時のシミュレーション結果等を示しながら、その危険性を周知するとともに、市民

が、災害に対する備えを心がけ、災害時においては自発的な防災活動を行うよう、教育機

関のみならず、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中で地域の災害リスク

や自分は災害に遭わないという思い込み（正常性バイアス）等の必要な知識を教える実践

的な防災教育や避難訓練を実施する。 

大規模災害時における生活行動基準、各家庭における対応の指針、災害の危険性のある

箇所の分布等を内容とするパンフレットや防災マップの配布・更新、出前講座の開催、防

災展の開催、防災訓練の実施等によって、防災に関する知識の普及を図り、市民の防災意

識の高揚に努める。 

また、自治会などを通じて、心肺蘇生法などの応急手当の方法や救急車の利用方法、災

害情報の入手方法、避難行動での心得などを普及・啓発していく。 

さらに、以上のような防災情報を、ホームページ、掲示板、電話帳（レッドページ）等

への掲示、広報誌等での定期的な紹介等により、情報の継続的な提供と普及に努める。 

特に、被害の防止、軽減の観点から、住民に対して、「自らの命は自らが守る」という意識を

持ち自らの判断で一人一人が確実に避難行動をとること及び早期避難の重要性を周知し、住民

の理解と協力を得るよう取り組む。 

また、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネジャ

ー等）の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図る。 

併せて、災害発生後に、指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災

者や支援者が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」意識の

普及、徹底を図る。 

(1) 普及啓発の内容 

ア 災害の知識 

(ｱ) 大規模地震の連続発生や各災害が複合的に発生する可能性もあること等、様々な

災害の態様や危険性 
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(ｲ) 各防災関係機関の防災体制及び講ずる措置 

(ｳ) 地域の地形、危険場所 

(ｴ) 過去の災害から得られた教訓の伝承 

(ｵ) 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認

識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸することなく

適切な行動をとること 

(ｶ) 地域社会への貢献 

(ｷ) 応急対応、復旧・復興に関する知識 

イ 災害への備え 

(ｱ) 最低３日間できれば１週間分以上の飲料水、食糧及び携帯トイレ・簡易トイレ、

トイレットペーパー等の生活物資の備蓄 

(ｲ) 非常持ち出し品（貴重品、避難用具、救急箱、非常食品、衛生用品等）の準備 

(ｳ) 自動車等へのこまめな満タン給油等 

(ｴ) 負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具、什器類の固定、家屋・施設・塀・

擁壁の予防・安全対策 

(ｵ) 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル等の避難場所・避難路・指定避

難所、家族との連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取り決め等）の確認 

(ｶ) 自主防災組織活動、防災訓練など防災活動への参加 

(ｷ) 住宅・建築物等の耐震診断と状況に応じた耐震改修の必要性 

(ｸ) 地震保険・共済、火災保険・共済の加入の必要性 

(ｹ) 警報等発表時や高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保といった避難情報の発令

時にとるべき行動 

(ｺ) 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時にとるべき行動、

避難場所や指定避難所での行動 

(ｻ) 飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備 

ウ 災害時の行動 

(ｱ) 身の安全の確保方法 

(ｲ) 情報の入手方法 

(ｳ) 気象予警報や避難情報、５段階の警戒レベル等の意味 

(ｴ) 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動 

(ｵ) 津波発生時（強い揺れまたは弱い揺れであっても長い時間ゆっくりとした揺れが

継続した場合）にとるべき行動 

(ｶ) 地震発生時における自動車運転者が注意すべき事項 

(ｷ) 避難行動要支援者への支援 

(ｸ) 初期消火、救出救護活動 

(ｹ) 心肺蘇生法、応急手当の方法 

(ｺ) 避難生活に関する知識 

(ｻ) 自らの安全を確保の上、応急対応等の防災活動への参加 

(ｼ) 自らの被害が軽微であった場合の生活物資等の提供等の協力 
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(ｽ) 災害緊急事態が布告され、内閣総理大臣から物資の買占めの自粛等の協力要請が

あった場合の協力 

(ｾ) 広域避難の実効性を確保するための通常の避難との相違点を含めた広域避難の

考え方 

(ｿ) 家屋が被災した際、片付けや修理の前に家屋の内外の写真を撮影するなど生活の

再建に資する行動 

エ 災害情報の伝達 

(ｱ) 避難情報の伝達経路 

(ｲ) 避難情報の内容 

(ｳ) 災害情報の入手方法 

(ｴ) 災害情報の発信方法 

(2) 普及啓発の方法 

ア パンフレット等による啓発 

防災パンフレット、ビデオ等を作成、活用するとともに、広報紙（誌）及びテレビ、

ラジオなどのマスメディア、ホームページ（インターネット）を活用した普及啓発を

実施する。啓発コンテンツの作成にあたっては、東日本大震災、熊本地震等の教訓や

南海トラフ巨大地震で想定される被害の状況等、最新の知見や情報を反映するととも

に、また、普及啓発にあたっては、点字化や多言語対応、やさしい日本語表記、ルビ

ふり等を行うとともにホームページ（インターネット）に掲載、ビデオへの字幕・手

話通訳の挿入等、視覚障害者・聴覚障害者や外国人等に配慮した、多様できめ細かな

啓発に努める。 

イ 活動等を通じた啓発 

水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図りつつ、防災週間、防災

とボランティア週間及び津波防災の日をはじめ防災に関する諸行事にあわせた講演

会等の開催、出前講座の開催、市民参加型防災訓練の実施等による普及啓発を実施す

る。 

(3) 地震防災マップの活用 

地域の「地盤の揺れやすさ」、「震災時の危険度」及び「避難場所」等を明示した「地

震防災マップ」を公表、活用し、防災意識の高揚や地域防災力の向上など、地震に対す

る備えの必要性を普及啓発する。 

(4) 耐震啓発パンフレットの活用 

耐震改修促進ＰＲパンフレット等を配布し、市民の耐震化への情報提供及び周知に努

める。 

 

２ 学校園教育における防災教育 

学校園教育において、防災意識を高め、それを次世代へ着実に継承していくためには、

体系的かつ地域の災害リスクに基づいた防災教育が重要である。災害予防に関する教育

を行う一方、あらゆる災害に対して冷静に対処できるよう、定期的に避難訓練を実施する。

また、学校は、児童・生徒の安全を守るとともに、今後、地域防災の主体を担い、防災活
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動に大きな役割を果たすことができる人材を育成するよう、発達段階に応じた防災教育

を実施する。また、市及び府は、必要な情報を共有するなど互いに連携を図り、防災に関

する講習会を開催するなどして、学校における防災教育の充実を図る。特に、水害・土砂

災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育の実施に努めるもの

とする。 

(1) 教育の内容 

ア 身の安全の確保方法、指定緊急避難場所・避難路・指定避難所、避難方法、家

族・学校との連絡方法 

イ 災害についての知識 

ウ ボランティアについての知識・体験、地域社会の一員としての自覚の育成 

エ 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動 

オ 気象、地形、地震、津波についての正しい知識 

カ 防災情報の正しい知識 

キ 気象予警報や避難情報、５段階の警戒レベル等の意味 

(2) 教育の方法 

ア 防災週間等を利用した訓練の実施 

イ 教育用防災副読本、ビデオの活用 

ウ 特別活動を利用した教育の推進 

エ 防災教育啓発施設の利用 

オ 防災マップの利用 

カ 防災関係機関との連携 

キ 緊急地震速報等、防災に関する科学技術の活用 

ク 自主防災組織、ボランティア等との連携 

(3) 教職員の研修 

教育委員会は、地震・津波に関する正しい知識や各校の実践的な防災教育の事例を含

む研修を実施する。 

(4) 学校における防災教育の手引き 

「学校における防災教育の手引き」などを通じて防災教育を充実する。 

(5) 校内防災体制の確立 

学校は、児童・生徒の安全確保や災害被害の未然防止等を目的として、毎年、学校安

全計画を作成するとともに、登下校時の対応を含め、適宜、危機等発生時対処要領（危

機管理マニュアル）等の見直しを行い、校内防災体制の確立に努める。 

(6) 災害時の備蓄品 

市は、児童・生徒が在校中の災害の発生により一時的に帰宅困難となった場合に備え、

学校の実情にあわせて食糧や飲料水、携帯トイレ等の備蓄品を整備する。 

 

３ 消防団等が参画した防災教育 

市は、消防団が消防本部等と連携を図りつつ、小学校等において消防団員等が参画した

体験的・実践的な防災教育や訓練を行うことにより、市民の防災意識の高揚、災害時の対
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応力を強化できるよう努めるものとし、府はそれを支援する。 

 

４ 事業者に対する防災知識の普及 

大規模災害時における行動や地域との連携、災害時の対応方法について、従業員の防災

知識が普及し、防災意識が高揚されるよう、事業所単位での防災マニュアル作成等の啓発

を図る。 

 

５ 防災広報 

(1) 印刷物による広報 

時期に応じた防災知識普及のため、「広報いばらき」に関係記事を掲載するほか、パ

ンフレット・チラシ・防災マップ等の作成、ポスターの掲示、回覧板等を利用して防災

意識の高揚を図る。 

(2) ホームページによる広報 

時代に適応したメディアとして、ホームページの活用が活発化している中、地図情報

を利用し、茨木市水害・土砂災害ハザードマップ、地震防災マップ、避難所一覧を掲載

し防災意識の高揚を図る。 

 

６ 災害教訓の伝承 

府、市は、過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大

災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切に保存する

とともに、広く一般に閲覧できるよう公開に努める。また、災害に関する石碑やモニュメ

ント等のもつ意味を正しく後世に伝えていくよう努める。 
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第２節 自主防災体制の整備 

市は、市民及び事業者による自主的な防災活動が、被害の拡大防止に果たす役割をふまえ、

その土台となる地域コミュニティの活性化を促進するとともに、消防団やボランティア団

体等との連携強化等を通じて、地域における自主防災体制の整備に取り組むことにより、地

域防災力の向上と継続・発展に努める。 

 

１ 地区防災計画の策定等 

人口減少社会を迎える中で、高齢化や地域コミュニティの希薄化等により、自主防災組

織の担い手が不足している状況を踏まえ、市は、高齢者や障害者、女性、中高生等の地域

活動への参画、地域で活動するボランティアのネットワーク化等によるコミュニティの

再生や、地域住民と一体となって少子高齢化に合わせた地域活動に取り組むための新た

な仕組みづくりを行うなど、コミュニティ活動を促進し、地域の連帯感の醸成に努める。 

また、市内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者（要配慮者利用

施設等の施設管理者を含む。）（以下、「地区居住者等」という。）は、当該地区における防

災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援

体制の構築等、自発的な防災活動の推進に努める。この場合、必要に応じて、当該地区に

おける自発的な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市防

災会議に提案するなど、市と連携して防災活動を行う。 

市防災会議は、この計画に地区防災計画を位置付けるよう、地区居住者等から提案を受

け、必要があると認めるときは、この計画に地区防災計画を定めることとし、策定にあた

っては、高齢者や障害者、女性、ボランティア団体等、多様な主体の参画の促進に努める。

また、内閣府は、地区レベルの避難体制の構築を重視した地区防災計画の作成を支援する

手引書の作成等、地区防災計画の役割について周知するものとし、府は市町村の取組みを

支援する。 

なお、市防災会議は、この計画に、地域防災力の充実強化に関する事項を定め、その実

施に努めることとし、地区防災計画を定めた地区は、地区居住者等の参加の下、具体的な

事業に関する計画を定めることとする。地区防災計画が定められた地区の地区居住者等

は、市防災会議に対し、当該地区の実情を踏まえて、事業に関する計画の内容の決定又は

変更をすることを提案することができる。 

 

２ 自主防災組織の育成 

概ね小学校を単位として、市は、コミュニティ活動を促進し、地域の連帯感の醸成に努

めるとともに、住民組織の防災活動への取り組みについて啓発し、自主防災組織の育成に

努める。その際、女性の参画の促進に努める。 

(1) 自主防災組織 

ア 組織 

地震等が発生し、又は発生するおそれがある場合に、被害を防止し、若しくは軽減

し、又は予防するため住民が自発的に結成し、運営する組織。 



 

2-87 

第２部 災害予防対策

第３章 地域防災力の向上

第
１
部 

総 

則 

第
２
部 

災
害
予
防
対
策 

第
３
部 

風
水
害
応
急
対
策 

第
４
部 

地
震
災
害
応
急
対
策 

第
６
部 

災
害
復
旧
・
復
興
対
策 

イ 活動内容 

(ｱ) 平常時の活動 

a 防災に対する心構えの普及啓発（ミニコミ誌発行、講習会の開催など） 

b 災害発生の未然防止（家具の安全診断・固定、建物や塀の耐震診断など） 

c 災害発生への備え（避難行動要支援者の把握、指定緊急避難場所・避難路・指

定避難所の把握、防災資機材や備蓄品の管理など） 

d 災害発生時の活動の習得（情報伝達・避難・消火・救急処置・指定避難所開設

運営・炊き出し訓練など） 

e 復旧・復興に関する知識の習得 

(ｲ) 災害時の活動 

a 避難誘導（安否確認、集団避難、避難行動要支援者への援助など） 

b 救出救護（救助用資機材を使用した救出、負傷者の救護など） 

c 初期消火（消火器や可搬式ポンプによる消火など） 

d 情報伝達（地域内の被害情報や避難状況の市町村への伝達、救援情報などの市

民への周知など） 

e 物資分配（物資の運搬、給食、分配） 

f 指定避難所の自主的運営 

(2) 育成方法 

地域の実情に応じた自主防災組織の育成に努める。 

ア 自主防災組織の必要性の啓発 

イ 地域住民組織に対する情報提供（研修会等の実施） 

ウ 防災リーダーの育成（養成講習会等の開催） 

エ 自主防災組織への支援 

オ 防災訓練、応急手当訓練の実施 

(3) 各種組織の活用 

赤十字奉仕団等の公共的団体における自主的な防災活動の促進を図る。 

 

３ 事業者による自主防災体制の整備 

(1) 事業者の役割 

ア 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定・運用 

事業者は、災害時に企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の

継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握する

とともに、リスクに応じたリスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせに

よるリスクマネジメントの実施に努める。また、被災による業務中断という事態に積

極的に備えていくため、あらかじめ想定されるリスクが発生した場合に事業者が遂行

する重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、運用するよう努め

る。 

イ 事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の実施 

東日本大震災では、被災地はもとより、サプライチェーンの寸断により、経済活動
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への影響が全国に及ぶなど、経済活動が直接の取引先との間で完結するものでなく、

サプライチェーンを通じて、広く連鎖すること等が明らかとなったことを踏まえ、防

災体制の整備、従業員の安否確認体制の整備、必要な物資・資機材の備蓄や防災用品

の整備、防災訓練、事業所の耐震化、予想被害からの復旧計画の策定、各計画の点検・

見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライ

チェーンの確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなど、事業継続マネジメ

ント（ＢＣＭ）の取組みを通じて、企業防災の推進に努める。 

(ｱ) 防災体制の整備 

(ｲ) 従業員の安否確認体制の整備 

(ｳ) 必要な物資・資機材の備蓄や防災用品の整備 

(ｴ) 防災訓練 

(ｵ) 事業所の耐震化・耐浪化 

(ｶ) 損害保険等への加入や融資枠の確保等による資金の確保 

(ｷ) 予想被害からの復旧計画の策定 

(ｸ) 各計画の点検・見直し 

(ｹ) 燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応 

(ｺ) 取引先とのサプライチェーンの確保 

ウ その他 

特に、食糧、飲料水、生活必需品を提供する事業者など災害応急対策等に係る業務

に従事する企業は、市又は府との物資等提供の協定締結、地域の防災訓練等の防災施

策の実施に協力するよう努める。 

また、事業者は地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等によ

り被害の拡大防止を図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努め

る。 

豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動する

ことのないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防ぐため、テレ

ワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な

措置を講ずるよう努める。 

さらに、要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、施設毎の規定（介護保険法等）

や、災害に対応するための災害毎の規定（水防法等）により、自然災害からの避難を

含む計画を作成する。 

(2) 重要施設及び災害応急対策に係る機関の役割 

病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発災後

72時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

また、府は、大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等から円滑

な支援を受けられるよう、あらかじめこれらの施設の非常用電源の設置状況、最大燃料

備蓄量、燃料確保先、給油口規格等を収集・整理し、リスト化を行うよう努めるものと

する。 

なお、近畿経済産業局は、これらの施設で使用する自家発電設備用の燃料が確保され
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るよう、ガソリンスタンド等の業務継続のための非常用電源の確保を促進するものとす

る。 

(3) 市及び府の役割 

市は府と連携して、こうした事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定、事業継続マネ

ジメント（ＢＣＭ）の実施や防災活動を促進するため、経済団体や企業防災活動を支援

する団体等との連携体制を構築し、広報・啓発や必要な情報提供等の支援に努めるとと

もに、研修会の実施や必要な助言を行う。また、事業者による従業員の防災意識の高揚

を図る取組みを支援するとともに、事業者の防災力向上を促進し、事業者に対して、従

業員・利用者の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域への貢献・地域との共生

といった観点から自主防災体制を整備するよう啓発する。なお、市は、商工会議所と連

携し、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対策の普及を

促進するため、事業継続力強化支援計画の策定に努める。 

また、市及び府は、事業者を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練

等への積極的参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うほか、地域貢献に関する

協定の締結に努める。 

 

※事業継続マネジメント（ＢＣＭ） 

ＢＣＰ策定や維持・更新、事業継続を実現するための予算・資源の確保、対策の実施、

取組を浸透させるための教育・訓練の実施、点検、継続的な改善などを行う平常時からの

マネジメント活動のこと。経営レベルの戦略的活動として位置付けられる。 

（引用：内閣府作成 事業継続ガイドラインより） 

(4) 啓発の内容 

ア 平常時の活動 

(ｱ) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定・運用 

(ｲ) 防災に対する心構えの普及啓発（社内報、掲示板の活用など） 

(ｳ) 災害発生の未然防止（防災体制の整備、社屋内外の安全化、非常用マニュアルの

整備、防災用品の整備など） 

(ｴ) 災害発生への備え（飲料水・食糧・その他物資・資機材の備蓄、非常持ち出し品

の準備、避難方法等の確認など） 

(ｵ) 災害発生時の活動の習得（情報伝達・避難・消火・救急処置訓練など） 

(ｶ) 地域活動への貢献（防災訓練など地域活動への参加、自主防災組織との協力） 

イ 災害時の活動 

(ｱ) 従業員・利用者の生命の安全確保（安否確認(従業員の家族含む。)、避難誘導、

避難行動要支援者への援助など） 

(ｲ) 救出救護（救助用資機材を使用した救出、負傷者の救護など） 

(ｳ) 初期消火（消火器や屋外消火栓、可搬式ポンプによる消火など） 

(ｴ) 情報伝達（地域内での被害情報の市への伝達、救援情報などの周知など） 

(ｵ) 地域活動への貢献（地域活動・防災関係機関の行う応急対策活動への協力、施設

の開放など） 
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(5) 啓発の方法 

市は、経済団体と連携して、事業者による自主防災体制の整備について指導・助言す

る。 

ア 広報紙（誌）などを活用した啓発 

イ 自衛消防組織の育成（養成講習会等の開催） 

ウ 教育啓発施設等を活用した体験教育等実施 

エ 消防法に規定する予防査察の機会を活用した指導・助言 

 

４ 救助活動の支援 

市は、地域住民による自主防災組織が自発的に行う人命救助活動を支援するため、平常

時から、人工呼吸や心臓マッサージなどを行える救命技術者の養成や救助・救急用資機材

を整備するとともに、自主防災組織と連携した防災訓練を実施する。 

 

５ 地元組織との連携による耐震化意識の啓発 

地域組織との連携等を活かすなど、地域単位での意識啓発に努め、耐震診断・耐震改修

等の実施に向けた取組みを行う。 

(1) 地域に密着した耐震化の啓発活動 

自治会、自主防災組織等の地域に根ざした組織を通じて、耐震診断・耐震改修につい

ての理解を深める取組みを実施する。手法として、出前講座などにより、市民に直接訴

える場づくりに努め、防災意識の向上を図る。 

(2) 「まちまるごと耐震化支援事業」の地域単位での促進 

地域や府と連携を図り、地域単位での啓発「まちまるごと耐震化支援事業」に取り組

み、耐震化を促進する。 
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第３節 ボランティアの活動環境の整備 

ボランティアは、日頃から地域コミュニティの活性化に寄与するとともに、災害発生時に

は各地域に長期的に関わり、物質的な支援だけではなく、被災者の精神的な支援にも寄与す

るなど重要な活動を行っている。また、ＮＰＯ等の有償ボランティア活動との連携やボラン

ティアのネットワーク化等を通じて、更なる地域防災力の充実・強化が図られることから、

市は地域のボランティア活動の支援を行う。 

さらに、市は、府、大阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰ

Ｏ及びその他ボランティア活動推進機関等とそれぞれ連携するとともに、中間支援組織（ボ

ランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含め

た連携体制の構築を図り、災害時にボランティアが被災者のニーズに応えて円滑に活動で

きるよう、必要な環境整備を図る。 

 

１ 活動環境の整備 

(1) 受入れ窓口の整備 

市は、災害時にボランティア活動を行おうとする者の受入れ・活動の調整を行うため

の窓口の運営について、市社会福祉協議会と連絡調整を行う。 

(2) 登録 

市は、災害時のボランティア活動が円滑に行えるよう府のボランティア登録制度の活

用を図る。 

(3) 人材の育成 

ボランティア関係機関は、相互に連携してボランティア活動の需給調整を行うボラン

ティアコーディネーターの養成に努める。市は、市社会福祉協議会等と連携して災害時

のボランティア活動の重要性等を周知し、ボランティア活動を行おうとする者の技能取

得を支援するなどボランティアの養成に努める。 

(4) 活動支援体制の整備 

市は、市社会福祉協議会等と連携し、災害ボランティアセンターの設置・運営に関す

る訓練を実施する。 

(5) 情報共有会議の整備・強化 

市及び府は、NPO・ボランティア等の三者で連携し、平常時の事前登録、ボランティ

ア活動や避難所運営等に関する研修や訓練の制度、災害時における防災ボランティア活

動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、

被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、

研修や訓練を通じて推進する。 
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第４節 関係団体との連携 

住宅・建築物の耐震化を促進していくために、大阪建築物震災対策推進協議会及び建築関

係団体との連携により、耐震診断講習会受講者名簿の提示等を行う。また、地域単位での耐

震化促進の啓発「まちまるごと耐震化支援事業」による説明会の実施等を通じて、安心して

耐震改修等を行うことができる情報提供及び相談体制の強化に努める。 

 

１ 耐震診断・耐震改修のセミナー 

府と協力のもと、大阪建築物震災対策推進協議会（府、府内市町村及び関係団体で構成）

等の関連団体と連携して、木造建築物、鉄筋コンクリート造建築物及び鉄骨造建築物に関

する耐震診断講習会などの開催情報を提供する。 

 

２ 耐震化の啓発 

府と連携し、各種催し会場等においてパンフレットなどによる情報提供に努めるとと

もに、民間事業者等との連携により耐震化の意識啓発に努め、市民の耐震化への関心を高

める。 
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第１章 災害応急活動体制 
第１節 災害活動体制 
風水害が発生し、又は発生するおそれのある場合に、迅速かつ的確に災害応急対策を実

施するため、必要な組織動員体制をとるとともに、災害応急対策に従事する者の安全確保

に十分留意する。 

 

１ 風水害準備配備体制 
風水害事前配備体制をとる前で、災害が発生するおそれが今後高まると予想されると

き、災害発生に対する必要な準備を、各関係班長の協議により、予め実施するための体

制であり、職員の動員配備は風水害準備配備の職員をもって配備する。 

(1) 体制開始基準 

ア 気象注意報(大雨、洪水、強風のみ)が発表されたとき 

（ただし、勤務時間外の参集は不要とする） 

(2) 終了の基準 

ア 気象注意報が解除されたとき 

イ 風水害事前配備体制がとられたとき 

ウ 災害警戒本部又は災害対策本部が設置されたとき 

(3) 組織構成 

ア 指揮統制部（指揮調整班、広報班、議会班） 

イ 市民対策部（避難所・市民相談班） 

ウ 産業対策部（農林班） 

エ 土木対策部（道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

オ 給水対策部（水道総務班） 

カ 消防対策部（消防本部班） 

(4) 処理事項 

ア 気象状況に関する情報の収集・伝達に関すること 

イ 避難所の開設準備に関すること 

ウ 班長会議の開催に関すること 

 

２ 風水害事前配備体制 
災害警戒本部を設置する前で、災害が発生するおそれが予想されるとき及び災害応急

対策実施前において、各関係班長の協議により決定実施する情報活動体制であり、職員

の動員配備は風水害事前配備の職員をもって配備する。 

(1) 体制開始基準 

ア 気象警報が発表されたとき 

イ 台風が近畿地方に接近し、茨木市に気象警報の発表が見込まれるとき 

 （台風接近に伴う事前配備の場合、最接近の日時等を考慮し、危機管理課長が参集

又は待機する対策班や時間外での登庁の有無を判断するものとする。） 
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ウ その他危機管理課長が必要と認めたとき 

(2) 終了の基準 

ア 気象警報が解除されたとき 

イ 気象庁の予報により、茨木市に気象警報が発表される見込みが低くなったとき 

ウ 災害警戒本部又は災害対策本部が設置されたとき 

エ その他危機管理課長が適当と認めたとき 

(3) 組織構成 

指揮統制部（指揮調整班、広報班、議会班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

産業対策部（農林班） 

土木対策部（道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

給水対策部（水道総務班、管路復旧班） 

消防対策部（消防本部班） 

(4) 処理事項 

ア 気象・雨量等災害の発生に係る情報の収集・伝達に関すること 

イ 河川水位情報の収集･伝達に関すること 

  ウ 避難所の開設に関すること 

エ 被害情報の収集・伝達に関すること 

オ 防災パトロールの実施に関すること 

カ 防災関係機関との連絡調整に関すること 

キ 臨時班長会議の開催又は災害警戒本部の設置に関すること 

ク その他緊急に実施する必要がある災害応急対策に関すること 

 

３ 災害警戒本部体制 
災害対策本部を設置する前又は災害の規模等により災害対策本部を設置しない場合の

災害応急対策の体制であり、職員の動員配備は風水害警戒配備の職員とする。 

(1) 設置基準 

ア 避難情報発令の対象河川観測所のいずれかにおいて、河川の水位が氾濫注意水位

を超え、さらに上昇が見込まれるとき 

（ただし、短時間強雨（ゲリラ豪雨）による急激な水位上昇であり、今後、引き続

きの降雨の見込みが低い等の場合には、風水害事前配備体制とする。） 

イ 大雨警報(土砂災害)が発表され、かつ土砂災害の危険度分布で「警戒(赤)」が出

現したとき 

 （土砂災害の危険度分布とは、気象庁が提供する「土砂キキクル（大雨警報（土砂災

害）の危険度分布）」及び大阪府が提供する「土砂災害危険度情報」のことをいう。） 

ウ 台風が「強い」勢力を保ったまま近畿地方に上陸すると見込まれるとき 

 （台風の勢力（強さ）は、気象庁の予報により最大風速が33m/s以上44m/s未満の場

合を「強い」、44m/s以上54m/s未満の場合を「非常に強い」、54m/s以上を「猛烈

な」という。） 
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エ その他災害警戒本部長（危機管理監）が必要と認めたとき 

(2) 廃止基準 

ア 河川の水位が氾濫注意水位を下回り、今後の降雨の見込みが低くなったとき 

イ 土砂災害の危険度分布が「注意(黄)」になったとき又は大雨警報(土砂災害)が解

除されたとき 

 （危険度分布が「注意(黄)」になり、大雨警報（土砂災害）が発表されている場合

は、風水害事前配備体制へ移行し、気象警報が解除された場合は風水害準備配備

体制とする。） 

ウ 災害対策本部が設置されたとき 

エ その他災害警戒本部長（危機管理監）が適当と認めたとき 

(3) 組織構成 

災害警戒本部 
本 部 長  危機管理監 

副本部長  危機管理課長 

本 部 員 

総務部長、企画財政部長、市民文化部長、福祉部長、健康医療部長、 

こども育成部長、産業環境部長、都市整備部長、建設部長、会計管理者、 

教育総務部長、学校教育部長、市議会事務局長、水道部長、消防長 

本部機構 
指揮統制部（指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班） 

総務対策部（総務・人事班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

民生対策部（福祉・安否確認班、こども対策班） 

産業対策部（農林班、環境対策班） 

土木対策部（建築対策班、道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

文教対策部（学校教育班） 

給水対策部（水道総務班、応急給水班、管路復旧班、施設復旧班） 

消防対策部（消防本部班、消防署班） 

事務局 
指揮統制部が本部の事務局を担い、各対策部及び部内各対策班並びに関係機関との連絡

調整等の業務を実施 

(4) 設置場所 

災害警戒本部は、茨木市役所内に設置する。なお、市役所庁舎が被災するなどして

本部の設置が困難な場合は、代替施設であるおにクルに設置する。 

(5) 処理事項 

  ア 避難所等に関すること 

イ 被害情報の収集・伝達に関すること 

ウ 職員の配備に関すること 

エ 府及び防災関係機関との連絡調整に関すること 
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オ 臨時部長会議の開催又は災害対策本部の設置に関すること 

カ その他緊急に実施する必要がある災害応急対策に関すること 

 

４ 災害対策本部体制 
気象台が発表する気象情報をたえず収受し、災害が発生するおそれのある場合は、次

の設置基準に基づく動員配備により、事態に即応する万全の防災体制を整える。 

(1) 設置基準 

＜第１次風水害対策本部体制＞ 

ア 避難情報発令の対象河川観測所のいずれかにおいて、河川の水位が氾濫危険水位

に到達したとき 

イ 大雨警報(土砂災害)が発表され、かつ土砂災害警戒情報が発表されたとき 

ウ 台風が「非常に強い」以上の勢力を保ったまま近畿地方に上陸すると見込まれる

とき 

 （台風の勢力（強さ）は、気象庁の予報により最大風速が33m/s以上44m/s未満の場

合を「強い」、44m/s以上54m/s未満の場合を「非常に強い」、54m/s以上を「猛烈

な」という。） 

エ 気象特別警報が発表されたとき 

オ その他災害対策本部長（市長）が必要と認めたとき 

＜第２次風水害対策本部体制＞ 

ア 河川氾濫が発生したとき 

イ 大規模な土砂災害が発生したとき 

ウ その他災害対策本部長（市長）が必要と認めたとき 

(2) 廃止基準 

＜第１次風水害対策本部体制＞ 

ア 河川の水位が氾濫危険水位を下回り、今後の降雨の見込みが低くなったとき 

イ 土砂災害警戒情報が解除されたとき 

ウ その他災害対策本部長（市長）が適当と認めたとき 

＜第２次風水害対策本部体制＞ 

ア 市内において被害発生のおそれが解消したとき 

イ 災害応急対策が概ね完了したとき 

ウ その他災害対策本部長（市長）が適当と認めたとき 

(3) 災害対策本部の設置及び廃止の通知 

災害対策本部を設置したとき又は廃止したときは、直ちにその旨を職員及び必要な

関係機関に通知するとともに、災害対策本部の標識を市役所玄関前に掲示する。 

(4) 組織構成 

災害対策本部 
本 部 長  市長 

副本部長  危機管理監、副市長 

本 部 員 
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教育長、水道事業管理者、総務部長、企画財政部長、市民文化部長、 

福祉部長、健康医療部長、こども育成部長、産業環境部長、都市整備部長、 

建設部長、会計管理者、教育総務部長、学校教育部長、 

市議会事務局長、水道部長、消防長 

本部機構 
指揮統制部、総務対策部、市民対策部、民生対策部、産業対策部、土木対策部、 

文教対策部、給水対策部、消防対策部 

事務局 
指揮統制部が本部の事務局を担い、各対策部及び部内各対策班並びに関係機関との連絡

調整のほか、本部長の補佐や応援・受援の調整、災害応急対策の予算や財源の確保等の

業務を実施 

(5) 設置場所 

災害対策本部は、茨木市役所内に設置する。なお、市役所庁舎が被災するなどして

本部の設置が困難な場合は、代替施設であるおにクルに設置する。 

ただし、災害の規模その他の状況により応急対策を推進するため、本部長（市長）

は必要があると認めるときは、他の場所に現地対策本部を設置する。この場合は、関

係機関に電話等で周知徹底を図る。 

(6) 府との連携 

府が現地災害対策本部を設置した場合は、この組織と連携を図るため、職員を連絡

要員として派遣する。 

(7) 災害対策本部会議 

情報の分析、災害応急対策の検討、指示指令等を行うための災害対策本部会議を開

催する。 

ア 本部会議の構成 

本部会議は、本部長、副本部長及び本部員並びに本部長が定めるその他職員で構

成する。 

本部長は、本部会議を開くいとまがないときは副本部長及び本部員と協議の上、

その事務を処理する。 

イ 本部会議の公開 

本部会議は原則として報道機関や防災関係機関へ公開するものとするが、会議に

おいて次の事項を取り扱う場合は公開しないことができる。 

(ｱ) 個人に関する情報 

(ｲ) 法人等に関する情報 

(ｳ) 任意の提供に関する情報 

(ｴ) 公共の安全等に関する情報 

(ｵ) その他不確定な情報など公表することが適切でない情報 

ウ 会議の開催時期 

本部会議は原則１日２回開催するが、大規模災害の場合は、本部長は随時会議を

開催して応急対策等を指示する。 
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エ 本部会議で決定する事項 

(ｱ) 災害応急対策の目標・方針に関すること 

(ｲ) 被害情報の収集・伝達に関すること 

(ｳ) 災害情報、気象情報等の収集、報告、伝達に関すること 

(ｴ) 自衛隊への災害派遣要請、災害救助法の適用申請、激甚災害の指定要請等、国・府

への応援要請に関すること 

(ｵ) 避難情報の発令に関すること 

(ｶ) 避難所の開設・閉鎖に関すること 

(ｷ) 被災者の救助・救済に関すること 

(ｸ) 職員の配備に関すること 

(ｹ) 災害復旧・復興に関すること 

(ｺ) 災害ボランティアセンターの開設・運営・閉鎖に関すること 

(ｻ) 業務継続計画の発動に関すること 

(ｼ) 体制の廃止に関すること 

(ｽ) その他災害に関する重要な事項に関すること 

オ 防災関係機関等の招聘 

本部長（市長）は的確な災害応急対策の検討のため、必要に応じて防災関係機関

等を災害対策本部会議に招聘し、意見等を聴取する。 

カ 所掌事務 

災害対策本部における業務分掌は「第１部 第４章 １ 茨木市」にあるとおり

とし、災害応急対策・復旧・復興対策の実施にあたっては、各対策部・対策班は被

害の全体像に関する共通認識をもって、本部長が示す目標・方針に沿った対応を実

施する。 

 

５ 職務の代理 
市長に事故があるとき又は欠けたときの本部長の代理は、危機管理監、防災事務担当副市長、

他の副市長、教育長、総務部長の順とし、本部員は、茨木市業務継続計画に定める順に職務代

理者を決定する。 

 

６ プロジェクトチーム 
災害固有の突発的な事象に対して横断的に応急対策、復旧・復興対策を実施するため、

必要に応じてプロジェクトチームを設置することができる。 

(1) 設置基準 

本部長（市長）は、災害固有の突発的な業務に部課横断的に対応するため、必要が

あると認めるときは、その目的を明らかにしたプロジェクトチームを設置することが

できる。 

(2) 組織構成 

プロジェクトチームの構成員は、指揮統制部において検討し、本部長（市長）が任

命する。 
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(3) 活動内容 

プロジェクトチームの設置目的を達成するために必要な業務を行う。 

 

７ 現地災害対策本部 
被災現場や被災地域に即した対策を迅速・的確に行うため必要に応じて設置する。 

(1) 設置基準 

本部長（市長）は、災害の規模その他状況により応急対策を推進するため、必要が

あると認めるときは、他の場所に現地災害対策本部を設置する。 

(2) 組織構成 

ア 現地災害対策本部の長は、本部長が副本部長又は本部員のうちから指名する。 

イ 現地災害対策本部の本部員は、本部長が本部員又は本部職員のうちから指名する。 

ウ 現地災害対策本部の本部職員は、本部長が本部職員のうちから指名する。 

(3) 活動内容 

災害現場での指揮、関係機関との連絡調整等を行う。 

(4) 現地災害対策本部の例 

ア 災害時医療対策本部 

市災害対策本部の医療救護現地本部として、民生対策部並びに府茨木保健所との連携の

もと、茨木市医師会・茨木市歯科医師会・茨木市薬剤師会と協力し、災害医療協力病院、

救護所等の被災状況及び被災傷病者等の受入状況を把握・分析・評価するとともに、関係

機関との間での情報共有、市消防本部への情報提供、災害時医療救護班等の派遣要請、医

薬品・医療用資機材の補充をするなど災害時医療が適切に提供できるよう保健医療センタ

ーに災害時医療対策本部を設置する。 

(ｱ) 設置基準 

a 現地医療機関が被災し、その医療機能が低下又は被災傷病者等が多数発生している

とき 

b その他災害対策本部長（市長）が必要と認めたとき 

(ｲ) 組織構成 

(2) 組織構成に準ずる。 

(ｳ) 設置場所 

災害時医療対策本部は、保健医療センターに設置する。 
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第２節 動員配備体制 
１ 配備方法 
(1) 勤務時間内における配備 

ア 各部長は直ちに平常業務を中止し、あらかじめ定められた配備指令に基づく体制

をとる。 

イ 配備についた職員は、上司の指示にしたがって、直ちに警戒活動又は応急対策活

動に従事しなければならない。 

(2) 勤務時間外における配備 

ア 各部長は、配備指令によりあらかじめ定めた職員を動員する。 

イ 動員命令を受けた職員は、直ちに所属する部課等へ参集する。 

ウ 各部長は、職員の参集状況に応じ、順次応急対策活動班を編成する。 

エ 各部長は、職員の健康管理に注意し、職員の休憩、交替を指示する。 

ただし、緊急かつやむを得ない場合は、あらかじめ定められた者以外の職員を指

名して配備につけ、応急活動を命じることができる。 

(3) 初期活動後の職員動員配備体制 

ア 災害時に職員動員配備体制を確立した後は、各部長は職員の健康管理に注意し、災害の

状況に応じて必要な職員を配備する。 

イ 災害の規模その他状況により応急対策を遅滞なく実施するため、必要に応じて各対策

部・対策班の所属を越えた応援を実施する。 
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２ 非常配備体制 
市における防災活動を実施するため職員の配備体制は、次のとおりとする。 

 

配備名称 配備対象職員 

風水害準備配備体制 ・以下の配備対象の対策班の班長又は対策部長に指名された職員 

指揮統制部（指揮調整班、広報班、議会班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

産業対策部（農林班） 

土木対策部（道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

給水対策部（水道総務班） 

消防対策部（消防本部班） 

風水害事前配備体制 ・以下の配備対象の対策班の班長又は対策部長に指名された職員 

指揮統制部（指揮調整班、広報班、議会班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

産業対策部（農林班） 

土木対策部（道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

給水対策部（水道総務班、管路復旧班） 

消防対策部（消防本部班） 

風水害警戒体制 ・災害警戒本部員(各部長)＋部長級職員 

・以下の配備対象の対策班の班長又は対策部長に指名された職員 

指揮統制部（指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班） 

総務対策部（総務・人事班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

民生対策部（福祉・安否確認班、こども対策班） 

産業対策部（農林班、環境対策班） 

土木対策部（建築対策班、道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

文教対策部（学校教育班） 

給水対策部（水道総務班、応急給水班、管路復旧班、施設復旧班） 

消防対策部（消防本部班、消防署班） 

第１次風水害対策 

本部体制 

・災害対策本部員(特別職＋各部長)＋部長級職員 

・全対策班長及び対策班の中から対策部長に指名された職員 

第２次風水害対策 

本部体制 

全職員 
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３ 出動指令の決定 
職員の災害出動は、非常配備体制の区分に従い市長が決定し、指令を出す。 

 

４ 動員方法 
配備計画は原則として、各部長が部内を調整して、必要な災害活動班及び人員を編成

し、防災活動の準備又は実施のため配備職員に徹底しておく。 

 

５ 各課の動員計画 
各課長は、配備指令により直ちに対応できるよう所属職員について、あらかじめ緊急

配備指令ごとの出動職員を把握しておき、各職員に徹底しておく。 

 

６ 動員状況の報告等 
各班長は、配備指令に基づく体制を構築するため、対策班内の参集人員について速や

かに所属部の部長に報告する。各部長は、職員の動員状況について随時把握し、本部長

に報告する。危機管理監は、非常参集の状況を速やかに府に報告する。 

 

７ 災害時の職員対応 
職員はあらかじめ定められた配備体制を十分習熟しておく。 

災害時は配備指令により定められた部署へ参集するとともに、参集する経路での周囲

状況をメモ等で記録するなど、被害の情報収集に努める。 
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第３節 業務継続に必要な資源の確保 
市は、災害対応業務を継続するために必要な資源を確保する。 

 

１ 資機材等の確保 
災害対応業務の実施に必要な資機材等を確保し、各対策班へ配分する。必要に応じ、

外部からの支援物資を活用する（第３章第３節「物的支援の受入れ」参照）。 

 

２ 車両等の確保 
災害対応業務のための必要な車両及び燃料を、府や他の市町村、民間事業者と調整し、

確保する。 

 

３ ネットワーク環境の確保 
庁内外のネットワーク環境を確認し、通信を確保する。 

災害対応業務に必要な重要システムを正常に稼働させるため、庁内ネットワーク環境

等を確認し、通信及びサーバ基盤の安定稼働を確保する。 

 

４ その他業務継続に必要な資源の確保 
上記のほか、職員の災害対応業務を円滑に実施するために必要な水、電気、食糧等の

資源の確保や、健康管理、災害補償等を適切に実施する。 
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第２章 災害救助法の適用 
市域において発生した災害が、災害救助法の定める基準以上に該当し、又は適用基準に

該当する見込みがあるときは、市長は直ちにその旨を知事に報告する。 

知事は、災害が発生するおそれがある段階で、国が災害対策本部を設置し、その所管区域とな

り当該区域内で被害を受けるおそれがある場合、災害救助法を適用して同法に基づく救助を行う

ことができる。 

併せて、知事は災害により住家が滅失した世帯数が、災害救助法に定める基準以上に達し、又

は、多数の者が生命又は身体に危害を受けるおそれが生じた場合であって政令が定める基準に該

当し、被災者が現に救助を要する状態にある場合は、災害救助法を適用して、同法に基づく救助

を行う。 

 

第１節 実施責任者 
災害救助法の適用に基づく応急救助活動は、府知事が実施する。ただし、府知事によ

る救助活動の実施を待ついとまもない場合は、市長は災害救助法の規定による救助に着

手するとともに、その状況を直ちに知事に報告し、その後の処理については知事が行う

救助を補助する。 

また、救助を迅速かつ的確に実施するため、府知事の職権の一部を委任された場合は、

委任された救助事項の事務内容及び事務を行うこととする期間について、市長が応急救

助活動を実施する。 

なお、災害救助法による救助の種類及び事務の担当は次のとおりである。 

ただし、災害が発生するおそれがある段階の救助の種類は避難所の供与とする。（要

配慮者等の避難の輸送・賃金職員等雇上げを含む） 

 

１ 避難所の設置  避難所・市民相談班 

２ 応急仮設住宅の供与  建築対策班 

３ 炊き出しその他による食品の給与  物資班、教育対策班 

４ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与  物資班 

５ 飲料水の供給  給水対策部 

６ 医療及び助産  医療衛生対策班 

７ 被災者の救出  消防対策部 

８ 被災した住宅の応急修理  建築対策班 

９ 生業に必要な資金の給与又は貸与  商工班、農林班 

10 学用品の給与  教育対策班 

11 埋葬  避難所・市民相談班 

12 死体の捜索及び処理  避難所・市民相談班、消防対策部 

13 障害物の除去  道路対策班 

14 救援用物資の輸送  物資輸送班 

15 救助費の求償  財務・情報班 
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16 府との事務調整  指揮調整班 
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第２節 適用手続 
市長は、市域における災害が次の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する見込み

がある場合は、直ちにその旨を知事に報告するとともに、被害者が現に救助を要する状

態にある場合に、法の適用を要請しなければならない。 

また、災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待ついとまがない場合は、市

長は災害救助法の規定による救助に着手するとともに、これらを直ちに知事に報告し、

その後の処理については知事の指示を受ける。 

 

茨木市の災害救助法適用基準 

根拠 適用基準 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第１号 
茨木市内で100世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第２号 

大阪府内で2,500世帯以上住家が滅失した場合であっ

て、茨木市内で50世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第３号（前段） 
大阪府内で12,000世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第３号（後段） 

被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等につ

いて特殊の補給方法を必要とし、又は被災者の救出につ

いて特殊の技術を必要とする場合で、多数の住家が滅失

したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第４号 

多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるお

それが生じた場合であって、次の基準に該当すること。 

①災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在

する多数の者が、避難して継続的に救助を必要とする

こと。 

②被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等につ

いて特殊の補給方法を必要とし、又は被災者の救出に

ついて特殊の技術を必要とすること。 

※第１号から第３号までに規定する住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家

が半壊し又は半焼する等著しく損傷した世帯は２世帯をもって、住家が床上浸水、土

砂の堆積等により一時的に居住することができない状態となった世帯は３世帯をもっ

て、それぞれ住家が滅失した１世帯とみなす。 
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第３章 広域応援の要請・受入れ 
市長は、災害の状況等から市民の生命又は財産を保護するため、必要に応じて他の市町

村及び関係機関に協力を求めるとともに、受入れ体制を整備するなど、災害対策を円滑に

実施する。 

なお、府が市に職員を派遣する場合、支援内容に応じた職員の選定に努める。 

 

第１節 受援体制の構築 
他の市町村等へ応援を要請した場合や、他の市町村からの応援申し出があった場合は、市長は

円滑な応援活動が遂行できる受入れ体制等を整える。 

人的支援については『応援・受援班』、物的支援については『物資班』が中心となり、各支援

に関する全体把握や庁内・外部調整等を行う。 

なお、各対策班に受援担当を設置し（給水対策部は水道総務班、消防対策部は消防本部班の

み）、応援・受援班や物資班との連絡調整を行う体制を構築することとし、各対策班の受援窓口

等の詳細は茨木市受援計画に定める。 

 

第２節 人的支援の受入れ 
市は、人的支援については府や協定締結団体、自衛隊、ボランティアなど様々な機関や制度に

より応援を受ける。その際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、適切な空間の

確保に配慮するものとする。 

 

１ 応援要請等の種類 
他の市町村や関係機関等には次のとおり応援を要請する。 

(1) 応援・受援班から要請する場合 

各対策班において個別に協定締結等を行っていない業務に関する応援要請は、応援・受援

班から行う。 

(2) 各対策班から要請する場合 

業務により個別に協定を締結している団体や、業務によりあらかじめ応援先が決定してい

る自治体等への要請は、各対策班から行う。 

(3) 外部から応援申出があった場合 

外部からの応援申出があった場合は、応援・受援班が連絡を受け、受入れの調整を行う。 

 

２ 支援の形態 
人的支援受入れの形態は、地域別支援、業務別支援、チーム派遣支援の３つの形態が

あり、それぞれに適した業務分担を行う。 

 



 

3-16 

第３部 風水害応急対策 

 

第３章 広域応援の要請・受入れ 

３ 分野別の受入れ概要 
(1) 初動時の災害応急対策実施の支援 

大規模な災害の発生直後、初動時の災害応急対策実施の支援として被災状況の把握や連

絡調整を行う職員の派遣が府等より行われる。主な派遣は以下のとおりである。 

なお、府からは市からの要請なく、発災直後に素早く派遣されるため、早期より応援の

必要人数等の情報が共有できるよう、迅速な状況把握を行う。 

また、支援の費用負担を理由に応援要請を躊躇することがないよう、災害救助法の適用

について早期より災害時先遣隊又はリエゾンを通じて府と調整を行う。 

 

【初動時の災害応急対策実施の支援の種類・概要】 

応援団体 主な支援内容 要請先 
要請 

担当 

大阪府 

災害時先遣隊 被災状況の把握 要請不要 

大規模な自然災害が発生

し、被災市町村の行政機能

の全部又は一部が麻痺した

場合に派遣される 

(受入れのみ) 

応援・ 

受援班 

現地情報連絡員 

（リエゾン） 

情報収集（市町村災害情

報、必要な物的・人的支

援に関する情報等） 

(受入れのみ) 

応援・ 

受援班 

国土 

交通省 

TEC-FORCEの 

災害対策現地情

報連絡員（リエ

ゾン） 

被害情報や支援ニーズの

把握、TEC-FORCE 活動等

の情報共有、国土交通省

との連絡調整 

近畿地方整備局へ要請 
応援・ 

受援班 

総務省 

等 

応急対策職員派

遣制度による 

総括支援チーム 

市町村長への助言、被害

状況や応援職員のニーズ

把握、関係機関との連絡

調整 

大阪府へ要請 
応援・ 

受援班 

 

(2) 人命救助関係 

大規模災害では多くの人的被害の発生が予測されており、自衛隊等による人命救助活動

が必須となる。人命救助に関わる主な団体は以下のとおりである。 

市民の人命に関わる重大なことであるため、必要と認めた場合は素早く自衛隊の災害派

遣要請等を要求する。 

 

【人命救助関係の支援の種類・概要】 

応援団体 主な支援内容 要請先 要請担当 

防衛省 災害派遣部隊 

 行方不明者の捜索及び
負傷者の救助 

 人員や物資の輸送 

 給水 

大阪府へ要請 

大阪府へ連絡ができない

場合は直接自衛隊へ被害

状況を通知 

指揮調整班 

消防庁 
緊急消防援助

隊 

 大規模火災発生時の延
焼防止等消火活動 

 高度救助用資器材を備
えた部隊による要救助

者の検索、救助活動 

大阪府へ要請 

大阪府へ連絡ができない

場合は直接消防庁へ要請 

消防本部班 
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警察庁 
警察災害派遣

隊 

 検視、死体見分及び身
元確認の支援 

 緊急交通路の確保 

要請不要 

大阪府公安委員会が

要請 

－ 

大阪府 

保健医療活動

チーム※ 
（DMAT、JMAT、日赤

救護班、DPAT、歯

科医師チーム、薬

剤師チーム等） 

被災者の健康管理を行う

ため、保健医療活動チー

ムによる巡回健康相談や

避難所の衛生管理の実施 

保健所保健医療調整

本部 

管轄保健所を通じて

要請 

医療衛生対

策班 

※保健医療活動チーム 

災害派遣医療チーム（DMAT）、日本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社の救護

班、独立行政法人国立病院機構の医療班、歯科医師チーム、薬剤師チーム、看護師チーム、

保健師チーム、管理栄養士チーム、災害派遣精神医療チーム（DPAT）、その他の災害対策

に係る保健医療活動を行うチーム（被災都道府県以外の都道府県から派遣されたチームを

含む。）  
(3) 個別業務 

災害マネジメントや人命救助活動以外の個別災害対応業務に対する応援団体は、以下の

とおりである。 

なお、応援要請に当たっては、各対策班で必要人数や応援に対する経費を把握のうえ、

要請担当を介して必要な調整を行う。 

 

【個別業務の支援の種類・概要】 

応援団体 主な支援内容 要請先 要請担当 

大阪府 

（大阪府を経由した府内市

町村、関西広域連合、応

急対策職員派遣制度によ

る対口支援方式の職員派

遣等を含む） 

各種災害対応全般 

大阪府へ要請 

※業務により窓口が異

なる 

応援・受援

班 

又は 

各対策班 

協定締結団体 

（相互応援自治体） 
各種災害対応全般 各協定締結先へ要請 

応援・受援

班 

協定締結団体 

（上記以外） 

各種協定に基づく支援内容 

・給水活動 

・物資・資機材提供 

・物資輸送 

・施設使⽤ 

・廃棄物処理 など 

各協定締結先へ要請 

応援・受援

班 

又は 

各対策班 

専門ボランティア 

専門的な知識・技能を必要と

する作業 

・医療支援、介護 

・通訳（外国語・⼿話） 

・⼤型⾞による輸送 

・応急危険度判定 など 

各団体へ要請 各対策班 
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一般ボランティア 

専門的な知識・技能を持たな

くても可能な作業 

・炊出し、避難所の運営補助 

・物資の仕分け・配布 

・がれきの片付け など 

茨木市社会福祉協議

会 

福祉・安否 

確認班  
(4) 受入れ場所 

  各団体等の受入れ拠点は以下のとおりとする。 

ア 災害時先遣隊・現地情報連絡員（リエゾン） 

災害対策本部事務室 

イ 自衛隊災害派遣部隊・緊急消防援助隊・警察災害派遣隊 

広報支援活動拠点、地域防災拠点等 

ウ 保健医療活動チーム 

指定医療救護所、二次救急告示病院 

エ 個別業務の応援部隊 

地域防災拠点等 
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第３節 物的支援の受入れ 
物的支援も人的支援と同様に府や協定締結機関等へ要請し、受入れを行う。 

物資調達に関しては、内閣府の「物資調達・輸送調整等支援システム」を活用する。 

 

１ 物的支援の種類 
物資調達は「生活支援物資」と「業務用資源」に分けることができる。それぞれの受

入れの流れ及び手順は茨木市受援計画に定める。 

 

【物的支援の種類・定義及び担当】 

種類 定義 外部要請担当 

生活支援物資 食料や飲料水、生活必需品等で被災者に配布する物資 物資班 

業務用資源 

車両や衛星電話、燃料、資機

材等で業務において使用する

資源 

全庁的に使用する資源 各調達班 

各業務で必要となる資源 各対策班 

 

２ 物資配送に関わる拠点 
調達した物資は、災害用生活物資備蓄拠点や災害用物資輸送拠点等を活用して保管・

仕分け・配送等を行う。 
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第４節 自衛隊の災害派遣要請 
１ 府知事への要請の要求 
(1) 市長は、自衛隊による応援措置が必要であると認める場合は、災害対策基本法第68

条の２の規定に基づき、府知事に対し派遣要請の要求を文書で行う。その場合災害派

遣要請書に定められた次の事項を明らかにして、電話又は口頭をもって要求を行い、

事後速やかに文書で所定の手続きをとる。また茨木警察署長にも通知する。 

ア 災害の状況及び派遣を要請する理由 

イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 

エ その他参考となるべき事項 

(2) 通信の途絶等により、府知事に対して要請の要求ができない場合は、直接、自衛隊

に災害の状況を通知する。なお、自衛隊に災害状況の通知をした場合には、その旨を

速やかに府知事に通知する。 

(3) 自主派遣の判断基準 

災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、府知事の要請を待ついとまがな

いときは、自衛隊は要請を待つことなく、自らの次の判断基準に基づいて部隊を派遣

することができる。 

ア 災害に際し、関係機関に対して災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収

集を行う必要があると認められる場合 

イ 災害に際し、府知事が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認め

られる場合に、市長、茨木警察署長等から災害に関する通報を受け、又は部隊等に

よる収集その他の方法により入手した情報等から、直ちに救援の措置をとる必要が

あると認められる場合 

ウ 災害に際し、自衛隊が自らの判断により、緊急に人命救助にかかる救援活動を実

施する場合 

エ 運航中の航空機に異常な事態の発生等を自衛隊が探知した場合における捜索又は

救助活動を実施する場合 

オ その他災害に際し、上記ア～エに準じ、特に緊急を要し、府知事からの要請を待

ついとまがないと認められる場合 

(4) 防災関係機関への周知 

市長は、自衛隊に災害派遣要請の要求を行った場合は、茨木警察署等の防災関係機

関にも通報する。 

 

２ 災害派遣部隊の受入れ 
府知事から自衛隊の派遣が決定された場合、次の点を留意して派遣部隊の活動が十

分に行えるよう努める。 

また、自衛隊による活動が円滑に進むよう、自衛隊による自発的な「提案型」の支

援を受けるための支援ニーズを早期に集約、整理する。 
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(1) 受入れ体制 

ア 派遣部隊の宿泊所又は野営地及び車両、機材等の保管場所の準備 

イ 派遣部隊及び府との連絡を行う市職員の指名及び連絡 

ウ 派遣部隊の到着と同時に迅速に作業ができるように作業内容、資機材等の確保 

エ ヘリコプターを使用する活動を要求した場合は、災害時臨時ヘリポ－ト等の安全

対策 

(2) 派遣部隊到着の措置 

市は、派遣部隊を目的地へ誘導するとともに、自衛隊現地指揮官と救助活動等作業

計画について協議し、作業の推進を図る。 

派遣部隊は、防災関係機関と緊密な連絡を保ち、相互に協力して次の業務を実施す

る。 

なお、大規模な災害が発生した際には、発災当初においては被害状況が不明である

ことから、防衛省・自衛隊は、いかなる被害や活動にも対応できる態勢で対応する。

また、人命救助活動を最優先で行いつつ、生活支援等については、地方公共団体、関

係省庁等の関係者と役割分担、対応方針、活動期間、民間企業の活用等の調整を行う

ものとする。さらに、被災直後の地方公共団体は混乱していることを前提に、防衛

省・自衛隊は災害時の自衛隊による活動が円滑に進むよう、活動内容について「提案

型」の支援を自発的に行い、関係省庁の協力も得て、自衛隊に対する支援ニーズを早

期に把握・整理するものとする。 

ア 被害状況の把握 

イ 避難の援助 

ウ 被災者等の捜索活動 

エ 水防活動 

オ 消防活動 

カ 道路又は水路の啓開 

キ 応急医療、救護及び防疫 

ク 人員及び物資の緊急輸送 

ケ 炊き出し及び給水活動 

コ その他 

(3) 撤収要請 

救援活動が終了し、自衛隊の災害派遣の必要がなくなった場合は、市長は速やかに

府知事に自衛隊の撤収要請の連絡をとる。 
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【派遣要請系統図】 

 

 

茨  木  市  長 

（茨木市災害対策本部） 

大阪府知事（政策企画部危機管理室） 

電話(直通)06-6944-6021・2 

大阪府防災行政無線 8-220-8920・1 

              (FAX)220-8820・1 

（要請の要求） 

陸上自衛隊第３師団長 

電話 072-781-0021 内線 3734・5 

                夜間 3301 

大阪府防災行政無線 8-823-8900 

陸上自衛隊第 36普通科連隊長 

電話 072-782－0001 内線 4030～2 

                  夜間 4004 

大阪府防災行政無線 8-824-8900 

※府知事に対して要請の

要求ができない場合 （通知） 

（要請） 

（命令） 
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自衛隊災害派遣にかかる知事への要求様式 

文 書 番 号 

年  月  日 

大阪府知事 

               様 

 

茨木市長              印 

 

自衛隊の災害派遣要請について 

 

災害対策基本法第68条の2の規定により、下記のとおり自衛隊の災害派遣 

要請を要求します。 

 

記 

 

１．災害の状況及び派遣を要求する理由 

２．派遣を希望する期間 

３．派遣を希望する区域及び活動内容 

４．その他参考となるべき事項 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

大阪府知事 

               様 

 

茨木市長              印 

 

自衛隊の災害派遣部隊の撤収要請について 

 

 年 月 日付第 号により要求した自衛隊の災害派遣要請について、下記 

のとおり撤収要請を依頼します。 

 

記 

 

１．撤収要請日時 

２．派遣された部隊 

３．派遣人員及び従事作業の内容 

４．その他参考となるべき事項 
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第５節 被災自治体への職員派遣 
他自治体が大規模に被災し、かつ本市の被災状況が軽微なときは、被災自治体からの

要請状況等も踏まえつつ、次のとおり市職員による応援を実施する。 

(1) 近隣５府県（京都府、滋賀県、奈良県、兵庫県、和歌山県）内の自治体が被災した

ときは、被害状況を把握した上、迅速に市職員による応援を実施する。 

(2) 近隣５府県以外の自治体が被災したときは、被害状況により市長が判断し、市職員

による応援を実施する。 
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第６節 応急対策職員派遣制度に基づく支援 
総務省は、市及び府と協力し、応急対策職員派遣制度（災害マネジメント総括支援員及び災害

マネジメント総括支援員の補佐を行う災害マネジメント支援員による支援を含む。）に基づき、

全国の地方公共団体による被災市町村への応援に関する調整を実施する。また、市及び府は、訓

練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け入れについて、活用方法の習熟、

発災時における円滑な活用の促進に努める。 
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第７節 災害緊急事態 
内閣総理大臣が災害緊急事態の布告を発し、大阪府内が関係地域の全部又は一部となっ

た場合、市、府をはじめ防災関係機関は、政府が定める対処基本方針に基づき、応急対策

を推進し、府の経済秩序を維持し、その他当該災害に係る重要な課題に適切に対応する。 
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第４章 情報の収集伝達 
市、府をはじめ防災関係機関は、災害発生後、相互に連携協力し、直ちに被害状況の把握

及び応急対策の実施のための情報収集及び伝達活動を行う。また、収集した情報の確度や必

要とする内容の異同を勘案し、生存情報などの重要度、情報に付された場所・時間の明確性、

発信者の属性等の観点から、情報のトリアージを行い、適切な応急対策を実施する。また、

要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、積極的に情

報収集を行うものとする。 

 

第１節 通信連絡体制 
１ 災害通信 

市、府をはじめ防災関係機関は、災害発生後、直ちに無線通信機能の点検を行うとと

もに、支障が生じた施設設備の復旧を行う。災害発生時の防災関係機関の通信連絡を迅

速かつ円滑に実施するため、災害時の通信として無線通信設備の使用、電気通信設備の

優先利用を行う。また、携帯電話、衛星通信等の移動通信回線も活用し、緊急情報連絡

用の通信手段の確保に努める。 

総務省及び電気通信事業者は、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害

や復旧の状況等を関係機関に共有するとともに、総務省は、通信施設の早期復旧のため、

主導的に関係機関との調整を行うものとする。 

なお、府は、災害応急に必要となる通信機器が不足又は、電源が途絶している場合は、

総務省（近畿総合通信局）から通信機器及び電源車の貸与を受ける等通信手段の確保に

努める。特に孤立地域の通信手段の確保については，特段の配慮を行う。 

総務省及び内閣府は、非常本部等又は被災地方公共団体からの要請に基づき、通信機器につ

いて、移動通信機器の貸出、関係業界団体の協力等により、その供給の確保を図るものとし、

災害応急対策を迅速に実施する必要があると認められる場合は、非常本部等又は被災地方公共

団体からの具体的な要請を待たず、速やかに移動通信機器の貸出に努めるものとする。 

(1) 無線通信設備による通信確保 

災害に関する情報の収集伝達等に支障をきたす場合は、次の無線通信設備を使用し

て通信の確保を図る。 

ア 大阪府防災行政無線 

府庁、府内の市町村、府の防災機関等に設置した無線通信設備 

イ 茨木市防災行政無線 

市庁舎内に設置した移動局の無線通信設備 

ウ 防災相互通信用無線、警察無線、消防無線、救急医療無線等 

行政機関、警察、消防、大阪府救急医療情報センター等に設置した無線通信設備 

エ 衛星携帯電話 

市（危機管理課、健康づくり課）が保有する可搬式衛星電話 

(2) 電気通信設備の優先利用 

応急対策の実施等について、緊急かつ特別の必要がある場合は、西日本電信電話株
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式会社に非常電話を申込み、電気通信設備の優先利用による非常通信を行う。 

(3) 大阪府防災行政無線による府との連絡 

〔設置場所〕 

無線装置・電源装置……………無線機械室 

電話転送装置(内線電話用)……電話交換室 

内線電話…………………………本庁、合同庁舎、福祉文化会館 

無線電話装置(災害対策本部用電話等)………総務部危機管理課事務室、防災会議室、 

無線機械室 

無線電話機（内線電話機）………各課 

夜間専用電話………守衛室 

〔消防本部設置場所〕 

無線装置・電源装置……………機械室 

無線電話装置……………………通信指令室 

無線電話機………………………通信指令室、作戦室 

(4) 大阪府非常通信経路計画市町村系による連絡 

大阪府防災行政無線により連絡ができない場合は、次の表に示すいずれかの系統に

より府と連絡を行う。 

 

茨木市 

総務部 

危機管 

理課 

     茨木警察署   府警本部       府 庁 

     （警備課）   （通信指令室）      (政策企画部危機管理室） 

     市消防本部   大阪市消防局     府 庁 

     （警備課）   （指令情報センター） （政策企画部危機管理室） 

衛星携帯電話  交換機          府 庁 

                                        （政策企画部危機管理室） 

地域衛星通信ネットワーク            府 庁 

                                （政策企画部危機管理室） 

記号                 無線区間            有線区間 

 

(5) 市防災行政無線の整備 

災害時には、指揮調整班が全局を統制し、移動無線局を利用した機動性のある応急

対策を講ずる。 

(6) 防災相互通信用無線の整備 

防災関係機関は、災害時に相互に通信する際は、防災相互通信用無線を使用する。 

(7) 消防無線 

市消防本部は、消防救急活動を迅速に実施するために消防専用無線等を使用する。 

(8) 災害時優先電話 

防災関係機関は、災害時の電話の輻輳時にも発信できる「災害時優先電話」を使用

する。 
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第２節 災害情報の収集伝達 
１ 情報の収集・伝達 
市、府をはじめ防災関係機関は、大阪管区気象台等から発せられる気象予警報等をあらかじ

め定めた経路により、関係機関及び市民に迅速に伝達、周知するなど、被害の未然防止及び軽

減のための措置を講ずる。 

また、大阪管区気象台及び府は気象予警報の伝達・周知にあたっては、参考となる警戒レベ

ルも附すものとする。 

(1) 気象予警報等 

ア 大阪管区気象台の発表する予警報等 

大阪管区気象台は、気象現象等により災害発生のおそれのある場合は、気象業務

法に基づき注意報、警報等を発表し、注意を喚起し、警戒を促す。また、特別警報

を発表し最大限の警戒を促す。その際、災害の危険度が高まる地域を示す等、早期

より警戒を呼びかける情報や、危険度やその切迫度を伝えるキキクル（危険度分布）

等の情報をわかりやすく提供することで、気象特別警報、警報及び注意報を適切に

補足する。 

(ｱ) 注意報 

気象現象等により災害が予想される場合、市民及び関係機関の注意を喚起する

ために発表する。 

 

種   類 発   表   基   準 

気象注意報 風雪注意報 雪を伴う強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場

合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

雪を伴い平均風速が陸上で12m/s以上になると予想される場合。 

強風注意報 強風によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具

体的には次の条件に該当する場合である。 

平均風速が陸上で12m/s以上になると予想される場合。 

大雨注意報 大雨によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、自

らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

具体的には 

表面雨量指数基準：13 

土壌雨量指数基準：93 

に達すると予想される場合。 

大雪注意報 大雪によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具

体的には次の条件に該当する場合である。 

12時間の降雪の深さが平地で５cm以上、山地で10cm以上になると

予想される場合。 

 濃霧注意報 濃霧によって交通機関等に著しい支障が生じるおそれがあると予

想される場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

視程が陸上で100m以下になると予想される場合。 
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種   類 発   表   基   準 

気象注意報 雷注意報 

（注６） 

落雷等により被害が予想される場合。 

 乾燥注意報 空気が乾燥し火災の危険が大きいと予想される場合で、具体的に

は次の条件に該当する場合である。 

実効湿度が60%以下、最小湿度が40%以下になると予想される場

合。 

なだれ 

   注意報 

なだれによって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、具

体的には次のいずれかの条件に該当する場合である。 

①積雪の深さが20cm以上あり、降雪の深さが30cm以上になると

予想される場合。 

②積雪の深さが50cm以上あり、気象台における最高気温が10℃

以上又はかなりの降雨が予想される場合。 

 着雪注意報 着雪によって通信線や送電線等に災害が起こるおそれがあると予想

される場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

24時間の降雪の深さが平地で20cm以上、山地で40cm以上あり、気温が

‐2℃～＋2℃になると予想される場合。 

霜注意報 ４月15日以降の晩霜によって農作物に著しい災害が起こるおそれが

あると予想される場合で、具体的には次の条件に該当する場合であ

る。 

最低気温が４℃以下になると予想される場合。 

低温注意報 低温によって農作物等に著しい災害が起こるおそれがあると予想さ

れる場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

最低気温が‐5℃以下になると予想される場合。 

融雪注意報 融雪により災害が発生するおそれがあると予想される場合。 

着氷注意報 著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想される場

合。 

地面現象 

注意報☆ 

地面現象 

注意報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって災害が起こるおそれ

があると予想される場合。 

浸水注意報 

☆ 

浸水注意報 

 

浸水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合。 

洪水注意報 洪水注意報 洪水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合で、避難に

備えハザードマップ等により災害リスク等を再確認するなど、自ら

の避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

具体的には 

流域雨量指数基準：大正川流域=6.4、茨木川流域=12.4、安威川

流域=15.6、佐保川流域=8.6 

複合基準※：佐保川流域=（12，6）、大正川流域=（6，5.2） 

※（表面雨量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値に

達すると予想される場合。 

指定河川洪水予報による基準：淀川［枚方］淀川水系神崎川・

安威川［三国、千歳橋］ 
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(ｲ) 警報 

気象現象等により重大な災害が予想される場合、市民及び関係機関の警戒を促

すために発表する。 

 

種   類 発   表   基   準 

気象警報 暴風警報 暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

平均風速が陸上で20m/s以上になると予想される場合。 

 暴風雪警報 雪を伴う暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想され

る場合で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

雪を伴い平均風速が陸上で20m/s以上になると予想される場合。 

 大雨警報 

（注４） 

大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場

合で、高齢者等の危険な場所からの避難が必要とされる警戒レ

ベル３に相当。 

具体的には 

（浸水害）表面雨量指数基準：25 

（土砂災害）土壌雨量指数基準：141 

に達すると予想される場合。 

 大雪警報 大雪によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合

で、具体的には次の条件に該当する場合である。 

12時間の降雪の深さが平地で10cm以上、山地で20cm以上になると予

想される場合。 

地面現象 

警報★ 

地面現象 

警報 

大雨、大雪等による山崩れ、地すべり等によって重大な災害が起こ

るおそれがあると予想される場合。 

浸水警報 

★ 

浸水警報 浸水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される

場合。 

洪水警報 洪水警報 洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場

合で、高齢者等の危険な場所からの避難が必要とされる警

戒レベル３に相当。 

具体的には 

流域雨量指数基準：大正川流域=9.2、茨木川流域=15.4、安威川

流域=19.5、佐保川流域=10.1 

に達すると予想される場合。 

指定河川洪水予報による基準：淀川［枚方］、淀川水系神崎

川・安威川［三国、千歳橋］ 

注１：発表基準欄に記載された数値は、過去の災害発生頻度と気象条件との関係を調査して決めたものであ

り、気象要素によって災害発生を予想する際のおおむねの目安である。 

注２：注意報・警報はその種類にかかわらず、新たな注意報・警報が行われたときに切り替えられ、

又は解除されるまで継続される。（気象庁予報警報規程第３条） 

注３：☆印は、その注意報事項を気象注意報に含めて行う。（気象庁予報警報規則第12条） 

★印は、その警報事項を気象警報に含めて行う。（気象庁予報警報規程第12条） 

注４：大雨警報には括弧を付して、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）として、特に警戒すべき事

項が明記される。 

注５：大雨や洪水等の警報が発表された場合のテレビやラジオによる放送等では、重要な内容を簡潔かつ効

果的に伝えられるよう、「市町村名」ではなく、「北大阪（市町村をまとめた地域の名称）」や「大阪

府」を用いる場合がある。 

注６：雷注意報には、発達した雷雲の下で発生することの多い激しい突風や「ひょう」による災害について

の注意喚起が付加されることもある。また、急な強い雨への注意についても雷注意報で呼びかけられ

ることがある。 
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(ｳ) 特別警報 

気象現象等により尋常でない災害が予想される場合、市民や関係機関の最大限

の警戒を促すために発表する。 

 

現 象 の 種 類 発   表   基   準 

大    雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予

想される場合。 

災害が発生又は切迫している状況であり、命の危険があり

直ちに安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相

当。 

暴    風 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風

が吹くと予想される場合。 

暴   風   雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を

伴う暴風が吹くと予想される場合。 

大    雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合。 

注１ 表中の「数十年に一度」の現象に相当する降雨量等の客観的な指標は気象庁ホーム

ページで公表する。 

注２ 以下の現象についても特別警報に位置付ける。 

現 象 の 種 類 発   表   基   準 
地震（地震動） 震度６弱以上の大きさの地震動が予想される場合。 

（緊急地震速報（震度６弱以上）を特別警報に位置付ける）  
(ｴ) 気象情報 

気象等の予報に関係のある、台風、大雨、竜巻等突風及びその他の異常気象等

についての情報を市民及び関係機関に対して発表する。なお、竜巻注意情報は、

雷注意報を補足する情報として、気象庁が発表する。  
イ 洪水予報 

(ｱ) 淀川洪水予報 

大阪管区気象台と近畿地方整備局は、「淀川洪水予報実施要領」に基づき、対象

河川の洪水予報を共同で発表する。(気象業務法第14条の2第2項、水防法第10条第

2項) 

 

標題（種類） 発表基準 

氾濫注意情報 

（洪水注意報） 

氾濫注意水位に到達し更に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫注意水

位以上でかつ避難判断水位未満の状況が継続しているとき、避難判断

水位に到達したが水位の上昇が見込まれないときに発表される。 

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え、自らの避

難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 
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標題（種類） 発表基準 

氾濫警戒情報 

（洪水警報） 

氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき、避難判断水位に到達し更

に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫危険情報を発表中に氾濫危険水

位を下回ったとき（避難判断水位を下回った場合を除く）、避難判断

水位を超える状況が継続しているとき（水位の上昇の可能性がなくな

った場合を除く）に発表される。高齢者等避難の発令の判断の参考と

する。 

高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル３に相

当。 

氾濫危険情報 

（洪水警報） 

氾濫危険水位に到達したとき、氾濫危険水位以上の状況が継続してい

るとき、または３時間先までに氾濫する可能性のある水位に到達する

と見込まれるときに発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生に対する

対応を求める段階であり、避難指示の発令の判断の参考とする。 

危険な場所からの全員避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

氾濫発生情報 

（洪水警報） 

氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要となる。

災害がすでに発生している状況であり、命の危険が迫っているため、

直ちに安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。 

 

(ｲ) 神崎川・安威川洪水予報 

府と大阪管区気象台は、「淀川水系神崎川・安威川の洪水予報実施要領」に基づ

き、対象河川の洪水予報を共同で発表する。（気象業務法第14条の2第3項、水防法

第11条） 

 

標題（種類） 発表基準 

氾濫注意情報 

（洪水注意報） 

氾濫注意水位に到達し更に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫注意水

位以上でかつ避難判断水位未満の状況が継続しているとき、避難判断

水位に到達したが水位の上昇が見込まれないときに発表される。 

ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え、自らの避

難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相当。 

氾濫警戒情報 

（洪水警報） 

氾濫危険水位に到達すると見込まれるとき、避難判断水位に到達し更

に水位の上昇が見込まれるとき、氾濫危険情報を発表中に氾濫危険水

位を下回ったとき（避難判断水位を下回った場合を除く）、避難判断

水位を超える状況が継続しているとき（水位の上昇の可能性がなくな

った場合を除く）に発表される。高齢者等避難の発令の判断の参考と

する。高齢者等は避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

氾濫危険情報 

（洪水警報） 

氾濫危険水位に到達したとき、氾濫危険水位以上の状況が継続してい

るときに発表される。 

いつ氾濫が発生してもおかしくない状況、避難等の氾濫発生に対する

対応を求める段階であり、避難指示の発令の判断の参考とする。避難

が必要とされる警戒レベル４に相当。 

氾濫発生情報 

（洪水警報） 

氾濫が発生したとき、氾濫が継続しているときに発表される。 

新たに氾濫が及ぶ区域の住民の避難誘導や救援活動等が必要となる。

災害がすでに発生している状況であり、命の危険が迫っているため直

ちに身の安全を確保する必要があることを示す警戒レベル５に相当。 



 

3-34 

第３部 風水害応急対策 

 

第４章 情報の収集伝達 

 

ウ 水位到達情報 

府知事が指定する水位周知河川（茨木市域においては茨木川）について、避難判断

水位（高齢者等避難の目安となる水位）、及び氾濫危険水位（水防法第13条に基づく

洪水特別警戒水位で、避難指示の判断の目安となる水位）に到達した場合、府は、

その旨を市長等に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを

一般に周知する。 

また、市は避難判断水位等に到達した旨の情報を市民に周知するとともに、避難情

報の発令を判断する。 

エ 水防警報 

水防警報とは、水防法第16条に基づき、国土交通大臣が指定した河川（茨木市域

においては淀川）又は知事が指定する河川（茨木市域においては安威川、茨木川）

に洪水、雨水出水による災害の発生が予想される場合、水防活動を必要とされる旨

の警告を発するもので、国土交通大臣（淀川：淀川河川事務所長）又は知事（安威

川、茨木川：茨木土木事務所長）が発表する。 

(ｱ) 淀川 

洪水のおそれがあると認められるときは、国土交通大臣（淀川河川事務所長）

は水防警報を発表し、直ちにその警報事項を大阪府水防本部長に通知する。 

大阪府水防本部長は、水防警報の通知を受けたときは、直ちにその受けた通知

に係る事項を関係水防管理者及び関係現地指導班長に通知する。 

(ｲ) 知事の指定する河川（茨木市域においては安威川、茨木川） 

洪水のおそれがあると認めるとき、現地指導班長（茨木土木事務所長）は、適

宜水防警報を発表し、直ちに警報事項を関係水防管理者等に通知する。 

市長は、上記ア及びイの通知を受けたときは、直ちに関係機関及び各部に通報

する。 

(2) 土砂災害警戒情報 

ア 大阪管区気象台及び大阪府が共同で発表する土砂災害警戒情報 

府及び大阪管区気象台は大雨警報（土砂災害）発表中に、命に危険を及ぼす土砂

災害がいつ発生してもおかしくない状況となったとき、市町村長の避難指示や住民

の自主避難の判断を支援するため、対象となる市町村を特定して警戒を呼びかける

土砂災害警戒情報を共同発表する。土砂災害警戒情報は、危険な場所から全員避難

が必要とされる警戒レベル４に相当する。また、これを補足する土砂災害に関する

危険度分布を発表する。市は、土砂災害警戒情報に基づき避難情報の発令等必要な

措置を講じる。（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

第27条、災害対策基本法 第51条、第55条、気象業務法 第11条、第13条、第15条） 

イ 土砂災害警戒情報の留意点 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度を、土壌雨量指数等に基づ

いて判定し発表するもので、個々の急傾斜地等における植生・地質・風化の程度等の

特性や地下水の流動等を直接的に反映したものではない。したがって、土砂災害警戒
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情報の利用にあたっては、個別の災害発生箇所・時間・規模等を特定するものではな

い。 

また、土砂災害警戒情報の発表対象とする土砂災害は、技術的に予知・予測が可

能である表層崩壊等による土砂災害のうち土石流や集中的に発生する急傾斜地の崩

壊とし、技術的に予知・予測が困難である斜面の深層崩壊、山体崩壊、地すべり等

については対象としない。土砂災害警戒情報に加え、大雨特別警報（土砂災害）が

発表されているときは、避難情報の対象地区の範囲が十分であるかどうか等、既に

実施済みの措置の内容を再度確認し、その結果、必要に応じて避難指示の対象地域

の拡大等の更なる措置を検討する必要がある。 

(3) キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等 

ア キキクル等の種類と概要 

種  類 概  要 

土 砂 キ キ ク ル

（大雨警報（土

砂災害）の危険

度分布） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で 1km 四方の

領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。2 時間先までの雨量分布及び土

壌雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（土

砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、どこで危険度が高ま

るかを面的に確認することができる。 

浸 水 キ キ ク ル

（大雨警報（浸

水害）の危険度

分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で 1km 四

方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。1 時間先までの表面雨量指

数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等

が発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認することがで

きる。 

洪 水 キ キ ク ル

（洪水警報の危

険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他

河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を概ね

1kmごとに 5段階に色分けして示す情報。3時間先までの流域雨量指数の予

測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、洪水警報等が発表されたとき

に、どこで危険度が高まるかを面的に確認することができる。 

流域雨量指数の

予測値 

水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での降雨によ

って、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるかを示した情報。6

時間先までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を取り込んで、流域に

降った雨が河川に集まり流れ下る量を計算して指数化した「流域雨量指

数」について、洪水警報等の基準への到達状況に応じて危険度を色分けし

時系列で表示したものを、常時 10分ごとに更新している。 

 

(4) 各情報の収集方法 

ア 雨量に関する情報の収集 

市テレメータシステム及び気象端末並びに関係機関との連携によって、雨量情報

を収集する。また、府のテレメータ雨量情報も府防災情報システムにより収集する。 

イ 河川水位に関する情報の収集 

河川水位に関する情報の収集は、以下の機関から実施する。 

(ｱ) 淀川：国土交通省近畿地方整備局淀川河川事務所 

(ｲ) 安威川：大阪府茨木土木事務所 

(ｳ) 茨木川：大阪府茨木土木事務所 

(ｴ) 勝尾寺川：大阪府茨木土木事務所 
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(ｵ) 佐保川：大阪府茨木土木事務所 

(ｶ) 大正川：大阪府茨木土木事務所 

(ｷ) 市管理河川：建設部下水道施設課 

(5) その他の災害情報とその通報等の方法 

ア ため池水位 

ため池の管理者は、その管理するため池の水位が上昇し、又は降雨等の状況によ

り出水のおそれがあるときは、直ちに市長に通報しなければならない。 

市長は上記の通報を受けたときは、直ちに茨木警察署及び大阪府北部農と緑の総

合事務所に通報する。 

イ 火災気象通報 

大阪管区気象台は、気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、知事に通

報し、知事は、市長に伝達する。 

通報基準は、大阪管区気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と

同一とする。ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予想している場

合には火災気象通報として通報しないことがある。 

ウ 火災警報 

市長は、知事から火災気象通報を受けた時は、必要により火災警報を発令するとと

もに関係機関及び市民に周知する。 

エ 市消防による24時間体制 

市消防により、災害直後における、府及び水防組合等の防災関連機関からの地震

情報等を夜間・休日等問わず24時間体制で受ける。また、時間外における職員登庁

までの間、情報収集伝達、災害対策本部事前準備、関係機関との連絡調整等を行う。 

オ 異常現象の発見及び通報 

災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちに市長又は警察官

に通報する。 

市長は異常現象の通報を受けたときは、直ちに府、大阪管区気象台その他の関係

機関に通報する。状況に応じて関係機関に要請するなど警戒区域等の設定を行う。 

 

種  類 異常現象の内容 

地  象 山くずれ、がけくずれ等 

そ の 他 堤防等に水洩れがある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警 察 官 茨木警察署(警備課) 

茨木市 

（危機管理課、 

消防本部） 

大阪府(危機管理室) 

発 

見 

者 

大阪管区気象台 
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２ 市民への周知 
(1) 各機関の対応 

ア 府及び大阪管区気象台の対応 

府は、日本放送協会（大阪放送局）及び民間放送事業者と連携して、予警報の周

知を図る。必要に応じて、緊急警報放送を要請する。 

特に台風接近時には、台風の状況と併せ、不要・不急の外出抑制の呼びかけ等の

周知を図る。 

なお、竜巻注意情報については、ポータルサイト（おおさか防災ネット）のホー

ムページやメールでの周知を図る。 

府は府民に対し、これまでに経験のない規模の台風の接近に対する注意や、市町

村の避難に関する情報に注意を払うことなどを府民へのメッセージとして発信し、

府民の意識の切り替えを促す。 

近畿地方整備局、大阪管区気象台及び府は、河川の洪水、土砂災害の発生時の状

況を住民が容易に理解できるよう、河川情報や、洪水警報の危険度分布などの気象

情報及び起こりうる洪水等の現象、土砂災害警戒情報・土砂キキクル（大雨警報

（土砂災害）の危険度分布）などの気象情報及び起こりうる土砂災害等の現象に関

する情報の解説に努める。また、報道機関等の協力を得て、府民に正確な知識を普

及するものとする。 

大阪管区気象台は、竜巻等突風の発生時の状況を住民が容易に理解できるよう、

竜巻注意情報等の竜巻等突風に関する情報の解説に努める。また、報道機関等の協

力を得て、府民に正確な知識を普及するものとする。 

イ 市の対応 

市は、状況に応じて市防災行政無線（戸別受信機を含む。）、広報車などを利用し、

又は自主防災組織などの住民組織と連携して、市民、要配慮者利用施設等の施設管

理者等に対して予警報を伝達するとともに、必要に応じて予想される事態とそれに

対してとるべき措置について周知する。周知にあたっては、登録携帯へのメールや

テレビの文字放送等の情報システムを活用するほか、民生委員・児童委員、介護保

険事業者、障害福祉サービス事業者、ボランティア団体等が連携して、避難行動要

支援者に必要な情報が速やかに行き届くよう対応する。 

市は、これまで経験したことがない規模の台風が接近している場合、府及び気象台と情

報共有・連携を密にし、市民に対し、身の安全確保の呼びかけに努めるものとする。 

ウ 道路管理者の対応 

道路管理者は、降雨状況等から通行規制範囲を予め指定し、ホームページ等で周知し、

規制の基準に達した場合はできるだけ早く通行規制状況を発表するものとする。その際、

当該情報が入手しやすいよう多様な広報媒体を活用し、日時、迂回経路等を示すものとす

る。また、降雨状況の変化に応じて規制区間の見直しを行うものとする。 

エ 要配慮者利用施設への情報伝達 

洪水氾濫浸水想定区域内にある避難行動要支援者が利用する施設に対して、電話

連絡などによる洪水予報等の情報伝達を行う。 
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なお、洪水予報等の情報を伝達する施設については、茨木市水害・土砂災害ハザ

ードマップ中の浸水想定区域内に所在する施設を対象とする。 
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３ 情報の伝達経路 
(1) 情報の伝達経路 

ア 気象予警報等の伝達経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）１ 太線は、気象業務法に規定される伝達経路を示す。  

２ ☆印は、特別警報、警報のみ 

３ 放送事業者とは、朝日放送グループホールディングス、株式会社毎日放送、読売テレビ放送株式会社、関西テレビ放送株式会社、株

式会社エフエム大阪、株式会社日経ラジオ社大阪支社、株式会社ジェイコムウエスト、株式会社テレビ岸和田、箕面FMまちそだて放

送株式会社、テレビ大阪株式会社、株式会社FM802（FMCO.CO.LO）の11社である。 

４ 報道各社とは、朝日新聞大阪本社、日本経済新聞大阪本社、読売新聞大阪本社、産業経済新聞大阪本社、共同通信社、毎日新聞

大阪本社の6社である 

５ 私鉄各社とは、近畿日本鉄道株式会社、阪急電鉄株式会社、阪神電気鉄道株式会社、南海電気鉄道株式会社、京阪電気鉄道株

式会社、北大阪急行電鉄株式会社、泉北高速鉄道株式会社、能勢電鉄株式会社、大阪モノレール株式会社、株式会社大阪港トラ

ンスポートシステムの10社である。 

６ 緊急速報メールは、気象等（大雨、暴風、波浪、高潮、大雪又は暴風雪）に関する特別警報が対象市町村に初めて発表されたときに、

気象台から携帯電話事業者を通じて関係するエリアに配信される。  

  

市

民

・

学

校
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配
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者
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・

そ
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台 

府関係出先機関等 

（府防災行政無線） 

一斉通信伝達機関 

注３ 

注５

別途 FAXによる 

水 防 連 絡 

注４ 

注６

消防署等 

水防事務組合 

交  番 

駐在所 警  察  署 

茨木市 
（危機管理課） 

茨木市 

（危機管理課、消防本部） 

府水防関係各課・出先機関 

各河川事務所・国道事務所 

消防庁 

大阪府危機管理室 

大阪府水防本部 

近畿地方整備局 

近畿管区警察局 

大阪府警察本部 

陸上自衛隊第３師団 

陸上自衛隊中部方面総監部 

☆西日本電信電話㈱または東日本電信電話㈱ 

関西電力送配電㈱ 

日本放送協会大阪放送局 

近畿運輸局 

報道各社 

放送事業者 

日本貨物鉄道㈱等 

西日本旅客鉄道㈱新大阪総合指令所 

私 鉄 各 社 
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イ 特別警報の伝達経路 

 

 

ウ 淀川洪水予報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＴＴ西日本 

近畿地方整備局 

大阪府危機管理室 

消  防  庁 

日本放送協会大阪放送局 

報 道 機 関 市  民 

茨
木
市
（
危
機
管
理
課
） 

近畿管区警察局 大阪管区気象台 

(注) １  二重線枠で囲まれている機関は気象業務法施行令第８条第１号の規定に基づく法

定伝達先である。 

     ２  二重線の経路は、特別警報が発表された際に、通知もしくは周知の措置が義務付

けられている。 

共
同
発
表 

   専用回線 

   専用回線以外 

近畿地方整備局 

 
大阪府水防本部 大阪府茨木土木事務所 

大阪管区気象台 

大阪府警察本部 

大阪府危機管理室 

大阪市建設局 

下水道河川部 

河川課 

茨木警察署 

 
 

茨木市 
（危機管理課、下水道施設課） 
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エ 神崎川・安威川洪水予報の通信連絡系統図 

  

河川情報センター 

読売テレビ放送（株） 

（一社）共同通信社 

陸上自衛隊第三師団 

Ｎ Ｈ Ｋ 大 阪 放 送 局 

陸 上 自 衛 隊 

第３６普通科連隊 

国 土 交 通 省 

近 畿 地 方 整 備 局 

大 阪 府 危 機 管 理 室 

共

同

発

表 

大 阪 府 下 水 道 室

大阪府北部流域下水道事務所

淀川ダム統合管理事務所 

関西テレビ放送（株） 

朝日放送グループホールディングス（株） 

近畿管区警察局（広域調査部） 

関西電力送配電（株）（中央給電指令所） 

陸上自衛隊第三師団 

（株）朝日新聞社 

（株）日本経済新聞社 

茨
木
市
（
危
機
管
理
課
、
消
防
本
部
） 

（株）毎日放送 

国 土 交 通 省 

猪名川河川事務所 

大 阪 府 池 田 土 木 事 務 所 

大阪府安威川ダム建設事務所 

大 阪 市 危 機 管 理 室 

近 畿 運 輸 局 

西日本電信電話（株） 

又は 

東日本電信電話（株） 

（株）読売新聞大阪本社 

（株）産経新聞社 

国 土 交 通 省 

淀 川 河 川 事 務 所 
茨木市 

（危機管理課、下水道施設課） 

大阪管区気象台 

大 阪 府 危 機 管 理 室 

総 務 省 消 防 庁 

淀川右岸水防事務組合 

大 阪 府 茨 木 土 木 事 務 所 

大阪府西大阪治水事務所 

大阪府水防本部 

専用回線 

専用回線以外 
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オ 水位周知河川（茨木川）における水位到達情報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 土砂災害警戒情報の関係機関への伝達経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府茨木土木事務所 
茨木市（危機管理課、 

消防本部） 

淀川右岸水防事務組合 

大阪府水防本部 大阪府危機管理室 

大阪府警察本部 

大阪管区気象台 

大阪府水防本部 大阪管区気象台 共同発表 
大阪府 
危機管理室 

近畿地方整備局 
近畿管区警察局 朝日放送グループホール 

ディングス株式会社 
新関西国際空港 
株式会社 

（関西エアポート 
株式会社） 

関西電力送配電 
株式会社 陸上自衛隊 

第３師団 
陸上自衛隊 
中部方面総監部 茨木市 

（危機管理課、消防本部） 
消防署等 

市民・学校・要配慮者利用施設・その他 
大阪府水防関係各課 
大阪府関係出先機関等 
大阪府防災行政無線 
一斉通信伝達機関 

大阪府茨木土木事務所 
株式会社毎日放送 
読売テレビ放送 
株式会社 

関西テレビ放送 
株式会社 河川事務所 日本放送協会 
大阪放送局 

総務省 
消防庁 
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キ 国土交通大臣が発表する水防警報（淀川水防警報）の伝達経路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク 知事が発表する水防警報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

ケ ため池水位通報の伝達系統図 

 

 

茨木市（危機管理課、下水道施設課） 

大阪府茨木土木事務所 

淀川右岸水防事務組合 

三島地域防災推進室 
府災害対策本部 

（大阪府危機管理室） 

大阪府水防本部 

茨木警察署（警備課） 

大阪府北部 

農と緑の総合事務所 

大阪府 

農政室 整備課 

た
め
池
管
理
者 

 

茨木市 

（農林

課） 大阪府 

河川室 河川整備課 

  

 

   基本系統 

   補助系統 

大阪府 

水防本部 

大阪府 

下水道室 

大阪府 
茨木土木事務所 

大阪府北部流域下水道事務所 

大阪府危機管理室 

大阪市建設局 

下水道河川部 

河川課 

大阪府警察本部 

茨木市 

（危機管理課、 

下水道施設課） 

淀川右岸水防 

事務組合 

近畿地方整備局 

淀川河川事務所 

河川情報センター 

（大阪センター） 
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(2) 関係機関への情報の伝達 

ア 実施機関 

関係機関への情報の伝達は、財務・情報班及び関係班が行う。 

イ 伝達方法 

市は、府をはじめ関係団体と気象観測情報等の交換に努める。 

関係機関が地域内の異常現象等、災害の発生状況や危険性を把握した場合は、応

急対策実施機関に直ちに情報を伝達する。 
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第３節 被害情報等 
１ 府が実施する被害状況の収集・伝達 
府は、市、府警察をはじめ防災関係機関と密接な連携のもと、次の災害情報を収集するとと

もに、国をはじめ関係機関へ速やかに伝達する。なお、市が報告を行うことができなくなった

ときは、職員の派遣、ヘリコプター、無人航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用等を通

じ、自ら災害に関する情報の収集を行う。また、人的被害の数（死者・行方不明者数をいう。）

については、府が一元的に集約、調整を行うとともに、要救助者の迅速な把握による救助活動

の効率化・円滑化のために必要と認めるときは、市町村等と連携の上、安否不明者の氏名等を

公表し、速やかな安否不明者の絞り込みに努めるものとする。その際、府は、関係機関が把握

している人的被害の数について積極的に収集し、一方、関係機関は府に連絡するものとする。

当該情報が得られた際は、府は、関係機関との連携のもと、整理・突合・精査を行い、直ちに

消防庁へ報告する。人的被害の数について広報を行う際には、市等と密接に連携しながら適切

に行う。安否不明者等の氏名等は、救助活動の円滑化につながると府が判断する場合、市町村

他関係機関から得た情報を基に、すみやかに安否不明者の氏名公表を行う。なお、必要に応じ、

収集した被災現場の画像情報を府災害対策本部を通じて防災関係機関との共有を図る。 

(1) 災害の発生場所、区域等 

(2) 市民の生命財産の安否の状況及び市民の避難の状況 

(3) 医療機関の被害状況、人的被害状況、医療救護班・医薬品等の医療ニーズ 

(4) 建物、道路、鉄軌道、空港、河川、砂防、港湾、農地、ため池、山林等の被害の状況 

(5) 上水道・工業用水道、下水道、ガス、電気、通信等の被害状況 

(6) 消防、水防等の応急措置の状況 

(7) 食料その他緊急に補給すべき物資及び数量 

(8) 衛生環境、疾病発生の状況及びその救護措置の要否 

(9) 孤立集落におけるライフラインの途絶・復旧状況、備蓄状況、要配慮者の有無 

(10) その他 

 

２ 市が実施する被害状況の調査・報告・保存 
災害対策本部の各班長及び防災関係機関は、被害状況の推移に応じて、調査結果を緊

急を要するもの及び特に指示のあるものを除き正午現在を午後１時、午後５時現在を午

後６時までにそれぞれ指揮調整班に報告する。指揮調整班は調査結果をとりまとめ、本

部長に報告しなければならない。 

また、大規模災害発生時で通信が不通の場合は、通信可能な地域まで伝令を派遣する

等、あらゆる方法を用いて報告するように努める。 

災害情報や被害状況写真等の記録については集約し、保存するように努める。 

(1) 概況調査（→災害概況即報） 

災害により被害が発生したとき、又は通報を受けたときは、直ちにその概況調査を

実施する。本調査は、災害に対する応急対策実施上の基礎となるものであるから、短

時間にその概況を把握し、災害概況即報として報告する。 

調査者は、被害の有無、被害の程度などの概況について、全般的な状況を指揮調整
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班へ迅速に報告する。 

(2) 被害調査（→被害状況即報） 

災害の全般的な状況が判明次第、被害調査を実施する。本調査は、災害に対する応

急対策実施上の基礎となるものであるから、被害の変動に従って、その都度できる限

り被害状況を把握し、被害状況即報として報告する。 

各班長は被害状況等を災害の推移に応じて、時間を区切って町丁ごとに取りまとめ、

調査結果を指揮調整班に報告する。 

(3) 被害確定調査（→災害確定報告） 

市は、応急対策が完了した後、被害確定調査を実施する。 

本調査は、その後の災害復旧・復興の基礎となるものであり、また各種費用負担にまで影

響を与えるものであるから、正確に把握したうえで、災害確定報告として報告する。 

(4) 被害状況の写真 

被害状況の写真は、被害状況の確認資料として、また記録保存のため重要なもので

あるので、被害状況が明瞭にわかるように撮影し、写真には撮影年月日・撮影時刻・撮

影場所・被害者氏名等を記入しておく。 

(5) 被災家屋等の調査と報告 

調査にあたっては、調査班を編成して実施する。また調査班は被害状況を迅速かつ

的確に報告しなければならない。 

(6) 危険物施設等の調査と報告 

危険物施設をはじめ、事業所に対する有害化学物質の漏洩の状況に関しても迅速かつ的

確に報告しなければならない。 

(7) 公共施設及び農地・農林業施設の調査と報告 

それぞれの調査担当各班長は、被害状況を調査し、調査事項を被害状況報告様式に

とりまとめて災害対策本部長に報告する。 

また、公共施設については、被害状況を把握するともに、サービスの再開に向けて、

施設の使用再開見込み等の検討も行う。 

表 被害調査の実施及び報告の系統 

調 査 種 別 担 当 班 報 告 系 統 

人的被害 消防本部班、 

医療衛生対策班 

府
災
害
対
策
本
部 

 
 
 

↑ 

市
災
害
対
策
本
部 

 
 
 

↑ 

総
括
集
計 

指
揮
調
整
班 

住家・非住家の被害 被害調査班 

公共土木施設被害及び 

都市災害被害 

建築対策班、 

道路対策班、 

公園対策班、 

下水道対策班、 

管路復旧班 

農地・農林業施設及び 

農作物被害 

農林班 

商工業関係被害 商工班 

衛生関係被害 環境対策班 
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福祉関係被害 福祉・安否確認班、 

こども対策班 

文教関係被害 教育対策班、 

学校教育班 

公営企業水道施設被害 水道総務班 

運輸被害 財務・情報班 

電気、ガス、通信被害 財務・情報班 

市有建物被害 応援・受援班 

３ 市による府及び国への報告 
被害状況等の報告は、災害対策基本法第53条第１項により、府に対して行う（府に報

告できない場合は、内閣総理大臣に対して行う。）。なお、府への報告は、原則として府

防災情報システムによるが、システムが使用できない場合には、府防災行政無線、電話

及びファクシミリ等の手段による。 

なお、火災等に関する報告については、消防組織法第40条に基づく災害報告取扱要領

（昭和45年４月10日付消防防第246号）及び火災・災害等即報要領（昭和59年10月15日

付消防災第267号）により、府に対して行う。ただし、「直接即報基準」に該当する火

災・災害等が発生した場合には、市は、第一報を府に加え、消防庁に対しても報告する。

即報に当たっては、区分に応じた様式に記載しファクシミリ等により報告するものとす

る。 

また、行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判

明した場合には、当該登録地の市町村又は都道府県（外国人のうち、旅行者など住民登

録の対象外の者は直接又は必要に応じ外務省を通じて在京大使館等）に連絡する。 
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第４節 災害広報 
市、府をはじめ防災関係機関は、相互に協議調整し、市民をはじめ、出勤及び帰宅困難

者、訪日外国人を含む観光客に対し、自らの判断で適切な行動がとれるよう、正確かつき

め細かな情報を様々な手段を用いて提供する。 

 

１ 災害広報 
市及び府は、平常時の広報手段を活用するほか、停電や通信障害発生時は情報を得る手段が

限られていることから、指定避難所への広報紙の掲示等、多様な方法により広報活動を実施す

る。 

また、緊急を要する場合は、報道機関を通じて緊急メッセージを発する。 

(1)広報内容 

ア 災害時における気象情報・被害の状況等 

イ 市の実施する対策の概要 

ウ 避難指示等の発令、避難先の指示 

エ 災害応急復旧の見通し 

オ 災害時における市民の心構え 

カ その他の必要事項 

特に台風接近時は以下の内容を広報する。 

(ｱ) 台風についての情報（進路予想図、予報円等）や気象の状況 

(ｲ) 不要・不急の外出抑制の呼びかけ 

(ｳ) 鉄道等の交通機関の運行情報等 

(2) 広報の方法 

ア エリアメール・緊急速報メール 

イ インターネットやソーシャルメディアの活用 

ウ 防災行政無線（戸別受信機を含む。）による広報 

エ テレビ・ラジオ・新聞等による広報 

オ 印刷物による広報 

ポスター・チラシ又は「広報いばらき」の臨時発行 

カ 広報物の指定避難所等公共施設への掲示・配布 

キ 点字・声の広報・ファクシミリ等多様な手段の活用により、視覚障害者、聴覚障

害者等に配慮したきめ細かな広報 

ク 拡声器付車両等による現場広報 

(3) 災害時の広報体制 

ア 災害時の広報 

(ｱ) 災害情報・被害状況等災害に関する広報は、各部が予め災害広報責任者に伝達のう

え各部で実施する。 

(ｲ) 災害広報責任者は、各部が発信する情報を整理し、最新の情報が市民に提供される

ようにする。 

(ｳ) 災害時の広報は、市民の不安感の払しょくに努めるようにする。 



 

3-49 

第３部 風水害応急対策

第４章 情報の収集伝達

第
１
部 

総 

則 

第
２
部 

災
害
予
防
対
策 

第
３
部 

風
水
害
応
急
対
策 

第
４
部 

地
震
災
害
応
急
対
策 

第
６
部 

災
害
復
旧
・
復
興
対
策 

イ 広報事項の収集 

(ｱ) 広報担当は、災害対策本部の各部が把握する災害情報その他の広報資料を積極的に

収集するとともに、各部においても広報担当への積極的な情報提供に努める。 

（ｲ） 広報担当は必要に応じて災害現地に出向き、写真・ビデオその他の取材活動を実

施する。 

 

２ 報道機関への情報提供 
(1) 報道機関に対する情報発表は、すべて広報担当において実施する。 

(2) 情報等の発表に際しては、できるだけ日時・場所・目的等を前もって各報道機関に

周知する。 

(3) 報道発表の有無に関わらず、報道機関に対する各部所管の詳細な情報提供は、広報

担当または広報担当と調整のうえ各部において実施する。 

 

３ 広聴活動 
災害時における広聴活動を強化し、市民からの要望事項は直ちに関係機関と連絡をとり、

調査するとともに速やかに処理する。 

 

４ 市民災害相談窓口の開設 
市民からの問い合わせや法律等の専門相談に対応するため、関係部及び関係機関と連

携し、必要に応じて市役所等に市民災害相談窓口を開設するとともに、被災者の復興支

援につながる各種支援施策等をきめ細やかに情報提供を行う。 

また、要配慮高齢者・障害者等からの相談に対応する窓口を開設する。  
５ 災害広報における個人情報の取扱い 

市が公表する情報には個人が特定される情報は含まないことを原則とするが、死者や

行方不明者等が発生し、人の生命、健康、生活又は財産を保護するために必要かつやむ

を得ないと認められる場合には、プライバシーの保護に留意しつつ、必要最小限の個人

情報を公表するものとする。 
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第５章 各種災害の応急対策 
第１節 水防対策 
この計画は、水防法第３条に基づき河川の洪水等による水害を警戒、防ぎょし、これによ

る被害を軽減する目的をもって、市区域内の河川並びにため池等に対する水防上必要な事

項について定める。 

 

（水防組織の基本的な受け持ち区域） 

水防管理団体名 

 

河 川 名 

淀川右岸水防事務組合 茨  木  市 

安   威   川 

(右岸)五十鈴町水利組合天役樋 

から神崎川合流点まで 

(右岸)五十鈴町水利組合天役樋 

から上流 

(左岸)学園町、橋の内一丁目界 

から神崎川合流点まで 

(左岸)学園町、橋の内一丁目界 

から上流 

その他の河川  市内全流域  
１ 各団体の役割 
(1) 大阪府水防本部 

ア 水防配備のための招集体制を確立する。 

イ 水防管理団体が行う水防活動が十分に行われるよう情報の連絡調整及び技術的な

援助を行う。 

ウ 大阪府災害対策本部が設置された場合は、同本部のもと水防活動を実施する。 

(2) 水防管理団体等 

ア 水防区域の監視、警戒及び水防施設の管理者への連絡、通報を行う。 

イ 重要箇所を中心に巡回し、異常を発見したときは直ちに水防作業を開始するとと

もに所轄の現地指導班長に報告する。 

(ｱ) 堤防の亀裂、欠け・崩れ、沈下等 

(ｲ) 堤防からの越水状況 

(ｳ) 樋門の水漏れ 

(ｴ) 橋梁等構造物の異常 

(ｵ) ため池の流入水・放出水の状況、付近の山崩れ等 

ウ 水防に必要な資機材の点検整備を実施する。 

エ 防潮扉等の遅滞のない操作及び防潮扉等の管理者に対する閉鎖の応援を行う。 
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２ 災害に係わる情報の収集・整理 
(1) 災害に係わる情報の種類 

ア 気象予報、警報等 

情報の種類を次に示す。なお、詳細は「第２章第２節 １情報の収集・伝達」に

よる。 

(ｱ) 大阪管区気象台 

a 注意報 

b 警報 

c 気象情報 

(ｲ) 洪水予報 

a 淀川 

b 神崎川・安威川 

(ｳ) 洪水特別警戒水位到達情報 

a 茨木川 

b 女瀬川 

(ｴ) 水防警報 

a 国土交通大臣又は府知事が管轄する河川等について実施する。 

イ 雨量 

ウ 水位 

エ 洪水等の発生状況及び被害状況 

(2) 雨量情報の収集・整理 

下水道対策班は、雨量情報を収集・整理する。 

(3) 水位情報の収集・整理 

下水道対策班は、関係機関と連絡をとり、水位情報を収集・整理する。特に河川等の

水位が次のような水位に達するおそれがないか十分に注意する。 

ア 水防団待機水位 

イ はん濫注意水位 

上記の水位の定めのない河川においては、堤高及び増水の割合から警戒を要すると

判断される水位 

(4) 洪水等の発生状況の収集・整理 

下水道対策班及び道路対策班は、洪水又は土砂災害の発生状況の把握に努めるとと

もに、指揮調整班と連絡をとり情報の確保に努め、これを整理する。なお、情報収集・

整理すべき事項は、次のとおりである。 

ア 災害の発生場所 

イ 災害の発生日時 

ウ 災害の規模 

エ 災害の発生原因 

オ 災害の拡大可能性 

カ 被害状況 
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(ｱ) 堤防 

(ｲ) 道路 

(ｳ) 橋梁 

(ｴ) 砂防・治山施設 

(ｵ) その他の防災施設（排水機場・水門等） 

(ｶ) 住家 

(ｷ) 防災施設の稼働状況（排水機場・水門等） 

 

３ 動員配備 
動員配備については、「第１章第１節 災害活動体制」による。 

 

４ 河川、ため池等の巡視・点検 
関係各課は、洪水の危険があるときは、市消防と連携して、河川・ため池の水位等を巡

視し、また堤防に深掘れ、はらみ出し等の異常がないか点検する。 

また、道路・橋梁及び砂防・治山施設については、関係各課は連携して斜面・河川・

渓流等を巡視し、施設の異常及び被災危険性を点検する。 

なお、上記の巡視・点検は、消防団の協力のもとに大阪府茨木土木事務所との連絡調

整を図りながら実施する。 

 

５ 施設の異常又は異常現象発見時の措置 
上記の巡視・点検中に施設の異常又は異常現象（災害を含む）を発見した者は、次の

方法により、これを報告する。 

(1) 異常現象の種類 

ア 気象 

(ｱ) 突風・竜巻 

(ｲ) 強い降ひょう 

(ｳ) 激しい雷 

(ｴ) 大雨 

(ｵ) 濃霧 

(ｶ) 強い寒波 

イ 水象 

(ｱ) 河川又はため池の異常な水位上昇 

(ｲ) 異常な湧水 

(ｳ) 洪水 

(2) 報告又は通報の方法 

ア 防災行政無線を携帯している者 

無線機により、下水道対策班又は道路対策班に報告又は通報する。 

イ 防災行政無線を携帯していない者 

次のいずれかの方法のうち、迅速な方法をもって、報告又は通報する。 
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(ｱ) 直近の防災行政無線機の設置場所から、下水道対策班又は道路対策班に報告又は通

報する。 

(ｲ) 電話で下水道対策班又は道路対策班に報告又は通報する。 

(ｳ) 市防災情報システムで市本部へ報告又は通報する。 

(3) 報告又は通報の内容 

おおむね、次の内容について具体的に報告又は通報する。 

ア 施設の異常又は異常現象の種類 

イ 施設の異常又は異常現象の発見日時 

ウ 施設の異常又は異常現象の発見場所 

エ 施設の異常又は異常現象の状況（規模・程度・拡大・進展の危険性） 

オ 報告又は通報後の連絡方法又は連絡先 

(4) 情報を収受した場合の措置 

情報を収受したときの下水道対策班又は道路対策班の措置は以下のとおりである。 

ただし、市消防本部の措置については「第２章第２節 １情報の収集・伝達」の定め

に準ずる。 

ア 情報の収受 

上記の報告又は通報の内容についてもれなく収受する。 

イ 報告者又は通報者に事後措置の指示 

ウ 指揮調整班に報告又は通報の内容を遅滞なく報告する。 

 

６ 水防対策活動 
(1) 洪水対策 

下水道対策班は、消防対策部と連携して関係各対策班及び消防団の水防対策活動の効

果的運用を図り、災害防止又は災害の軽減に努める。 

(2) 二次災害の防止 

水防対策活動にあたっては、災害の状況を把握し、流水・土砂・ほう落等による二

次災害の防止に努める。 

 

７ 河川管理施設の運用 
洪水対策としての水門の運用にあたっては、各々の運用規程に基づき効率的に実施す

る。 

 

８ 資機材の調達 
水防対策活動に際し、水防倉庫備蓄資機材及びその他関係各課の所有する資機材で不

足する場合は、適宜調達する。また、なおも不足する場合には大阪府茨木土木事務所から

も調達を行う。 
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９ 公用負担 
(1) 公用負担の権限 

水防活動上必要があるときは、水防法第28条第１項の規定に基づき、水防管理者

（市長）又は消防機関の長（消防長）は、次の権限を行使することができる。 

ただし、公用負担の権限を行使することによって、損失を受けた者に対しては、時

価によりその損失を補償する。 

ア 必要な土地の一時使用 

イ 土、石、竹、木その他の資材の使用 

ウ 車両その他の運搬具又は運搬機器の使用 

エ 工作物その他障害物の処分 

(2) 公用負担の権限を有することの証明 

公用負担の権限を行使する場合は、水防管理者又は消防機関の長にあっては、その

身分を示す証明書を携行し、必要がある場合は提示する。 

また、その他これらの者の委任を受けた者にあっては、証明書を携行し必要な場合

にはこれを提示する。 

(3) 公用負担の証票 

公用負担の権限を行使したときは、公用命令書を２通作成し、その１通を目的物の

所有者、管理者又はこれに準ずる者に手渡す。 

 

１０ 応援要請 
市長は、市職員、市消防団員だけでは必要な措置がとれないときは、近隣市町に対し、

資機材・要員の応援を要請する。 
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第２節 土砂災害の応急対策 
この計画は、土砂による災害からの防止を図るため警戒避難体制を整備し、必要な情報の

収集伝達、災害に関する警報・注意報等の発表及び伝達並びに救助等必要な事項を定め、

危険箇所地区住民（以下「関係住民」という。）の生命を保護することを目的とする。 

 

１ 警戒避難体制の確立 
(1) 警戒体制の基準 

大雨警報が発表されたとき、また降雨量から判断して警戒を要すると認めた場合、

市は警戒体制をとり、警戒巡視を強化するとともに臨機に市民への周知・指示を行う。 

この場合の雨量の目安としては、次の雨量を基準とする。 

ア 土砂災害危険箇所・土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

○風水害警戒体制 

大雨警報(土砂災害)が発表され、かつ土砂災害の危険度分布で「警戒(赤)」が出

現した時 

【警戒活動】 

・各危険箇所において防災パトロールを実施し、前兆現象の把握に努める。 

・地元自主防災組織等の活動を要請する。 

・必要に応じて、警戒区域の設定を行う。 

・関係住民に対し、高齢者等避難を発令する。 

○第１次風水害対策本部体制 

土砂災害警戒情報を発表時 

○第２次風水害対策本部体制 

大規模な土砂災害が発生した時 

【警戒活動】 

・市長は適時・適切に、災害対策基本法に基づく避難指示・緊急安全確保を発令

する。 

イ 山地災害危険地区、宅地造成工事規制区域 

アを参考に警戒活動を開始する。 

※土砂災害警戒情報 

府と大阪管区気象台が共同で発表するもので、大雨による土砂災害のおそれがあ

る時に市長が避難指示等を発令する際の判断や市民の自主避難の目安の一つとなる

情報であり、２時間後予測雨量で、土砂災害発生基準線を超過したときに発表され

る。 

また、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報を捕捉する情報として、気象庁

及び府は１ｋｍ四方の領域（メッシュ）ごとに土砂災害の危険度を色分けして表示

したものを危険度分布として公開する。 

(2) 土砂災害警戒区域等における防災対策 

市及び府は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（土砂災害防止法）に基づき、土砂災害から人命を守るため、土砂災害のおそれのあ
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る区域等について、危険の周知、警戒避難体制の整備、住宅等の新規立地の抑制・既

存住宅の移転促進等のソフト対策を推進する。 

(3) 情報の収集・伝達及びパトロ－ル 

市は、土砂災害警戒区域等の防災パトロールを茨木警察署等関係機関と連携して随

時実施し、危険箇所区域の情報把握に努めるとともに、付近地の降雨量の測定及び気

象予報等の情報を収集し、必要に応じ自治会長の協力を得て関係住民への伝達を行う。 

なお、土砂災害発生基準に達した時は、パトロ－ルをさらに強化するとともに、雨

量報告経路については次のとおりとする。 

 
 

(4) 雨量情報の活用 

大雨による土砂災害発生の恐れがある際には、市は、雨量情報等をもとに土砂災害

警戒区域等の警戒及び関係住民の避難誘導にあたる。 

(5) 避難路の選定 

市長は市内の道路・橋梁及び路上障害物等の状況を把握し、安全性の高い道路を使用

する。 

(6) 避難活動 

ア 避難 

市長は土砂災害が発生又は発生するおそれがある場合、その他災害の拡大を防止

するため、特に必要があると認めるときは、その状況に応じて避難情報を発令する。

この場合、茨木警察署等と連携し避難の周知徹底と避難路の安全確保に努める。 

イ 関係住民への周知徹底 

市長は避難情報を発令した場合、茨木警察署・市消防本部・地元消防団・自治会

の責任者等の協力を得て、広報車あるいはサイレン等により危険区域の関係住民に

避難させその徹底を図る。 

ウ 指定避難所の開設 

市長は指定避難所を開設した時は、直ちに次の事項を府に報告する。 

(ｱ) 災害発生場所・危険地域名 

(ｲ) 指定避難所開設の日時・場所 

(ｳ) 受入れ状況及び受入れ人員並びに開設期間 

(7) 救助活動 

市長は土砂災害による被害が発生した場合、直ちに市消防本部などによる救助隊を

編成し、救助作業にあたる。なお、市独自の救出作業が困難な場合は、茨木警察署等

へ応援を求める。 

消防本部 茨木市 大阪府茨木土木事務所 

消防団 茨木警察署 
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第３節 二次災害の防止 
市、府をはじめ防災関係機関は、大雨による浸水、土石流、地すべり、がけ崩れ及び建

築物の倒壊などに備え、二次災害防止対策を講じるとともに、二次災害への心構えについ

て市民の啓発に努めるものとする。 

 

１ 公共土木施設等 
(1) 被災施設・危険箇所の点検、応急措置 

市、府及び施設管理者は、道路・橋梁等の被害状況を早期に把握するため、被災施

設や危険箇所に対する点検を速やかに行い、必要に応じ応急措置を実施するとともに、

市域の山間部等で指定されている急傾斜地崩壊危険箇所、土石流危険渓流、地すべり

危険箇所などについてはパトロール等を強化するとともに、必要に応じて府及びＮＰ

Ｏ法人大阪府砂防ボランティア協会（斜面判定士等）の協力を得て二次災害の防除を

図る。 

(2) 避難及び立入り制限 

市、府及び施設管理者は、著しい被害が生じるおそれのある場合は、速やかに茨木

警察署、関係機関及び自治会長等の協力を得て関係住民に連絡する。 

また、必要に応じ、最寄りの指定避難所への避難誘導を行うなど適切な避難対策を

講じるとともに、被災施設・危険箇所への立入り制限を実施する。 

 

２ 公共建築物 
市は、被災した公共建築物の被害状況の把握を速やかに行い、必要に応じ、応急措置

を行うとともに、二次災害を防止するため、倒壊の危険性のある建物への立ち入り禁止

措置や適切な避難対策を実施する。 

建築対策班は、指定避難所の施設管理者と協働で施設の安全点検を速やかに実施する。 

 

３ 宅地 
(1) 被災宅地の把握・対応 

ア 市は、宅地の被害状況の把握を速やかに行い、被害状況を府に報告するととも

に、対象とする箇所の危険度判定を実施するため、必要に応じ府に対して被災宅地

危険度判定士の派遣を要請する。 

イ 被災宅地危険度判定士の協力を得て、危険度判定を実施し、判定ステッカーの貼

付等により宅地の所有者等にその応急危険度を周知し、二次災害の防止に努める。 

 

４ 危険物施設等 
(1) 施設の点検、応急措置 

危険物施設等（危険物施設、高圧ガス施設、毒物劇物施設等）の管理者は、爆発等

の二次災害防止のため、施設の点検、応急措置を実施する。 

(2) 避難及び立入り制限 

危険物施設等の管理者は、爆発等によって大きな被害が発生するおそれのある場合
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は、ただちに消防署、茨木警察署等の関係機関や市民に連絡する措置をとる。 

通報を受けた市長は、茨木警察署長と連携を密にし、付近住民等に対する火気使用

の制限、避難情報の発令等の必要な措置を講じるとともに、必要に応じ被災施設及び

その周辺の危険区域への立入り制限を行い、二次災害の防止に努める。 

また、飲料水汚染のおそれのある場合は、ただちに市水道部、消防署等に通報し、

取水制限等が講じられるよう二次災害の防止に努める。 

 

５ 農業関係施設 
市は、ため池や水路等を含む農業関係施設の被害状況の早期把握に努め、被災施設や

危険箇所に対する点検を速やかに行い、必要に応じ、応急措置を講ずる。 

また、農地、施設及び農作物に被害が生じた時は、施設管理者に対し、施肥、排水、

泥土の除去、倒伏果樹の引き起こし等、応急措置の技術指導を行うとともに、府の協力

のもと、病害虫発生予察事業を活用した、被災農作物の各種病害虫防除指導を行う。 
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第６章 避難対策 
第１節 避難 

災害から市民の安全を確保するため、防災関係機関は相互に連携し、避難情報の発令、避難

誘導等必要な措置を講ずる。 

その際、市は、危険の切迫性・地域の特性等に応じて避難情報の伝達文の内容を工夫するこ

と、その対象者を明確にすること、避難情報に対応する警戒レベルを明確にして、対象者ごと

に警戒レベルに対応したとるべき避難行動がわかるように伝達することなどにより、市民の積

極的な避難行動の喚起に努めるとともに、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指

針」等に沿った避難行動要支援者に対する避難支援に努める。 

 

１ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保 
市長は、市民の生命又は身体を災害から保護し、及び被害の拡大を防止するため特に必要が

あると認める場合は、避難指示等の避難情報を発令する。避難指示等の発令に当たり、必要に

応じて気象防災アドバイザー等の専門家の技術的な助言等を活用し、適切に判断を行うものと

する。また、市民が自らの判断で避難行動をとることができるよう、避難情報は、災害種別ご

とに避難行動が必要な地域を示して発令するとともに、避難情報に対応する警戒レベルを明確

にして対象者ごとに警戒レベルに対応したとるべき避難行動がわかるように伝達する。 

また、市長は、府からの助言に基づき、遅滞なく避難情報を発令する。 

特に、土砂災害については、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市をいくつかの地域

に分割した上で、土砂災害の危険度分布等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる地域

内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難情報を発令できるよう、発令範囲をあらかじ

め具体的に設定する。 

(1) 緊急安全確保、避難指示の実施責任者 

市長は、市民に緊急安全確保及び避難指示を行う場合、その他の実施責任者と連絡

協議して行い、そのいとまがない緊急の場合には、それぞれの実施責任者において実

施し、事後速やかに相互に連絡する。 

なお、市長は避難の措置状況を直ちに府知事に報告する。 

緊急安全確保及び避難指示の実施責任者については、次のとおりとする。 

ア 市長は、市民の生命又は身体を災害から保護し、及び災害の拡大を防止するため

特に必要があると認める場合は、避難のための立退きを指示する。 

また、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命又は身体に危険

が及ぶおそれがあると認めるときは、必要と認める地域の必要と認める居住者に対

し、高所への移動、近くの堅固な建物への退避、屋内での待避その他の屋内におけ

る避難のための安全確保に関する緊急安全確保措置を指示するよう努める。これら

の措置を講じた場合は、速やかに府知事に報告する。 

さらに、避難のための立退きを指示しようとする場合等において、必要があると

認めるときは、指定行政機関の長・指定地方行政機関の長・府知事に対し、指示に

関する事項について、助言を求めることとし、迅速に対応できるよう、あらかじめ
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連絡調整窓口、連絡の方法を取り決め、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な

準備を整えておく。 

また、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時における優先す

べき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全

庁をあげた体制の構築に努める。 

助言を求められた指定行政機関の長・指定地方行政機関の長・府知事は、避難指

示の対象地域、判断時期等、所掌事務に関し、必要な助言を行う。 

これら避難指示等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

府知事は、市が事務の全部又は大部分の事務を行うことができなくなった時は、

避難のための立退きの指示に関する措置の全部又は一部を市長に代わって行う。（災

害対策基本法第60条） 

イ 知事又はその命を受けた職員は、洪水、雨水出水、地すべりにより著しい危険が

切迫していると認められるときは、避難のための立退きを指示する。（水防法第29

条、地すべり等防止法第25条） 

ウ 警察官は、市長による避難の指示ができないと認めるとき、又は、市長から要求

があったときは、避難のための立退きを指示する。（災害対策基本法第61条） 

エ 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害の状況により特に急を要する場合

で、警察官がその現場にいない場合に限り、避難等の措置を講ずる。（自衛隊法第

94条） 

オ 市長は、洪水、雨水出水により著しい危険が切迫していると認められるときは、

避難のための立退きを指示する。（水防法第29条） 

カ 市長は、避難のための立退きを指示する場合等において、その通信のため特別の

必要があるときは、電気通信設備を優先的に利用し、又はインターネットを利用し

た情報の提供を行うことを当該事業者等に求める。 

キ 市長は、避難行動要支援者の個別避難計画等に基づき、避難行動要支援者への避

難指示や避難支援を実施する。 

(2) 「高齢者等避難」の発令・伝達 

市長は、要配慮者については、避難行動に時間を要することを踏まえ、「避難情報に

関するガイドライン」等に基づき、「高齢者等避難」を発令・伝達する。また、高齢者

等以外の者に対して、必要に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや自主的な避

難を呼びかける必要がある。 

(3) 避難情報の区分と基準 

ア 避難情報の区分 

避難情報の区分は次のとおりである。 
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表 避難情報の区分 

警戒 

レベル 
居住者等がとるべき行動 

行動を居住者等に 

促す情報 

居住者等が自ら行動をとる際の 

判断の参考となる情報 

（警戒レベル相当情報） 

警戒レベル１ 

災害への心構えを高める 

・防災気象情報等の最新情報に注意する

等、災害への心構えを高める。 

早期注意情報 

（気象庁が発表） 
 

警戒レベル２ 

自らの避難行動を確認 

・ハザードマップ等により自宅・施設等

の災害リスク、指定緊急避難場所や避

難経路、避難のタイミング等を再確認

するとともに、避難情報の把握手段を

再確認・注意するなど、避難に備え自

らの避難行動を確認。 

大雨注意報 

洪水注意報 

（気象庁が発表） 

・氾濫注意情報 

・洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布）（注意） 

・土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布）（注

意） 

・土砂災害危険度情報（注意） 

警戒レベル３ 

危険な場所から高齢者等は避難 

・高齢者等※は危険な場所から避難（立

退き避難又は屋内安全確保）する。 

※避難を完了させるのに時間を要する在

宅又は施設利用者の高齢者及び障がい

のある人等、及びその人の避難を支援

する者 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤

等の外出を控えるなど普段の行動を見

合わせ始めたり、避難の準備をした

り、自主的に避難するタイミングであ

る。例えば、地域の状況に応じ、早め

の避難が望ましい場所の居住者等は、

このタイミングで自主的に避難するこ

とが望ましい。 

高齢者等避難 

（市長が発令） 

・氾濫警戒情報 

・洪水警報 

・洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布）（警戒） 

・大雨警報（土砂災害） 

・土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布）（警

戒） 

・土砂災害危険度情報（警戒） 

警戒レベル４ 

危険な場所から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は

屋内安全確保）する。 

避難指示 

（市長が発令） 

・氾濫危険情報 

・洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布）（危険） 

・土砂災害警戒情報 

・土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布）（危

険） 

・土砂災害危険度情報（危険） 

警戒レベル５ 

命の危険 直ちに安全確保 

・指定緊急避難場所等への立退き避難するこ

とがかえって危険である場合、緊急安全確

保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動

を安全にとることができるとは限らず、ま

た本行動をとったとしても身の安全を確保

できるとは限らない。 

緊急安全確保 

（市長が発令） 

・氾濫発生情報 

・洪水キキクル（洪水警報の危

険度分布）（災害切迫） 

・大雨特別警報（浸水害） 

・大雨特別警報（土砂災害） 

・土砂キキクル（大雨警報（土

砂災害）の危険度分布）（災

害切迫） 

・浸水キキクル（大雨警報（浸

水害）の危険度分布）（災害

切迫） 

注１ 市長は、居住者等に対して避難指示等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、高齢者

等避難、避難指示及び緊急安全確保を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯の発令に

努める。 

注２ 市長が発令する避難指示等は、市長が総合的に判断して発令するものであることから、警戒レベル相当情報が出さ

れたとしても発令しないことがある。 

イ 避難情報の基準 

避難指示等の避難情報は、次の状況が認められるときを基準として発令する。 

(ｱ) 火災等の災害拡大により、市民の生命に危険が認められるとき 

(ｲ) がけ崩れ等の地変が発生し、又は発生するおそれがあり、付近住民に生命の危険が

認められるとき 

(ｳ) 洪水及び土砂災害に関し、別に定める数値基準等に達し、河川管理者等からの情報

（水位上昇速度、雨量状況等）を考慮して必要と認められるとき 
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(ｴ) 有毒ガス等の危険物質が流出拡散し、又はそのおそれがあり、市民の生命に危険が

認められるとき 

(ｵ) その他災害の状況により、本部長（市長）が必要と認めるとき 

 

表 避難情報（高齢者等避難・避難指示・緊急安全確保）の発令基準（洪水・土砂災害の

数値基準等） 

区分 洪水時 土砂災害時 

高齢者等避

難 

１.安威川太田橋・千歳橋、茨木川幣

久良橋、大正川生駒橋、女瀬川天堂

橋、淀川枚方観測所のいずれかで避

難判断水位を超え、さらに上昇が見

込まれるとき 

 

２.市長が必要と判断したとき 

・大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ

土砂災害の危険度分布が警戒レベルに達

したとき 

避難指示 １.安威川太田橋・千歳橋、茨木川幣

久良橋、大正川生駒橋、女瀬川天堂

橋、淀川枚方観測所のいずれかで氾

濫危険水位を超え、さらに上昇が見

込まれるとき 

 

２.異常な自然現象等による人的被害

発生予想により市長が必要と判断し

たとき 

・土砂災害警戒情報が発表されたとき 

緊急安全確

保 

【災害発生状況】 

破堤、氾濫が発生したとき 

【災害発生状況】 

土砂災害が発生したとき 

 

(4) 洪水、土砂災害による避難準備の指示 

ア 市長は、河川及びため池で警戒水位に達し、洪水により被害が発生するおそれが

ある場合は、その必要な地域の住民に対し、広報車等により避難の準備を指示す

る。 

イ 市長は、土砂災害警戒区域において、「避難情報判断・伝達マニュアル」等に定

める基準を超過した場合に、広報車等により市民に避難の準備を広報する。 

(5) 避難住民への周知 

市長は、避難指示等を行う住民に対して、避難先、避難経路、避難理由、避難指示

等の実施責任者等を明示し、広報車、Ｌアラート（災害情報共有システム）、携帯メー

ル、緊急速報メール、インターネット等により周知徹底を図る。 

また、市及び府、事業者は、避難者等のニーズを十分把握するとともに相互に連絡をとり

あい、放送事業者を含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提

供できるように努める。 
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ア 伝達・周知 

(ｱ) 避難準備信号 

          ｻｲﾚﾝ5秒       ｻｲﾚﾝ5秒       ｻｲﾚﾝ5秒 

     サイレン     (休止15秒)     (休止15秒)     (休止15秒) 

 

(ｲ) 避難信号 

          ｻｲﾚﾝ1分       ｻｲﾚﾝ1分       ｻｲﾚﾝ1分 

     サイレン     (休止５秒)     (休止５秒)     (休止５秒) 

 

(ｳ) 広報車による伝達 

市・府警察・市消防等の広報車により避難地区を巡回して周知する。 

(ｴ) 個別伝達 

避難が夜間かつ停電時の場合は、完全に周知徹底することが困難であるので、

自治会長、自主防災会長、消防団長に連絡し、関係住民に伝達する。 

(6) 避難者の誘導等 

ア 市 

避難誘導に当たっては、指定緊急避難場所、避難路、浸水想定区域、土砂災害

警戒区域等、災害の概要その他避難に資する情報の提供に努めるものとする。 

市民の避難誘導に際し、府警察の協力を得るとともに、自主防災組織や自治会、

赤十字奉仕団等の市民組織等と連携して、できるだけ集団避難を行い、特に避難

行動要支援者の確認と誘導に配慮する。 

イ 学校、病院等の施設管理者 

学校、病院、社会福祉施設等、多数の者が利用する施設の管理者は、施設内の

利用者等を安全に避難させるため、避難誘導を行う。 

ウ 避難路の確保 

市、府、府警察及び道路管理者は、市民の安全のために避難路の確保に努める。 

エ 避難準備の注意事項 

(ｱ) 避難時の戸締まりを行う 

(ｲ) 火気・危険物等の始末を完全に行う 

(ｳ) 非常持ち出し品は、必要最小限度にとどめる 

(ｴ) 家屋補強、家財道具を高い所に移動する 

(ｵ) 服装は軽装とし、履き慣れた靴で避難する 

(ｶ) 洪水のときは、ロープ等で結びあって流されないようにする 

(7) 広域避難 

ア 府内市町村間の広域避難の協議等 

市は、災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、当該市の区域外への広域的な

避難、指定福祉避難所を含む指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であ

ると判断した場合において、府内の他の市町村への受入れについては当該市町村

に直接協議する。指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際には、併せて広

域避難の用にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受
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け入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

イ 都道府県外の広域避難の協議等 

市は、他府県の市町村への受入れについては府に対し他府県との協議を求める

ほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、府知事に報告した上で、自ら

他府県の市町村に協議することができる。 

府は、市町村から協議要求があった場合、他府県と協議を行うとともに、市町

村から求めがあった場合は適切な助言を行う。 

(8) 警戒区域の設定 

災害時における市民の生命又は身体に対する危険を防止するため、特に必要がある

と認める場合は、警戒区域を設定し当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、

又は当該区域からの退去を命じることができる。 

洪水の場合は、水害・土砂災害ハザードマップに示される浸水想定区域を基準にし

て警戒区域を設定する。 

ア 設定者 

(ｱ) 市長は、市民の生命、身体に対する危険を防止するため特に必要があると認めると

きは、警戒区域を設定する。（災害対策基本法第63条） 

(ｲ) 知事は、市が全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは市長が

実施すべきこの応急対策の全部又は一部を代行する。（災害対策基本法第73条） 

(ｳ) 警察官は、市長（権限の委任を受けた市の職員を含む）が現場にいないとき、又は

市長から要請があったときは警戒区域を設定する。（災害対策基本法第63条） 

(ｴ) 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、市長その他職権を行うことができる者が

その場にいない場合に限り、警戒区域を設定する。（災害対策基本法第63条） 

(ｵ) 水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、水防上緊急の必要がある場所にお

いては、警戒区域を設定する。（水防法第21条） 

イ 規制の内容 

市長等は、警戒区域を設定したとき退去の確認又は立入り禁止の措置を講じる

とともに、府警察の協力を得て、可能な限り防犯・防火のためのパトロールを実

施する。 

(9) 公用負担 

市長は、市域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において

応急措置を実施するため、緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるところに

より、市域内の私有の土地・建物・その他の工作物を一時使用し、又は土石・竹木・

その他の物件を使用し若しくは収用する。 

代行権者…警察官（災害対策基本法第64条第７項） 

ア 前項の措置をとったときは、土地・建物の占有者等に対して、当該土地建物等の

名称・種類等を通知する。 

イ 応急措置を実施するため必要があると認めるときは、現場の災害を受けた工作物

又は物件で当該措置の実施の支障となるものの除去その他必要な措置をとる。 

ウ 工作物等を除去したときは、これを保管するとともに、当該工作物等の名称・種
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類を公示する。 

(10) 住民等に対する従事命令等 

市長は、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、市域内の住民

又は当該応急措置を実施すべき現場にある者を当該応急措置の業務に従事させる。（災

害対策基本法第65条第１項） 

代行権者…警察官（災害対策基本法第65条第２項） 

なお、従事命令を発したときは、当該応急措置の実施に応じた者の人員・氏名を把

握する。 

(11) 被災者の運送 

府は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者で

ある指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人並びに運送すべき場所

及び期日を示して、被災者の運送を要請する。 

また、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が無く、

要請に応じないときは、被災者の保護の実施のために特に必要があるときに限り、当

該機関に対し、当該運送を行うべきことを指示する。 

 

２ 指定避難所の開設・運営 
市は、災害が発生したとき、指定避難所を開設し、居住の確保、食糧、衣料、医薬品、

保健医療サービスの提供、生活環境の整備に必要な措置を講ずるとともに、指定避難所

に避難することができない被災者に対しても、食糧等必要な物資の配布、保健師等によ

る巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情報の伝達等により、生活環

境の確保が図られるよう努める。 

市は、施設の確保や避難者の移送等について府へ支援を要請する。 

(1) 指定避難所の開設 

ア 指定避難所 

災害の規模にかんがみ、必要な避難所を可能な限り当初から開設するよう努める。

ただし、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国等が所有する研修

施設やホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、ホームペ

ージやアプリケーション等の多様な手段を活用して周知するよう努める。 

市長等が避難指示等を行った場合、市は、施設管理者や地域住民の協力を得て指

定避難所を開設するとともに、市長は、直ちに職員を避難所要員として指定避難所

に派遣し、避難者の把握と避難所運営の準備を行う。また、必要に応じて、福祉避

難所を開設するものとする。 

指定避難所の受入れ能力を超える避難者が生じた場合は、宿泊施設、民間施設の

管理者等関係機関に要請するなど、必要な施設の確保を図る。 

市は、避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するとともに、

避難行動要支援者に配慮し、被災地以外の地域にあるものも含め、旅館・ホテル等

を実質的に福祉避難所として開設するよう努める。 

指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶によ
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る孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域における指定避難所の開設の適否を検討し、

必要に応じて避難所を指定する。 

また、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避難所

の開設状況等を適切に府に報告するよう努めるものとする。 

併せて、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、ホー

ムページ等の手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努める。 

イ 開設の時期 

(ｱ) 災害発生により、被災者の避難を必要と認めるとき 

(ｲ) 災害発生のおそれがあり、避難情報が出されたとき 

(ｳ) 緊急を要する自主的な避難要請があったとき 

(ｴ) その他必要と認めるとき 

ウ 要配慮高齢者・障害者等のための福祉避難所等 

市は指定避難所と同様に、施設管理者や地域住民の協力を得て、災害発生後、福

祉避難所として使用する施設の安全状況を確認し、被災により、居宅、指定避難所

等では生活できない要配慮者の受入れができる体制を構築する。 

市及び府は、被災により、居宅、指定避難所等では生活できない要配慮者につい

ては、本人の意思を尊重した上で、福祉避難所への避難及び社会福祉施設等への緊

急一時入所を迅速かつ円滑に行う。社会福祉施設等は、施設の機能を維持しつつ、

可能な限り受け入れるよう努め、入所者が安心して生活を送れるよう、支援を行う。 

(ｱ) 指定福祉避難所 

特に配慮が必要な高齢者や障害者など特定の受入対象者を滞在させることを想

定して市が予め指定した施設。 

(ｲ) 福祉避難施設 

「大規模災害に伴う避難施設の設置運営に関する協定」に基づいて、茨木市高

齢者サービス事業所連絡会及び茨木市障害福祉サービス事業所連絡会が災害時に

要配慮者の受入れを行う施設として登録した施設。なお、災害時の避難者の状況

に応じて順次開設する。 

(ｳ) 福祉避難所等での要配慮者への支援 

(a) スロープ等設備の設置 

(b) 生活必需品等の物資や機材の提供 

(c) ケアサービスの提供 

(d) 避難所での情報提供 

(e) 生活相談員等の配置 

エ 関係機関への報告 

指定避難所を開設したときは、直ちに市本部を通じて避難所開設の状況（開設の

日時、場所、施設名、受入れ状況等）を府知事及び茨木警察署長に対して報告する。 

また、避難所要員は、避難者名簿、開設日誌、物品出納簿等を記録し、定められ

た時間ごとに市本部へ報告する。 
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(2) 指定避難所の管理・運営 

ア 避難受入れの対象者 

災害により、現に被害を受け又は被害を受けるおそれのある者で避難を必要とす

る者。 

(ｱ) 災害により現に被害を受けた者 

・住家が被害を受け、居住の場所を失った者 

・現に災害に遭遇し、速やかに避難しなければならない者 

(ｲ) 災害により現に被害を受けるおそれがある者 

・避難情報が発せられた対象地域の市民等 

・避難情報が発せられた対象地域の市民等ではないが、緊急に避難を要する者 

・その他避難が必要と認められている場合 

イ 指定避難所の管理・運営 

(ｱ) 避難所要員が到着するまでは、施設管理者が管理する。 

(ｲ) 指定避難所責任者は、当初は避難所要員があたり、その後避難所・市民相談班が総

合調整を行い、各部に引き継ぐ。 

(ｳ) 避難所要員及び避難所・市民相談班は、市民、自主防災組織、ボランティア及び防

災関係機関の協力を得て、指定避難所の管理・運営を行う。なお、避難生活が長期に

わたることが予想される場合には、避難者による自主運営の推進を図るとともに、民

間事業者等への外部委託を活用する。 

(ｴ) 指定避難所の円滑な運営管理のために指定避難所に派遣した避難所要員は、指定

避難所の自治組織の結成を促し、避難者が互いに助け合う自主的な避難生活が行える

よう支援する。 

(ｵ) 指定避難所に指定されている学校は、生徒の安全確保及び学校の早期再開に努める

が、指定避難所開設当初においては、教員は可能な範囲で指定避難所の運営に協力す

るものとする。 

(ｶ) 浸水想定区域内の洪水時避難所は、浸水による孤立化に備えて、携帯電話、無線機、

食糧等を用意する。 

【運営の留意事項】 

・指定避難所ごとにそこに受入れされている避難者に係る情報の早期把握及び

自宅、テント、車、その他指定避難所外で生活している避難者等に係る情報

の把握並びにこれらの情報の府への報告 

・混乱防止のための避難者心得の掲示 

・応急対策の実施状況・予定等の情報の掲示 

・生活環境への配慮を行い、常に良好なものとするため、食事供与の状況、ト

イレの設置状況等の把握 

・食物アレルギーを有する者のニーズの把握等、食物アレルギーに配慮した食

料の確保 

・避難行動要支援者への配慮 

・避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、簡易ベッド、パー
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ティション等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、

医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、ごみ処理の状

況など指定避難所の衛生環境の把握と医師や看護師等による避難者の健康状

態の把握に努め、必要な措置の実施 

・多言語支援が必要な避難者情報の収集及び当該避難者に対する言語、生活習

慣、文化等の違いへの配慮 

・相談窓口の設置（女性相談員の配置に配慮する。） 

・高齢者、障害者、乳幼児、児童等の要配慮者への配慮 

・避難者の住民票の有無等に関わらず適切に受け入れること 

・家庭動物のためのスペース確保及び動物飼養者の周辺への配慮を徹底すると

ともに、獣医師や動物取扱業者等の民間団体から必要な支援が受けられるよう、

連携に努めること 

・正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布，清掃等については、避難者、住

民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有したＮＰＯ・ボランティ

ア等の外部支援者等の協力が得られるよう努めること 

・各避難所の運営者を含めた避難所の良好な生活環境の継続的な確保のための

専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換の実施 

・指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避

難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避

難所レイアウト等の必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等が

指定避難所に避難する可能性を考慮し、指揮調整班は、医療衛生対策班や避

難所・市民相談班と避難所の運営に必要な情報について協議の上、共有する

ものとする。 

また、市は、指定避難所の運営における女性の参画を推進するため、指定避難

所運営組織に女性を加えるとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点に配

慮するものとする。特に女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、

女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等に

よる指定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮し

た指定避難所の運営に努める。 

さらに、女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性用

と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜

問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶにつ

いての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女性や子ども等の安全に配慮

するよう努める。また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相

談窓口情報の提供を行うよう努める。 

ウ 指定避難所の集約及び閉鎖 

(ｱ) 災害復旧状況や避難者の状況を勘案し、避難者が帰宅できる状態となったと認める

ときは、指定避難所の統合・集約又は避難所の閉鎖を決定し、指定避難所責任者に必

要な指示を行う。 
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(ｲ) 指定避難所責任者は、市本部の指示により避難者を帰宅させるほか、必要な措置を

とる。 

(ｳ) 市は、避難者のなかにその住居が浸水、倒壊等により帰宅が困難な人がある場合に

ついては、避難所を縮小して存続させる等の措置をとる。指定避難所の統合・集約を

行う場合は、避難者の生活拠点、避難者数、被災者の態様や地域の福祉的な支援体制

等を総合的に考慮したうえで、統合・集約する指定避難所を決定する。なお、統合・

集約する指定避難所の決定にあたっては、良好な生活環境の確保に適した施設を優先

し、施設の平常利用の妨げにならないよう配慮する。 

(3) 指定避難所の早期解消のための取組み等 

市は、府と十分に連携し、避難者の健全な居住環境の早期確保のために、応急仮設

住宅の迅速な提供、及び公営住宅や民間賃貸住宅の空き家等利用可能な既存住宅のあ

っせんを行うなど、指定避難所の早期解消に努める。 

また、市は、被災宅地危険度判定を迅速に実施し、必要に応じて、住宅事業者の団

体と連携し、被災しながらも応急対策をすれば居住を継続できる住宅の応急修繕を推

進するとともに、自宅に戻った被災者への物資の安定供給等に努める。 

なお、市、府、関係機関が連携して、より効率的・効果的な応急対策に取り組める

よう、また、指定避難所に避難する被災者が早期に日常生活を取り戻せるよう方策を

検討し、実施する。 
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第２節 福祉活動 
１ 避難行動要支援者の被災状況の把握 
(1) 避難行動要支援者の安否確認・避難誘導及び被災状況の把握 

市は、発災時等においては、避難行動要支援者名簿を効果的に利用し、国が示す指

針を踏まえ、自治会、民生委員・児童委員、地域住民、市社会福祉協議会等の協力を

得て避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否確認等が行われるように努める

とともに、被災状況の把握に努める。 

また、被災により保護者を失う等の要配慮児童の早期発見、保護に努める。 

個別避難計画が策定されている避難行動要支援者の安否確認では、個別避難計画等

に基づき、避難支援等関係者と連携し、安否確認及び避難誘導の支援を行う。 

(2) 医療・福祉・介護ニーズの把握 

被災した避難行動要支援者に対して、居宅、指定避難所及び応急仮設住宅等におい

て、支援活動や組織的な福祉サービスが提供できるよう民生委員・児童委員、保健所

等の関係機関と連携して医療・福祉・介護ニーズの把握に努める。 

 

２ 被災した避難行動要支援者への支援活動 
避難誘導、指定避難所での生活環境、応急仮設住宅への受入れに当たっては、避難行

動要支援者に十分配慮するものとする。特に指定避難所での健康状態の把握、福祉施設

職員等の応援体制、応急仮設住宅への優先的入居、高齢者、障害者向け応急仮設住宅の

設置等に努めるものとする。また、情報の提供についても、十分配慮する。 

また、府は避難所の設置を継続するような規模の災害が発生した場合、避難所の高齢

者、障害者等の生活機能の低下の防止等のため、被災市町村からの要請に基づき、必要

に応じて、大阪府災害派遣福祉チーム（大阪ＤＷＡＴ）を被災市町村へ派遣し、支援す

る。 

(1) 情報の伝達及び在宅福祉サービスの継続的提供 

被災した避難行動要支援者に対し、居宅、指定避難所及び応急仮設住宅等において、

必要な情報を伝達できる体制を民生委員・児童委員をはじめ地域住民や自主防災組織

等の協力を得て確保するとともに介護サービス、介護予防・生活支援サービス及び障

害福祉サービスがニーズに応じて、継続的に提供できるよう事業所サービス、地域包

括支援センター及び居宅介護支援を実施している事業者と連携する。 

(2) 福祉避難所等での受入れ 

被災した避難行動要支援者が、より安定した避難生活を送れるよう市が指定する福

祉避難所や災害協定に基づく福祉避難施設等での早期受入れに努める。 

(3) 避難行動要支援者の施設への緊急入所 

居宅、指定避難所等では生活できない避難行動要支援者については、本人及び家族

の意思を尊重したうえで、社会福祉施設等への緊急入所の対応を行う。 
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第３節 広域一時滞在 
市は、災害の規模、被災者の避難・受入れ状況、避難の長期化等に鑑み、市の区域外へ

の広域的な避難及び避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断した場合において、

府内の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への

受入れついては府に対し当該他の都道府県との協議を求める。 

府は、市から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとし、市の行政機

能が被災によって著しく低下した場合など、市からの要求を待ついとまがないと認められ

るときは、市の要求を待たないで、広域一時滞在のための協議を市に代わって行う。 

また、他の都道府県から被災住民の受入れの協議を受けた場合は、被災住民の受入れに

ついて、関係市町村長と協議を行う。協議を受けた市長は、正当な理由がある場合を除き、

被災住民を受け入れることとし、一時滞在の用に供するため、受け入れた被災住民に対し

公共施設等を提供する。 

市は、指定避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することについても定

めるなど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる施設をあらかじめ決定し

ておくよう努める。 
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第４節 災害時の警備 
１ 警察の任務 

茨木警察署は、市民の生命・身体及び財産を災害から保護するため、関係機関と緊密

な連携のもとに、各章に定める災害の予防・応急・復旧に伴う諸活動を実施して公共の

安全と秩序の維持にあたる。 

 

２ 警備体制 
茨木警察署は、災害が発生し、又は発生のおそれがある場合には、その災害規模に対

応した所要の警備体制をとる。 

(1) 警備本部の設置 

茨木警察署に警備本部を設置し、指揮体制を確立する。 

(2) 警備部隊の編成運用 

茨木警察署は、勤務中の警察職員及び非常参集者をもって警備部隊を編成配置する。 

なお、被害が甚大で茨木警察署の部隊で不足する場合には、府警察本部に応援部隊

を要請する。 

 

３ 警備措置 
(1) 事前の措置 

ア 危険箇所及び危険地域等の実態調査 

イ 予警報の伝達又は伝達協力 

ウ 自主防犯についての注意指導、警告広報 

エ その他関係機関が行う災害防ぎょ活動に対する援助協力 

(2) 災害発生時（後）の措置 

ア 避難誘導 

イ 被災者の救助救出 

ウ 交通規制及び緊急交通路の確保 

エ 検視活動 

オ 被害調査及び被害情報の収集 

カ 権利及び利害の錯綜による紛争事案の警戒 

キ 流言飛語の防止などの広報活動 

ク 関係機関の行う救助活動に対する援助協力 
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第７章 救助救急及び医療救護対策 
第１節 救助・救急対策 
災害のため生命・身体が現に危険な状態にある者又は生死不明の状態にある者に対して

は、応急措置及び医療機関への搬送並びに救助を行う。なお、救急・救助活動の詳細につ

いては、消防計画に定める。 

 

１ 救助方法 
(1) 行方不明者等の捜索 

消防対策部及び福祉・安否確認班は、茨木警察署や自衛隊の協力を得て行方不明者

等の捜索にあたるとともに、行方不明者等の情報収集を行う。 

また、被災の状況により、事業者や消防団、また、自治会等に協力を依頼するなど、

民間企業・団体や地域住民の応援を得て実施する。 

(2) 救助体制 

ア 災害対策本部設置中の救助活動については、消防、警察及び市民等の協力により

救助隊を編成し、救助に必要な資機材を投入し迅速な救助作業にあたるものとす

る。 

イ 市単独では救助作業が困難であり、かつ救助作業に必要な資機材等の調達を要す

るときは、府及び近隣市に応援を要請する。 

ウ 上記イで対応できない規模の災害が発生したときは、府を通じ、緊急消防援助隊

及び自衛隊に応援を要請する。 

(3) 発見者の通報 

救助の要する者を発見したときは、直ちに市長又は警察官(署)若しくは消防署員

(署)に通報する。 

(4) 救助方法 

ア 災害対策本部は、市消防及び茨木警察署と緊密な連絡を取り、必要に応じ他の機

関や民間の関係事業所等の協力により、救援車・救助工作車・重量物除去車や専門

機器等の応援を求め救助作業にあたる。 

イ 救助した負傷者は、直ちに救急車でその症状に適応した医療機関等へ搬送する。 

ウ 復旧作業との関連及び特殊機器を要する作業については、自衛隊の派遣を要請

し、その人員・器材等を活用する。 

 

２ 救急方法 
(1) 救急搬送にあたっては、負傷者の状況、医療救護所・病院等にいたる道路の状況を

把握し、迅速に搬送する。 

また、災害現場で救急処置を施す必要のある者が多数の場合、医療関係機関で構成

される医療救護班の出動等を要請する。 

(2) 現有の救急車両や人員で実施が困難な場合、近隣市町の消防機関や民間の関係事業

所等に応援を要請する。 
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(3) 負傷者を搬送する必要があるときは、府等の関係機関にヘリコプターの応援を要請

する。 
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第２節 医療救護活動 
市、府及び医療関係機関は、大阪府災害時医療救護マニュアル等に基づき、災害の状況

に応じ被災地域の内外を問わず、緊急医療及び助産の必要な被災者等のうち、災害のため

医療機関等が混乱し、適切な医療及び助産を受けることができなくなった者に対して、茨

木市医師会、茨木市歯科医師会、茨木市薬剤師会をはじめ、医療関係機関等により、救命

医療を最優先とする迅速かつ適切な医療救護活動（助産を含む。以下同じ。）を実施する。 

また、災害医療コーディネーター（災害時小児周産期リエゾンなどを含む）に対して適

宜助言及び支援を求める。 

 

１ 基本方針 
災害の規模が大きいほど、医療行為が遅延することとなるが、市は、災害医療協力病

院等の医療関係機関と密接な連携のもと、可能な限り短期間における被災傷病者等の収

容治療、重症患者の後方病院への転送を実施する。この際、効率的な負傷者救護のため

には、適切なトリアージを実施する必要がある。 

大規模な災害発生時には、平時の救急医療機能に準じ災害拠点病院、災害医療協力病

院を中心として、事前もしくは災害発生時に開設することを承諾した医療機関を、可能

な限り臨時指定医療救護所と位置づけ医療救護活動を行う。ただし、施設が被災もしく

は被災傷病者等多数により当該施設内での診療が不可能な場合は、位置づけた臨時指定

医療救護所以外の場所に医療救護所を設置もしくは指定避難所に併設する指定医療救護

所において医療救護活動を行う。さらに、既存の疾患の進行や災害神経症について、可

能な限り対応を行う。 

 

２ 災害医療情報の収集・提供 
(1) 市 

市は、茨木市医師会、茨木市歯科医師会、茨木市薬剤師会及び災害医療協力病院等

の協力を得て、人的被害、医療機関の被災状況及び活動状況並びに被災地の医療ニー

ズについて的確に把握する。 

また、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）及び府防災行政無線等を用い

て、災害に係る医療情報を速やかに府へ報告するとともに、可能な限り市民に対する

医療関連情報の提供に努める。 

(2) 府 

府は、市からの報告、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）又は大阪府救

急・災害医療情報システム及び府防災行政無線等を用いて、被災状況、医療機関の活

動状況、被災地の医療ニーズ、患者受入情報を一元的に把握し、速やかに市などの関

係機関及び府民に情報を提供する。また、必要に応じてライフライン事業者に対し被

災医療機関の情報提供を行い、復旧にかかる対策等を要請する。 
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３ 現地医療の確保 
(1) 医療救護班の編成・派遣 

市、府及び医療関係機関は、被災傷病者等の応急処置及び応急治療を行うため、災

害の状況に応じ速やかに医療救護班を編成し、市あるいは府の定める参集場所に派遣

する。 

なお、医療救護班は、原則として現地医療活動を行うために当座必要な資機材等を

携行する。 

ア 市 

市は、災害発生後、災害の状況に応じ速やかに医療救護所の開設を決定するとと

もに、医療救護班を編成・派遣し医療救護活動を実施する。また、必要に応じて、

府（大阪府茨木保健所）を通して医療救護班の応援派遣の要請を行うとともに、受

入れ窓口を設置し調整を行い、活動場所（医療救護所等）及び必要に応じた参集拠

点の確保を図る。 

市単独では十分対応できない程度の災害が発生した場合は、府（大阪府茨木保健

所）を通して日本赤十字社大阪府支部に医療救護班の派遣要請を行う。 

イ 府 

府は、市から要請があったとき、又は自ら必要と認めたときは、医療救護班を派

遣し医療救護活動を実施するとともに、医療関係機関に協力を要請する。また、必

要に応じて、国及び他府県に対しても医療救護班の応援派遣の要請を行うとともに、

受入れ窓口を設置し調整を行い、活動場所（医療機関・救護所・航空搬送拠点等）

及び必要に応じた参集拠点の確保を図る。 

また、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）に関しては、調整本部を設置し、必

要に応じて、国及びＤＰＡＴ事務局に対して他府県のＤＰＡＴの応援派遣の要請を

行うとともに、受入れ窓口を設置し、調整を行う。 

ウ 災害拠点病院等 

次の医療関係機関は、府の要請、又は自ら必要と認めたときは、医療救護班を編

成・派遣して医療救護活動を実施する。 

（医療関係機関） 

災害拠点病院、特定診療災害医療センター、市町村災害医療センター、独立行

政法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、日本赤十字社大阪

府支部、大阪府医師会、大阪府歯科医師会、大阪府薬剤師会、歯科系大学 

(2) 医療救護班の搬送 

ア 医療関係機関 

医療関係機関は、原則として、医療関係機関で所有する緊急車両等を活用し、移

動する。 

イ 市及び府 

医療関係機関が搬送手段を有しない場合は、市及び府が搬送手段を確保し、搬送

を行う。 
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(3) 救護所の開設・運営 

ア 市は、必要に応じて災害現場付近に応急救護所を設置し、開設・運営するととも

に、指定避難所に併設する指定医療救護所のほか、必要に応じて適当な場所に医療

救護所を設置し運営する（「４ 現地医療活動」参照）。 

イ 市は、事前もしくは災害発生時に医療機関の開設者から医療救護所を設置し開設

することについて承諾が得られた場合は、医療機関を臨時指定医療救護所として指

定する。 

ウ 第五管区海上保安本部は、可能な範囲で医師や看護師に対し、ヘリコプター搭載

型巡視船等に設けられた医務室を提供するほか、宿泊等の便宜を図る。 

(4) 医療救護班の受入れ・調整 

ア 市 

市は、派遣要請をした医療救護班の受入れ窓口を設置し、府（大阪府茨木保健所）

の支援・協力のもと救護所への配置調整を行う。 

イ 府 

府は、府内医療関係機関並びに国及び他府県へ派遣要請した医療救護班を受入れ、

市への派遣調整を行う。 

 

４ 現地医療活動 
(1) 市内医療機関による応急医療活動 

市内の被災を免れた災害医療協力病院（二次救急告示病院）、市内診療所等による応

急医療活動を実施する。 

(2) 応急救護所及び医療救護所の開設 

ア 応急救護所及び医療救護所の開設基準 

(ｱ) 現地医療機関が被災し、その医療機能が低下したため、現地医療機関だけでは対応

しきれないとき。 

(ｲ) 被災傷病者等が多数で、現地医療機関だけでは対応できないとき。 

(ｳ) 被災地付近に対応可能な医療機関が無く、被災地付近での対応が必要なとき。 

(ｴ) 被災地の医師が必要と認めたとき。 

(ｵ) その他、災害時医療対策本部が開設の必要があると認めたとき。 

イ 救護所の開設 

(ｱ) 医療救護所の開設場所は、アの開設基準に基づく市災害時医療対策本部の判断を踏

まえ、市災害対策本部が決定する。 

(ｲ) 応急救護所は、必要に応じて、災害現場付近に設置し開設する。 

(ｳ) 指定医療救護所は、表「指定医療救護所（災害用医薬品備蓄拠点）」のうちから必

要に応じて開設する。その他、対応が可能な医療機関を臨時指定医療救護所として指

定し開設する。 

(ｴ) 救護所の運営等は、救護所運営マニュアル等に基づき行う。ただし、運営マニュア

ル等に無い事項については、現地に派遣されている医療救護班等及び市災害時医療対

策本部が協議のうえ決定する。 
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(3) 救護所における現地医療活動 

ア 応急救護所における現場救急活動 

府等から派遣される医療救護班、災害拠点病院から派遣される緊急医療班等が、

市災害医療センター及び応急救護所で応急処置やトリアージ（負傷者の選別）等の

現地救急活動を行う。 

イ 医療救護所における臨時診療活動 

茨木市医師会等並びに医療救護所に指定された医療機関に所属する医療従事者及

びその職員により編成される診療科別医療班に加えて府等から派遣された診療科別

医療班等が、医療救護所において通常診療再開を視野に入れつつ、主に軽症患者に

対する医療活動や被災住民等の健康管理等を行う。なお、出動に当たっては、原則

として医療機関で所有する車両等を活用する。 

(4) 被災地域外からの医療救護班の派遣要請 

多数の死傷者が発生し、茨木市医師会所属の医療救護班と市内の災害医療協力病院

（二次救急告示病院）のみでは迅速な応急医療活動が困難と判断された場合には、府

（大阪府茨木保健所）を通して日本赤十字社大阪府支部等の医療関係機関に、医療救

護班の派遣を要請する。 

なお、医療救護班の受入れにあたっては、災害時医療対策本部が医療ボランティア

等の活用も含め、府（大阪府茨木保健所）の支援・協力のもと、配置調整を行う。ま

た、医療救護班が輸送手段を有しない場合は、市及び府が搬送手段を確保する。 

(5) 現地医療活動の継続 

府は、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）による活動と並行して、また、災害派遣医

療チーム（ＤＭＡＴ）活動の終了以降、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、日本

赤十字社、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、国立大

学病院、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看護協会、民間医療機関等からの医療

チーム派遣等の協力を得て、指定避難所等、救護所も含め、被災地における医療提供

体制の確保・継続を図るものとし、その調整に当たっては災害医療コーディネーター

（災害時小児周産期リエゾンなどを含む）を活用する。その際、医療チーム等の交代

により医療情報が断絶することのないよう、被災地における診療情報の引継ぎが適切

に実施されるよう努める。 

 

５ 後方医療活動 
災害拠点病院、特定診療災害医療センター及び災害医療協力病院は、被災地内の医療

機関や救護所では対応できない重症患者や、特殊な医療を要する患者等に対する後方医

療を実施する。なお、これらの患者の搬送については特に緊急を要するため、輸送手段

の優先的確保など特段の配慮を行う。 

市は、被災地域内の救護所や医療機関では対応できない患者が発生した場合や、病院

等が被災したため継続して医療の確保が困難な場合は、被災地以外の医療機関への受入

れを府に要請する。 
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(1) 患者搬送手段の確保 

患者を陸上搬送する場合は、災害時の緊急交通路を通行可能な救急車を原則として

使用する。また、緊急を要する場合は、府に要請しヘリコプターによる緊急搬送を行

うなど、救命医療を最優先とする搬送手段の確保を図る。 

(2) 受入れ病院の選定 

市は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）等で提供される患者受入情報

に基づき、特定の病院へ患者が集中しないよう振り分け調整し、関係機関が患者を搬

送する。 

(3) 災害医療機関の役割 

ア 災害拠点病院 

(ｱ) 基幹災害拠点病院 

災害医療に関して都道府県の中心的な役割を果たす基幹災害拠点病院は、下記

の地域災害拠点病院の活動に加え、患者の広域搬送にかかる地域災害拠点病院間

の調整及び府内のＤＭＡＴの派遣調整を行う。 

(ｲ) 地域災害拠点病院 

地域災害拠点病院は次の活動を行う。 

・24時間緊急対応により、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に

多発する救急患者の受入れと高度医療の提供 

・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）及び医療救護班の受入れや派遣及びこれ

に係る調整 

・地域の医療機関の情報収集と必要に応じた支援 

・患者及び医薬品等の広域搬送拠点としての活動及びこれにかかる地域医療

機関との調整 

・地域の医療機関への応急用医療資機材の貸出し等の支援 

イ 特定診療災害医療センター 

特定診療災害医療センターは、循環器疾患、消化器疾患、アレルギー疾患、小児

医療、精神疾患など専門診療を必要とする特定の疾病対策の拠点として主に次の活

動を行う。 

(ｱ) 疾病患者の受入れと高度な専門医療の提供 

(ｲ) 疾病患者に対応する医療機関間の調整 

(ｳ) 疾病患者に対応する医療機関等への支援 

(ｴ) 疾病に関する情報の収集及び提供 

ウ 災害医療協力病院 

平時の救急医療機能に準じ、救急要請等により転搬送もしくは直接来院した中等

症患者及び軽症患者への医療を提供する。 

エ 市災害医療センター 

市災害医療センターは、主に入院を要する中等症患者の受入れ・集約拠点であり、

災害時の医療情報の集約並びに応援部隊の活動拠点として、災害時の医療情報の把

握・分析・評価及び医療救護班等の応援部隊の受入れを行う。 
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オ 医療救護所 

医療救護所は、指定避難所等に併設される指定医療救護所のほか、状況に応じ医

療機関（臨時指定医療救護所）を指定するものとし、災害発生直後から中長期間に

わたって、通常診療再開を視野に入れつつ、主に軽症患者に対する医療活動や被災

住民等の健康管理等を行う。 

 

６ 医薬品等の確保 
(1) 市 

ア 災害時の医薬品等の確保は、保健医療センター及び市内10か所の指定医療救護所

の医薬品等備蓄により対応するとともに、市内の医療関係機関に対しても協力を要

請する。 

イ 茨木医薬品備蓄センターで医療用備蓄を行っている茨木市薬剤師会と連携して確

保する。 

ウ 府備蓄センターに必要医薬品等の支援を要請する。 

エ 医療の救援物資については、保健医療センターに集積し、医療機関等に供給す

る。なお、医薬品等の物資の受入れ、輸送等の供給方法等については別に定める。 

(2) 府 

府は、市から要請があった場合、又は自ら必要と認めたときは、医療関係機関及び

医薬品等関係団体の協力を得て、医療救護活動に必要な医薬品、医療用資機材の調達、

供給活動を実施する。また、必要に応じて、国及び他府県に対しても医薬品等の応援

要請を行うとともに、受入窓口を設置し調整を行う。 

(3) 日本赤十字社大阪府支部 

日本赤十字社大阪府支部は、他府県支部に応援を要請し、血液製剤の供給活動を実

施する。 

 

７ 個別疾患等対策 
市は、専門医療が必要となる人工透析、難病等の患者に対して、府及び医療関係機関

と協力して継続して医療が受けられるように努める。 

 

８ 市民への周知 
市は、トリアージについて、市民の理解を図るため周知する。 
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第８章 交通輸送対策 
第１節 交通規制・緊急輸送活動 
市、府をはじめ防災関係機関は、救助・救急、水防、医療並びに緊急物資の供給を迅速

かつ的確に実施するための緊急輸送活動に努める。 

茨木警察署及び道路管理者は、災害が発生した場合、又は災害がまさに発生しようとす

る場合において、災害応急活動に必要な交通規制を実施する。 

 

１ 緊急交通路の確保及び交通規制の実施 
(1) 被害情報等の収集及び緊急交通路の指定 

市、府、府警察及び道路管理者は、連携して災害の規模、道路の損壊状況、交通状

況等について、迅速かつ正確な情報収集に努め、その結果を相互に連絡する。 

特に、緊急交通路に選定されている「重点14路線」及び高速自動車国道等に対して

は、緊急交通路の指定に向けた道路状況の確認を行うとともに、府警察は、交通規制

の実施に伴う道路管理者との連絡・調整を行う。 

(2) 緊急交通路の指定に係る各関係機関の役割 

府警察は、災害応急対策を迅速かつ的確に行うため、前記重点14路線以外の路線に

おいて緊急交通路を指定する必要がある場合には、市、府、道路管理者と協議し、被

災地の状況、道路の状況、緊急輸送活動等を考慮して、緊急通行車両等の通行を確保

すべき緊急交通路を選定する。府公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止

等を行う必要があるときは、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するため

の区間の指定、放置車両や立ち往生車両等の移動等について要請する。 

市、府、府警察及び道路管理者は、当該緊急交通路について必要な措置を講じ、そ

の結果を相互に連絡する。 

ア 市、府、道路管理者 

(ｱ) 点検 

使用可能な緊急交通路を把握するため、自転車やバイク等の多様な移動手段の

活用による現地調査の実施により早急に、道路施設の被害状況及び安全性の点検

を行い、その結果を府及び府警察に連絡する。 

(ｲ) 通行規制 

道路管理者は道路の破損、欠損等により交通が危険であると認められる場合、

あるいは被災道路の応急復旧等の措置を講ずる必要がある場合には、府警察と協

議し、区間を定めて、道路の通行を禁止し、又は制限する。 

(ｳ) 道路啓開等 

道路上の倒壊障害物の除去、移動や、放置車両の移動を、民間建設業者等の協

力を得て実施し、早期の道路啓開に努める。作業にあたっては、府警察、他の道

路管理者と相互に協力する。 

なお、道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通

行車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移
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動の命令を行う。運転者がいない場合等においては、道路管理者は、自ら車両の

移動等を行う。 

イ 府警察 

(ｱ) 交通管制 

被災区域への車両の流入抑制及び緊急交通路を確保するための信号制御等の交

通管制を行う。 

(ｲ) 緊急交通路における交通規制の実施 

「重点14路線」及び高速自動車国道等に対する緊急交通路の指定を実施し、緊

急通行車両等以外の車両に対する通行禁止の交通規制を実施する。 

(3) 災害時の踏切長時間遮断に係る緊急車両の運行に関する対応 

鉄軌道事業者及び道路管理者は、緊急交通路上等の踏切道について、遮断状況の情

報共有を行い、関係者間で合意した優先開放(注)する踏切道について、踏切道の点検、

接続道路の啓開、踏切遮断の解消を行い、緊急車両の円滑な通行の確保に努める。 

(注) 優先開放とは「運転再開が一定時間見込めないなど緊急自動車の通行に支障を

及ぼすおそれが生じた場合に、開放される前までは一定時間迂回対応が生じるも

のの、開放が困難な場合を除き、他の踏切と比べ優先的に開放すること」を言う。 

(4) 近畿地方整備局の対応 

被災地域の安定的な人流・物流機能の確保のため、地方公共団体、公共交通事業者、

有識者等と連携し、災害時に交通量抑制の呼びかけや広域迂回への誘導、代替輸送手

段の確保や道路の混雑対策等を統括的かつ速やかに実施できる体制を構築するものと

する。 

(5) 警察官、自衛官及び消防職員による措置命令 

警察官は、通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両等の通行の

妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあると認め

るときは、車両その他の物件の所有者等に対して緊急通行車両等の円滑な通行を確保

するため必要な措置を命ずる。 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官及び消防職員は、警察官がその場にいない場

合に限り、自衛隊用緊急通行車両等及び消防用緊急車両の通行のため、同様の措置を

講ずる。 

(6) 交通規制の標識等の設置 

府警察及び道路管理者は、車両の通行を禁止し、又は制限する措置を講じた場合は、

緊急の場合を除き、規制の対象、期間等を表示した標識等を設置する。 

 

２ 緊急交通路の周知 
市、府、府警察及び道路管理者は、報道機関等を通じて、消防機関、医療機関、自衛

隊、交通関係事業者、ライフライン事業者など緊急輸送活動に係る関係機関等に対して、

交通規制の状況を連絡するとともに、緊急交通路への一般車両の進入を防止し、緊急交

通路の機能を十分に発揮させるため、市民への周知を行う。 
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３ 緊急通行車両等の確認 
府公安委員会が災害対策基本法第76条第１項に基づく通行の禁止又は制限を行った場

合は、府及び府公安委員会は、同法施行令第33条の規定により、緊急通行車両等である

ことの確認を行い、当該車両の使用者に対して標章及び証明書を交付する。 

なお、府公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うため必要がある

ときは、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指定、放置車

両や立ち往生車両等の移動等について要請する。 

 

４ 輸送手段の確保 
市は、公用車及び応援車の活用及び、必要に応じて日本通運株式会社（大阪支店）、

一般社団法人大阪府トラック協会などの運送事業者の協力により、輸送手段を確保し、

応急輸送活動を行う。 

府は、府警察、自衛隊、並びに日本通運株式会社、一般社団法人大阪府トラック協会

及び赤帽大阪府軽自動車運送協同組合などの運送事業者の協力を得て、緊急輸送活動を

行う。 

 

５ 輸送基地の確保 
(1) 陸上輸送基地に選定された施設の管理者は、施設及びその周辺の被害状況や施設の

利用可能状況を把握し、府に報告する。 

(2) 施設管理者は、輸送活動の支障となる障害物の除去に指定避難所までの輸送手段を

含めた体制が速やかに確保できるよう努める。 

(3) 府は、被災地の状況、道路の状況、緊急輸送活動等を考慮して、適切な輸送基地を

指定し、施設の管理者、府警察、自衛隊、一般社団法人大阪府トラック協会、赤帽大

阪府軽自動車運送協同組合及び一般社団法人大阪バス協会など運送業者に連絡する。 

 

６ 高速道路等が緊急交通路等に指定された場合の措置 
災害対策基本法又はその他の関係法令の規定に基づき、高速道路が関係機関から緊急

交通路に指定されたときは、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社又は大阪

府道路公社はこれに対処すべき必要な措置を行い、道路交通の確保に協力するものとす

る。この場合において、料金を徴収しない車両の取扱い等、料金収受業務に関し、適切

な措置を講ずるものとする。 

 

７ 重要物流道路等における道路啓開等の支援 
国は、迅速な救急救命活動や緊急支援物資の輸送などを支えるため、地方管理道路に

おいて、道路啓開や災害復旧を代行できる制度を活用し支援を行う。 

 

８ 航空輸送 
状況に応じ、陸上輸送を補完する活動として、航空輸送を行う。 

(1) 輸送基地の確保 
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ア 府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、大阪航空局、新関西国際

空港株式会社、自衛隊の協力を得て、空港及び航空機の利用可能状況を把握する。 

イ 市は、災害時用臨時ヘリポートにおける障害物の有無等、利用可能状況を把握

し、府に報告する。 

ウ 市及び府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、自衛隊と協議し、

開設するヘリポートを指定する。 

(2) 輸送手段の確保 

市及び府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、自衛隊の協力を得て、

緊急輸送活動を行う。 
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緊急通行車両以外の車両通行止標示 

 

 

備 考 

１ 色彩は、文字、縁線及び区分線は青色、斜 

めの帯及びわくを赤色、地を白地とする。 

 

２ 縁線及び区分線の太さは、１センチメート 

ルとする。 

 

３ 図示の長さの単位はセンチメートルとする。 

 

４ 道路の形状又は交通の状況により特別の必 

要がある場合にあっては、図示の寸法の２倍 

まで拡大し、又は図示の寸法の２分の１まで 

縮小することができる。 

 

 

 

緊急通行車両標章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

１ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」、

「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及び日を表示する部

分を白色、地を銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 
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第２節 交通の維持復旧 
鉄軌道、道路施設の管理者は、迅速な初動対応と利用者の安全確保のための対策を講ず

るとともに、都市機能を確保するために、速やかに交通機能の維持・回復に努める。 

 

１ 交通の安全確保 
(1) 被害状況の報告 

各施設管理者は、速やかに施設の被害状況を調査し、被害が生じた場合は、その状

況を市及び府に報告する。 

(2) 各施設管理者における対応 

ア 鉄軌道施設（西日本旅客鉄道株式会社、阪急電鉄株式会社、大阪モノレール株式

会社） 

(ｱ) 負傷者には、応急救護の措置を講ずるとともに、必要に応じて、消防、警察、海上

保安監部署及び海上保安航空基地に通報し、出動の要請を行う。 

(ｲ) 乗客の混乱を防止するため、適切な車内放送及び駅構内放送を行うとともに、状況

に応じて、安全な場所への避難誘導を行う。 

イ 道路施設（市、府、近畿地方整備局、西日本高速道路株式会社） 

(ｱ) 負傷者には、応急救護の措置を講ずるとともに、必要に応じて消防、警察に通報し、

出動の要請を行う。 

(ｲ) 交通の混乱を防止するため、通行車両の迂回路への誘導等適切な措置を講ずる。 

 

２ 交通の機能確保 
(1) 障害物の除去 

各施設管理者は交通の支障となる障害物を除去し、除去した障害物については、各

施設管理者が責任をもって廃棄又は保管の措置をとる。 

(2) 各施設管理者における復旧 

ア 鉄軌道施設 

(ｱ) 線路、保安施設、通信施設など列車運行上重要な施設を優先して応急復旧を行うと

ともに、被害状況、緊急性、復旧の難易度などを考慮し、段階的な応急復旧を行う。 

(ｲ) 被害状況によっては、他の鉄軌道管理者からの応援を受ける。 

(ｳ) 運行状況、復旧状況、今後の見通しを関係機関に連絡するとともに、報道機関を通

じ広報する。 

イ 道路施設 

(ｱ) 被害状況、緊急性、復旧の難易度などを考慮し、緊急交通路を優先して応急復旧を

行うとともに、順次その他の道路の応急復旧を行う。なお、橋梁、トンネルなど復旧

に時間を要する箇所を含む道路は、代替道路の確保に努める。自動車専用道路は、速

やかに復旧させるよう部分開通するための段階的な応急復旧を行う。 

(ｲ) 被害状況によっては、他の道路管理者からの応援を受ける。 

(ｳ) 復旧活動等に支障を及ぼす道路渋滞情報を把握した場合、近畿地方整備局や府、府

警察、高速道路会社ほか府内関係市町村で組織した協議会において情報共有を行う。
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また、迂回誘導等の対策検討や情報提供手段等の確認を行い、必要に応じた対策を講

じる。 

(ｴ) 通行状況、復旧状況、今後の見通しを関係機関に連絡するとともに、報道機関を通

じ広報する。 
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第９章 緊急物資の供給 
市及び府は、被災者の生活の維持のため必要な食糧、飲料水、燃料及び毛布等生活必需

品等を効率的に調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行うものとし、関係機関は、

その備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援

システム等を活用し情報共有を図り、相互に協力するよう努める。 

なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を

得た物資の調達に留意するものとする。また、避難所における感染症拡大防止に必要な物

資をはじめ、夏季には冷房器具等、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情

を考慮するとともに、食物アレルギーに配慮した食料の確保、要配慮者や男女等のニーズ

の違いに配慮する。 

被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対しては、孤立状

態の解消に努めるとともに、食糧、飲料水及び生活必需品等の円滑な供給に十分配慮する

ものとする。 

また、自宅、テント及び車等、指定避難所外で生活している避難者、応急仮設住宅で暮

らす避難者、所在が確認できる広域避難者に対しても物資等が供給されるよう努める。 

市及び府は、備蓄物資の状況等を踏まえ、供給すべき物資が不足し、自ら調達すること

が困難であるときは、物資関係省庁〔厚生労働省、農林水産省、経済産業省、総務省、消

防庁〕又は非常災害対策本部等に対し、物資の調達を要請する。 

なお、市は府に要請することができるとともに、府は、被災市における備蓄物資等が不

足するなど、災害応急対策を的確に行うことが困難であると認めるなど、その事態に照ら

し緊急を要し、被災市からの要求を待ついとまがないと認められるときは、要求を待たな

いで、被災市に対する物資を確保し輸送するものとする。 

 

第１節 物資等の運送要請 
１ 市及び府 

市及び府は、災害応急対策の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業

者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき物資又は資材並びに運

送すべき場所及び期日を示して、当該災害応急対策の実施に必要な物資又は資材の運送

を要請する。 

市及び府は、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が無

く、要請に応じないときは、災害応急対策の実施のために特に必要があるときに限り、

当該機関に対し、当該災害応急対策の実施に必要な物資又は資材の運送を行うべきこと

を指示する。 

 

２ 運送事業者 
運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、市又は府から災害応急対策の実

施に必要な物資又は資材の運送の要請があった場合は、資機材の故障等により当該運送を行

うことができない場合、安全でない状況にある場合等、要請に応ずることが極めて困難な客
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観的事情がある場合を除き、当該物資の輸送を行う。また、運送の要請等に対応できるよう

に、防災業務計画等において、物資等の緊急運送に関する計画をあらかじめ定めておく。 
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第２節 給水活動 
市は、府及び府内水道（用水供給）事業体等と協力して、災害により飲料水の確保が困

難な被災住民に対して、速やかに給水活動を行う。 

 

１ 応急給水活動 
(1) 応急給水拠点における応急給水活動 

一時避難地等に整備する緊急貯水槽（飲料水兼用の耐震性貯水槽）や浄水場、配水

池等の応急給水拠点において、給水活動を行う。 

(2) 給水車等による応急給水活動 

避難所等において、給水車等による運搬給水活動を行う。 

(3) 医療機関等への応急給水活動 

人工透析等に必要な医療機関及び福祉施設からの給水要請については、被害状況に応

じて優先的に対応する。 

 

２ 給水用資機材の調達 
給水用資機材については、関係協力団体等に協力要請を行い調達する。 

(1) 給水タンク (2) ポリタンク (3) 給水車 (4) 運搬車両 (5) 給水袋 

 

３ その他の措置 
(1) 仮設給水栓・共用栓の設置、応急仮設配管の布設による給水の実施 

(2) 飲料水の水質検査及び消毒 

 

４ 給水量 
発生後３日間は、被災者１人あたり１日３リットルを目標として供給し、応急復旧の

進捗にあわせ順次供給量を増加する。 

 

５ 広報活動 
市民への給水活動に関する情報（断水状況、給水方法等）について広報活動を行う。 

 

６ 応援体制 
迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うために、

府は必要に応じて大阪府水道災害調整本部を設置し、関係機関と連携した体制を整備す

る。 

 

７ 応援要請 
災害時において、本市の給水能力を超える供給が必要と見込まれる場合は、関係機関

等に応援要請を行う。 

(1) 府内水道（用水供給）事業体  災害対策本部から大阪府水道災害調整本部を通じ

て要請する。 
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(2) 自衛隊            災害対策本部から府知事に要請の要求をする。 

(3) 茨木市水道工事事業者     水道部から要請する。 

 

８ 応急復旧及び汚染防止 
(1) 災害による水道施設の損壊、汚染防止に対処するための保全対策を実施する。 

ア 緊急修理資機材及び消毒剤を集結し、出動体制を整備する。 

イ 施設を巡回し、事故発生の有無を確認する。 

(2) 水道施設が被災し、又は水道水源が汚染するなどの被害を受けたときは、直ちに次

の措置をとる。 

ア 水道施設の損壊、漏水の障害を応急復旧する。 

イ 水道が汚染し、飲料水として使用することが不適当なときは、ただちにその使用

禁止及び制限等の措置をとる。 

ウ 水道施設の損壊等により、水道水の供給が広範囲に不可能となったときは、ただ

ちに事故報告書を府に提出する。 
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第３節 食糧及び生活必需品の供給 
市は、府及び関係機関と協力して、被災地へ迅速かつ円滑に食糧及び生活必需品等を供

給するための措置を講じる。 

 

１ 関係機関の役割 
(1) 市 

発災時においては、必要な物資を確保・供給するため次の措置を講ずる。不足する場合は、

府等に応援を要請する。他の市町村、農林水産省、近畿農政局（大阪府拠点）、日本赤十字

社大阪府支部に応援要請した場合は、府に報告する。 

ア 指定避難所毎の必要量算定 

イ 災害用備蓄物資の供給 

ウ 協定締結している物資の調達 

(2) 府 

市から応援要請があった場合又は必要と認めた場合は、物資が円滑に供給されるよう、次

の措置を講ずる。 

ア 被災市町村毎の必要量、調達可能な物資量の情報収集 

イ 災害用備蓄物資の供給 

ウ 協定締結している物資の調達 

エ 市町村間の応援措置について指示 

オ 被災市町村が複数にまたがる場合の被災市町村への燃料の優先供給に係る調整 

カ 農林水産省、近畿農政局（大阪府拠点）、日本赤十字社大阪府支部、一般社団法

人大阪府ＬＰガス協会に対し、それぞれ、食料、毛布・日用品、ＬＰガスの供給を

要請 

キ 不足する場合は、関西広域連合に要請 

ク 応援物資等を、輸送基地で受け付けし、地域防災拠点等、市町村の集積地まで輸

送 

(3) その他の防災関係機関 

下記の防災関係機関は、府及び市町村からの要請があった場合は次の措置を講ずる。 

ただし、国は、被災地の状況を踏まえ、被災市町村の物資支援ニーズの把握に努め、情報

共有を図るとともに、被災地方公共団体が、被災者のニーズの把握や物資の要請を行うこと

が困難な場合においては、被災者数や引き渡し場所等の可能な限りの入手情報等に基づき、

プッシュ型支援（被災地からの要請がなくても、被災地方公共団体に対し、物資の供給を確

保し、輸送をする支援）を開始するものとする。なお、プッシュ型支援を開始した場合は、

現地の配送状況等を考慮し、早期に要請に基づいた支援に切り替えるよう配慮するものとす

る。 

ア 農林水産省 

応急用食料品の供給に係る要請及び調整並びに米穀の供給 

イ 近畿農政局（大阪府拠点） 

応急用食料品（精米等）並びに政府米の供給について連絡 
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ウ 日本赤十字社大阪府支部 

毛布、日用品等の備蓄物資の供給 

エ 経済産業省 

被災都道府県が複数にまたがる場合の被災都道府県への燃料の優先供給に係る調整 

オ 近畿経済産業局 

生活必需品等の供給に関する情報の収集及び伝達 

カ 関西広域連合 

救援物資の調達に関して、国、全国知事会等との連絡・調整及び必要な物資の確保 

 

２ 食糧の供給 
(1) 対象者 

ア 指定避難所に避難した者 

イ 住家が全焼・全壊・半焼・半壊等の被害を受けて炊事のできない者 

ウ 災害によりやむを得ず一時的に滞在を余儀なくされる者 

エ 被災地において救助作業、その他の緊急災害対策の業務に従事する者（ただし、

災害救助法に基づく救助の対象にならないことに留意する。） 

オ 炊事は可能であるが、原材料等を得られないため食物を得られていない者 

(2) 食糧の調達・供給 

被害状況から食糧の供給が必要と判断される場合は、必要な食糧を確保・供給する

ための措置を講じる。 

ア 必要とする指定避難所等からの要請に基づいて、必要数量の把握を行い、調達供

給計画を立てる。 

なお、食糧の調達、救援が必要な場合は、流通業者や府に要請を行い、必要な食

糧を確保する。 

(ｱ) 備蓄食糧 

市が、あらかじめ災害用に備蓄している食糧品等を、各指定避難所に設置して

いる備蓄品保管庫からの提供に加え、市内11か所の災害用生活物資備蓄拠点から

搬出し、各指定避難所等へ配布する。 

(ｲ) 調達食糧 

市内の流通業者等に手配のうえ必要品を調達し、業者等による指定避難所等へ

直接搬送を原則とする。 

(ｳ) 救援食糧 

市において食糧の調達が困難な場合は、府及び関係機関に要請する。 

a 府から必要数を受領し、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕

分けのうえ各指定避難所等へ搬送する。なお、おにクル開館後は、おにクルに

災害用物資輸送拠点を設置する。 

『災害用物資輸送拠点の指定』 

【第一次物資輸送拠点】 

災害の状況により、救援物資等の集積所を１か所確保する必要がある場合
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は、第一次物資輸送拠点として「茨木市立南市民体育館」を指定する。 

【第二次物資輸送拠点】 

災害の状況により、第一次物資輸送拠点が使用できない、又は使用する必

要がない場合は、第二次物資輸送拠点として「中央公園地下駐車場」を指

定する。 

b その他の団体等から食糧の救援を受けた場合も同様の措置とする。 

イ 食糧の供給は、原則として指定避難所で実施する。また、食糧の受入れ配布等

は、避難所内自治組織、地域の各種団体、ボランティア等の協力を得て実施する。

なお、食糧の供給は流通機能の回復までの期間とする。 

ウ 食糧の調達は、アルファ化米等災害備蓄食に併せて、ロングライフパンや包装米

飯、レトルト食品、缶詰などで量の確保に努めるとともに、乳幼児、高齢者や病弱

者用の特殊な食品（乳児用ミルク、離乳食、アレルギー除去食、介護食、特別食

等）の確保にも努める。また、避難所での生活が長期化する場合は、管理栄養士又

は栄養士の助言を得て、メニューの多様化、適温食の提供、栄養量や栄養バランス

の確保等、食事の質の確保に努める。 

この際、災害救助法の適用を受けている場合は、積極的に特別基準の活用を図る。 

(3) 食糧の搬送 

市が実施する搬送については公用車及び応援車を用いる。また、状況に応じて搬送

業者等に委託する。 

(4) 食糧受払の管理 

食糧の受払いについては、食糧の種類、数量、搬送場所等を確認のうえ、食糧受払

い簿等を作成し、適切な管理を行う。 

(5) 府への報告 

他の市町村に要請した場合は、府に報告する。 

 

３ 炊き出し 
(1) 炊き出しの実施 

避難状況、ライフラインの復旧状況及び協力体制等を勘案し、決定する。 

(2) 炊き出しの場所 

指定避難所で給食（調理）室等を利用できる場合は、調理員の協力のもと、施設管

理者の許可を得て利用する。利用不能の場合や給食（調理）室がない指定避難所につ

いては、応急的な調理設備等の確保に努める。 

(3) 炊き出しの体制 

ア 避難所内自治組織、地域の各種団体、自衛隊等の協力を求めて実施する。 

イ 小学校等の給食（調理）室を利用する場合は、学校調理員や施設管理者の協力の

もと、炊き出しを行う。なお、炊き出しの実施は、流通機能回復までの期間とする。  

ウ 地元事業者等が営業再開するなど、災害の発生から一定期間が経過した後は、地

元事業者を活用し、適温食の確保に配慮する。 

(4) 食品衛生について 
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保健所の指導、助言により、食品の衛生管理を徹底するとともに、加熱調理を原則

に食中毒の予防に努める。 

 

４ 生活必需品の供給 
(1) 対象者 

住家が全焼・全壊・半焼・半壊等の被害を受けて、生活上必要な被服、寝具、その

他の日用品及び生活必需品を失い、日常生活を営むことが困難な者。 

(2) 供給物資 

被服、寝具その他の日用品及び生活必需品を、状況に応じ現物給付する。 

(3) 生活必需品の供給 

被害状況から生活必需品の供給が必要と判断される場合は、物資班は各指定避難所

と連携を密にして必要な物資を確保・供給するための措置を講じる。 

ア 必要とする指定避難所等からの要請に基づいて、必要数量の把握を行い、調達・

供給計画を立てる。 

イ 指定避難所での生活必需品の受入れ・配布等は、避難所内自治組織、地域の各種

団体、ボランティア等の協力を得て実施する。 

(4) 救援物資の調達 

救援物資の調達、救援が必要な場合は、流通業者や府及び日本赤十字社大阪府支部

等に要請を行い、必要な生活必需品を確保する。 

ア 調達物資 

市内の流通業者等に手配のうえ必要品を調達し、指定避難所等へ直接搬送を原則と

する。 

イ 救援物資 

市において生活必需品の調達が困難な場合は、府及び関係機関に要請する。 

(ｱ) 府から必要物資を受領し、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕分け

のうえ各指定避難所等へ搬送する。 

(ｲ) 日本赤十字社大阪府支部が備蓄する災害用備蓄倉庫から必要物資を受領し、あらか

じめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕分けのうえ各指定避難所等へ搬送する。 

(5) 府への報告 

他の市町村に要請した場合は、府に報告する。 

(6) 救援物資の集積・搬送 

ア 救援物資の集積場所は、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点とし、被災の程度

に応じ、本部長の指示する場所に受入れ、仕分けのうえ各指定避難所等へ搬送する。  

なお、おにクル開館後は、おにクルに災害用物資輸送拠点を設置する。 

イ 市が実施する搬送については公用車及び応援車を用いる。また、状況に応じて運送

業者等に委託する。 

『災害用物資輸送拠点の指定』 

【第一次物資輸送拠点】 

災害の状況により、救援物資等の集積所を１か所確保する必要がある場合
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は、第一次物資輸送拠点として「茨木市立南市民体育館」を指定する。 

【第二次物資輸送拠点】 

災害の状況により、第一次物資輸送拠点が使用できない、又は使用する必

要がない場合は、第二次物資輸送拠点として「中央公園地下駐車場」を指

定する。 

ウ 生活必需品の供給は、ボランティア等の協力を得るとともに、関係部と密接な連

携により実施する。 

(7) 物資受払の管理 

物資の受払いについては、生活必需品の種類、数量、搬送場所等を確認のうえ、物

資受払い簿等を作成し、適切な管理を行う。 
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第１０章 環境衛生対策 
第１節 廃棄物の処理 
１ ごみ・し尿の処理 
(1) 初期対応 

ア 指定避難所をはじめ被災地域におけるごみの収集処理見込量を把握する。 

イ ごみの処理施設の被害状況と復旧見込みを把握する。 

(2) ごみの処理方法 

ア ごみの収集順位 

衛生上の点から、次のものから優先的に収集する。 

(ｱ) 腐敗性の高い生ごみや、応急対策活動上又は生活上重大な支障を与えるごみ 

(ｲ) 浸水したごみや指定避難所等のごみ 

イ ごみの処理 

(ｱ) ごみの処分は、市環境衛生センターのごみ処理施設において行う。 

(ｲ) 市環境衛生センターのごみ処理能力を上回る大量のごみが発生した場合は、周辺の

環境を留意し、公有地を臨時集積場として利用するとともに、他市に対し、ごみ処理

についての応援を要請する。 

(3) し尿の処理方法 

ア し尿の収集順位 

衛生的に悪条件の地域や指定避難所施設等のし尿を優先的に収集する。 

イ し尿の処理 

(ｱ) し尿の処分は、市環境衛生センターのし尿前処理施設において行う。 

(ｲ) 市環境衛生センターのし尿処理能力を上回る大量のし尿が発生すると見込まれる場

合は、他市に対し、し尿処理についての応援を要請する。 

(4) 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の設置等 

ア 仮設トイレ(簡易トイレ含む)設置の基準 

指定避難所における仮設トイレ(簡易トイレ含む)設置台数：１台/指定避難所生活

者数100人 

イ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の調達 

仮設トイレ(簡易トイレ含む)の必要数が不足する場合は、早急に業者へ連絡をと

るとともに、指揮調整班を通じ府に協力を要請する。 

また、同時に次の手配も行う。 

・トイレットペーパー 

・清掃用品 

ウ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の設置 

仮設トイレ(簡易トイレ含む)は、指定避難所等公共施設に優先的に設置する。 

エ 設置期間 

上水道、下水道施設の機能が復旧し、その必要がないと認められるまでの間。 
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オ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の管理 

設置場所の管理者及び地域住民等に対して、日常の清掃等の管理を要請する。 

 

２ ごみ・し尿の運搬 
災害時には、市収集車（ごみ、し尿）及び委託の収集車両を動員し、総力をあげて収

集・運搬体制をとる。 

また、被災の状況から、さらに多数の収集・運搬車両が必要と見込まれる場合は、直

ちに近隣市及び府へ応援の要請を行うなど、市民生活の良好な衛生環境を保持する。 

 

３ 災害廃棄物等処理 
(1) 初期対応 

関係各部及び関係機関は、災害廃棄物等処理に必要となる情報を把握し、応急対策

を実施する。 

ア 災害廃棄物等の種類等を勘案し、発生量を把握する。 

イ 災害廃棄物等の選別・保管・焼却等のために、長期間の仮置きが可能な場所を確

保するとともに、災害廃棄物等の最終処分までの処理ルートの確保を図る。 

(2) 住宅関連の災害廃棄物等処理 

住家及びその周辺に発生した災害廃棄物等を、速やかに処理する。 

(3) 公共施設上の災害廃棄物等処理 

ア 主要道路上の災害廃棄物等処理 

道路管理者は災害時に道路の巡視を行い、道路に障害を及ぼしている災害廃棄物

等を除去・処理する。 

イ 河川関係の災害廃棄物等処理 

河川管理者等は災害時における管内河川、公共下水道・排水路等の巡視を行うと

ともに、橋脚、暗渠流入口等につかえる災害廃棄物等を除去・処理する。 

ウ 鉄軌道上の災害廃棄物等処理 

各鉄軌道施設管理者は、鉄軌道上の災害廃棄物等を除去・処理する。 

(4) 災害廃棄物等処理上の留意事項 

災害廃棄物等の除去・処理を実施するにあたっては、次の点について十分留意する。 

ア 他の所有者の敷地内で作業が必要な場合は、可能な限り管理者、所有者の同意を

得て行う。 

イ 危険なもの、通行上支障のあるもの等を優先的に収集・運搬する。 

ウ 災害廃棄物等の適正な分別・処理・処分を行うとともに、可能な限り木材やコン

クリート等の再生利用を行い、最終処分量の低減を図る。 

エ アスベスト等有害な廃棄物による環境汚染の未然防止に努めるとともに、市民及

び作業者の健康管理及び安全管理に十分配慮する。 

オ 損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設業者

等と連携した解体体制を整備する。 

カ 市は、必要に応じて、府、隣接市町村、関係団体に応援を要請する。なお、ボラ
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ンティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉

協議会、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして、

効率的に災害廃棄物等の搬出を行うものとする。 

(5) 除去した災害廃棄物等の処理 

ア 多量の災害廃棄物等が発生した場合は、公有地等を臨時集積地として選定する。 

イ 倒壊家屋等からの廃棄物、焼失家屋の焼け残り等については、不燃、可燃等に分

別して、臨時集積地へ直接搬送する。 

ウ 可燃物で再使用不能のものは、焼却する。 

エ 臨時集積地に、災害廃棄物等の選別、焼却等の処理設備を設置し、最終処分の円

滑化を図る。 

(6) 応援要請 

関係各部及び関係機関は、市単独で災害廃棄物等の除去・処理が困難な場合は、必

要に応じ市本部を通じて府、他の市町村、関係団体に応援を要請する。 
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第２節 防疫・保健衛生対策 
被災地区において、感染症の発生又は、発生するおそれがある時は、大阪府茨木保健所、

茨木市医師会等の協力を得て、その地区及び周辺地域を消毒するなど防疫措置を実施する。

また、二次的健康被害を予防するため、健康・栄養・生活環境の整備等に関する巡回相談

などの保健衛生活動を実施する。 

 

１ 防疫活動 
(1) 防疫活動の実施 

府の指導、指示により、次の防疫活動を実施する。 

ア 指定避難所の防疫措置 

指定避難所を開設したときは、必要に応じて、自治会・自主防災組織等の協力を

得て次の防疫活動を実施する。 

(ｱ) 消毒措置の実施 

(ｲ) ねずみ族、昆虫等の駆除 

(ｳ) 指定避難所の防疫指導 

イ 各世帯における家屋等の防疫措置 

被災家屋等に対し、必要に応じて、自治会・自主防災組織等を通じ各戸に消毒剤

を配布する。また、床・壁・手洗設備等の消毒について衛生上の指導を行う。 

ウ 健康診断の実施 

災害発生後、府の感染症の発生状況及び動向に関する調査に伴い、健康診断の勧

告を受けた時は、民生対策部及び関係機関により協力体制をとり、健康診断を実施

する。 

エ 臨時の予防接種 

災害の状況及び被災地の感染症発生状況により、予防接種の対象及び期間を定め

て、臨時予防接種を実施する。 

オ 衛生教育及び広報活動 

災害に伴う家屋及びその周辺の清掃は各個人が行うことを原則とするが、感染症

予防上必要と認めた場合など被災地の状況に応じ、指導及び指示を行う。 

また、感染症が発生した場合は、その発生状況及びその防疫活動等について速や

かに広報活動を行う。 

(2) 防疫に必要な薬品の調達及び確保 

防疫に必要な薬品の調達及び確保を行うとともに、不足する場合は、府に薬品及び

資機材の応援を要請する。 

(3) その他、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律により、府の指

示を受け必要な措置を行う。また、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場

合は、指揮調整班は、医療衛生対策班と連携して、感染症対策として必要な措置を講

じるよう努めるものとする。 
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２ 被災者の健康維持活動 
市及び府は、相互に連携し、被災者の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、

被災者の健康維持に必要な活動を実施する。特に、要配慮者の心身双方の健康状態には

特段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設等での受入れ、介護職員等の派遣、車椅子等の

手配等を福祉事業者、ＮＰＯ・ボランティア等の協力を得つつ、計画的に実施するもの

とする。また活動の実施にあたっては、府保健所災害対策マニュアルほか各種二次的健

康被害予防のための各種マニュアル・活動指針等に基づき活動するとともに、地域にお

ける妊婦、出産直後の新生児・産婦、在宅重症心身障害者、医療依存度の高い療養者、

高齢者等の要配慮者への十分な配慮を行うものとする。 

(1) 巡回相談等の実施 

ア 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、被災者の健康管理や生活

環境の整備を行うため、指定避難所、社会福祉施設及び応急仮設住宅などにおい

て、保健師等による巡回健康相談、訪問指導、健康教育、健康診断等を実施する。

その際、女性相談員も配置するよう配慮する。 

イ 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、被災者の栄養状況を把握

し、食糧の供給機関等との連絡をとり、給食施設や食生活改善ボランティア団体の

協力を得て、不足しやすい栄養素を確保するための調理品の提供や調理方法等の指

導を行う。 

ウ 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、高度医療を要する在宅療

養者を把握し、適切な指導を行う。 

エ 府は、保健・医療等のサービスの提供、食事の栄養改善について、市に助言する。 

(2) こころの健康相談等の実施 

市は、災害による心的外傷後ストレス障害、生活の激変による依存症等に対応するため、

府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、災害時に発生する心的外傷後ストレス障害

（ＰＴＳＤ）等に対し、精神医学・臨床心理学等の専門家による心理的なカウンセリングを

実施し、情緒の安定を図るなど長期的な被災者のこころのケア対策を行うセンターを被災地

域に設置する。その際、女性相談員も配置するよう配慮する。 

 

【参考】別表：災害フェーズと主な対応  

（フェーズの定義は「大阪府保健所災害マニュアル」に準ずる） 

（対応概要は「全国保健師長会 大規模災害における保健師の活動マニュアル」を参照） 

 

【フェーズ１・２】初動体制の確立（災害発生から３時間～24時間まで） 

○ＤＭＡＴ等による救命救護活動との連携、被災者の安全確保・救急対応 

○被災状況などの情報収集 

○災害保健衛生活動の方針の決定と初動活動体制の確立 

救命・救護 医療救護班構成員等として参画 

避難所 

避難所巡回、避難者全体の把握と健康状態確認、避難所運営担当者との連携 

衛生・健康管理に必要な物品確保 

衛生管理及び環境整備（土足禁止、トイレの衛生、温度・湿度等） 
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エコノミークラス症候群の予防啓発、アレルギー対策等 

自宅滞在者 医療や福祉・介護保険等各担当部署との連携 

 

【フェーズ３】緊急対策期（概ね災害発生後72時間以内） 

○災害保健衛生活動の優先順位の決定 

○保健衛生活動チーム受入体制の準備 

○保健・医療・福祉的視点でのトリアージと関係機関との連携 

救命・救護 
要医療者への支援（慢性疾患患者の医療の確保と継続支援） 

感染症拡大防止 

避難所 

避難者の健康管理、健康相談、保健・医療・福祉的視点でのトリアージ 

巡回による医療確保（罹患者対応、主治医・救護所との連携等） 

感染症発生動向の把握及び予防、エコノミークラス症候群予防 

栄養対策（栄養指導、アレルギー対策等）、食中毒予防 

自宅滞在者 

医療や福祉・介護保険等各担当部署との連携 

健康状態把握の検討及び準備、衛生・健康管理に必要な物品確保 

感染症予防、エコノミークラス症候群予防 

 

【フェーズ４】応急対策期（発災後１週間まで） 

○避難所を中心とした保健衛生活動計画の策定・評価・見直し 

○各種保健衛生活動チーム・ボランティア受入調整 

○こころのケア対策の検討 

救命・救護 救護所の継続・撤退に係る協議 

避難所 

フェーズ３の体制を保健衛生活動チーム等へ引き継ぐ 

衛生管理及び環境整備（防虫対策、消費期限切れ食品の回収・廃棄等） 

こころのケア対策の検討 

自宅滞在者 
健康状態の把握及び健康相談（窓口、電話、訪問等）の実施 

感染症予防、こころのケア対策の検討 

 

【フェーズ５・６】応急対応期（発災後１、２週間～１か月） 

○中長期的な活動計画の策定、実施、評価 

○避難所の統合・閉鎖に向けたアセスメント 

救命・救護 通常の医療体制に移行 

避難所 避難者の健康管理、巡回健康相談および要フォロー者への対応 

感染症対策、栄養・食生活対策、こころのケア対策 

自宅滞在者 要フォロー者の継続支援、こころのケア対策 

 

【復旧・復興対策期】（概ね１～２か月以降） 

○避難生活の長期化による慢性疾患やこころのケアに対するニーズ対応 
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○保健衛生活動チーム派遣調整終了の時期及び終了後の体制検討 

避難所～仮設住宅 健康調査等による健康状況の把握、巡回健康相談 

健康教育、新しいコミュニティづくりへの支援、こころのケア対策 

自宅滞在者 要フォロー者の継続支援、こころのケア対策 

３ 保健衛生活動における連携体制 
市及び府は、災害発生後迅速に保健衛生活動が行えるよう、災害時の派遣・受入が可

能となる体制の整備、二次的健康被害予防のための災害時のマニュアルの整備及び保健

師等に対する研修・訓練の実施等体制整備に努める。 

 

４ 被災動物（飼い犬等）の保護及び受入れ活動 
災害発生時においては、動物の飼い主は自らの責任で動物を守ることが必要である。

また、指定避難所には、多くの人が家族の一員として捉える動物と一緒に避難してく

るが、指定避難所での共同生活の秩序を乱さず、動物が周囲に迷惑を及ぼさないよう、

飼い主には適正な飼養管理をすることが求められる。 

市は、府動物救護本部等の要請に応じ、災害時におけるペットの救護対策ガイドラ

イン（環境省）及び大阪府災害時等動物救護活動ガイドラインに基づき、動物愛護ボ

ランティア等と連携し、次の活動をする。 

ア 平常時からの適正飼養等の広報・啓発活動 

イ 地域防災訓練（動物救護シミュレーションの実施）の実施、協力 

ウ 指定避難所における飼養場所の指導 

エ 被災した動物の飼養場所への保護・収容 

オ 飼養場所での環境衛生の維持 

カ 飼養場所での動物の適正飼養 

キ 放浪動物の保護・収容への協力 

ク 府災害時等動物救護本部との連携 

なお、受入れ等の体制の確保ができない場合、府等に協力を要請する。 
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第３節 遺体対策 
１ 遺体の処理 
(1) 災害に関連して亡くなった可能性がある人の遺体は、警察による検視（死体調

査）、医師による検案を経なければ埋火葬できないことから、安易に医師の死亡診断

書で遺体を埋火葬することがないように留意する。 

(2) 身元不明の遺体については、茨木警察署、その他関係機関に連絡し、その調査にあ

たる。 

(3) 遺族が遺体の処理、火葬等を行うことが困難若しくは不可能である場合は、市が代

わってこれを実施する。 

ア 遺体の洗浄、消毒等の処置を行う。 

イ 遺体の火葬、遺族等に対する棺、骨つぼ等の支給など、必要な措置を講ずる。 

ウ 必要に応じて民間の葬儀社と連携し、遺体の処理やドライアイス等の遺体の安置

に必要な資機材の確保、遺体保管・運搬体制の整備及び棺の確保に努める。 

エ 火葬場の耐震化等により、仮埋葬をしなくても済むような遺体処理対策の検討に

努める。 

(4) 遺体安置所の設定 

ア 多数の遺体が発生した場合に備えて、被災者が避難する避難場所以外のできるだ

け堅牢な建物で、広い場所を遺体安置所に設定するように努める。 

臨時の遺体安置所 場     所 火葬炉 

茨木市立斎場（火葬場） 茨木市大住町18番16号 ９炉 

 

イ 多数の遺体が発生した場合は、遺体安置所内又は近接した場所において、茨木警

察署及び医師による検視・検案を行うので茨木警察署、その他の関係機関と連携を

図る。 

ウ 遺体安置所には責任者を配置するほか、来訪する遺族等への対応及び衛生状態を

確保する要員、葬祭扶助等に関する相談のための福祉担当者等の配置に努める。 

エ 茨木警察署から引継がれた遺品や遺体の着衣、携行品等については、他の遺品と

混在、紛失がないように、散逸防止等の措置をとる。 

オ 死亡の届出義務者がいない場合や外国籍の死亡者等の死亡届の扱いについて、所

管する法務局等と協議、調整を行う。 

カ 停電及び断水等に備えて、非常用電源となる発動発電機及び照明器具、また、遺

体を洗浄するために大量の水が必要となることから、タンク車等の確保にも努める。  

キ 遺体対策に従事する職員等の精神的なケアを目的とした、カウンセラーの派遣等

についてもあらかじめ検討しておく。また、遺体対策の業務は民間の葬儀社等の外

部委託も活用する。 

ク 市において遺体の処理、火葬等の実施が困難な場合は、大阪府広域火葬計画に基

づき、府に対して必要な措置を要請する。 
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第４節 社会秩序の維持 
市、府をはじめ防災関係機関は、流言飛語や犯罪の防止に努めるなど、被災地域におけ

る社会秩序の維持を図るとともに、被災者の生活再建に向けて、物価の安定、必要物資の

適切な供給を図るための措置を講ずる。 

 

１ 市民への呼びかけ 
市及び府は、各種の応急対策の推進、実情周知による人心の安定、さらには、復興意

欲の高揚を図るため、被害の状況や応急・復旧対策に関する情報を積極的に市民に提供

するとともに、秩序ある行動をとるよう呼びかけを行う。 

 

２ 警戒活動の強化 
茨木警察署は、被災地及びその周辺において、独自に又は自主防犯組織等と連携し、

パトロール及び生活の安全に関する情報等の提供を行い、地域の安全確保に努めるとと

もに、被災地に限らず、災害に便乗した犯罪の取締り及び被害防止、府民に対する適切

な情報提供を行うなど社会的混乱の抑制に努める。 

 

３ 暴力団排除活動の徹底 
府警察は、暴力団が復旧・復興事業等に介入するなど、資金獲得活動を展開すること

が予想されるため、動向把握、情報収集に努めるとともに、関係機関、自治体等と連携

し、復旧・復興事業等からの暴力団排除の徹底に努める。 

 

４ 物価の安定及び物資の安定供給 
市、府及び関係機関は、買い占め、売り惜しみにより生活必需品等の物価が高騰しな

いよう監視・指導し、適正な流通機能の回復を図ることにより、被災者の経済的生活の

安定の確保と、経済の復興の促進を図る。 

(1) 物価の監視 

市は、府と連携し、物価の動きを調査、監視するとともに、買占め・売惜しみをす

る業者に対しては、売渡しを勧告し、従わない場合は公表するなど、適切な措置を講

ずる。 

(2) 消費者情報の提供 

市及び府は、生活必需品等の在庫量、適正価格、販売場所等の消費者情報を提供し、

消費者の利益を守るとともに、心理的パニックの防止に努める。 

(3) 生活必需品等の確保 

市及び府は、生活必需品等の在庫量と必要量を可能な限り把握し、不足量について

は、国、他府県、事業者等と協議し、物資が速やかに市場に流通されるよう努める。 

(4) 災害緊急事態布告時の対応 

内閣総理大臣が災害緊急事態を布告し、社会的・経済的混乱を抑制するため、国民

に対し、必要な範囲において、生活必需品等、国民生活との関連性が高い物資又は燃

料等、国民経済上重要な物資をみだりに購入しないこと等必要な協力を求められた場
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合は、府民は、これに応ずるよう努める。 

(5) 金融機関における預貯金払戻等 

ア 近畿財務局、日本銀行は、被災者の預金の払戻等が円滑に行われるように被災地

の民間金融機関に対して、次のような指導、要請を行う。 

(ｱ) 住民が預金通帳、届出印鑑等を焼失又は流失した場合に、罹災証明書の提示その他

簡易な確認方法をもって、預金払戻の利便を図ること。 

(ｲ) 事情によっては定期預金、定期積金等の期限前払戻や、これを担保とする貸付にも

応じること。 

(ｳ) 損傷日本銀行券・貨幣の引換えに応じること。 

イ 近畿財務局は、証券会社に対して、被災者が預り証、印鑑を紛失した場合の拇印

による預り金払出しや有価証券の売却代金の即日払い等の措置を講ずるよう要請を

行う。 
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第１１章 ライフラインの応急対策 
第１節 上水道の応急対策 
市は府と連携して、災害時における給水活動及び被害施設の応急復旧に対処するため、

必要な資機材や人員等の確保とともに上水道施設の被害情報等の連絡体制を確立し、迅速

かつ効率的に応急対策を実施する。 

 

１ 事前準備と応急給水 
(1) 事前準備 

ア 非常配備体制の確立 

災害時に給水活動、復旧及び情報収集・伝達等に必要な要員を確保するため、あ

らかじめ職員の非常配備体制を確立する。 

イ 関係機関との連携 

迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うた

めに、市は、府（大阪府水道災害調整本部）及び府内水道（用水供給）事業体等と

相互に協力して応急給水体制を整備する。 

また、市水道部は、水道工事業者等との間で、応援可能な人員、動員方法等をあ

らかじめ協議しておく。 

(2) 応急給水 

ア 備蓄している応急復旧用資機材を使用し、迅速に応急復旧作業を行う。 

イ 給水は、まず、医療施設や指定避難所、救護所、社会福祉施設等を優先的に行う。 

ウ 不足する場合は、関係機関、水道工事業者等に要請し、必要な資機材を調達する。 

エ 関係機関等への応援要請 

市職員の体制では早期の応急給水、応急対策が十分に行えないと判断される時は、

府、水道工事業者等や水道施設工事業者、近隣市町等の関係機関へ応援の要請を行う。  

 

２ 被害状況の把握・報告・広報 
(1) 被害状況等の調査及び情報収集 

応急復旧を効率的に進めるため、被害調査を速やかに実施するとともに被害情報の

収集を行う。 

ア 水道施設の被害状況 

イ 断水地域、戸数 

ウ その他必要と思われる事項 

(2) 被害報告 

施設設備の被害状況を、速やかに水道事故報告書により市本部に報告する。 

また、市本部は、被害状況等を府に報告する。 

(3) 広報 

緊急時には、円滑に復旧作業を進めるため、市民に必要な情報を的確に提供し、理

解と協力を求める。 
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特に、今後の復旧見込みについては、的確な情報提供に努める。 

 

３ 施設の応急復旧 
(1) 取水、導水、浄水施設の機能の確保を図るとともに、浄水場及び企業団水分岐から

主要配水池に至る送水管の復旧及び基幹配水本管の復旧を最優先して行う。 

その後、病院、指定避難所等への給水が早急に行われるよう考慮しながら、順次配

水支管、給水装置等の復旧を行い、断水区域の解消に努める。 

(2) 復旧後の施設の使用開始にあたっては、水質の保全に留意して管内の清掃、塩素消

毒を十分に行う。 

(3) 管路等地下埋設施設の被災状況、応急対策計画等について、道路管理者等他の地下

埋設施設の管理者と相互に連絡調整をとる。 

(4) 復旧後の施設の使用開始にあたっては、下水道管理者へ事前に連絡を行う。 
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第２節 下水道施設の応急対策 
市は、下水道施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を図りつつ、

速やかな復旧対策をとる。また、市で単独に対応することができない場合には、府に応援

を要請する。 

１ 関係機関との連絡協力体制 
(1) 緊急調査・点検及び緊急措置の協力体制の確立 

管渠施設等の占用物件が近接している場合は、許可権者、占有者等で協力して実施

できる事柄をあらかじめ調整しておき、災害発生時には、速やかに協力体制を確立し、

緊急調査・点検及び緊急措置を行うよう努める。 

(2) 被害情報の交換及び情報連絡手段の相互利用 

上水道、電気、ガス、電話等関係機関との間で道路等占用施設の被害情報の交換に

努め、警察及び道路管理者との連絡を密にして、通行規制等の関連情報の入手に努め

る。 

(3) 水道事業体との相互協力 

水道事業体が行う応急対策と相互に協力して、迅速かつ効率的な応急対策を行うこ

ととする。 

 

２ 緊急調査・点検と緊急措置 
(1) 短時間による目視調査（マンホール、管渠） 

ア マンホール周辺及び路面の異常の有無      ２次災害の可能性を判定 

陥没、隆起、亀裂、噴砂、噴水、蓋破損 

イ 被害程度の計測はメジャー等の簡単なもので行い、概要をカメラ、メモ等で記録

する。 

(2) 緊急調査票の作成（関係機関や住民情報の整理） 

 

３ 応急調査と応急措置 
(1) 応急調査 

ア 管路破断箇所を各種情報により特定する。 

イ 降雨等を伴う場合、必要があれば雨水排水路の状況確認を行う。 

(2) 応急措置 

ア 破断箇所から下流マンホールヘ仮設ポンプで応急排水する。 

イ 管路の応急処理を行う。 

 

４ 復旧計画の策定 
(1) 緊急、応急調査を補完しつつ、幹線経路被害箇所の特定（１次調査） 

(2) 被害箇所の個別調査（２次調査） 

(3) 排水設備の損傷受付 

(4) 復旧計画策定に際して、上水道等他の占用地下埋設施設の被災状況、応急対策計画

等についてその管理者と相互の連絡調整を図る。 



 

3-110 

第３部 風水害応急対策 

 

第１１章 ライフラインの応急対策 

第３節 電力施設の応急対策 
関西電力送配電株式会社は、電力施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関と

の調整を図りつつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 応急措置 

感電事故、漏電火災など二次災害が発生する恐れがある場合は、送電中止等の危険

予防措置を講ずるとともに、市、消防、警察及び付近住民に通報する。 

(2) 応急供給及び復旧 

ア 電力設備被害状況、一般被害情報等を集約するための体制、システムを整備し、

総合的に被害状況の把握に努める。 

イ 被害状況によっては、他の電力会社との協定に基づき、電力の供給を受ける。 

ウ 緊急を要する重要施設を中心に、発電機車両等により応急送電を行う。 

エ 単独復旧が困難な場合は、協定に基づき応援を要請する。 

(3) 広報 

ア 二次災害を防止するため、断線垂下している電線には触れないこと、屋外避難時

はブレーカを必ず切ることなど電気施設及び電気機器の使用上の注意について、広

報活動を行う。 

イ 被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、

広報する。加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、供給停止

エリア、復旧状況等の広報に努める。 
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第４節 ガス施設の応急対策 
大阪ガスネットワーク株式会社は、ガス施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係

機関との調整を図りつつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 応急措置 

地震により、ガスの漏洩による二次災害が発生するおそれがある場合は、ブロック

ごとの供給停止等の危険予防措置を講ずるとともに、市及び防災関係機関への通報並

びに付近住民への広報を行う。 

水害、冠水地域の整圧器の機能監視及び他工事現場の特別見回りと防護強化打合せ

等を行うとともに、防護及び応急機材の点検整備を行う。なお、関係機関との情報連

絡を行い、過去の災害事例を参考にした被害予想地区の施設を重点的に監視する。 

(2) 応急供給及び復旧 

ア 被害状況、復旧の難易度を勘案して、必要度の高いものから応急供給を行う。 

イ 緊急を要する重要施設を中心に、代替燃料・機器等を貸し出す。 

ウ 被害箇所の修繕を行い、安全を確認したうえで、ガスの供給を再開する。 

(3) 広報 

ア 二次災害を防止するため、ガス漏洩時の注意事項についての情報を広報する。 

イ 被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、

広報する。加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、供給停止

エリア、復旧状況等の広報に努める。 
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第５節 通信施設の応急対策 
各通信事業者は、通信施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を図

りつつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 通信の非常疎通措置 

災害に際し、次により臨機に措置を行い、通信輻輳の緩和及び重要通信の確保を図る。 

ア 応急回線の作成、網措置等疎通確保の措置を行う。 

イ 通信の疎通が著しく困難となり、重要通信の確保が必要な場合は、臨機に利用制

限等の措置を行う。 

ウ 非常・緊急通話又は非常・緊急電報は、一般の通話又は電報に優先して取り扱う。 

エ 災害用伝言ダイヤルの提供、利用制限等の措置を講ずる（西日本電信電話株式会

社）。また、インターネットによる災害用伝言板サービスを提供する。 

(2) 被災地域特設公衆電話の設置 

災害救助法が適用された場合等には、避難地・指定避難所に、被災者が利用する特

設公衆電話の設置に努める。 

(3) 設備の応急対策 

ア 被災した電気通信設備等の応急対策は、サービス回復を第一義として速やかに実

施する。 

イ 必要と認めるときは、応急対策に直接関係のない工事に優先して、復旧工事に要

する要員、資材及び輸送の手当てを行う。 

ウ 応急にあたっては、行政機関、他の事業者と連携し、早期復旧に努める。 

(4) 広報 

災害に伴う電気通信設備等の応急対策においては、通信の疎通及び利用制限の措置

状況並びに被災した電気通信設備等の応急復旧の状況等の広報を行い、通信の疎通が

できないことによる社会不安の解消に努める。 
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第６節 ライフライン等の確保 
１ 電源車等の配備 

府は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した病院、要配慮者に関わ

る社会福祉施設等の人命に関わる重要施設及び災害応急対策に係る機関が保有する施設

の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これらの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、

電源の確保が必要な施設の把握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努め

る。 

また、府は、近畿経済産業局、電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努めるものとする。なお、複数の都道府県に大

規模停電等が発生した場合には、国や電気事業者等が主体的、積極的に調整するものと

する。 

市は、府、近畿経済産業局及び電気事業者等による電源車等の配備調整に必要な情報

を集め、府等へ提供する。 

 

２ ライフライン施設の応急復旧 
ライフライン施設の速やかな応急復旧を図るため、府、関係省庁及びライフライン事

業者等は、合同会議、調整会議等における対応方針等に基づき、必要に応じて、現地の

ライフライン事業者の事業所等で実動部隊の詳細な調整を行うため、現地作業調整会議

を開催するものとする。 

また、ライフラインの復旧現場等までのアクセスルート上の道路啓開について、府の

みでは迅速な対応が困難な場合には、合同会議、調整会議等における対応方針等に基づ

き、適切な役割分担等の下、国土交通省、防衛省等の関係機関が道路啓開を実施するも

のとする。 

市は、府、関係省庁及びライフライン事業者等によるライフライン施設の復旧調整に

必要な情報を集め、現地作業調整会議等へ提供する。 
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第１２章 文教対策 
文教施設の被災又は園児・児童・生徒の罹災により、通常の教育を行えない場合におけ

る、応急教育・教材・学用品の確保等の措置を次のとおり実施する。 

 

第１節 休校等応急措置 
１ 臨時休業措置 
(1) 登校前の措置 

登校前、午前７時の時点で、「暴風警報」若しくは「特別警報（大雨・大雪・暴風・

暴風雪）」が発表されている場合又は校区内（幼稚園の場合はその所在地）に「避難指

示」（幼稚園の場合は「高齢者等避難」）が発令されている場合は臨時休業とし、各園

児・児童・生徒の家庭に登校等を見合わせる事を徹底させる。 

また、午前９時までに気象警報等が解除されたときは、市教育委員会から特別の指

示があった場合を除き、臨時休業措置を中止する。 

このほか、市立学校園の臨時休業措置等で必要な事項は、市教育委員会が別に定める。  

(2) 授業開始後の措置 

災害が発生し、また発生するおそれのある気象状況になり、授業を継続することに

より、園児・児童・生徒の安全確保が困難であると思われる場合は、各学校園長は教

育委員会と協議して、臨時休業等適切な措置をとる。 

なお、下校に際しては、事故のないよう十分注意を与え、同一方向又は同一地域ご

とに集団行動をとらせるとともに、状況に応じて教職員が付き添う。 

 

２ 学校園長の措置 
(1) 事前措置 

学校園長は、学校園の立地条件等を考慮し、災害時の応急教育計画を樹立するとと

もに、指導の方法等につき、明確な計画をたてておく。 

また、学校園長は、常に気象状況等に注意し、災害発生のおそれのある場合は、応

急教育態勢に備えて、次の事項を遵守しなければならない。 

ア 学校園行事・会議・出張等を中止すること 

イ 園児・児童・生徒の避難訓練、災害時の事前指導及び事後処置、保護者との連絡

方法を確立すること 

ウ 市教育委員会・茨木警察署・市消防並びに保護者への連絡網の確認を行うこと 

エ 時間外においては、学校園長は、所属職員の非常招集の方法を定め、職員に周知

させておくこと 

(2) 災害時の措置 

ア 学校園長は、状況に応じ適切な緊急避難の指示を与える。 

イ 学校園長は、災害の規模、園児・児童・生徒・職員及び施設の被害状況を速やか

に把握するとともに、教育委員会に連絡し、災害対策に協力し校園舎の管理に必要

な職員を確保して、万全の体制を確立する。 
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ウ 学校園長は、準備した応急教育計画に基づき、臨時の学級編制を行う等、災害状

況に合致するよう速やかに調整する。 

エ 応急教育計画については、市教育委員会に報告するとともに、決定次第速やかに

園児・児童・生徒及び保護者に周知徹底を図る。 

オ 指定避難所へ避難する住民の安全誘導を図る。 

(3) 災害復旧時の措置 

ア 学校園長は、教職員を掌握するとともに、校園舎の整備を行い園児・児童・生徒

に対しては、被災状況を調査し、市教育委員会に連絡し、教科書及び教材の給与に

協力する体制に努める。 

イ 正常な授業再開に際しての保健安全上の障害処理については、府及び市教育委員

会から指導助言を受けるが、危険物の処理、通学路の点検整備については、状況を

市教育委員会に報告し、市教育委員会は関係機関の援助等により処置する。 

ウ 疎開した園児・児童・生徒については、職員の分担を定め、地域ごとに実情の把

握に努める。 

エ 学校園長は、災害の推移を把握し、市教育委員会と調整のうえ平常授業に戻るよ

うに努め、その時期については、早急に保護者に連絡する。 
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第２節 応急教育の実施 
１ 災害応急教育対策 
(1) 文教施設の応急復旧対策 

ア 災害により被害を受けた学校園の施設整備については、学校園長からの報告によ

り、教育委員会は、調査のうえ、速やかに応急復旧工事を実施し授業に支障をきた

さないよう処置しなければならない。 

イ 応急復旧資材については、関係部課において確保し、教育委員会と協議のうえ、

市内建設業者又は市指定業者をもって応急復旧工事をする。 

(2) 応急教育実施の予定場所 

ア 校園舎の全部又は大部分が使用できない場合は、付近の寺院・会館・公民館その

他適当な公共施設等を利用する。 

イ 校園舎の一部分が使用できない場合は、特別教室・屋内運動場等を利用し必要に

より二部授業を行う。 

ウ 応急修理で使用できる場合は、速やかに修理のうえ使用する。 

なお、前記事項については、教育委員会、各学校園長その他関係機関が協議して

定め、その決定事項は、教職員、園児・児童・生徒及び保護者に周知徹底を図る。 

(3) 応急教育の方法 

ア 学力低下の防止 

災害による臨時休業、二部授業その他のために学力低下が考えられるが、できる

だけ速やかに平常授業が行えるよう措置し、極力学力低下の防止に努める。 

イ 危険防止 

被害状況に応じて危険場所が予想されるときは、危険防止について指導し、その

徹底を図る。 

ウ 長期にわたる授業不能の場合 

授業不能が長期にわたる場合も考えられるので、学校園と園児・児童・生徒との

連絡方法・組織について工夫しておく。 

(4) 教職員確保の措置 

災害により教職員に不足を生じたときは、次の方法による。 

ア 不足教職員は、当該学校園内で調整し、できない場合は、本市の学校園内で調整

する。 

イ 市で調整できない場合は、府教育委員会に応援を求める。 

 

２ 災害応急保育計画 
(1) 保育施設の応急復旧対策 

災害により被害を受けた保育施設については、災害状況調査のうえ、速やかに応急

復旧工事を実施し、できるだけ早く平常通り保育できるように努める。 

(2) 応急保育の実施 

ア 施設の全部又は大部分が使用できない場合は、原則として保育を中止する。 

イ 応急修理により使用可能な場合は、速やかに修理し、実施する。 
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(3) 応急保育の方法 

ア 被災地区の保育入所児に対しては、医師会・保健所等の協力を得て、検便・健康

診断を行い、健康の保持に十分注意するとともに、感染症予防についても適当な指

導を行う。 

イ 保育所が長期にわたって保育不能な場合又は被災地区における復旧作業のため幼

児保育が特に必要とされるときは、実情に即し特設の保育所を設ける等便宜を図る。  

(4) その他 

気象警報等の発表によりあらかじめ災害が予想される場合は保護者に対して幼児の

登所を中止するように日頃から連絡の徹底を図る。 
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第３節 就学に関する措置 
１ 教科書・学用品の調達、支給方法等 

市は、災害救助法が適用された場合は、同法による救助の程度、方法により、災害

のため住家に被害を受け、就学上支障のある小学校児童、中学校生徒、高等学校生徒

（特別支援学校の小学部児童、中学部生徒、高等部生徒含む）に対して、教科書、教

材、文房具及び通学用品を支給する。 

なお、災害救助法が適用されない場合は、緊急援護費を制度の対象者に支給するこ

とで、教科書・学用品等の調達を支援する。 

(1) 支給方法 

教科書・学用品等を災害救助法に基づき支給する場合は、被災学校別・学年別使用

教科書・給与の対象となる児童及び生徒の人数を迅速正確に把握し、府に報告すると

ともに、指示に基づき教科書供給業者等に連絡し、供給を受ける。 

教科書・学用品等を緊急援護費に基づき支給する場合は、保護者が購入した費用の

一部を、学校長を通じて支給する。 

(2) 支給の対象者 

災害により、住家の全壊・全焼・流出・半壊・半焼又は床上浸水により教科書・学

用品等が使用不能となった児童生徒。 
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第４節 給食に関する措置 
１ 学校給食対策 

学校長は、当該学校の給食施設・設備・物資等に被害があった場合は、教育委員会に

報告し、協議のうえ給食実施の可否について決定する。この場合次の事項に留意する。 

 

(1) 被害があってもできる限り、継続実施するよう努めること。 

(2) 給食施設等が被害のため実施困難な場合は、応急措置を施し、速やかに実施できる

ように努めること。 

(3) 被災地において感染症発生のおそれがあるので特に衛生については、最大の注意を

すること。 
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第５節 学校園等の保健管理 
災害後の学校園等の保健管理は、次のとおり実施する。 

 

１ 市及び教育委員会は、学校園長等と協議のうえ、保健室常備の医療器具、薬品の確保及び

保健上必要な処置を速やかに完了するよう努める。 

２ 学校園長等は、園児・児童・生徒等に災害時における保健管理について十分周知するよう

常に指導し、市及び教育委員会や学校・園・所医（医師会）等と協議し、大阪府茨木保健

所・市健康医療部の保健活動に協力する。 
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第６節 学校施設の緊急利用 
１ 事前措置 

学校長は、それぞれの地域で被災者の避難所に指定されている場合の学校施設の緊急

利用について、本部長と協議し措置を講じる。 

 

２ 応急措置 
学校長は、市長から避難情報が発令された場合、速やかに避難者の受入れに必要な措

置を講じる。 
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第７節 文化財の応急対策 
市教育委員会は、指定文化財の所有者又は管理責任者から被災状況の調査結果を受け、

府教育委員会に報告する。 

また、被災文化財の被害拡大を防止するため、所有者又は管理責任者に対して応急措置

をとるよう指導・助言する。 
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第１３章 自発的支援の受入れ 
第１節 ボランティアの受入れ 
１ 市の活動 

市は、府、大阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会、おおさか災害支援ネットワー

ク、ＮＰＯ・ボランティア等及びその他ボランティア活動推進機関と相互に協力・連携

するとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やこれらの異なる組

織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を設置す

るなど、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものとする。 

市及び府は、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収

集運搬等、被災者のニーズ等に応じた活動を行うよう努める。 

これらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボラン

ティアの生活環境について配慮するものとする。 

(1) 受入れ窓口の開設 

市は、災害が発生し、ボランティアによる活動が必要と認めるときは、市社会福祉

協議会等に要請し、ボランティアの受入れ・活動の調整を行う窓口（災害ボランティ

アセンター）を開設する。 

(2) 活動拠点の提供 

市は、市内外からのボランティアが、被災者のニーズに応えて円滑に活動できるよ

う、その活動拠点として活動内容に適した公共施設、公共用地等を提供する。 

(3) 災害ボランティアセンターの活動支援 

市は、ボランティアの活動のために必要な資機材、物資の確保に努め、災害ボランティア

センターの活動を支援する。 

 

２ 府の活動 
(1) 情報の提供 

災害の状況、市から収集した市民のニーズなどの情報を日本赤十字社大阪府支部、

大阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会、その他の広域的なボランティア活動推進

機関に提供する。 

また、大阪府社会福祉協議会、おおさか災害支援ネットワークと「大阪災害支援活

動連携会議」などを活用しながら連携し、大阪府社会福祉協議会を通じて、災害時に

おける対応等を情報交換し、被災者ニーズ等の対応を市町村社会福祉協議会等へフィ

ードバックするなど、ボランティアが円滑に活動できるよう環境整備を図る。 

(2) ボランティア保険への加入促進 

大阪府社会福祉協議会を通じてボランティア保険の加入を促進する。 

(3) 高齢者等災害時避難行動要支援者への支援 

大阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会その他ボランティア関連団体へ災害ボラ

ンティアの派遣を要請する。 

(4) 在住外国人への支援 
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大阪府国際交流財団へ、通訳ボランティアの派遣の協力依頼をする。 

 

３ 日本赤十字社大阪府支部の活動 
(1) 情報の提供 

ボランティア支援の申し入れに対して、被災地の状況、ボランティアの活動内容、

受入れ窓口など情報の提供に努める。 

(2) 赤十字奉仕団への要請 

必要に応じ、赤十字奉仕団に対して支援を要請する。 

 

４ ボランティアの受入れ 
(1) ボランティアの活動内容 

次のような活動内容についてボランティアの協力を得る。 

ア 被災者に対する炊き出し 

イ 避難所内における給食・清掃等の運営補助 

ウ 要配慮高齢者・障害者等への介助 

エ 救助物資の仕分け・配布 

オ その他被災者に対する支援活動 

(2) 人材の確保 

災害ボランティアセンターは、ボランティアの活動場所、活動内容、人数等を把握

し、大阪府社会福祉協議会などのボランティア活動推進機関に人材確保の要請を行う。 

 

５ 専門技能者の応援要請 
市は、専門知識・技能を持った人材が不足する場合は、中間支援組織や専門家団体等

へ専門技能者の応援要請を行う。 
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第２節 民間団体に対する応援要請 
大規模な災害により、甚大な被害を受け、市職員及び他の市町村等からの応援職員だけ

では、到底迅速な応急対策が実施できない場合、災害対策基本法第５条第２項による市民

の隣保協同の精神に基づく自発的な組織としての自主防災組織・自治会・赤十字奉仕団・

防犯協会等のボランティア活動により、円滑に応急対策を実施できるように努める。 

 

１ 応援要請団体 
(1) 自主防災組織 

(2) 自治会 

(3) 防犯協会 

(4) 日本赤十字社大阪府支部茨木市赤十字奉仕団 

(5) 災害予防協会 

 

２ 奉仕作業 
(1) 炊出しその他災害救助の実施 

(2) 清掃の実施 

(3) 災害救助及び復旧資材の輸送及び配分 

(4) 避難誘導及び避難者の世話 

(5) 要配慮高齢者・障害者等に対する介護 

(6) 被害に関する各種連絡 

 

３ 動員要請方法 
災害応急対策実施のため、協力団体による応援を求めたいときは、その業務の種別に

より、その業務に適応した団体へ応援の要請をする。 

また、防災の各関係機関において協力団体の応援を必要とするときは、市の災害対策

本部を通じて協力団体の応援を要請する。 

なお、協力団体の応援を要請する場合は、業務の内容・場所・人員及び期間等を記載

した文書による。ただし、緊急を要する場合は、電話・口頭によって連絡する。 

 

【要請の流れ】 

 

 

災
害
対
策
本
部 

危機管理監 

市民文化部長 

福祉部長 

消 防 長 

危機管理課長 

市民協働推進課長 

地域福祉課長 

消防本部総務課長 

自主防災組織・防犯協会 

自 治 会 

赤十字奉仕団 

災害予防協会 
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４ 義援物資提供の際の住民・企業等における配慮 
被災地区に義援物資を提供しようとする住民・企業等は、被災地のニーズに応じた物資提供

とするよう、また、梱包に際して品名を明示する等、被災地における円滑かつ迅速な仕分け・

配送ができるよう十分に配慮した方法で行うよう努める。 

府は、住民・企業等が被災地のニーズに応じた物資提供ができるように、市と連携して物資

のニーズ等を把握し、的確に広報を実施するよう努める。 

市及び府は、小口・混載の支援物資を送ることは被災地方公共団体の負担になること等，被

災地支援に関する知識を整理するとともに，その知識の普及及び内容の周知等に努めるものと

する。 

 

５ その他 
各団体に応援を受けた市及び関係機関は、おおむね次の事項について記録し、保管し

ておく。 

(1) 応援した団体の名称及び人員 

(2) 応援した業務の内容及び期間 

(3) その他必要な事項 
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第３節 海外からの支援の受入れ 
１ 府・国との連絡調整 

海外からのボランティア等の支援の受入れについては、府、国と連絡調整のうえ、市

災害対策本部でその対応を協議する。 

 

２ 支援の受入れ 
(1) 次のことを確認のうえ、受入れの準備をする。 

ア 支援内容、到着予定日時、場所、活動日程等 

イ 被災地のニーズと受入れ体制 

(2) 海外からの支援の受入れにあたって、極力自力で活動するよう要請するが、必要に

応じて次のことを行う。 

ア 案内者、通訳等の確保 

イ 活動拠点、宿泊場所等の確保 
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第１４章 被災者の生活支援 
第１節 オペレーション体制 
大規模災害が発生した場合、被災生活が長期間に及ぶ可能性があることから、市、府は、

被災者の精神的な安心と、一刻も早い通常の生活の回復につなげるため、長期間の対応が

可能なオペレーション体制の整備を図る。 

市は、長期間のオペレーション体制を確保するため、指揮統制部及び総務対策部を中心

に業務継続に必要な人員の調整を行い、必要に応じて中長期間の人的応援を府や他の市町

村、民間事業者等に要請する。 

府は、オペレーション体制の整備にあたり、ボランティア団体や民間企業との連携、物

資やボランティアのミスマッチ解消に向けたコーディネート等を進めながら、発災当初か

ら72時間までとそれ以降のオペレーションについて検討を行い、「大阪府災害等応急対策

実施要領」において定めるとともに、市のオペレーション体制の整備を支援する。 
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第２節 市民等からの問い合わせ 
市は、必要に応じ、発災後速やかに市民等からの問合せに対応する専用電話を備えた市

民災害相談窓口を設置する場合は、民間事業者等へ一部業務を委託して人員の確保を図り、

問合せや相談内容等を分析して市民ニーズを見極め、被災者の生活支援につながる情報発

信を行う。 

また、被災者の安否について市民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を不

当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後

の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう

努める。その際、市は、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係地方公

共団体、消防、府警本部等と協力して、被災者に関する情報の収集に努める。 

なお、被災者の中に、高齢者虐待、障害者虐待、児童虐待、配偶者からの暴力等を受け

加害者から追跡されて危害を受ける恐れがある者等が含まれる場合は、その加害者等に居

所が知られることのないよう当該被災者の個人情報の管理を徹底するよう努める。 
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第３節 住宅対策 
市及び府は、既存住宅ストックの活用を重視して応急的な住まいを確保することを基本とし、

相談体制の整備、修理業者の周知等の支援による応急修理の推進、公営住宅等の既存ストックの

一時提供及び賃貸型応急住宅の提供により、被災者の応急的な住まいを早期に確保するものとす

る。また、地域に十分な既存住宅ストックが存在しない場合には、建設型応急住宅を速やかに設

置し、被災者の応急的な住まいを早期に確保するものとする。なお、応急仮設住宅等への入居の

際には、これまで生活してきた地域コミュニティをなるべく維持できるように配慮しつつ、高齢

者、障害者を優先する。 

 

１ 住家の被害認定調査の実施 
住家被害の状況は、災害救助法の適用の根拠となり、罹災証明書の交付や各種の被災者

援護対策の基礎となるため、適正な判定を実施する。 

(1) 現地調査の実施 

ア 第一次判定 

市内全域を対象として、外観目視によって調査・判定する。 

イ 第二次判定 

第一次判定において、浸水が床上まで達しているとされた住家及び再調査申請の

あった住家について、外観目視調査及び内部立入調査により部位による判定を実施

する。 

(2) 被害程度の認定基準 

全壊、半壊等の認定基準は、次のとおりである。 

 

住家等被害の認定統一基準 

被害種類 被害認定統一基準（H13.6.28内閣府政策統括官通知） 

住家全壊 

（全焼・全流出） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流

失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用する

ことが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積がそ

の住家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの、または住家の主要な構成要素の経済

的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が５０％以上に達した程

度のものとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 

住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚

だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がその

住家の延床面積の２０％以上７０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被

害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が２０％以上５０％未満のも

のとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 
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被害種類 被害認定統一基準（H13.6.28内閣府政策統括官通知） 

 大規模半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなけれ

ば当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の

５０％以上７０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占

める損害割合で表し、その住家の損害割合が４０％以上５０％未満のものとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 

 中規模半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなけれ

ば当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の

３０％以上５０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占

める損害割合で表し、その住家の損害割合が３０％以上４０％未満のものとする。 

（令和２年１２月４日付け府政防１７４６号「被災者生活再建支援法の一部を改正する法

律の施行について」） 

 半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなけれ

ば当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の

２０％以上３０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占

める損害割合で表し、その住家の損害割合が２０％以上３０％未満のものとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 

準半壊 住家が半壊又は半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損壊部分がその

住家の延床面積の１０％以上２０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被

害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が１０％以上２０％未満のも

のとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 

住家 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問わな

い。 

（H13.6.28 内閣府政策統括官通知） 

非住家 住家以外の建築物をいうものとする。 

なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家とする。ただし、これらの

施設に、常時、人が居住している場合には、当該部分は住家とする。 

（H13.6.28 内閣府政策統括官通知） 

（注１）住家被害戸数については「独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物または完全に区

画された建物の一部」を戸の単位として算定するものとする。 

（注２）損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなければ元

の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

（注３）主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固定され

た設備を含む。 

 

２ 罹災証明書等の発行 
市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施

するため、罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、

被災者に罹災証明書を交付する。住家等の被害の程度を調査するにあたっては、必要に

応じて、航空写真、被災者が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用

するなど、適切な手法により実施するものとする。 

(1) 被災者台帳の作成 

本部長（市長）は、被災状況を調査のうえ、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や

各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を積極的に
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整備・活用し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努める。 

府は、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、被災者台帳を作成する市からの

要請に応じて、被災者に関する情報を提供する。また、発災後速やかに住家被害の調査や罹

災証明書の交付に係る事務の市町村向け説明会を実施するとともに、その実施に当たっては、

テレビ会議システムを活用し、各市町村に映像配信を行うなど、より多くの市町村担当者の

参加が可能となるような工夫をするよう努める。加えて、被害が複数の市町村にわたる場合

には、調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう、定期的に、各市町村における課

題の共有や対応の検討、各市町村へのノウハウの提供等を行うこと等により、被災市町村間

の調整を図る。 

独立行政法人都市再生機構は、府又は国土交通省からの要請に基づき、その業務の遂行に

支障のない範囲で専門的知識を有する職員を被災地に派遣するものとする。 

市は、被災者への援護の遺漏がないよう、作成した被災者台帳を厳重に管理する。また、

市外へ避難、転居した被災者に対しても、必要な支援を継続する。 

(2) 罹災証明書の発行 

市は、住家に被害を受けた被災者に対して遅滞無く罹災証明書を発行する。 

なお、罹災証明書を発行するために、予め発行方法、発行時期、申請方法等について市民

へ周知する。 

(3) 罹災届出証明書の発行 

市は、非住家の被害や、罹災証明書の発行について被災状況が確認できない場合は、本人

の申請に基づき罹災届出証明書（被災者自身が被災内容を市へ届け出たことを証明する）を

発行する。 

 

３ 応急仮設住宅の建設・管理 
(1) 設置主体 

応急仮設住宅の設置は、災害救助法の適用により府知事が行い、市長はこれに協力

する。 

(2) 用地の選定 

建設予定地は、交通の便、教育、水道、保健衛生等を考慮して一時避難地等の用地

を優先して選定する。なお、私有地については、所有者と協議のうえ選定する。 

(3) 入居基準 

住家が全壊又は流出し、居住する住家がない者であって自らの資力では住宅を得る

ことができない者を対象とする。 

(4) 府知事が設置する応急仮設住宅の管理について、市長はこれに協力する。 

 

４ 応急仮設住宅の運営管理 
府及び市は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行う。この際、府と市が連携して、

応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための健

康管理支援等を行う。また、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるととも

に、女性の参画を推進し、女性をはじめとする生活者の意見を反映できるよう配慮する。
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さらに、必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮する。 

 

５ 賃貸型応急住宅 
民間賃貸住宅・空き家等を借り上げて供与する賃貸型応急住宅を積極的に活用する。 

 

６ 公共住宅等への一時入居 
市及び府は、建設型応急住宅及び賃貸型応急住宅の活用状況に応じ、被災者の住宅を

確保するため、府・市営住宅、住宅供給公社・独立行政法人都市再生機構住宅等の空家

への一時入居の措置を講ずる。 

 

７ 被災住家の応急修理 
市は府から委任を受けて住宅が半壊、大規模半壊又はこれらに準ずる程度の被害を受

け、当面の日常生活が営むことができない者の住宅居室、炊事場及び便所等、必要最小

限度の部分について応急修理を行う。 

 

８ 住宅に関する相談窓口の設置等 
市及び府は住宅に関する相談や情報提供のため、住宅相談窓口を設置する。また、専

門家団体に働きかけ、被災者の住まいの再建のための相談にきめ細かく、迅速に対応で

きる体制を組織化する。 

市及び府は、民間賃貸住宅等への被災者の円滑な入居を確保するため、空室等の状況

把握に努めるとともに、貸主団体及び不動産業関係団体への協力要請等適切な措置を講

じる。 

 

９ 住居障害物の除去 
市は府から委任を受けて、がけ崩れ、浸水等により、居室、炊事場、玄関等に土石、

竹木等が運びこまれているため生活に支障を来している場合で、自らの資力をもってし

ては除去できない者に対して障害物の除去を行う。 

 

１０ 他府県への応急仮設住宅に関する要請 
府は、被災の状況に鑑み、府内のみでは応急仮設住宅の確保が十分でないと判断され

る場合には、近隣府県をはじめ他府県に対して、建設型応急住宅の用地及び賃貸型応急

住宅の情報の提供を求める。 
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第１章 災害応急活動体制 
第１節 初動体制の確立 
地震による災害が発生した場合に、迅速かつ的確に災害応急対策を実施するため、必要な

組織動員体制をとるとともに、災害応急対策に従事する者の安全確保に十分留意する。 

 

〈地震発生時の非常配備体制及び活動体制〉 

震度階 

（市域の震度） 
本部体制 配備体制 職員の配備 

消防職員の 

配置 

震度４ 

災害警戒 

本部 

【自動設置】 

地震警戒 

体制 

・災害警戒本部員（各部

長）＋部長級職員 

・配備対象の対策班の班

長又は対策部長に指名

された職員 

【自動参集】 

指令室対応 

〈24時間体制〉 

全管理職 

【自動参集】 

【携帯メール配信】 

震度５弱 

災害対策 

本部 

【自動設置】 

第１次 

地震対策 

本部体制 

・災害対策本部員（特別

職＋各部長）＋部長級

職員 

・全対策班長及び地震対

応初動に必要な人員と

して対策部長に指名さ

れた職員 

【自動参集】 

震災非常警備 

本部の設置 

全職員 

【自動参集】 

震度５強 

以上 

第２次 

地震対策 

本部体制 

全職員 

【自動参集】 
 

南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の体制については、本部「付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計

画」で定める。 

【自動参集】とは、勤務時間外において、指示によらない参集を要することを意味し、勤務時間外とは、月～

金の17時15分から翌朝８時45分並びに週休日及び休日をいう。 

市域の震度とは、気象庁発表「茨木市」の震度をいう。 

なお、市長は災害の状況に応じた配備等を指示することがある。 

 

１ 勤務時間中における初動体制 
勤務時間中に市域で震度４以上を観測したときは、市役所本館及び南館においては自

衛消防隊の活動により必要に応じて来庁者を安全に避難させ、災害警戒本部又は災害対

策本部を設置する。 
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第１章 災害応急活動体制 

 

２ 勤務時間外における初動体制（夜間・休日） 
(1) 市域で「震度４」を観測したとき（災害警戒本部の自動設置） 

警戒配備職員、防災関係課長、危機管理課職員が自動参集し、災害警戒活動を実施す

る。 

(2) 市域で「震度５弱」を観測したとき（災害対策本部の自動設置） 

地震直後の緊急動員体制として、第１次地震対策本部体制の配備対象職員が自動参

集し、災害対策活動を実施する。 

【避難所要員の編成】 

あらかじめ指定された避難所に直行し、避難者受入れを行う。 

 (3) 市域で「震度５強以上」を観測したとき（災害対策本部の自動設置） 

全職員が自動参集し、災害対策活動を実施する。 

 

３ 参集報告・把握 
参集した職員は、それぞれの所属長に対して到着の報告を行い、直ちにその指示に従い

必要な業務を行う。 

また、職員到着の報告を受けた所属長は参集状況を把握して、速やかに総務・人事班又

は災害対策本部に報告する。 

 

 



 

4-3 

第４部 地震災害応急対策

第１章 災害応急活動体制

第
１
部 

総 

則 

第
２
部 

災
害
予
防
対
策 

第
３
部 

風
水
害
応
急
対
策 

第
４
部 

地
震
災
害
応
急
対
策 

第
６
部 

災
害
復
旧
・
復
興
対
策 

第２節 災害活動体制 
１ 災害警戒本部体制（市域で震度４を観測したとき、自動設置） 
災害対策本部を設置する前又は災害の規模等により災害対策本部を設置しない場合の

災害応急対策の体制であり、職員の動員配備は地震警戒体制の配備対象職員とする。 

(1) 設置基準 

ア 市域で震度４を観測したとき 

イ 小規模の災害が発生したとき 

ウ その他、危機管理監が必要と認めたとき 

(2) 廃止基準 

ア 市域で震度５弱以上を観測したとき（災害対策本部体制へ移行） 

イ 被害発生のおそれがなくなったとき 

ウ その他、危機管理監が適当と認めたとき 

(3) 組織構成 

災害警戒本部 
本 部 長  危機管理監 

副本部長  危機管理課長 

本 部 員 

総務部長、企画財政部長、市民文化部長、福祉部長、健康医療部長、 

こども育成部長、産業環境部長、都市整備部長、建設部長、会計管理者、 

教育総務部長、学校教育部長、市議会事務局長、水道部長、消防長 

本部機構 
指揮統制部（指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班） 

総務対策部（総務・人事班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

民生対策部（福祉・安否確認班、医療衛生対策班、こども対策班） 

産業対策部（商工班、農林班、環境対策班） 

土木対策部（建築対策班、道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

文教対策部（学校教育班） 

給水対策部（水道総務班、応急給水班、管路復旧班、施設復旧班） 

消防対策部（消防本部班、消防署班） 

事務局 
指揮統制部が本部の事務局を担い、各対策部及び部内各対策班並びに関係機関と 

の連絡調整等の業務を実施 

(4) 設置場所 

災害警戒本部は、茨木市役所内に設置する。なお、市役所庁舎が被災するなどして本

部の設置が困難な場合は、代替施設であるおにクルに設置する。 

(5) 処理事項 

ア 被害情報の収集・伝達に関すること 

イ 職員の配備に関すること 
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第１章 災害応急活動体制 

ウ 府及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

エ 臨時部長会議の開催又は災害対策本部の設置に関すること 

オ その他、緊急に実施する必要がある災害応急対策に関すること 

 

２ 災害対策本部体制（市域で震度５弱以上を観測したとき、自動設置） 
・震度５弱を観測した場合、職員の動員配備は、第１次地震対策本部体制の配備対象職

員とする。 

・震度５強以上を観測した場合、職員の動員配備は、第２次地震対策本部体制の配備対

象の全職員とする。 

(1) 設置基準 

ア 市域で震度５弱以上を観測したとき 

イ 中・大規模な災害が発生したとき 

ウ 災害救助法の適用を要する災害が発生したとき 

エ その他、災害対策本部長（市長）が必要と認めたとき 

(2) 廃止基準 

ア 市内において災害発生のおそれが解消したとき 

イ 災害応急対策が概ね完了したとき 

ウ その他、災害対策本部長（市長）が適当と認めたとき 

(3) 災害対策本部の設置及び廃止の通知先 

災害対策本部を設置したとき又は廃止したときは、直ちにその旨を職員及び必要な関

係機関に通知するとともに、災害対策本部の標識を市役所玄関前に掲示する。 

(4) 組織構成 

災害対策本部 
本 部 長  市長 

副本部長  危機管理監、副市長 

本 部 員 

教育長、水道事業管理者、総務部長、企画財政部長、市民文化部長、 

福祉部長、健康医療部長、こども育成部長、産業環境部長、都市整備部長、 

建設部長、会計管理者、教育総務部長、学校教育部長、 

市議会事務局長、水道部長、消防長 

本部機構 

指揮統制部、総務対策部、市民対策部、民生対策部、産業対策部、 

土木対策部、文教対策部、給水対策部、消防対策部 

事務局 
指揮統制部が本部の事務局を担い、各対策部及び部内各対策班並びに関係機関と

の連絡調整のほか、本部長の補佐や応援・受援の調整、災害応急対策の予算や財源

の確保等の業務を実施 

(5) 設置場所 

災害対策本部は、茨木市役所内に設置する。なお、市役所庁舎が被災するなどして本
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部の設置が困難な場合は、代替施設であるおにクルに設置する。 

ただし、災害の規模その他の状況により応急対策の推進を図るため、本部長（市長）

は必要があると認めるときは、他の場所に現地対策本部を設置する。この場合は、関係

機関に電話等で周知徹底を図る。 

(6) 府との連携 

府が現地災害対策本部を設置した場合は、この組織と連携を図るため、職員を連絡要

員として派遣する。 

(7) 災害対策本部会議 

情報の分析、災害応急対策の検討、指示指令等を行うための災害対策本部会議を開催

する。 

ア 本部会議の構成 

本部会議は、本部長、副本部長及び本部員並びに本部長が定めるその他職員で構成

する。 

本部長は、本部会議を開くいとまがないときは副本部長及び本部員と協議の上、そ

の事務を処理する。 

イ 本部会議の公開 

本部会議は原則として報道機関や防災関係機関へ公開するものとするが、会議において

次の事項を取り扱う場合は公開しないことができる。 

(ｱ) 個人に関する情報 

(ｲ) 法人等に関する情報 

(ｳ) 任意の提供に関する情報 

(ｴ) 公共の安全等に関する情報 

(ｵ) その他不確定な情報など公表することが適切でない情報 

ウ 会議の開催時期 

本部会議は、初回は災害発生後概ね１時間以内に開催するものとする。 

エ 本部会議で決定する事項 

(ｱ) 災害応急対策の目標・方針に関すること 

(ｲ) 被害情報の収集・伝達に関すること 

(ｳ) 災害情報、気象情報等の収集、報告、伝達に関すること 

(ｴ) 自衛隊への災害派遣要請、災害救助法の適用申請、激甚災害の指定要請等、国・府

への応援要請に関すること 

(ｵ) 避難情報の発令に関すること 

(ｶ) 避難所の開設・閉鎖に関すること 

(ｷ) 被災者の救助・救済に関すること 

(ｸ) 職員の配備に関すること 

(ｹ) 災害復旧・復興に関すること 

(ｺ) 災害ボランティアセンターの設置・運営・閉鎖に関すること 

(ｻ) 業務継続計画の発動に関すること 

(ｼ) 体制の廃止に関すること 



 

4-6 

第４部 地震災害応急対策 

 

第１章 災害応急活動体制 

(ｽ) その他災害に関する重要な事項に関すること 

オ 防災関係機関等の招聘 

本部長（市長）は的確な災害応急対策の検討のため、必要に応じて防災関係機関

等を災害対策本部会議に招聘し、意見等を聴取する。 

カ 所掌事務 

災害対策本部における業務分掌は第１部第４章１茨木市にあるとおりとし、災害

応急対策・復旧・復興対策の実施にあたっては、各対策部・対策班は被害の全体像

に関する共通認識をもって、本部長が示す目標・方針に沿った対応を実施する。 

 

３ 職務の代理 
市長に事故があるとき又は欠けたときの本部長の代理は、危機管理監、防災事務担当副市長、

他の副市長、教育長、総務部長の順とし、本部員は、茨木市業務継続計画に定める順に職務代

理者を決定する。 

 

４ プロジェクトチーム 
災害固有の突発的な事象に対して横断的に応急対策、復旧・復興対策を実施するため、

必要に応じてプロジェクトチームを設置することができる。 

(1) 設置基準 

本部長（市長）は、災害固有の突発的な業務に部課横断的に対応するため、必要があ

ると認めるときは、その目的を明らかにしたプロジェクトチームを設置することができ

る。 

(2) 組織構成 

プロジェクトチームの構成員は、指揮統制部において検討し、本部長（市長）が任

命する。 

(3) 活動内容 

プロジェクトチームの設置目的を達成するために必要な業務を行う。 

 

５ 現地災害対策本部 
被災現場や被災地域に即した対策を迅速・的確に行うため必要に応じて設置する。 

(1) 設置基準 

本部長（市長）は、災害の規模その他状況により応急対策を推進するため、必要があ

ると認めるときは、他の場所に現地災害対策本部を設置する。 

(2) 組織構成 

ア 現地災害対策本部の長は、本部長が副本部長又は本部員のうちから指名する。 

イ 現地災害対策本部の本部員は、本部長が本部員又は本部職員のうちから指名する。 

ウ 現地災害対策本部の本部職員は、本部長が本部職員のうちから指名する。 

(3) 活動内容 

災害現場での指揮、関係機関との連絡調整等を行う。 

(4) 現地災害対策本部の例 
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ア 災害時医療対策本部 

市災害対策本部の医療救護現地本部として、民生対策部並びに府茨木保健所との連

携のもと、茨木市医師会・茨木市歯科医師会・茨木市薬剤師会と協力し、災害医療協

力病院、救護所等の被災状況及び被災傷病者等の受入状況を把握・分析・評価すると

ともに、関係機関との間での情報共有、市消防本部への情報提供、災害時医療救護班

等の派遣要請、医薬品・医療用資機材の補充をするなど災害時医療が適切に提供でき

るよう保健医療センターに災害時医療対策本部を設置する。 

(ｱ) 設置基準 

a 目安として、市域で震度６弱以上を観測したとき 

b 現地医療機関が被災し、その医療機能が低下又は被災傷病者等が多数発生して 

いるとき 

c その他災害対策本部長（市長）が必要と認めたとき 

(ｲ) 組織構成 

(2) 組織構成に準ずる。 

(ｳ) 設置場所 

災害時医療対策本部は、保健医療センターに設置する。 
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第４部 地震災害応急対策 

 

第１章 災害応急活動体制 

第３節 動員配備体制 
１ 配備方法 
(1) 勤務時間内における配備 

ア 各部長は直ちに平常業務を中止し、あらかじめ震度階区分で定められた配備指令

に基づく体制をとる。 

イ 配備についた職員は、上司の指示にしたがって、直ちに警戒活動又は応急対策活

動に従事しなければならない。 

(2) 勤務時間外における配備 

ア 各部長は、配備指令によりあらかじめ定めた職員を動員する。 

イ 動員命令を受けた職員は、直ちに所属する部課等へ参集する。 

ウ 各部長は、職員の参集状況に応じ、順次応急対策活動班を編成する。 

エ 各部長は、職員の健康管理に注意し、職員の休憩、交替を指示する。 

ただし、緊急かつやむを得ない場合は、あらかじめ定められた者以外の職員を指名

して配備につけ、応急活動を命じることができる。 

(3) 初期活動後の職員動員配備体制 

ア 災害時に職員動員配備体制を確立した後は、各部長は職員の健康管理に注意

し、災害の状況に応じて必要な職員を配備する。 

イ 災害の規模その他状況により応急対策を遅滞なく実施するため、必要に応じて

各対策部・対策班の所属を越えた応援を実施する。 

 

２ 非常配備体制 
市における防災活動を実施するため職員の配備体制は、次のとおりとする。 

配備名称 配備対象職員 

地震警戒体制 

（災害警戒本部設置） 

*市域で、震度４を観測 

・災害警戒本部員(各部長)＋部長級職員 

・以下の配備対象の対策班の班長又は対策部長に指名された職員 

指揮統制部（指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班） 

総務対策部（総務・人事班） 

市民対策部（避難所・市民相談班） 

民生対策部（福祉・安否確認班、医療衛生対策班、こども対策班） 

産業対策部（商工班、農林班、環境対策班） 

土木対策部（建築対策班、道路対策班、公園対策班、下水道対策班） 

文教対策部（学校教育班） 

給水対策部（水道総務班、応急給水班、管路復旧班、施設復旧班） 

消防対策部（消防本部班、消防署班） 

第１次地震対策本部体制 

（災害対策本部設置） 

*市域で、震度５弱を観測 

・災害対策本部員(特別職＋各部長)＋部長級職員 

・全対策班長及び対策班の班長又は対策部長に指名された職員 

・全消防職員 
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第２次地震対策本部体制 

（災害対策本部設置） 

*市域で、震度５強以上を観測 

全職員 

なお、市長は災害の状況に応じた配備等を指示することがある。 

 

３ 出動指令の決定 
職員の災害出動は、非常配備体制の区分に従い市長が決定し、指令を出す。ただし、市

域で震度５強以上を観測したとき、又は観測したと推定されるとき、全職員は指令がない

ときでも出動する。 

 

４ 動員方法 
(1) 配備計画 

配備計画は原則として、各部長が部内を調整して、必要な災害活動班及び人員を編成

し、防災活動の準備又は実施のため配備職員に徹底しておく。 

 

５ 各課の動員計画 
各課長は、配備指令により直ちに対応できるよう所属職員について、あらかじめ配備指

令ごとの出動職員を把握しておき、各職員に徹底しておく。 

 

６ 職員の安否確認及び動員状況の報告 
各課長は、配備指令に基づく体制を構築するため、地震発生後速やかに所属職員の安否

及び参集に要する時間を把握し、班長を通じて動員可能な人員について直ちに所属部の

部長並びに総務・人事班に報告する。各部長は、職員の動員状況について随時把握し、本

部長に報告する。危機管理監は、非常参集の状況を速やかに府に報告する。 

 

７ 災害時の職員対応 
職員はあらかじめ定められた配備体制を十分習熟しておくこと。 

災害時は配備指令により定められた部署へ参集するとともに、参集する経路での被災

状況をメモ等で記録するなど、被害の情報収集に努めること。 
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第４部 地震災害応急対策 

 

第１章 災害応急活動体制 

第４節 業務継続に必要な資源の確保 
市は、災害対応業務を継続するために必要な資源を確保する。 

 

１ 資機材等の確保 
災害対応業務の実施に必要な資機材等を確保し、各対策班へ配分する。必要に応じ、外

部からの支援物資を活用する（第３章第３節「物的支援の受入れ」参照）。 

 

２ 車両等の確保 
災害対応業務実施のために必要な車両及び燃料を、府や他の市町村、民間事業者と調整

し、確保する。 

 

３ ネットワーク環境の確保 
庁内外のネットワーク環境を確認し、通信を確保する。 

災害対応業務に必要な重要システムを正常に稼働させるため、庁内ネットワーク環境

等を確認し、通信及びサーバ基盤の安定稼働を確保する。 

 

４ その他業務継続に必要な資源の確保 
上記のほか、職員の災害対応業務を迅速・円滑に実施するために必要な水や電気、食糧

等の資源の確保や、健康管理、災害補償等を適切に実施する。 
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第２章 災害救助法の適用 
市域において発生した災害が、災害救助法の定める基準以上に該当し、又は適用基準に該

当する見込みがあるときは、市長は直ちにその旨を知事に報告する。 

知事は、災害が発生するおそれがある段階で、国が災害対策本部を設置し、その所管区域とな

り当該区域内で被害を受けるおそれがある場合、災害救助法を適用して同法に基づく救助を行う

ことができる。 

併せて、知事は災害により住家が滅失した世帯数が、災害救助法に定める基準以上に達し、又

は、多数の者が生命又は身体に危害を受けるおそれが生じた場合であって政令が定める基準に該

当し、被災者が現に救助を要する状態にある場合は、災害救助法を適用して、同法に基づく救助

を行う。 

 

第１節 実施責任者 
災害救助法の適用に基づく応急救助活動は、府知事が実施する。ただし、府知事による救

助活動の実施を待ついとまもない場合は、市長は災害救助法の規定による救助に着手する

とともに、その状況を直ちに知事に報告し、その後の処理については知事が行う救助を補助

する。 

また、救助を迅速かつ的確に実施するため、府知事の職権の一部を委任された場合は、委

任された救助事項の事務内容及び事務を行うこととする期間について、市長が応急救助活動

を実施する。 

なお、災害救助法による救助の種類及び事務の担当は次のとおりである。 

 

１ 避難所の設置  避難所・市民相談班 

２ 応急仮設住宅の供与  建築対策班 

３ 炊き出しその他による食品の給与  物資班、教育対策班 

４ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与  物資班 

５ 飲料水の供給  給水対策部 

６ 医療及び助産  医療衛生対策班 

７ 被災者の救出  消防対策部 

８ 被災した住宅の応急修理  建築対策班 

９ 生業に必要な資金の給与又は貸与  商工班、農林班 

10 学用品の給与  教育対策班 

11 埋葬  避難所・市民相談班 

12 死体の捜索及び処理  避難所・市民相談班、消防対策部 

13 障害物の除去  道路対策班 

14 救援用物資の輸送  物資輸送班 

15 救助費の求償  財務・情報班 

16 府との事務調整  指揮調整班 
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第２章 災害救助法の適用 
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第２節 適用手続 
市長は、市域における災害が次の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する見込みがあ

る場合は、直ちにその旨を知事に報告するとともに、被害者が現に救助を要する状態にある

場合に、法の適用を要請しなければならない。 

また、災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待ついとまがない場合は、市長は

災害救助法の規定による救助に着手するとともに、これらを直ちに知事に報告し、その後の

処理については知事の指示を受ける。 

 

茨木市の災害救助法適用基準 

根拠 適用基準 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第１号 
茨木市内で100世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第２号 

大阪府内で2,500世帯以上住家が滅失した場合であっ

て、茨木市内で50世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第３号（前段） 
大阪府内で12,000世帯以上の住家が滅失したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第３号（後段） 

被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等につ

いて特殊の補給方法を必要とし、又は被災者の救出につ

いて特殊の技術を必要とする場合で、多数の住家が滅失

したこと。 

災害救助法施行令第１条 

第１項 第４号 

多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるお

それが生じた場合であって、次の基準に該当すること。 

①災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在

する多数の者が、避難して継続的に救助を必要とする

こと。 

②被災者に対する食品若しくは生活必需品の給与等につ

いて特殊の補給方法を必要とし、又は被災者の救出に

ついて特殊の技術を必要とすること。 

※第１号から第３号までに規定する住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家が

半壊し又は半焼する等著しく損傷した世帯は２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の

堆積等により一時的に居住することができない状態となった世帯は３世帯をもって、そ

れぞれ住家が滅失した１世帯とみなす。 
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第４部 地震災害応急対策 

 

第３章 広域応援の要請・受入れ 

第３章 広域応援の要請・受入れ 
市長は、災害の状況等から市民の生命又は財産を保護するため、必要に応じて他の市町村

及び関係機関に協力を求めるとともに、受入れ体制を整備するなど、災害対策を円滑に実施

する。 

なお、府が市に職員を派遣する場合、支援内容に応じた職員の選定に努める。 

 

第１節 受援体制の構築 
他の市町村等へ応援を要請した場合や、他の市町村等から応援申し出があった場合は、市長は

円滑な応援活動が遂行できる受入れ体制等を整える。 

人的支援については『応援・受援班』、物的支援については『物資班』が中心となり、各支援に

関する全体把握や庁内・外部調整等を行う。 

なお、各対策班に受援担当を設置し（給水対策部は水道総務班、消防対策部は消防本部班のみ）、

応援・受援班や物資班との連絡調整を行う体制を構築することとし、各対策班の受援窓口等の詳

細は茨木市受援計画に定める。 

 

第２節 人的支援の受入れ 
市は、人的支援については府や協定締結団体、自衛隊、ボランティアなど様々な機関や制度に

より応援を受ける。その際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、適切な空間の

確保に配慮するものとする。 

 

１ 応援要請等の種類 
他の市町村や関係機関等には次のとおり応援を要請する。 

(1) 応援・受援班から要請する場合 

各対策班において個別に協定締結等を行っていない業務に関する応援要請は、応援・受援

班から行う。 

主な要請先：府、協定締結団体（自治体・企業等）、ボランティア（一般・民間）等 

(2) 各対策班から要請する場合 

業務により個別に協定を締結している団体や、業務によりあらかじめ応援先が決定してい

る自治体等への要請は、各対策班から行うこととする。 

(3) 外部から応援申出があった場合 

外部からの応援申出があった場合は、応援・受援班が連絡を受け、受入れの調整を行う。 

 

２ 支援の形態 
人的支援受入れの形態は、地域別支援、業務別支援、チーム派遣支援の３つの形態

があり、それぞれに適した業務分担を行う。 
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３ 分野別の受入れ概要 
(1) 初動時の災害応急対策実施の支援 

大規模な災害の発生直後、初動時の災害応急対策実施の支援として被災状況の把握や連

絡調整を行う職員の派遣が府等より行われる。主な派遣は以下のとおりである。 

なお、府からは市からの要請なく、発災直後に素早く派遣されるため、早期より応援の

必要人数等の情報が共有できるよう、迅速な状況把握を行う。 

また、支援の費用負担を理由に応援要請を躊躇することがないよう、災害救助法の適用

について早期より災害時先遣隊又はリエゾンを通じて府と調整を行う。 

 

【初動時の災害応急対策実施の支援の種類・概要】 

応援団体 主な支援内容 要請先 
要請 

担当 

大阪府 

緊急防災推進員 

（地震の場合のみ） 

市町村の被害状況及び対

策状況の収集・伝達によ

る府の応急対策の円滑な

実施を期する 

要請不要 

勤務時間外において震度 5弱

以上を観測した場合に派遣

される 

(受入れのみ) 

応援・ 

受援班 

災害時先遣隊 被災状況の把握 要請不要 

大規模な自然災害が発生し、

被災市町村の行政機能の全

部又は一部が麻痺した場合

に派遣される 

(受入れのみ) 

応援・ 

受援班 

現地情報連絡員 

（リエゾン） 

情報収集（市町村災害情

報、必要な物的・人的支

援に関する情報等） 

(受入れのみ) 

応援・ 

受援班 

国土 

交通省 

TEC-FORCEの 

災害対策現地情

報連絡員（リエゾ

ン） 

被害情報や支援ニーズの

把握、TEC-FORCE 活動等

の情報共有、国土交通省

との連絡調整 

近畿地方整備局へ要請 

 

災害規模が大きい場合は要

請を待たず、派遣確認の連絡

あり 

応援・ 

受援班 

総務省 

等 

応急対策職員派

遣制度による 

総括支援チーム 

市町村長への助言、被害

状況や応援職員のニーズ

把握、関係機関との連絡

調整 

大阪府へ要請 
応援・ 

受援班 

 

(2) 人命救助関係 

大規模災害では多くの人的被害の発生が予測されており、自衛隊等による人命救助活動

が必須となる。人命救助に関わる主な団体は以下のとおりである。 

市民の人命に関わる重大なことであるため、必要と認めた場合は素早く自衛隊の災害派

遣要請等を要求する。 

 

【人命救助関係の支援の種類・概要】 

応援団体 主な支援内容 要請先 要請担当 

防衛省 災害派遣部隊 

 行方不明者の捜索及び
負傷者の救助 

 人員や物資の輸送 

 給水 

大阪府へ要請 

大阪府へ連絡ができない

場合は直接自衛隊へ被害

状況を通知 

指揮調整班 
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消防庁 緊急消防援助隊 

 大規模火災発生時の延
焼防止等消火活動 

 高度救助用資器材を備
えた部隊による要救助

者の検索、救助活動 

大阪府へ要請 

大阪府へ連絡ができない

場合は直接消防庁へ要請 

消防本部班 

警察庁 警察災害派遣隊 

 検視、死体見分及び身
元確認の支援 

 緊急交通路の確保 

要請不要 

大阪府公安委員会

が要請 

－ 

大阪府 

保健医療活動チ

ーム※ 
（DMAT、JMAT、日赤救

護班、DPAT、歯科医

師チーム、薬剤師チ

ーム等） 

被災者の健康管理を行う

ため、保健医療活動チー

ムによる巡回健康相談や

避難所の衛生管理の実施 

保健所保健医療調

整本部 

管轄保健所を通じ

て要請 

医療衛生対

策班 

※保健医療活動チーム 

災害派遣医療チーム（DMAT）、日本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社の救護

班、独立行政法人国立病院機構の医療班、歯科医師チーム、薬剤師チーム、看護師チーム、

保健師チーム、管理栄養士チーム、災害派遣精神医療チーム（DPAT）、その他の災害対策に

係る保健医療活動を行うチーム（被災都道府県以外の都道府県から派遣されたチームを含

む。）  
(3) 個別業務 

災害マネジメントや人命救助活動以外の個別災害対応業務に対する応援団体は、以下の

とおりである。 

なお、応援要請に当たっては、各対策班で必要人数や応援に対する経費を把握のうえ、

要請担当を介して必要な調整を行う。 

 

【個別業務の支援の種類・概要】 

応援団体 主な支援内容 要請先 要請担当 

大阪府 

（大阪府を経由した府内市

町村、関西広域連合、応急

対策職員派遣制度による

対口支援方式の職員派遣

等を含む） 

各種災害対応全般 

大阪府へ要請 

※業務により窓口が異

なる 

応援・受援

班 

又は 

各対策班 

協定締結団体 

（相互応援自治体） 
各種災害対応全般 各協定締結先へ要請 

応援・受援

班 

協定締結団体 

（上記以外） 

各種協定に基づく支援内容 

・給水活動 

・物資・資機材提供 

・物資輸送 

・施設使⽤ 

・廃棄物処理 など 

各協定締結先へ要請 

応援・受援

班 

又は 

各対策班 

専門ボランティア 

専門的な知識・技能を必要と

する作業 

・医療支援、介護 

・通訳（外国語・⼿話） 

・⼤型⾞による輸送 

各団体へ要請 各対策班 
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・応急危険度判定 など 

一般ボランティア 

専門的な知識・技能を持たな

くても可能な作業 

・炊出し、避難所の運営補助 

・物資の仕分け・配布 

・がれきの片付け など 

茨木市社会福祉協議

会 

福祉・安否 

確認班  
(4) 受入れ場所 

  各団体等の受入れ拠点は以下のとおりとする。 

ア 災害時先遣隊・現地情報連絡員（リエゾン） 

災害対策本部事務室 

イ 自衛隊災害派遣部隊・緊急消防援助隊・警察災害派遣隊 

広報支援活動拠点、地域防災拠点等 

ウ 保健医療活動チーム 

指定医療救護所、二次救急告示病院 

エ 個別業務の応援部隊 

地域防災拠点等 
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第３節 物的支援の受入れ 
物的支援も人的支援と同様に府や協定締結機関等へ要請し、受入れを行う。 

物資調達に関しては、内閣府の「物資調達・輸送調整等支援システム」を活用する。 

 

１ 物的支援の種類 
物資調達は「生活支援物資」と「業務用資源」に分けることができる。それぞれの

受入れの流れ及び手順の詳細は茨木市受援計画に定める。 

 

【物的支援の種類・定義及び担当】 

種類 定義 外部要請担当 

生活支援物資 食料や飲料水、生活必需品等で被災者に配布する物資 物資班 

業務用資源 

車両や衛星電話、燃料、資機

材等で業務において使用する

資源 

全庁的に使用する資源 各調達班 

各業務で必要となる資源 各対策班 

 

２ 物資配送に関わる拠点 
調達した物資は、災害用生活物資備蓄拠点や災害用物資輸送拠点等を活用して保

管・仕分け・配送等を行う。 
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第４節 自衛隊の災害派遣要請 
１ 府知事への要請の要求 
(1) 市長は、自衛隊による応援措置が必要であると認める場合は、災害対策基本法第68

条の２の規定に基づき、府知事に対し派遣要請の要求を文書で行う。その場合災害派

遣要請書に定められた次の事項を明らかにして、電話又は口頭をもって要求を行い、

事後速やかに文書で所定の手続きをとる。また茨木警察署長にも通知する。 

ア 災害の状況及び派遣を要請する理由 

イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 

エ その他参考となるべき事項 

(2) 通信の途絶等により、府知事に対して要請の要求ができない場合は、直接、自衛隊

に災害の状況を通知する。なお、自衛隊に災害状況の通知をした場合には、その旨を

速やかに府知事に通知する。 

(3) 自主派遣の判断基準 

災害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、府知事の要請を待ついとまがない

ときは、自衛隊は要請を待つことなく、自らの次の判断基準に基づいて部隊を派遣する

ことができる。 

ア 災害に際し、関係機関に対して災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情報収集

を行う必要があると認められる場合 

イ 災害に際し、府知事が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認め

られる場合に、市長、茨木警察署長等から災害に関する通報を受け、又は部隊等に

よる収集その他の方法により入手した情報等から、直ちに救援の措置をとる必要が

あると認められる場合 

ウ 災害に際し、自衛隊が自らの判断により、緊急に人命救助にかかる救援活動を実

施する場合 

エ 運航中の航空機に異常な事態の発生等を自衛隊が探知した場合における捜索又は

救助活動を実施する場合 

オ その他災害に際し、上記ア～エに準じ、特に緊急を要し、府知事からの要請を待

ついとまがないと認められる場合 

(4) 防災関係機関への周知 

市長は、自衛隊に災害派遣要請の要求を行った場合は、茨木警察署等の防災関係機関

にも通報する。 

 

２ 災害派遣部隊の受入れ 
府知事から自衛隊の派遣が決定された場合、次の点を留意して派遣部隊の活動が十分に

行えるよう努める。 

また、自衛隊による活動が円滑に進むよう、自衛隊による自発的な「提案型」の支援を

受けるための支援ニーズを早期に集約、整理する。 
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(1) 受入れ体制 

ア 派遣部隊の宿泊所又は野営地及び車両、機材等の保管場所の準備 

イ 派遣部隊及び府との連絡を行う市職員の指名及び連絡 

ウ 派遣部隊の到着と同時に迅速に作業ができるように作業内容、資機材等の確保 

エ ヘリコプターを使用する活動を要求した場合は、災害時臨時ヘリポ－ト等の安全

対策 

(2) 派遣部隊到着の措置 

市は、派遣部隊を目的地へ誘導するとともに、自衛隊現地指揮官と救助活動等作業計

画について協議し、作業の推進を図る。 

派遣部隊は、防災関係機関と緊密な連絡を保ち、相互に協力して次の業務を実施する。 

なお、大規模な災害が発生した際には、発災当初においては被害状況が不明であるこ

とから、防衛省・自衛隊は、いかなる被害や活動にも対応できる態勢で対応する。また、

人命救助活動を最優先で行いつつ、生活支援等については、地方公共団体、関係省庁等

の関係者と役割分担、対応方針、活動期間、民間企業の活用等の調整を行うものとする。

さらに、被災直後の地方公共団体は混乱していることを前提に、防衛省・自衛隊は災害

時の自衛隊による活動が円滑に進むよう、活動内容について「提案型」の支援を自発的

に行い、関係省庁の協力も得て、自衛隊に対する支援ニーズを早期に把握・整理するも

のとする。 

ア 被害状況の把握 

イ 避難の援助 

ウ 被災者等の捜索活動 

エ 水防活動 

オ 消防活動 

カ 道路又は水路の啓開 

キ 応急医療、救護及び防疫 

ク 人員及び物資の緊急輸送 

ケ 炊き出し及び給水活動 

コ その他 

(3) 撤収要請 

救援活動が終了し、自衛隊の災害派遣の必要がなくなった場合は、市長は速やかに府

知事に自衛隊の撤収要請の連絡をとる。 
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【派遣要請系統図】 

 

茨  木  市  長 

（茨木市災害対策本部） 

大阪府知事（政策企画部危機管理室） 

電話(直通)06-6944-6021・2 

大阪府防災行政無線 8-220-8920・1 

              (FAX)220-8820・1 

（要請の要求） 

陸上自衛隊第３師団長 

電話 072-781-0021 内線 3734・5 

                夜間 3301 

大阪府防災行政無線 8-823-8900 

陸上自衛隊第 36普通科連隊長 

電話 072-782－0001 内線 4030～2 

                  夜間 4004 

大阪府防災行政無線 8-824-8900 

※府知事に対して要請の

要求ができない場合 （通知） 

（要請） 

（命令） 
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自衛隊災害派遣にかかる知事への要求様式 

文 書 番 号 

年  月  日 

大阪府知事 

               様 

 

茨木市長              印 

 

自衛隊の災害派遣要請について 

 

災害対策基本法第68条の2の規定により、下記のとおり自衛隊の災害派遣 

要請を要求します。 

 

記 

 

１．災害の状況及び派遣を要求する理由 

２．派遣を希望する期間 

３．派遣を希望する区域及び活動内容 

４．その他参考となるべき事項 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

大阪府知事 

               様 

 

茨木市長              印 

 

自衛隊の災害派遣部隊の撤収要請について 

 

 年 月 日付第 号により要求した自衛隊の災害派遣要請について、下記 

のとおり撤収要請を依頼します。 

 

記 

 

１．撤収要請日時 

２．派遣された部隊 

３．派遣人員及び従事作業の内容 

４．その他参考となるべき事項 
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第５節 被災自治体への職員派遣 
他自治体が大規模に被災し、かつ本市の被災状況が軽微なときは、被災自治体からの要請

状況等も踏まえつつ、次のとおり市職員による応援を実施する。 

(1) 近隣５府県（京都府、滋賀県、奈良県、兵庫県、和歌山県）内の自治体が被災した

ときは、被害状況を把握した上、迅速に市職員による応援を実施する。 

(2) 近隣５府県以外の自治体が被災したときは、被害状況により市長が判断し、市職員

による応援を実施する。 
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第６節 応急対策職員派遣制度に基づく支援 
総務省は、市及び府と協力し、応急対策職員派遣制度（災害マネジメント総括支援員及び

災害マネジメント総括支援員の補佐を行う災害マネジメント支援員による支援を含む。）に

基づき、全国の地方公共団体による被災市町村への応援に関する調整を実施する。また、市

及び府は、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け入れについて、

活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努める。 
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第７節 災害緊急事態 
内閣総理大臣が災害緊急事態の布告を発し、大阪府内が関係地域の全部又は一部となっ

た場合、市、府をはじめ防災関係機関は、政府が定める対処基本方針に基づき、応急対策を

推進し、府の経済秩序を維持し、その他当該災害に係る重要な課題に適切に対応する。 
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第４章 情報の収集伝達 
市、府をはじめ防災関係機関は、災害発生後、相互に連携協力し、直ちに地震情報（震度、

震源、マグニチュード、地震活動の状況等）、津波警報、被害状況の把握及び応急対策の実

施のための情報収集及び伝達活動を行う。また、収集した情報の確度や必要とする内容の異

同を勘案し、生存情報などの重要度、情報に付された場所・時間の明確性、発信者の属性等

の観点から、情報のトリアージを行い、適切な応急対策を実施する。また、要救助者の迅速

な把握のため、安否不明者についても、関係機関の協力を得て、積極的に情報収集を行うも

のとする。 

 

第１節 通信連絡体制 
１ 災害通信 
市、府をはじめ防災関係機関は、災害発生後、直ちに無線通信機能の点検を行うととも

に、支障が生じた施設設備の復旧を行う。災害発生時の防災関係機関の通信連絡を迅速か

つ円滑に実施するため、災害時の通信として無線通信設備の使用、電気通信設備の優先利

用を行う。また、携帯電話、衛星通信等の移動通信回線も活用し、緊急情報連絡用の通信

手段の確保に努める。 

総務省及び電気通信事業者は、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害や

復旧の状況等を関係機関に共有するとともに、総務省は、通信施設の早期復旧のため、主

導的に関係機関との調整を行うものとする。 

なお、府は、災害応急に必要となる通信機器が不足又は、電源が途絶している場合は、

総務省（近畿総合通信局）から通信機器及び電源車の貸与を受ける等通信手段の確保に努

める。特に孤立地域の通信手段の確保については，特段の配慮を行う。 

総務省及び内閣府は、非常本部等又は被災地方公共団体からの要請に基づき、通信機器につ

いて、移動通信機器の貸出、関係業界団体の協力等により、その供給の確保を図るものとし、

災害応急対策を迅速に実施する必要があると認められる場合は、非常本部等又は被災地方公共

団体からの具体的な要請を待たず、速やかに移動通信機器の貸出に努めるものとする。 

(1) 無線通信設備による通信確保 

災害に関する情報の収集伝達等に支障をきたす場合は、次の無線通信設備を使用して

通信の確保を図る。 

ア 大阪府防災行政無線 

府庁、府内の市町村、府の防災機関等に設置した無線通信設備 

イ 茨木市防災行政無線 

市庁舎内に設置した移動局の無線通信設備 

ウ 防災相互通信用無線、警察無線、消防無線、救急医療無線等 

行政機関、警察、消防、大阪府救急医療情報センター等に設置した無線通信設備 

エ 衛星携帯電話 

市（危機管理課、健康づくり課）が保有する可搬式衛星電話 

(2) 電気通信設備の優先利用 
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応急対策の実施等について、緊急かつ特別の必要がある場合は、西日本電信電話株式

会社に非常電話を申込み、電気通信設備の優先利用による非常通信を行う。 

(3) 大阪府防災行政無線による府との連絡 

〔設置場所〕 

無線装置・電源装置……………無線機械室 

電話転送装置(内線電話用)……電話交換室 

内線電話…………………………本庁、合同庁舎、福祉文化会館 

無線電話装置(災害対策本部用電話等)………総務部危機管理課事務室、防災会

議室、無線機械室 

無線電話機（内線電話機）………各課 

夜間専用電話………守衛室 

〔消防本部設置場所〕 

無線装置・電源装置……………機械室 

無線電話装置……………………通信指令室 

無線電話機………………………通信指令室、作戦室 

(4) 大阪府非常通信経路計画市町村系による連絡 

大阪府防災行政無線により連絡ができない場合は、次の表に示すいずれかの系統によ

り府と連絡を行う。 

 

茨木市 

総務部 

危機管 

理課 

     茨木警察署   府警本部       府 庁 

     （警備課）   （通信指令室）      (政策企画部危機管理室） 

     市消防本部   大阪市消防局     府 庁 

     （警備課）   （指令情報センター） （政策企画部危機管理室） 

衛星携帯電話  交換機          府 庁 

                                        （政策企画部危機管理室） 

地域衛星通信ネットワーク           府 庁 

                                     （政策企画部危機管理室） 

記号         無線区間             有線区間 

 

(5) 市防災行政無線の整備 

災害時には、指揮調整班が全局を統制し、移動無線局を利用した機動性のある応急対

策を講ずる。 

(6) 防災相互通信用無線の整備 

防災関係機関は、災害時に相互に通信する際は、防災相互通信用無線を使用する。 

(7) 消防無線 

市消防は、消防救急活動を迅速に実施するために消防専用無線等を使用する。 

(8) 災害時優先電話 

防災関係機関は、災害時の電話の輻輳時にも発信できる「災害時優先電話」を使用する。 
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第２節 災害情報の収集伝達 
１ 情報の収集・伝達 
(1) 地震情報 

地震情報

の種類 
発表基準 内容 

震度速報 

・震度３以上 地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した

地域名（全国を 188地域に区分）と地震の揺れ

の検知時刻を速報。 

震源に 

関する 

情報 

・震度３以上 

（大津波警報、津波警報または

津波注意報を発表した場合は

発表しない） 

「津波の心配がない」または「若干の海面変動

があるかもしれないが被害の心配はない」旨を

付加して、地震の発生場所（震源）やその規模

（マグニチュード）を発表。 

震源 

・震度に 

関する 

情報 

（注１） 

以下のいずれかを満たした場合 

・震度３以上 

・大津波警報、津波警報または

津波注意報発表時 

・若干の海面変動が予想される

場合 

・緊急地震速報（警報）を発表

した場合 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュ

ード）、震度３以上を観測した地域名と市町村名

を発表。 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その市町村名を発

表。 

各地の 

震度に 

関する 

情報 

（注１） 

・震度１以上 震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場

所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その地点名を発表。 

地震が多数発生した場合には、震度３以上の地震

についてのみ発表し、震度２以下の地震について

は、その発生回数を「その他の情報（地震回数に

関する情報）」で発表。 

推計震度

分布図 

・震度５弱以上 観測した各地の震度データをもとに、１km四方ご

とに推計した震度（震度４以上）を図情報として

発表。 

長周期 

地震動に

関する 

観測情報 

・震度３以上 高層ビル内での被害の発生可能性等について、地

震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュー

ド）、地域ごと及び地点ごとの長周期地震動階級

等を発表（地震発生から約 20～30 分後に気象庁

ホームページ上に掲載）。 

遠地地震

に関する

情報 

国外で発生した地震について以

下のいずれかを満たした場合等 

・マグニチュード 7.0以上 

・都市部等、著しい被害が発生

する可能性がある地域で規模

の大きな地震を観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規模（マ

グニチュード）を概ね 30分以内に発表。 

日本や国外への津波の影響に関しても記述して

発表。 

その他の 

情報 

・顕著な地震の震源要素を更新

した場合や地震が多発した場

合等 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が

多発した場合の震度１以上を観測した地震回数

情報等を発表 

注１ 気象庁防災情報ＸＭＬフォーマット電文では、「震源・震度に関する情報」と「各

地の震度に関する情報」はまとめた形の一つの情報で発表している。 
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(2) 地震に関する情報の収集 

大阪管区気象台からの地震情報の収集に努める。 

(3) 市消防本部による24時間体制 

市消防本部により、災害直後における、府及び水防組合等の防災関連機関からの地震

情報等を夜間・休日等問わず24時間体制で受ける。また、時間外における職員登庁まで

の間、情報収集伝達、災害対策本部事前準備、関係機関との連絡調整等を行う。 

(4) 異常現象の発見及び通報 

ア 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちに市長又は警察官

に通報する。 

イ 市長は異常現象の通報を受けたときは、直ちに府、大阪管区気象台その他の関係

機関に通報する。状況に応じて関係機関に要請するなど警戒区域等の設定を行う。 

 

種  類 異常現象の内容 

地  象 山くずれ、がけくずれ等 

その他 堤防等に水洩れがある場合 

 

異常現象通報の伝達系統 

 

(5) 市民への周知 

市は、災害の拡大及び二次災害のおそれのある情報等を入手した場合は、関係する市

民等には現場で直接伝達し、状況に応じて広報車・防災行政無線等により周知する。 

  

警 察 官 茨木警察署(警備課) 

茨 木 市 

（危機管理課、

消防本部） 

大阪府(危機管理室) 

発 

見 
者 

大阪管区気象台 
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２ 情報の伝達系統 
(1) 地震情報等の伝達系統 

ア 大阪管区気象台が発表する地震情報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（注）１ 太線は、気象業務法に規定される伝達経路を示す。  

２ ☆印は、特別警報、警報のみ 

３ 放送事業者とは、朝日放送グループホールディングス、株式会社毎日放送、読売テレビ放送株式会社、関西テレビ放送株式会社、株

式会社エフエム大阪、株式会社日経ラジオ社大阪支社、株式会社ジェイコムウエスト、株式会社テレビ岸和田、箕面FMまちそだて放

送株式会社、テレビ大阪株式会社、株式会社FM802（FMCO.CO.LO）の11社である。 

４ 報道各社とは、朝日新聞大阪本社、日本経済新聞大阪本社、読売新聞大阪本社、産業経済新聞大阪本社、共同通信社、毎日新聞

大阪本社の6社である 

５ 私鉄各社とは、近畿日本鉄道株式会社、阪急電鉄株式会社、阪神電気鉄道株式会社、南海電気鉄道株式会社、京阪電気鉄道株

式会社、北大阪急行電鉄株式会社、泉北高速鉄道株式会社、能勢電鉄株式会社、大阪モノレール株式会社、株式会社大阪港トラ

ンスポートシステムの10社である。 

６ 緊急地震速報は、最大震度５弱以上と予測された場合に、震度５弱以上が予想される地域及び震度４以上が予想される地域名（茨木

市は北大阪に含まれる）に配信される。  
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台 

府関係出先機関等 

（府防災行政無線） 

一斉通信伝達機関 

注３ 

注５

別途 FAXによる 

水 防 連 絡 

注４ 

注６

消防署等 

水防事務組合 

交  番 

駐在所 警  察  署 

茨木市 
（危機管理課） 

茨木市 

（危機管理課、消防本部） 

府水防関係各課・出先機関 

各河川事務所・国道事務所 

消防庁 

大阪府危機管理室 

大阪府水防本部 

近畿地方整備局 

近畿管区警察局 

大阪府警察本部 

陸上自衛隊第３師団 

陸上自衛隊中部方面総監部 

☆西日本電信電話㈱または東日本電信電話㈱ 

関西電力送配電㈱ 

日本放送協会大阪放送局 

近畿運輸局 

報道各社 

放送事業者 

日本貨物鉄道㈱等 

西日本旅客鉄道㈱新大阪総合指令所 

私 鉄 各 社 
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イ 震災に関する情報の収集及び伝達系統図 

防災関係機関と相互に連携を保ちつつ、災害の状況に応じた的確な応急対策を実施

するため、震災に関する情報の収集及び伝達を迅速かつ的確に行う。 

(ｱ) 震災に関する情報の内容 

a 災害の原因 

b 災害が発生した日時 

c 災害が発生した場所又は地域 

d 被害の程度 

e 災害に対する応急措置 

f その他必要な事項 

(2) 関係機関への情報の伝達 

ア 実施機関 

関係機関への情報の伝達は、財務・情報班及び関係班が行う。 

イ 伝達方法 

(ｱ) 応急対策実施機関相互の情報の伝達 

関係機関が地域内の異常現象等、災害の発生状況や危険性を把握した場合は、応

急対策実施機関に直ちに情報を伝達する。 

 

３ 緊急地震速報 
(1) 発表等 

緊急地震速報は、発表から強い揺れの到達まで極めて短い時間であっても強い揺れが

到達する前に地震発生の旨を知らせ、防災対応を促すことにより被害の軽減を図るため

の情報である。 

気象庁は、最大震度５弱以上又は最大長周期地震動階級３以上の揺れが予想された場

合、震度４以上又は長周期地震動階級３以上が予想される地域（緊急地震速報で用いる

区域であり、本市は大阪府北部）に対して緊急地震速報（警報）を発表する。また、最

大震度３以上、マグニチュード3.5以上又は長周期地震動階級１以上等と予想されたと

きに、緊急地震速報（予報）を発表する。 

なお、震度６弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位

置づけられる。 

注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波

を解析することにより、地震による強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来

ることを知らせる警報である。このため、内陸の浅い場所で地震が発生した場合、

発表から強い揺れの到達まで、震源に近い場所では強い揺れの到達に原理的に間

に合わない場合がある。 

(2) 伝達 

気象庁は、緊急地震速報を発表した後、日本放送協会に伝達するとともに、市、府等

の関係機関への情報提供に努める。また、放送事業者等の協力を得て、テレビ、ラジオ、

携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、を通じて市民に伝達する。市は、全国瞬時警
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報システム（J－ALERT）経由により、防災無線を通じて市民に伝達する。  
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第３節 被害情報等 
１ 府が実施する被害状況の収集・伝達 
府は、市、府警察をはじめ防災関係機関と密接な連携のもと、次の災害情報を収集するとと

もに、国をはじめ関係機関へ速やかに伝達する。なお、市が報告を行うことができなくなった

ときは、職員の派遣、ヘリコプター、無人航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用等を通

じ、自ら災害に関する情報の収集を行う。また、人的被害の数（死者・行方不明者数をいう。）

については、府が一元的に集約、調整を行うとともに、要救助者の迅速な把握による救助活動

の効率化・円滑化のために必要と認めるときは、市町村等と連携の上、安否不明者の氏名等を

公表し、速やかな安否不明者の絞り込みに努めるものとする。その際、府は、関係機関が把握

している人的被害の数について積極的に収集し、一方、関係機関は府に連絡するものとする。

当該情報が得られた際は、府は、関係機関との連携のもと、整理・突合・精査を行い、直ちに消

防庁へ報告する。人的被害の数について広報を行う際には、市等と密接に連携しながら適切に

行う。安否不明者等の氏名等は、救助活動の円滑化につながると府が判断する場合、市町村他

関係機関から得た情報を基に、すみやかに安否不明者の氏名公表を行う。なお、必要に応じ、

収集した被災現場の画像情報を府災害対策本部を通じて防災関係機関との共有を図る。 

(1) 災害の発生場所、区域等 

(2) 市民の生命財産の安否の状況及び市民の避難の状況 

(3) 医療機関の被害状況、人的被害状況、医療救護班・医薬品等の医療ニーズ 

(4) 建物、道路、鉄軌道、空港、河川、砂防、港湾、農地、ため池、山林等の被害の 

状況 

(5) 上水道・工業用水道、下水道、ガス、電気、通信等の被害状況 

(6) 消防、水防等の応急措置の状況 

(7) 食料その他緊急に補給すべき物資及び数量 

(8) 衛生環境、疾病発生の状況及びその救護措置の要否 

(9) 孤立集落におけるライフラインの途絶・復旧状況、備蓄状況、要配慮者の有無 

(10) その他 

 

２ 市が実施する被害状況の調査・報告・保存 
災害対策本部の各班長及び防災関係機関は、被害状況の推移に応じて、調査結果を緊急

を要するもの及び特に指示のあるものを除き正午現在を午後１時、午後５時現在を午後

６時までにそれぞれ指揮調整班に報告する。指揮調整班は調査結果をとりまとめ、本部長

に報告しなければならない。 

また、大規模災害発生時で通信が不通の場合は、通信可能な地域まで伝令を派遣する等、

あらゆる方法を用いて報告するように努める。 

災害情報や被害状況写真等の記録については集約し、保存するように努める。 

(1) 概況調査（→災害概況即報） 

災害により被害が発生したとき、又は通報を受けたときは、直ちにその概況調査を実

施する。本調査は、災害に対する応急対策実施上の基礎となるものであるから、短時間

にその概況を把握し、災害概況即報として報告する。 
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調査者は、被害の有無、被害の程度などの概況について、全般的な状況を指揮調整班

へ迅速に報告する。 

(2) 被害調査（→被害状況即報） 

災害の全般的な状況が判明次第、被害調査を実施する。本調査は、災害に対する応急

対策実施上の基礎となるものであるから、被害の変動に従って、その都度できる限り被

害状況を把握し、被害状況即報として報告する。 

各班長は被害状況等を災害の推移に応じて、時間を区切って各町丁毎に取りまとめ、

調査結果を指揮調整班に報告する。 

(3) 被害確定調査（→災害確定報告） 

市は、応急対策が完了した後、被害確定調査を実施する。 

本調査は、その後の災害復旧・復興の基礎となるものであり、また各種費用負担にま

で影響を与えるものであるから、正確に把握したうえで、災害確定報告として報告する。 

(4) 被害状況の写真 

被害状況の写真は、被害状況の確認資料として、また記録保存のため重要なものであ

るので、被害状況が明瞭にわかるように撮影し写真には撮影年月日・撮影時刻・撮影場

所・被害者氏名等を記入しておく。 

(5) 被災家屋等の調査と報告 

調査にあたっては、調査班を編成して実施する。また調査班は被害状況を迅速かつ的

確に報告しなければならない。 

(6) 危険物施設等の調査と報告 

危険物施設をはじめ、事業所に対する有害化学物質の漏洩の状況に関しても迅速かつ的確

に報告しなければならない。 

(7) 公共施設、農地・農林業施設等の調査と報告 

それぞれの調査担当各班長は、被害状況を調査し、調査事項を被害状況報告様式にと

りまとめて災害対策本部長に報告する。 

また、公共施設については、被害状況を把握するともに、サービスの再開に向けて、施

設の使用再開見込み等の検討も行う。 

 

表 被害調査の実施及び報告の系統 

調 査 種 別 担 当 班 報 告 系 統 

人的被害 消防本部班、 

医療衛生対策班 

府
災
害
対
策
本
部 

 
 

 

↑ 

市
災
害
対
策
本
部 

 
 

 

↑ 

総
括
集
計 

指
揮

調
整
班 

住家・非住家の被害 被害調査班 

公共土木施設被害及び 

都市災害被害 

建築対策班、 

道路対策班、 

公園対策班、 

下水道対策班、 

管路復旧班 

農地・農林業施設及び 

農作物被害 

農林班 

商工業関係被害 商工班 
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衛生関係被害 環境対策班 

福祉関係被害 福祉・安否確認班、 

こども対策班 

文教関係被害 教育対策班、 

学校教育班 

公営企業水道施設被害 水道総務班 

運輸被害 財務・情報班 

電気、ガス、通信被害 財務・情報班 

市有建物被害 応援・受援班 

 

３ 市による府及び国への報告 
被害状況等の報告は、災害対策基本法第53条第１項により、府に対して行う（府に報告

できない場合は、内閣総理大臣に対して行う。）ただし、地震が発生し、市区域内で震度

５強以上の震度を観測したときは、被害の有無を問わず直接消防庁に報告することとし、

応急措置が完了した後は速やかに府に災害確定報告を行う。なお、府への報告は、原則と

して府防災情報システムによるが、システムが使用できない場合には、府防災行政無線、

電話及びファクシミリ等の手段による。 

なお、火災等に関する報告については、消防組織法第40条に基づく災害報告取扱要領

（昭和45年４月10日付消防防第246号）及び火災・災害等即報要領（昭和59年10月15日付

消防災第267号）により、府に対して行う。ただし、「直接即報基準」に該当する火災・災

害等が発生した場合には、市は、第一報を府に加え、消防庁に対しても報告する。即報に

当たっては、区分に応じた様式に記載しファクシミリ等により報告するものとする。 

また、行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていることが判明

した場合には、当該登録地の市町村又は都道府県（外国人のうち、旅行者など住民登録の

対象外の者は直接又は必要に応じ外務省を通じて在京大使館等）に連絡する。 
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第４節 災害広報 
市、府をはじめ防災関係機関は、相互に協議調整し、市民をはじめ、出勤及び帰宅困難者、

訪日外国人を含む観光客に対し、自らの判断で適切な行動がとれるよう、正確かつきめ細か

な情報を様々な手段を用いて提供する。 

 

１ 災害広報 
市及び府は、平常時の広報手段を活用するほか、停電や通信障害発生時は情報を得る手段

が限られていることから、指定避難所への広報紙の掲示等、多様な方法により広報活動を実

施する。 

また、緊急を要する場合は、報道機関を通じて緊急メッセージを発する。 

(1) 広報内容 

ア 地震発生直後の広報 

(ｱ) 地震情報(震度、震源、地震活動等)・気象の状況 

(ｲ) 出火防止、初期消火の呼びかけ 

(ｳ) 避難行動要支援者への支援の呼びかけなど 

(ｴ) 規模の大きな地震が連続発生する危険性の注意喚起等 

イ その後の広報 

(ｱ) 二次災害の危険性 

(ｲ) 被災状況とその後の見通し 

(ｳ) 被災者のために講じている施策 

(ｴ) ライフラインや交通施設等の復旧状況 

(ｵ) 医療機関、スーパーマーケット、ガソリンスタンドなどの生活関連情報 

(ｶ) 交通規制情報 

(ｷ) 義援物資等の取扱い 

(2) 広報の方法 

ア エリアメール・緊急速報メール 

イ インターネットやソーシャルメディアの活用 

ウ 防災行政無線（戸別受信機を含む。）による広報 

エ テレビ・ラジオ・新聞等による広報 

オ 印刷物による広報 

ポスター・チラシ又は「広報いばらき」の臨時発行 

カ 広報物の指定避難所等公共施設への掲示・配布 

キ 点字・声の広報・ファクシミリ等多様な手段の活用により、視覚障害者、聴覚障

害者等に配慮したきめ細かな広報 

ク 拡声器付車両等による現場広報 

(3) 災害時の広報体制 

ア 災害時の広報 

(ｱ) 災害情報・被害状況等災害に関する広報は、各部が予め災害広報責任者に伝達のう

え各部で実施する。 
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(ｲ) 災害広報責任者は、各部が発信する情報を整理し、最新の情報が市民に提供される

ようにする。 

(ｳ) 災害時の広報は、市民の不安感の払しょくに努めるようにする。 

イ 広報事項の収集 

(ｱ) 広報担当は、災害対策本部の各部が把握する災害情報その他の広報資科を積極的に

収集するとともに、各部においても広報担当への積極的な情報提供に努める。 

(ｲ) 広報担当は必要に応じて災害現地に出向き、写真・ビデオその他の取材活動を実施

する。 

 

２ 報道機関への情報提供 
(1) 報道機関に対する情報発表は、すべて広報担当において実施する。 

(2) 情報等の発表に際しては、できるだけ日時・場所・目的等を前もって各報道機関に

周知する。 

(3) 報道発表の有無に関わらず、報道機関に対する各部所管の詳細な情報提供は、広報

担当または広報担当と調整のうえ各部において実施する。 

 

３ 広聴活動 
災害時における広聴活動を強化し、市民からの要望事項は直ちに関係機関と連絡をと

り、調査するとともに速やかに処理する。 

 

４ 市民災害相談窓口の開設 
市民からの間い合わせや法律等の専門相談に対応するため、関係部及び関係機関と連

携し、必要に応じて市役所等に市民災害相談窓口を開設するとともに、被災者の復興支援

につながる各種支援施策等をきめ細やかに情報提供を行う。 

また、要配慮高齢者・障害者等からの相談に対応する窓口を開設する。 

 

５ 災害広報における個人情報の取扱い 
市が公表する情報には個人が特定される情報は含まないことを原則とするが、死者や行

方不明者等が発生し、人の生命、健康、生活又は財産を保護するために必要かつやむを得

ないと認められる場合には、プライバシーの保護に留意しつつ、必要最小限の個人情報を

公表するものとする。 
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第５章 各種災害の応急対策 
第１節 火災の消防応急対策 
地震による火災から市民の生命と財産を保護するため、消防署・消防団など全消防力の機

能を高度に活用して、その災害を軽減することを目的とする。 

大綱は次のとおりとし、活動の詳細は「消防計画（地震災害対策計画）」で定める。 

 

１ 震災配備体制の確立 
消防対策部は、「消防計画（地震災害対策計画）」に基づき、全消防機能を活用した震災

活動体制を速やかに確立する。 

(1) 消防職団員の参集 

消防職団員は、非常事態の発生を知り、又は、地震発生による被害の可能性が十分予

測される情報を知ったときは、所定場所へ自動参集する。 

(2) 消防部隊の編成 

初動期において、多発火災や救助要請の殺到する災害となったときは、消防団等と連

携し、速やかに部隊の編成を行う。 

(3) 通信手段の確保 

ア １１９の受信体制 

市消防本部の指令台で１１９通報の受信が不能となったときは、市消防本部指令室

の迂回による加入回線で受信し、情報収集を行う。 

イ 通信統制 

消防長は、重要情報の交信を円滑にするため消防無線の通信統制を行う。 

(4) 各種資機材の確保 

大震災時の消防活動には、重量物障害によって道路通行不能や救助不能状態が多発し、

特に災害活動初期の道路の通行障害は消火活動に大きな障害要因となる。そのため災害

対策本部は、重量物の除去等のできる建設重機類の調達を迅速に行えるよう事前整備に

努める。 

 

２ 消防活動方針の決定 
消防長は、災害規模や被害状況などにより、大局的な判断に基づき、速やかに消防活動

方針を決定する。 

 

３ 情報収集・伝達活動 
消防対策部は、効果的な災害活動を展開するために、あらゆる手段を駆使して情報の収

集に努める。 

(1) 消防職団員等の参集途上の情報 

参集途上の道路状況・災害発生や水利状況など消防の重要情報の収集に努めるととも

に、参集後に情報整理して警備課に報告する。 
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(2) 災害現場からの情報収集 

各出場隊は、災害活動を通じて市民等から災害情報を収集して警備課に報告する。 

(3) 情報伝達 

警備課は、収集した情報を整理分析して、効率的な部隊運用を図るとともに重要情報

は災害対策本部に伝達する。 

 

４ 消防広報活動 
消防対策部で把握した災害状況、消防活動状況に基づき、予防課は適切な広報を実施す

る。 

(1) 出火防止広報 

出火延焼危険の高い地域や指定避難所周辺道路等を優先して広報する。 

(2) 警戒区域の広報 

災害の発生、若しくは発生のおそれがあり、市民の生命保護のために火災警戒区域・

消防警戒区域を設定したときは、区域からの退去、出入りの禁止、若しくは制限を広報

する。 

(3) 避難情報の広報 

災害対策本部から発令される避難指示等の避難情報に基づいて、指揮統制部、市民対

策部と連携して広報を実施する。 

 

５ 消火活動 
大震災時の消火活動は、「消防計画（地震災害対策計画）」に基づいて、同時に火災・救

助・救急事象が多発することから、初動時に出場隊を予め定められた地域に分散配置し、

情報収集や消火活動など最大限の消防力発揮に努める。 

(1) 水利の確保 

消火栓使用不能の場合は、防火水槽・プール・河川・ため池・農業水路などを活用し

て水利の確保に努める。 

(2) 臨機応変な部隊活用 

消防署班の部隊運用は、「消防計画（地震災害対策計画）」に基づき、効率的に行うこ

とを基本とするが、災害状況、気象状況、延焼防止条件などによって臨機応変に行う。 

(3) 他隊への応援要請 

延焼の防止や人命の安全確保のために応援部隊が必要な場合は、速やかに応援を要請

する。 

(4) 飛火の警戒 

火災の状況、方向、風速等により飛火火災の発生危険があるときは、風下建物に事前

注水を行ったり、市民に自己防衛行動を働きかける警戒広報を実施する。 

 

６ 特殊火災の消防対策 
(1) 危険物・高圧ガス等の火災 

ア 関係機関は、危険物・高圧ガス・火薬類・毒劇物・管理化学物質及び放射性物質
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による災害が発生したとき、又は、災害が発生するおそれがあるときは、施設等の

責任者と密接に連絡をとるとともに、警察等関係機関とも十分連携し、市民の避難

など応急対策を実施する。 

イ 施設の管理者は関係機関に対して、直ちに通報・連絡するとともに、初期防除を

実施する。 

(2) 高層建築物火災 

ア 高層建物の火災は、平面的な防ぎょ活動と異なり立体的な活動を要するので、梯

子車等の選択出場を行う。 

イ 人命危険が高いので、当初より人命救助を主眼とした消防活動を行う。 

ウ 市消防本部に対象物の防火関係資料等を常に備えておき防ぎょ活動の参考にす

る。 

 

７ 応援部隊の誘導 
他市に対して応援部隊を要請する場合は、次の諸点に留意して行う。 

(1) 応援部隊集結場所の明示 

(2) 所要の車両台数及び車種の明示 

(3) 誘導員の派遣 

(4) 最高指揮者の意図の徹底 

(5) 有効な水利への誘導 

(6) 防ぎょ部署の指定 
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第２節 二次災害の防止 
市、府をはじめ防災関係機関は、地震活動による地すべり、がけ崩れ及び建築物の倒壊、

有害物質の漏洩、アスベストの飛散等に備え、施設の点検、応急措置、関係機関への連絡、

環境モニタリング等の二次災害防止対策を講じるとともに、二次災害への心構えについて

市民の啓発に努めるものとする。 

 

１ 公共土木施設等 
(1) 被災施設・危険箇所の点検、応急措置 

市、府及び施設管理者は、道路・橋梁等の被害状況を早期に把握するため、被災施設

や危険箇所に対する点検を速やかに行い、必要に応じ応急措置を実施するとともに、市

域の山間部等で指定されている急傾斜地崩壊危険箇所、土石流危険渓流、地すべり危険

箇所などについてはパトロール等を強化するとともに、必要に応じて府及びＮＰＯ法人

大阪府砂防ボランティア協会（斜面判定士等）の協力を得て、二次災害の防除を図る。 

(2) 避難及び立入り制限 

市、府及び施設管理者は、著しい被害が生じるおそれのある場合は、速やかに茨木警

察署、関係機関及び自治会長等の協力を得て関係住民に連絡する。 

また、必要に応じ、最寄りの指定避難所への避難指示等を行うなど適切な避難対策を

講じるとともに、被災施設・危険箇所への立入り制限を実施する。 

 

２ 公共建築物 
  市は、被災した公共建築物の被害状況の把握を速やかに行い、必要に応じ、応急措置を

行うとともに、二次災害を防止するため、倒壊の危険性のある建物への立ち入り禁止措置

や適切な避難対策を実施する。 

建築対策班は、指定避難所の施設管理者と協働で施設の安全点検を速やかに実施する。 

 

３ 民間建築物・宅地 
(1) 被災建築物・宅地の把握・対応 

ア 市は、民間建築物の被害状況を府に報告するとともに、対象とする建築物、区域

を定めて、被災建築物の応急危険度判定を実施するため、府に対して被災建築物応

急危険度判定士の派遣を要請する。 

イ 被災建築物応急危険度判定士の協力を得て、応急危険度判定を実施し、判定ステ

ッカーの貼付等により被災建築物の居住者等に、その応急危険度を周知し、二次災

害の防止に努める。 

ウ 市は、宅地の被害状況を府に報告するとともに、対象とする箇所の危険度判定を

実施するため、必要に応じ府に対して被災宅地危険度判定士の派遣を要請する。 

エ 被災宅地危険度判定士の協力を得て、危険度判定を実施し、判定ステッカーの貼

付等により宅地の所有者等にその応急危険度を周知し、二次災害の防止に努める。 

オ 応急危険度判定の実施にあたっては、把握した市内の被災状況や避難者数等を考

慮して対象地区や実施方法等を検討し、速やかに市民へ広報する。 
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カ 市は、平常時より、災害による被害が予測される空家等の状況の確認を行い、必

要に応じて、空家等の所有者等を探索し、当該所有者等に家屋等の危険度を周知す

ることによって、倒壊等の二次災害の防止に努める。 

 

４ 危険物施設等 
(1) 施設の点検、応急措置 

危険物施設等（危険物施設、高圧ガス施設、毒物劇物施設等）の管理者は、爆発等の

二次災害防止のため、施設の点検、応急措置を実施する。 

(2) 避難及び立入り制限 

危険物施設等の管理者は、爆発等によって大きな被害が発生するおそれのある場合は、

ただちに消防署、茨木警察署等の関係機関や市民に連絡する措置をとる。 

通報を受けた市長は、茨木警察署長と連携を密にし、付近住民等に対する火気使用の

制限、避難情報の発令等の必要な措置を講じるとともに、必要に応じ被災施設及びその

周辺の危険区域への立入り制限を行い、二次災害の防止に努める。 

また、飲料水汚染のおそれのある場合は、ただちに市水道部、消防署等に通報し、取

水制限等が講じられるよう二次災害の防止に努める。 

 

５ 農業関係施設 
市は、ため池や水路等を含む農業関係施設の被害状況の早期把握に努め、被災施設や

危険箇所に対する点検を速やかに行い、必要に応じ、応急措置を講ずる。 

また、農地、施設及び農作物に被害が生じた時は、施設管理者に対し、施肥、排水、

泥土の除去、倒伏果樹の引き起こし等、応急措置の技術指導を行うとともに、府の協力

のもと、病害虫発生予察事業を活用した、被災農作物の各種病害虫防除指導を行う。 
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第６章 避難対策 
第１節 避難 
災害から市民の安全を確保するため、防災関係機関は相互に連携し、避難情報の発令、避難誘

導等必要な措置を講ずる。 

その際、市は、危険の切迫性・地域の特性等に応じて避難情報の伝達文の内容を工夫すること、

その対象者を明確にすること、対象者のとるべき避難行動がわかるように伝達することなどによ

り、市民の積極的な避難行動の喚起に努めるとともに、「避難行動要支援者の避難行動支援に関す

る取組指針」等に沿った避難行動要支援者に対する避難支援に努める。 

 

１ 高齢者等避難、避難指示 
市長は、市民の生命又は身体を地震による二次災害等から保護し、及び被害の拡大を防止す

るため特に必要があると認める場合は、避難指示等の避難情報を発令する。市民が自らの判断

で避難行動をとることができるよう、避難情報は、避難行動が必要な地域を示して発令する。 

また、市は、府からの助言に基づき、遅滞なく避難情報を発令する。 

(1) 避難指示の実施責任者 

市長は、市民に避難指示を行う場合、その他の実施責任者と連絡協議して行い、その

いとまがない緊急の場合には、それぞれの実施責任者において実施し、事後速やかに相

互に連絡する。 

なお、市長は避難の措置状況を直ちに府知事に報告する。 

避難指示の実施責任者については、次のとおりとする。 

ア 市長は、市民の生命又は身体を災害から保護し、及び災害の拡大を防止するため

特に必要があると認める場合は、避難のための立退きを指示する。 

また、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命又は身体に危険が

及ぶおそれがあると認めるときは、必要と認める地域の必要と認める居住者に対し、

高所への移動、近くの堅固な建物への退避、屋内での待避その他の屋内における避難

のための安全確保に関する措置を指示するよう努める。これらの措置を講じた場合は、

速やかに府知事に報告する。 

さらに、避難のための立退きを指示しようとする場合等において、必要があると認

めるときは、指定行政機関の長・指定地方行政機関の長・府知事に対し、指示に関す

る事項について、助言を求めることとし、迅速に対応できるよう、あらかじめ連絡調

整窓口、連絡の方法を取り決め、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整

えておく。 

また、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべ

き業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁を

あげた体制の構築に努める。 

助言を求められた指定行政機関の長・指定地方行政機関の長・府知事は、避難指示

の対象地域、判断時期等、所掌事務に関し、必要な助言を行う。 

これら避難指示等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 
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府知事は、市が事務の全部又は大部分の事務を行うことができなくなった時は、避

難のための立退きの指示に関する措置の全部又は一部を市長に代わって行う。（災害

対策基本法第60条） 

イ 警察官は、市長による避難の指示ができないと認めるとき、又は、市長から要求

があったときは、避難のための立退きを指示する。（災害対策基本法第61条） 

ウ 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害の状況により特に急を要する場合

で、警察官がその現場にいない場合に限り、避難等の措置を講ずる。（自衛隊法第

94条） 

エ 市長は、避難のための立退きを指示する場合等において、その通信のため特別の

必要があるときは、電気通信設備を優先的に利用し、又はインターネットを利用し

た情報の提供を行うことを当該事業者等に求める。 

オ 市長は、避難行動要支援者の個別避難計画等に基づき、避難行動要支援者への避

難の指示や避難支援を実施する。 

(2) 「高齢者等避難」の発令・伝達 

市長は、要配慮者については、避難行動に時間を要することを踏まえ、災害対策基本

法に基づき、「高齢者等避難」を発令・伝達する。また、高齢者等以外の者に対して、

必要に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや自主的な避難を呼びかける必要があ

る。 

(3) 避難住民への周知 

市長は、避難指示等を行う住民に対して、避難先、避難経路、避難理由、避難指示等

の実施責任者等を明示し、広報車、Ｌアラート（災害情報共有システム）、携帯メール、

緊急速報メール、インターネット等により周知徹底を図る。 

また、市及び府、事業者は、避難者等のニーズを十分把握するとともに相互に連絡をとり

あい、放送事業者を含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提

供できるように努める。 

ア 伝達・周知 

(ｱ) 避難準備信号 

              ｻｲﾚﾝ5秒      ｻｲﾚﾝ5秒      ｻｲﾚﾝ5秒 

         サイレン         (休止15秒)       (休止15秒)       (休止15秒) 

(ｲ) 避難信号 

                      ｻｲﾚﾝ1分        ｻｲﾚﾝ1分        ｻｲﾚﾝ1分 

         サイレン              (休止5秒)            (休止5秒) 

 

(ｳ) 広報車による伝達 

市・茨木警察署・市消防本部等の広報車により避難地区を巡回して周知する。 

(ｴ) 個別伝達 

避難が夜間かつ停電時の場合は、完全に周知徹底することが困難であるので、地

域の消防団や自治会等で班編成し、個別に伝達する。 

 

高齢者等避難 
災害発生のおそれがあり、事態の推移によっては避難指示を発令する必要

が予想される場合 
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避難指示 当該地域又は土地、建物等に二次災害の発生するおそれがある場合 

 

(4) 避難者の誘導等 

ア 市 

避難誘導に当たっては、指定緊急避難場所や指定避難所、避難路、災害の概要そ

の他避難に資する情報の提供に努めるものとする。 

市民の避難誘導に際し、府警察の協力を得るとともに、自主防災組織や自治会、赤

十字奉仕団等の市民組織等と連携して、できるだけ集団避難を行い、特に避難行動要

支援者の確認と誘導に配慮する。 

イ 学校、病院等の施設管理者 

学校、病院、社会福祉施設等、多数の者が利用する施設の管理者は、施設内の利用

者等を安全に避難させるため、避難誘導を行う。 

ウ 避難路の確保 

市、府、府警察及び道路管理者は、市民の安全のために避難路の確保に努める。 

エ 避難準備の注意事項 

(ｱ) 避難後の戸締まりを行う 

(ｲ) 火気・危険物等の始末を完全に行う 

(ｳ) 非常持ち出し品は、必要最小限度にとどめる 

(ｴ) 服装は軽装とし、ヘルメット等で頭を保護する 

(5) 広域避難 

ア 府内市町村間の広域避難の協議等 

市は、災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、当該市の区域外への広域的な避

難、指定福祉避難所を含む指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると

判断した場合において、府内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接

協議する。指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際には、併せて広域避難の

用にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れるこ

とができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

イ 都道府県外の広域避難の協議等 

市は、他府県の市町村への受入れについては府に対し他府県との協議を求めるほ

か、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、府知事に報告した上で、自ら他府

県の市町村に協議することができる。 

府は、市町村から協議要求があった場合、他府県と協議を行うとともに、市町村

から求めがあった場合は適切な助言を行う。 

(6) 警戒区域の設定 

災害時における市民の生命又は身体に対する危険を防止するため、特に必要があると

認める場合は、警戒区域を設定し当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は

当該区域からの退去を命じることができる。 

ア 設定者 

(ｱ) 市長は、市民の生命、身体に対する危険を防止するため特に必要があると認める
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ときは、警戒区域を設定する。（災害対策基本法第63条） 

(ｲ) 知事は、市が全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは市長が実

施すべきこの応急対策の全部又は一部を代行する。（災害対策基本法第73条） 

(ｳ) 警察官は、市長（権限の委任を受けた市の職員を含む）が現場にいないとき、又

は市長から要請があったときは警戒区域を設定する。（災害対策基本法第63条） 

(ｴ) 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、市長その他職権を行うことができる者

がその場にいない場合に限り、警戒区域を設定する。（災害対策基本法第63条） 

イ 規制の内容 

市長等は警戒区域を設定したときは、退去の確認又は立入り禁止の措置を講じると

ともに、茨木警察署の協力を得て、可能な限り防犯・防火のためのパトロ－ルを実施

する。 

(7) 公用負担 

市長は、茨木市の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合に

おいて応急措置を実施するため、緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるとこ

ろにより、当該市の区域内私有の土地・建物・その他の工作物を一時使用し、又は土石・

竹木・その他の物件を使用し若しくは収用する。 

代行権者…警察官（災害対策基本法第64条第７項） 

ア 前項の措置をとったときは、土地・建物の占有者等に対して、当該土地建物等の

名称・種類等を通知する。 

イ 応急措置を実施するため必要があると認めるときは、現場の災害を受けた工作物

又は物件で当該措置の実施の支障となるものの除去その他必要な措置をとる。 

ウ 工作物等を除去したときは、これを保管するとともに、当該工作物等の名称・種

類を公示する。 

(8) 住民等に対する従事命令等 

市長は、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、茨木市区域内の

住民又は当該応急措置を実施すべき現場にある者を当該応急措置の業務に従事させる。

（災害対策基本法第65条第１項） 

代行権者…警察官（災害対策基本法第65条第２項） 

なお、従事命令を発したときは、当該応急措置の実施に応じた者の人員・氏名を把握する。 

(9) 被災者の運送 

府は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者であ

る指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人並びに運送すべき場所及び

期日を示して、被災者の運送を要請する。 

また、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が無く、要

請に応じないときは、被災者の保護の実施のために特に必要があるときに限り、当該機

関に対し、当該運送を行うべきことを指示する。 

 

２ 指定避難所の開設・運営 
市は、災害が発生したとき、指定避難所を開設し、居住の確保、食糧、衣料、医薬品、
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保健医療サービスの提供、生活環境の整備に必要な措置を講ずるとともに、指定避難所に

避難することができない被災者に対しても、食糧等必要な物資の配布、保健師等による巡

回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正確な情報の伝達等により、生活環境の確

保が図られるよう努める。 

市は、施設の確保や避難者の移送等について府へ支援を要請する。 

(1) 指定避難所の開設 

ア 指定避難所 

市長等が避難指示等を行った場合、市は、施設管理者や地域住民の協力を得て指定

避難所を開設するとともに、市長は、直ちに職員を避難所要員として指定避難所に派

遣し、避難者の把握と避難所運営の準備を行う。また、必要に応じて、福祉避難所を

開設するものとする。 

避難所の開設にあたっては目視等により避難所施設の安全点検を実施し、余震等に

よる２次災害のおそれがないと確認してから、避難者の受入を行う。安全点検の結果、

２次災害のおそれがあるなど危険な安全が確保できない場合は、避難所要員は指定避

難所の開設を中止し、市本部へ報告する。 

また、指定避難所の受入れ能力を超える避難者が生じた場合は、宿泊施設、民間施

設の管理者など関係機関に要請するなど、必要な施設の確保を図るとともに、避難行

動要支援者に配慮し、被災地以外の地域にあるものも含め、旅館・ホテル等を実質的

に福祉避難所として開設するよう努める。 

指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶によ

る孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を開設・維持することの適否を

検討し、必要に応じて、避難所を指定する。 

また、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避難所

の開設状況等を適切に府に報告するよう努めるものとする。 

併せて、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、ホー

ムページ等の手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努める。 

イ 開設の時期 

(ｱ) 市域で震度５弱以上を観測したとき 

(ｲ) 災害発生のおそれがあり、避難情報が出されたとき 

(ｳ) 緊急を要する自主的な避難要請があったとき 

(ｴ) その他必要と認めるとき 

ウ 要配慮高齢者・障害者等のための福祉避難所 

市は指定避難所と同様に、施設管理者や地域住民の協力を得て、災害発生後、福祉

避難所として使用する施設の安全状況を確認し、被災により、居宅、指定避難所等で

は生活できない要配慮者の受入れができる体制を構築する。 

市及び府は、被災により、居宅、指定避難所等では生活できない要配慮者については、

本人の意思を尊重した上で、福祉避難所への避難及び社会福祉施設等への緊急一時入所を

迅速かつ円滑に行う。社会福祉施設等は、施設の機能を維持しつつ、可能な限り受け入れ

るよう努め、入所者が安心して生活を送れるよう、支援を行う。 
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(ｱ) 指定福祉避難所 

特に配慮が必要な高齢者や障害者など特定の受入対象者を滞在させることを想

定して市が予め指定した施設。 

(ｲ) 福祉避難施設 

「大規模災害に伴う避難施設の設置運営に関する協定」に基づいて、茨木市高齢者サー

ビス事業所連絡会及び茨木市障害福祉サービス事業所連絡会が災害時に要配慮者の受入れ

を行う施設として登録した施設。なお、災害時の避難者の状況に応じて順次開設する。 

(ｳ) 福祉避難所等での要配慮者への支援 

(a) スロープ等設備の設置 

(b) 生活必需品等の物資や機材の提供 

(c) ケアサービスの提供 

(d) 避難所での情報提供 

(e) 生活相談員等の配置 

エ 関係機関への報告 

指定避難所を開設した時は、直ちに市本部を通じて避難所開設の状況（開設の日時、

場所、施設名、受入れ状況等）を府知事及び茨木警察署長に対して報告する。 

また、避難所要員は、避難者名簿、開設日誌、物品出納簿等を記録し、定められた

時間ごとに市本部へ報告する。 

(2) 指定避難所の管理・運営 

ア 避難受入れの対象者 

災害により、現に被害を受け又は被害を受けるおそれのある者で避難を必要とする

者 

(ｱ) 災害により現に被害を受けた者 

・住家が被害を受け、居住の場所を失った者 

・現に災害に遭遇し、速やかに避難しなければならない者 

(ｲ) 災害により現に被害を受けるおそれがある者 

・避難情報が発せられた対象地域の市民等 

・避難情報が発せられた対象地域の市民ではないが、緊急に避難を要する者 

・その他避難が必要と認められている場合 

イ 指定避難所の管理・運営 

(ｱ) 避難所要員が到着するまでは、施設管理者が管理する。 

(ｲ) 指定避難所責任者は、当初は避難所要員があたり、その後避難所・市民相談班が 

総合調整を行い、各部に引き継ぐ。 

(ｳ) 避難所要員及び避難所・市民相談班は、市民、自主防災組織、ボランティア及び

防災関係機関等の協力を得て、指定避難所の管理・運営を行う。なお、避難生活が

長期にわたることが予想される場合には、避難者による自主運営の推進を図るとと

もに、民間事業者等への外部委託を活用する。 

(ｴ) 指定避難所の円滑な運営管理のために指定避難所に派遣した避難所要員は、指定

避難所の自治組織の結成を促し、避難者が互いに助け合う自主的な避難生活が行え
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るよう支援する。 

(ｵ) 指定避難所に指定されている学校は、生徒の安全確保及び学校の早期再開に努め

るが、指定避難所開設当初においては、教員は可能な範囲で指定避難所の運営に協

力するものとする。 

【運営の留意事項】 

・指定避難所ごとにそこに受入れされている避難者に係る情報の早期把握及び自

宅、テント、車、その他指定避難所外で生活している避難者等に係る情報の把握

並びにこれらの情報の府への報告 

・混乱防止のための避難者心得の掲示 

・応急対策の実施状況・予定等の情報の掲示 

・生活環境への配慮を行い、常に良好なものとするため、食事供与の状況、トイレ

の設置状況等の把握 

・食物アレルギーを有する者のニーズの把握等、食物アレルギーに配慮した食料の

確保 

・避難行動要支援者への配慮 

・避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、簡易ベッド、パーティ

ション等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や

看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、ごみ処理の状況など指定

避難所の衛生環境の把握と医師や看護師等による避難者の健康状態の把握に努

め、必要な措置の実施 

・多言語支援が必要な避難者情報の収集及び当該避難者に対する言語、生活習慣、

文化等の違いへの配慮 

・相談窓口の設置（女性相談員の配置に配慮する。） 

・高齢者、障害者、乳幼児、児童等の要配慮者への配慮 

・避難者の住民票の有無等に関わらず適切に受け入れること 

・家庭動物のためのスペース確保及び動物飼養者の周辺への配慮を徹底するととも

に、獣医師や動物取扱業者等の民間団体から必要な支援が受けられるよう、連携

に努めること 

・正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布，清掃等については、避難者、住民、

自主防災組織、避難所運営について専門性を有したＮＰＯ・ボランティア等の外

部支援者等の協力が得られるよう努めること 

・各避難所の運営者を含めた避難所の良好な生活環境の継続的な確保のための専門

家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換の実施 

・指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避難者

の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイ

アウト等の必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等が指定避難所に

避難する可能性を考慮し、指揮調整班は、医療衛生対策班や避難所・市民相談班

と避難所の運営に必要な情報について協議の上、共有するものとする。 

また、市は、指定避難所の運営における女性の参画を推進するため、指定避難所運
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営組織に女性を加えるとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点に配慮するも

のとする。特に女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着

の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所

における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営

に努める。 

さらに、女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性用と男

性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安

心して使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚

起のためのポスターを掲載するなど、女性や子ども等の安全に配慮するよう努める。

また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行

うよう努める。 

ウ 指定避難所の集約及び閉鎖 

(ｱ) 災害復旧状況や避難者の状況を勘案し、避難者が帰宅できる状態となったと認め

るときは、指定避難所の統合・集約又は指定避難所の閉鎖を決定し、指定避難所責

任者に必要な指示を行う。 

(ｲ) 指定避難所責任者は、市本部の指示により避難者を帰宅させるほか、必要な措置

をとる。 

(ｳ) 指定避難所の統合・集約を行う場合は、避難者の生活拠点、避難者数、被災者の

態様や地域の福祉的な支援体制等を総合的に考慮したうえで、統合・集約する指定

避難所を決定する。なお、統合・集約する指定避難所の決定にあたっては、良好な

生活環境の確保に適した施設を優先し、施設の平常利用の妨げにならないよう配慮

する。 

(3) 指定避難所の早期解消のための取組み等 

市は、府と十分に連携し、避難者の健全な居住環境の早期確保のために、応急仮設住

宅の迅速な提供、及び公営住宅や民間賃貸住宅の空き家等利用可能な既存住宅のあっせ

んを行うなど、指定避難所の早期解消に努める。 

また、市は、被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定を迅速に実施し、必

要に応じて、住宅事業者の団体と連携し、被災しながらも応急対策をすれば居住を継続

できる住宅の応急修繕を推進するとともに、自宅に戻った被災者への物資の安定供給等

に努める。 

なお、市、府、関係機関が連携して、より効率的・効果的な応急対策に取り組めるよ

う、また、指定避難所に避難する被災者が早期に日常生活を取り戻せるよう方策を検討

し、実施する。 

 



 

4-51 

第４部 地震災害応急対策

第６章 避難対策

第
１
部 

総 

則 

第
２
部 

災
害
予
防
対
策 

第
３
部 

風
水
害
応
急
対
策 

第
４
部 

地
震
災
害
応
急
対
策 

第
６
部 

災
害
復
旧
・
復
興
対
策 

第２節 福祉活動 
１ 避難行動要支援者の被災状況の把握 
(1) 避難行動要支援者の安否確認・避難誘導及び被災状況の把握 

市は、発災時等においては、避難行動要支援者名簿を効果的に利用し、国が示す指針

を踏まえ、自治会、民生委員・児童委員、地域住民、市社会福祉協議会等の協力を得て

避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否確認等が行われるように努めるとと

もに、被災状況の把握に努める。 

また、被災により保護者を失う等の要配慮児童の早期発見、保護に努める。 

個別避難計画が策定されている災害時要配慮者の安否確認では、個別避難計画等に基

づき、避難支援等関係者と連携し、安否確認及び避難誘導の支援を行う。 

(2) 医療・福祉・介護ニーズの把握 

被災した避難行動要支援者に対して、居宅、指定避難所及び応急仮設住宅等において、

支援活動や組織的な福祉サービスが提供できるよう民生委員・児童委員、保健所等の関

係機関と連携して医療・福祉・介護ニーズの把握に努める。 

 

２ 被災した避難行動要支援者への支援活動 
避難誘導、指定避難所での生活環境、応急仮設住宅への受入れに当たっては、避難行動

要支援者に十分配慮するものとする。特に指定避難所での健康状態の把握、福祉施設職員

等の応援体制、応急仮設住宅への優先的入居、高齢者、障害者向け応急仮設住宅の設置等

に努めるものとする。また、情報の提供についても、十分配慮する。 

また、府は避難所の設置を継続するような規模の災害が発生した場合、避難所の高齢者、

障害者等の生活機能の低下の防止等のため、被災市町村からの要請に基づき、必要に応じ

て、大阪府災害派遣福祉チーム（大阪ＤＷＡＴ）を被災市町村へ派遣し、支援する。 

(1) 情報の伝達及び在宅福祉サービスの継続的提供 

被災した避難行動要支援者に対し、居宅、指定避難所及び応急仮設住宅等において、

必要な情報を伝達できる体制を民生委員・児童委員をはじめ地域住民や自主防災組織等

の協力を得て確保するとともに介護サービス、介護予防・生活支援サービス及び障害福

祉サービスがニーズに応じて、継続的に提供できるよう事業所サービス、地域包括支援

センター及び居宅介護支援を実施している事業者と連携する。 

(2) 福祉避難所等での受入れ 

被災した避難行動要支援者が、より安定した避難生活を送れるよう市が指定する福祉

避難所や災害協定に基づく福祉避難施設等での早期受入れに努める。 

(3) 避難行動要支援者の施設への緊急入所 

居宅、指定避難所等では生活できない避難行動要支援者については、本人及び家族の

意思を尊重したうえで、社会福祉施設等への緊急入所の対応を行う。 
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第３節 広域一時滞在 
市は、災害の規模、被災者の避難・受入れ状況、避難の長期化等に鑑み、市の区域外への

広域的な避難及び避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断した場合において、府

内の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入

れについては府に対し当該他の都道府県との協議を求める。 

府は、市から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行うものとし、市の行政機能

が被災によって著しく低下した場合など、市からの要求を待ついとまがないと認められると

きは、市の要求を待たないで、広域一時滞在のための協議を市に代わって行う。 

また、他の都道府県から被災住民の受入れの協議を受けた場合は、被災住民の受入れにつ

いて、関係市町村長と協議を行う。協議を受けた市長は、正当な理由がある場合を除き、被

災住民を受け入れることとし、一時滞在の用に供するため、受け入れた被災住民に対し公共

施設等を提供する。 

市は、指定避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することについても定め

るなど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる施設をあらかじめ決定して

おくよう努める。 
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第４節 災害時の警備 
１ 警察の任務 
茨木警察署は、市民の生命・身体及び財産を災害から保護するため、関係機関と緊密な

連携のもとに、各章に定める災害の予防・応急・復旧に伴う諸活動を実施して公共の安全

と秩序の維持にあたる。 

 

２ 警備体制 
茨木警察署は、災害が発生し又は発生のおそれがある場合には、その災害規模に対応し

た所要の警備体制をとる。 

(1) 警備本部の設置 

茨木警察署に警備本部を設置し、指揮体制を確立する。 

(2) 警備部隊の編成運用 

茨木警察署は、勤務中の警察職員及び非常参集者をもって警備部隊を編成配置する。 

なお、被害が甚大で茨木警察署の部隊で不足する場合には、府警察本部に応援部隊を

要請する。 

 

３ 警備措置 
(1) 事前の措置 

ア 危険箇所及び危険地域等の実態調査 

イ 予警報の伝達又は伝達協力 

ウ 自主防犯についての注意指導、警告広報 

エ その他関係機関が行う災害防ぎょ活動に対する援助協力 

(2) 災害発生時（後）の措置 

ア 避難誘導 

イ 被災者の救助救出 

ウ 交通規制及び緊急交通路の確保 

エ 検視活動 

オ 被害調査及び被害情報の収集 

カ 権利及び利害の錯綜による紛争事案の警戒 

キ 流言飛語の防止などの広報活動 

ク 関係機関の行う救助活動に対する援助協力 
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第７章 救助救急及び医療救護対策 
第１節 救助・救急対策 
災害のため生命・身体が現に危険な状態にある者、又は生死不明の状態にある者に対して

は、応急措置及び医療機関への搬送並びに救助を行う。なお、救急・救助活動の詳細につい

ては、消防計画に定める。 

 

１ 救助方法 
(1) 行方不明者等の捜索 

消防対策部及び民生対策部福祉・安否確認班は、茨木警察署や自衛隊の協力を得て行

方不明者等の捜索にあたるとともに、行方不明者等の情報収集を行う。 

また、被災の状況により、事業者や消防団、また、自治会等に協力を依頼するなど、

民間企業・団体や地域住民の応援を得て実施する。 

(2) 救助体制 

ア 災害対策本部設置中の救助活動については、消防、警察及び市民等の協力により

救助隊を編成し、救助に必要な資機材を投入し迅速な救助作業にあたるものとす

る。 

イ 市単独では救助作業が困難であり、かつ救助作業に必要な資機材等の調達を要す

るときは、府及び近隣市に応援を要請する。 

ウ 上記イで対応できない規模の災害が発生したときは、府を通じ、緊急消防援助隊

及び自衛隊に応援を要請する。 

(3) 発見者の通報 

救助の要する者を発見したときは、直ちに市長又は警察官(署)若しくは消防署員(署)

に通報する。 

(4) 救助方法 

ア 災害対策本部は、市消防及び茨木警察署と緊密な連絡を取り、必要に応じ他の機

関や民間の関係事業所等の協力により、救援車・救助工作車・重量物除去車や専門

機器等の応援を求め救助作業にあたる。 

イ 救助した負傷者は、直ちに救急車でその症状に適合した医療機関等へ搬送する。 

ウ 復旧作業との関連及び特殊機器を要する作業については、自衛隊の派遣を要請

し、その人員・資機材等を活用する。 

 

２ 救急方法 
(1) 救急搬送にあたっては、負傷者の状況、医療救護所・病院等にいたる道路の状況を

把握し、迅速に搬送する。 

また、災害現場で救急処置を施す必要のある者が多数の場合、医療関係機関で構成さ

れる医療救護班の出動等を要請する。 

(2) 現有の救急車両や人員で実施が困難な場合、近隣市町の消防機関や民間の関係事業

所に応援を要請する。 
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(3) 負傷者を搬送する必要があるときは、府等の関係機関にヘリコプターの応援を要請

する。 
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第２節 医療救護活動 
市、府及び医療関係機関は、大阪府災害時医療救護マニュアル等に基づき、災害の状況に

応じ被災地域の内外を問わず、緊急医療及び助産の必要な被災者等のうち、災害のため医療

機関等が混乱し、適切な医療及び助産を受けることができなくなった者に対して、茨木市医

師会、茨木市歯科医師会、茨木市薬剤師会をはじめ、医療関係機関等により、救命医療を最

優先とする迅速かつ適切な医療救護活動（助産を含む。以下同じ。）を実施する。 

また、災害医療コーディネーター（災害時小児周産期リエゾンなどを含む）に対して適宜

助言及び支援を求める。 

 

１ 基本方針 
災害の規模が大きいほど、医療行為が遅延することとなるが、市は、災害医療協力病院

等の医療関係機関と密接な連携のもと、可能な限り短期間における被災傷病者等の収容

治療、重症患者の後方病院への転送を実施する。この際、効率的な負傷者救護のためには、

適切なトリアージを実施する必要がある。 

大規模な災害発生時には、平時の救急医療機能に準じ災害拠点病院、災害医療協力病院

を中心として、事前もしくは災害発生時に開設することを承諾した医療機関を可能な限

り臨時指定医療救護所と位置づけ医療救護活動を行う。ただし、施設が被災もしくは被災

傷病者等多数により当該施設内での診療が不可能な場合は、位置づけた臨時指定医療救

護所以外の場所に医療救護所を設置もしくは指定避難所に併設する指定医療救護所にお

いて医療救護活動を行う。さらに、既存の疾患の進行や災害神経症について、可能な限り

対応を行う。 

 

２ 災害医療情報の収集・提供 
(1) 市 

市は、茨木市医師会、茨木市歯科医師会、茨木市薬剤師会及び災害医療協力病院等の

協力を得て、人的被害、医療機関の被災状況及び活動状況並びに被災地の医療ニーズに

ついて的確に把握する。 

また、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）及び府防災行政無線等を用いて、

災害に係る医療情報を速やかに府へ報告するとともに、可能な限り市民に対する医療関

連情報の提供に努める。 

(2) 府 

府は、市からの報告、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）又は大阪府救急・

災害医療情報システム及び府防災行政無線等を用いて、被災状況、医療機関の活動状況、

被災地の医療ニーズ、患者受入情報を一元的に把握し、速やかに市などの関係機関及び

府民に情報を提供する。また、必要に応じてライフライン事業者に対し被災医療機関の

情報提供を行い、復旧にかかる対策等を要請する。 
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３ 現地医療の確保 
(1) 医療救護班の編成・派遣 

市、府及び医療関係機関は、被災傷病者等の応急処置及び応急治療を行うため、災害

の状況に応じ速やかに医療救護班を編成し、市あるいは府の定める参集場所に派遣する。 

なお、医療救護班は、原則として現地医療活動を行うために当座必要な資機材等を携

行する。 

ア 市 

市は、災害発生後、災害の状況に応じ速やかに医療救護所の開設を決定するととも

に、医療救護班を編成・派遣し医療救護活動を実施する。また、必要に応じて、府（大

阪府茨木保健所）を通して医療救護班の応援派遣の要請を行うとともに、受入れ窓口

を設置し調整を行い、活動場所（医療救護所等）及び必要に応じた参集拠点の確保を

図る。 

市単独では十分対応できない程度の災害が発生した場合は、府（大阪府茨木保健所）

を通して日本赤十字社大阪府支部に医療救護班の派遣要請を行う。 

イ 府 

府は、市から要請があったとき、又は自ら必要と認めたときは、医療救護班を派遣

し医療救護活動を実施するとともに、医療関係機関に協力を要請する。また、必要に

応じて、国及び他府県に対しても医療救護班の応援派遣の要請を行うとともに、受入

れ窓口を設置し調整を行い、活動場所（医療機関・救護所・航空搬送拠点等）及び必

要に応じた参集拠点の確保を図る。 

また、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）に関しては、調整本部を設置し、必要

に応じて、国及びＤＰＡＴ事務局に対して他府県のＤＰＡＴの応援派遣の要請を行う

とともに、受入れ窓口を設置し、調整を行う。 

ウ 災害拠点病院等 

次の医療関係機関は、府の要請、又は自ら必要と認めたときは、医療救護班を派遣

して医療救護活動を実施する。 

（医療関係機関） 

災害拠点病院、特定診療災害医療センター、市町村災害医療センター、独立行政

法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、日本赤十字社大阪府支

部、大阪府医師会、大阪府歯科医師会、大阪府薬剤師会、歯科系大学 

(2) 医療救護班の搬送 

ア 医療関係機関 

医療関係機関は、原則として、医療関係機関で所有する緊急車両等を活用し、移動

する。 

イ 市及び府 

医療関係機関が搬送手段を有しない場合は、市及び府が搬送手段を確保し、搬送を

行う。 

(3) 救護所の開設・運営 

ア 市は、必要に応じて災害現場付近に応急救護所を設置し開設・運営するととも
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に、指定避難所に併設する指定医療救護所のほか、必要に応じて適当な場所に医療

救護所を開設し運営する（「４ 現地医療活動」参照）。 

イ 市は、事前もしくは災害発生時に医療機関の開設者から医療救護所を設置し開設

することについて承諾が得られた場合は、医療機関を臨時指定医療救護所として指

定する。 

ウ 第五管区海上保安本部は、可能な範囲で医師や看護師に対し、ヘリコプター搭載

型巡視船等に設けられた医務室を提供するほか、宿泊等の便宜を図る。 

(4) 医療救護班の受入れ・調整 

ア 市 

市は、派遣要請をした医療救護班の受入れ窓口を災害時医療対策本部に設置し、府

（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと救護所への配置調整を行う。 

イ 府 

府は、府内医療関係機関並びに国及び他府県へ派遣要請した医療救護班を受入れ、

市への派遣調整を行う。 

 

４ 現地医療活動 
(1) 市内医療機関による応急医療活動 

市内の被災を免れた災害医療協力病院（二次救急告示病院）、市内診療所等による応

急医療活動を実施する。 

(2) 応急救護所及び医療救護所の開設 

ア 応急救護所及び医療救護所の開設基準（目安として震度６強） 

(ｱ) 現地医療機関が被災し、その医療機能が低下したため、現地医療機関だけでは 

対応しきれないとき。 

(ｲ) 被災傷病者等が多数で、現地医療機関だけでは対応できないとき。 

(ｳ) 被災地付近に対応可能な医療機関が無く、被災地付近での対応が必要なとき。 

(ｴ) 被災地の医師が必要と認めたとき。 

(ｵ) その他、災害時医療対策本部が開設の必要があると認めたとき。 

イ 救護所の開設 

(ｱ) 医療救護所の開設場所は、アの開設基準に基づく市災害時医療対策本部の判断 

を踏まえ、市災害対策本部が決定する。 

(ｲ) 応急救護所は、必要に応じて、災害現場付近に設置し開設する。 

(ｳ) 指定医療救護所は、表「指定医療救護所（災害用医薬品備蓄拠点）」のうちから 

必要に応じて開設する。その他、対応が可能な医療機関を臨時指定医療救護所とし 

て指定し開設する。 

(ｴ) 救護所の運営等は、救護所運営マニュアル等に基づき行う。ただし、運営マニュ 

アル等に無い事項については、現地に派遣されている医療救護班等及び市災害時 

医療対策本部が協議のうえ決定する。 
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(3) 救護所における現地医療活動 

ア 応急救護所における現場救急活動 

府等から派遣される医療救護班、災害拠点病院から派遣される緊急医療班等が、市

災害医療センター及び応急救護所で応急処置やトリアージ（負傷者の選別）等の現地

救急活動を行う。 

イ 医療救護所における臨時診療活動 

茨木市医師会等並びに医療救護所に指定された医療機関に所属する医療従事者及び

その職員により編成される診療科別医療班に加えて府等から派遣された診療科別医療

班等が、医療救護所において通常診療再開を視野に入れつつ、主に軽症患者に対する医

療活動や被災住民等の健康管理等を行う。なお、出動に当たっては、原則として医療機

関で所有する車両等を活用する。 

(4) 被災地域外からの医療救護班の派遣要請 

多数の死傷者が発生し、茨木市医師会所属の医療救護班と市内の災害医療協力病院

（二次救急告示病院）のみでは迅速な応急医療活動が困難と判断された場合には、府（大

阪府茨木保健所）を通して日本赤十字社大阪府支部等の医療関係機関に、医療救護班の

派遣を要請する。 

なお、医療救護班の受入れにあたっては、災害時医療対策本部が医療ボランティア等

の活用も含め、府（大阪府茨木保健所）の支援・協力のもと、配置調整を行う。また、

医療救護班が輸送手段を有しない場合は、市及び府が搬送手段を確保する。 

(5) 現地医療活動の継続 

府は、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）による活動と並行して、また、災害派遣医療

チーム（ＤＭＡＴ）活動の終了以降、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、日本赤

十字社、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能推進機構、国立大学病

院、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看護協会、民間医療機関等からの医療チーム

派遣等の協力を得て、指定避難所等、救護所も含め、被災地における医療提供体制の確

保・継続を図るものとし、その調整に当たっては災害医療コーディネーター（災害時小

児周産期リエゾンなどを含む）を活用する。その際、医療チーム等の交代により医療情

報が断絶することのないよう、被災地における診療情報の引継ぎが適切に実施されるよ

う、努める。 

 

５ 後方医療活動 
災害拠点病院、特定診療災害医療センター及び災害医療協力病院は、被災地内の医療機

関や救護所では対応できない重症患者や、特殊な医療を要する患者等に対する後方医療

を実施する。なお、これらの患者の搬送については特に緊急を要するため、輸送手段の優

先的確保など特段の配慮を行う。 

被災地域内の救護所や医療機関では対応できない患者が発生した場合や、病院等が被

災したため継続して医療の確保が困難な場合は、被災地以外の医療機関への受入れを府

に要請する。 
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(1) 患者搬送手段の確保 

患者を陸上搬送する場合は、災害時の緊急交通路を通行可能な救急車を原則として使

用する。また、緊急を要する場合は、府に要請しヘリコプターによる緊急搬送を行うな

ど、救命医療を最優先とする搬送手段の確保を図る。 

(2) 受入れ病院の選定 

市は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）等で提供される患者受入情報に

基づき、特定の病院へ患者が集中しないよう振り分け調整し、関係機関が患者を搬送す

る。 

(3) 災害医療機関の役割 

ア 災害拠点病院 

(ｱ) 基幹災害拠点病院 

災害医療に関して都道府県の中心的な役割を果たす基幹災害拠点病院は、下記の

地域災害拠点病院の活動に加え、患者の広域搬送にかかる地域災害拠点病院間の調

整及び府内のＤＭＡＴの派遣調整を行う。 

(ｲ) 地域災害拠点病院 

地域災害拠点病院は次の活動を行う。 

・24時間緊急対応により、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多

発する救急患者の受入れと高度医療の提供 

・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）及び医療救護班の受入れや派遣及びこれに

係る調整 

・地域の医療機関の情報収集と必要に応じた支援 

・患者及び医薬品等の広域搬送拠点としての活動及びこれにかかる地域医療機

関との調整 

・地域の医療機関への応急用医療資機材の貸出し等の支援 

イ 特定診療災害医療センター 

特定診療災害医療センターは、循環器疾患、消化器疾患、アレルギー疾患、小児医

療、精神疾患など専門診療を必要とする特定の疾病対策の拠点として主に次の活動を

行う。 

(ｱ) 疾病患者の受入れと高度な専門医療の提供 

(ｲ) 疾病患者に対応する医療機関間の調整 

(ｳ) 疾病患者に対応する医療機関等への支援 

(ｴ) 疾病に関する情報の収集及び提供 

ウ 災害医療協力病院 

平時の救急医療機能に準じ、救急要請等により転搬送もしくは直接来院した中等症

患者及び軽症患者への医療を提供する。 

エ 市災害医療センター 

市災害医療センターは、主に入院を要する中等症患者の受入れ・集約拠点であり、

災害時の医療情報の集約並びに応援部隊の活動拠点として、災害時の医療情報の把

握・分析・評価及び医療救護班等の応援部隊の受入れを行う。 
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オ 医療救護所 

医療救護所は、指定避難所等に併設される指定医療救護所のほか、状況に応じ医療

機関（臨時指定医療救護所）を指定するものとし、災害発生直後から中長期間にわた

って、通常診療再開を視野に入れつつ、主に軽症患者に対する医療活動や被災住民等

の健康管理等を行う。 

 

６ 医薬品等の確保 
(1) 市 

ア 災害時の医薬品等の確保は、保健医療センター及び市内10か所の指定医療救護所

の医薬品等備蓄により対応するとともに、市内の医療関係機関に対しても協力を要

請する。 

イ 茨木医薬品備蓄センターで医療用備蓄を行っている茨木市薬剤師会と連携して確

保する。 

ウ 府備蓄センターに必要医薬品等の支援を要請する。 

エ 医療の救援物資については、保健医療センターに集積し、医療機関等に供給する。  

なお、医薬品等の物資の受入れ、輸送等の供給方法等については別に定める。 

 (2) 府 

府は、市から要請があった場合、又は自ら必要と認めたときは、医療関係機関及び医

薬品等関係団体の協力を得て、医療救護活動に必要な医薬品、医療用資機材の調達、供

給活動を実施する。また、必要に応じて、国及び他府県に対しても医薬品等の応援要請

を行うとともに、受入窓口を設置し調整を行う。 

(3) 日本赤十字社大阪府支部 

日本赤十字社大阪府支部は、他府県支部に応援を要請し、血液製剤の供給活動を実施する。 

 

７ 個別疾患等対策 
市は、専門医療が必要となる人工透析、難病等の患者に対して、府及び医療関係機関と

協力して継続して医療が受けられるように努める。 

 

８ 市民への周知 
市は、トリアージについて、市民の理解を図るため周知する。 
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第８章 交通輸送対策 
第１節 交通規制・緊急輸送活動 
市、府、防災関係機関は、救助・救急、医療並びに緊急物資の供給を迅速かつ的確に実施

するための緊急輸送活動に努める。 

府警察及び道路管理者は、災害が発生した場合、又は災害がまさに発生しようとする場合

において、災害応急活動に必要な交通規制を実施する。 

 

１ 緊急交通路の確保及び交通規制の実施 
(1) 被害情報等の収集及び緊急交通路の指定 

市、府、府警察及び道路管理者は、連携して災害の規模、道路の損壊状況、交通状況

等について、迅速かつ正確な情報収集に努め、その結果を相互に連絡する。 

特に、緊急交通路に選定されている「重点14路線」及び高速自動車国道等に対しては、

緊急交通路の指定に向けた道路状況の確認を行うとともに、府警察は、交通規制の実施

に伴う道路管理者との連絡・調整を行う。 

(2) 緊急交通路の指定に係る各関係機関の役割 

府警察は、災害応急対策を迅速かつ的確に行うため、前記重点14路線以外の路線にお

いて緊急交通路を指定する必要がある場合には、市、府、道路管理者と協議し、被災地

の状況、道路の状況、緊急輸送活動等を考慮して、緊急通行車両等の通行を確保すべき

緊急交通路を選定する。府公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行う

必要があるときは、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指

定、放置車両や立ち往生車両等の移動等について要請する。 

市、府、府警察及び道路管理者は、当該緊急交通路について必要な措置を講じ、その

結果を相互に連絡する。 

ア 市、府、道路管理者 

(ｱ) 点検 

使用可能な緊急交通路を把握するため、自転車やバイク等の多様な移動手段の活

用による現地調査の実施により早急に、道路施設の被害状況及び安全性の点検を行

い、その結果を府及び府警察に連絡する。 

(ｲ) 通行規制 

道路管理者は、道路の破損、欠損等により交通が危険であると認められる場合、

あるいは被災道路の応急復旧等の措置を講ずる必要がある場合には、府警察と協議

し、区間を定めて道路の通行を禁止し、又は制限する。 

(ｳ) 道路啓開等 

道路上の倒壊障害物の除去、移動や、放置車両の移動を、民間建設業者等の協力

を得て実施し、早期の道路啓開に努める。作業にあたっては、府警察、他の道路管

理者と相互に協力する。 

なお、道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行

車両の通行を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動の
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命令を行う。運転者がいない場合等においては、道路管理者は、自ら車両の移動等

を行う。 

イ 府警察 

(ｱ) 交通管制 

被災区域への車両の流入抑制及び緊急交通路を確保するための信号制御等の交

通管制を行う。 

(ｲ) 緊急交通路における交通規制の実施 

「重点14路線」及び高速自動車国道等に対する緊急交通路の指定を実施し、緊急

通行車両等以外の車両に対する通行禁止の交通規制を実施する。 

(3) 災害時の踏切長時間遮断に係る緊急車両の運行に関する対応 

鉄軌道事業者及び道路管理者は、緊急交通路上等の踏切道について、遮断状況の情報

共有を行い、関係者間で合意した優先開放(注)する踏切道について、踏切道の点検、接

続道路の啓開、踏切遮断の解消を行い、緊急車両の円滑な通行の確保に努める。 

(注) 優先開放とは「運転再開が一定時間見込めないなど緊急自動車の通行に支障を及

ぼすおそれが生じた場合に、開放される前までは一定時間迂回対応が生じるものの、

開放が困難な場合を除き、他の踏切と比べ優先的に開放すること」を言う。 

(4) 近畿地方整備局の対応 

被災地域の安定的な人流・物流機能の確保のため、地方公共団体、公共交通事業者、

有識者等と連携し、災害時に交通量抑制の呼びかけや広域迂回への誘導、代替輸送手段

の確保や道路の混雑対策等を統括的かつ速やかに実施できる体制を構築するものとす

る。 

(5) 警察官、自衛官及び消防職員による措置命令 

警察官は、通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両等の通行の妨

害となることにより、災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあると認める

ときは、車両その他の物件の所有者等に対して、緊急通行車両等の円滑な通行を確保す

るため、必要な措置を命ずる。 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官及び消防職員は、警察官がその場にいない場合

に限り、自衛隊用緊急通行車両等及び消防用緊急車両の通行のため、同様の措置を講ず

る。 

(6) 交通規制の標識等の設置 

府警察及び道路管理者は、車両の通行を禁止し、又は制限する措置を講じた場合は、

緊急の場合を除き、規制の対象や期間等を表示した標識等を設置する。 

 

２ 緊急交通路の周知 
市、府、府警察及び道路管理者は、報道機関等を通じて、消防機関、医療機関、自衛隊、

交通関係事業者、ライフライン事業者など緊急輸送活動に係る関係機関等に対して、交通

規制の状況を連絡するとともに、緊急交通路への一般車両の進入を防止し、緊急交通路の

機能を十分に発揮させるため、市民への周知を行う。 
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３ 緊急通行車両等の確認 
府公安委員会が災害対策基本法第76条第１項に基づく通行の禁止又は制限を行った場

合は、府及び府公安委員会は、同法施行令第33条の規定により、緊急通行車両等であるこ

との確認を行い、当該車両の使用者に対して標章及び証明書を交付する。 

なお、府公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うため必要があると

きは、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指定、放置車両や

立ち往生車両等の移動等について要請する。 

 

４ 輸送手段の確保 
市は、公用車及び応援車の活用及び、必要に応じて日本通運株式会社（大阪支店）、一

般社団法人大阪府トラック協会などの運送事業者の協力により、輸送手段を確保し、応急

輸送活動を行う。 

府は、府警察、自衛隊、並びに日本通運株式会社、一般社団法人大阪府トラック協会及

び赤帽大阪府軽自動車運送協同組合などの運送事業者の協力を得て、緊急輸送活動を行

う。 

 

５ 輸送基地の確保 
(1) 陸上輸送基地に選定された施設の管理者は、施設及びその周辺の被害状況や施設の

利用可能状況を把握し、府に報告する。 

(2) 施設管理者は、輸送活動の支障となる障害物の除去に指定避難所までの輸送手段を

含めた体制が速やかに確保できるよう努める。 

(3) 府は、被災地の状況、道路の状況、緊急輸送活動等を考慮して、適切な輸送基地を

指定し、施設の管理者、府警察、自衛隊、一般社団法人大阪府トラック協会、赤帽大

阪府軽自動車運送協同組合及び一般社団法人大阪バス協会など運送業者に連絡する。 

 

６ 高速道路等が緊急交通路等に指定された場合の措置 
災害対策基本法又はその他の関係法令の規定に基づき、高速道路が関係機関から緊急

交通路に指定されたときは、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社又は大阪府

道路公社はこれに対処すべき必要な措置を行い、道路交通の確保に協力するものとする。

この場合において、料金を徴収しない車両の取扱い等、料金収受業務に関し、適切な措置

を講ずるものとする。 

 

７ 重要物流道路等における道路啓開等の支援 
国は、迅速な救急救命活動や緊急支援物資の輸送などを支えるため、地方管理道路にお

いて、道路啓開や災害復旧を代行できる制度を活用し支援を行う。 

 

８ 航空輸送 
状況に応じ、陸上輸送を補完する活動として、航空輸送を行う。 

(1) 輸送基地の確保 
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ア 府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、大阪航空局、新関西国際

空港株式会社、自衛隊の協力を得て、空港及び航空機の利用可能状況を把握する。 

イ 市は、災害時用臨時ヘリポートにおける障害物の有無等、利用可能状況を把握

し、府に報告する。 

ウ 市及び府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、自衛隊と協議し、

開設するヘリポートを指定する。 

(2) 輸送手段の確保 

市及び府は、大阪市消防局、府警察、第五管区海上保安本部、自衛隊の協力を得て、

緊急輸送活動を行う。 
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緊急通行車両以外の車両通行止標示 

 

 

備 考 

１ 色彩は、文字、縁線及び区分線は青色、斜 

めの帯及びわくを赤色、地を白地とする。 

 

２ 縁線及び区分線の太さは、１センチメート 

ルとする。 

 

３ 図示の長さの単位はセンチメートルとする。 

 

４ 道路の形状又は交通の状況により特別の必 

要がある場合にあっては、図示の寸法の２倍 

まで拡大し、又は図示の寸法の２分の１まで 

縮小することができる。 

 

 

 

緊急通行車両標章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

１ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」、

「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及び日を表示する部分

を白色、地を銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 
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第２節 交通の維持復旧 
鉄軌道、道路施設の管理者は、迅速な初動対応と利用者の安全確保のための対策を講ずる

とともに、都市機能を確保するために、速やかに交通機能の維持・回復に努める。 

 

１ 交通の安全確保 
(1) 被害状況の報告 

各施設管理者は、速やかに施設の被害状況を調査し、被害が生じた場合は、その状況

を市及び府に報告する。 

(2) 各施設管理者における対応 

ア 鉄軌道施設（西日本旅客鉄道株式会社、阪急電鉄株式会社、大阪モノレール株式

会社） 

(ｱ) 地震の場合は、予め定めた基準により、列車の緊急停止、運転の見合わせ若しく

は速度制限を行う。 

(ｲ) 負傷者には、応急救護の措置を講ずるとともに、必要に応じて、消防、警察、海

上保安監部署及び海上保安航空基地に通報し、出動の要請を行う。 

(ｳ) 乗客の混乱を防止するため、適切な車内放送及び駅構内放送を行うとともに、状

況に応じて、安全な場所への避難誘導を行う。 

イ 道路施設（市、府、近畿地方整備局、西日本高速道路株式会社） 

(ｱ) 地震の場合は、予め定めた基準により、通行の禁止又は制限を実施する。 

(ｲ) 負傷者には、応急救護の措置を講ずるとともに、必要に応じて消防、警察に通報

し、出動の要請を行う。 

(ｳ) 交通の混乱を防止するため、通行車両の迂回路への誘導等適切な措置を講ずる。 

 

２ 交通の機能確保 
(1) 障害物の除去 

各施設管理者は交通の支障となる障害物を除去し、除去した障害物については、各施

設管理者が責任をもって廃棄又は保管の措置をとる。 

(2) 各施設管理者における復旧 

ア 鉄軌道施設 

(ｱ) 線路、保安施設、通信施設など列車運行上重要な施設を優先して応急復旧を行う

とともに、被害状況、緊急性、復旧の難易度などを考慮し、段階的な応急復旧を行

う。 

(ｲ) 被害状況によっては、他の鉄軌道管理者からの応援を受ける。 

(ｳ) 運行状況、復旧状況、今後の見通しを関係機関に連絡するとともに、報道機関を

通じ広報する。 

イ 道路施設 

(ｱ) 被害状況、緊急性、復旧の難易度などを考慮し、緊急交通路を優先して応急復旧

を行うとともに、順次その他の道路の応急復旧を行う。なお、橋梁、トンネルなど

復旧に時間を要する箇所を含む道路は、代替道路の確保に努める。自動車専用道路
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は、速やかに復旧させるよう部分開通するための段階的な応急復旧を行う。 

(ｲ) 被害状況によっては、他の道路管理者からの応援を受ける。 

(ｳ) 復旧活動等に支障を及ぼす道路渋滞情報を把握した場合、近畿地方整備局や府、

府警察、高速道路会社ほか府内関係市町村で組織した協議会において情報共有を行

う。また、迂回誘導等の対策検討や情報提供手段等の確認を行い、必要に応じた対

策を講じる。 

(ｴ) 通行状況、復旧状況、今後の見通しを関係機関に連絡するとともに、報道機関を

通じ広報する。 
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第９章 緊急物資の供給 
市及び府は、被災者の生活の維持のため必要な食糧、飲料水、燃料及び毛布等生活必需品

等を効率的に調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行うものとし、関係機関は、その

備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システ

ム等を活用し情報共有を図り、相互に協力するよう努める。 

なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得

た物資の調達に留意するものとする。また、避難所における感染症拡大防止に必要な物資を

はじめ、夏季には冷房器具等、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮

するとともに、食物アレルギーに配慮した食料の確保、要配慮者や男女等のニーズの違いに

配慮する。 

被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対しては、孤立状態

の解消に努めるとともに、食糧、飲料水及び生活必需品等の円滑な供給に十分配慮するもの

とする。 

また、自宅、テント及び車等、指定避難所外で生活している避難者、応急仮設住宅で暮ら

す避難者、所在が確認できる広域避難者に対しても物資等が供給されるよう努める。 

市及び府は、備蓄物資の状況等を踏まえ、供給すべき物資が不足し、自ら調達することが

困難であるときは、物資関係省庁〔厚生労働省、農林水産省、経済産業省、総務省、消防庁〕

又は非常災害対策本部等に対し、物資の調達を要請する。 

なお、市は府に要請することができるとともに、府は、被災市における備蓄物資等が不足

するなど、災害応急対策を的確に行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊

急を要し、被災市からの要求を待ついとまがないと認められるときは、要求を待たないで、

被災市に対する物資を確保し輸送するものとする。 

 

第１節 物資等の運送要請 
１ 市及び府 
市及び府は、災害応急対策の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者

である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき物資又は資材並びに運送す

べき場所及び期日を示して、当該災害応急対策の実施に必要な物資又は資材の運送を要請

する。 

市及び府は、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由が無く、

要請に応じないときは、災害応急対策の実施のために特に必要があるときに限り、当該機

関に対し、当該災害応急対策の実施に必要な物資又は資材の運送を行うべきことを指示する。 

 

２ 運送事業者 
運送事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、市又は府から災害応急対策

の実施に必要な物資又は資材の運送の要請があった場合は、資機材の故障等により当該

運送を行うことができない場合、安全でない状況にある場合等、要請に応ずることが極め

て困難な客観的事情がある場合を除き、当該物資の輸送を行う。また、運送の要請等に対
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応できるように、防災業務計画等において、物資等の緊急運送に関する計画をあらかじめ

定めておく。 
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第２節 給水活動 
市は、府及び府内水道（用水供給）事業体等と協力して、地震により飲料水の確保が困難

な被災住民に対して、速やかに給水活動を行う。 

 

１ 応急給水活動 
(1) 応急給水拠点における応急給水活動 

一時避難地等に整備する緊急貯水槽（飲料水兼用の耐震性貯水槽）や浄水場、配水池

等の応急給水拠点において、給水活動を行う。 

(2) 給水車等による応急給水活動 

避難所等において、給水車等による運搬給水活動を行う。 

(3) 医療機関等への応急給水活動 

人工透析等に必要な医療機関及び福祉施設からの給水要請については、被害状況に応

じて優先的に対応する。 

 

２ 給水用資機材の調達 
給水用資機材については、関係協力団体等に協力要請を行い調達する。 

(1) 給水タンク (2) ポリタンク (3) 給水車 (4) 運搬車両 (5) 給水袋 

 

３ その他の措置 
(1) 仮設給水栓・共用栓の設置、応急仮設配管の布設による給水の実施 

(2) 飲料水の水質検査及び消毒 

 

４ 給水量 
発生後３日間は、被災者１人あたり１日３リットルを目標として供給し、応急復旧の進

捗にあわせ順次供給量を増加する。 

 

５ 広報活動 
市民への給水活動に関する情報（断水状況、給水方法等）について広報活動を行う。 

 

６ 応援体制 
迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うために、

府は必要に応じて大阪府水道災害調整本部を設置し、関係機関と連携した体制を整備す

る。 

 

７ 応援要請 
災害時において、本市の給水能力を超える供給が必要と見込まれる場合は、関係機関等

に応援要請を行う。 

(1) 府内水道（用水供給）事業体  災害対策本部から大阪府水道災害調整本部を通じ

て要請する。 
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(2) 自 衛 隊          災害対策本部から府知事に要請の要求をする。 

(3) 茨木市水道工事事業者     水道部から要請する。 

 

８ 応急復旧及び汚染防止 
(1) 災害による水道施設の損壊、汚染防止に対処するための保全対策を実施する。 

ア 緊急修理資機材及び消毒剤を集結し、出動体制を整備する。 

イ 施設を巡回し、事故発生の有無を確認する。 

(2) 水道施設が被災し、又は水道水源が汚染するなどの被害を受けたときは、直ちに次

の措置をとる。 

ア 水道施設の損壊、漏水の障害を応急復旧する。 

イ 水道が汚染し、飲料水として使用することが不適当なときは、直ちにその使用禁 

止及び制限等の措置をとる。 

ウ 水道施設の損壊等により、水道水の供給が広範囲に不可能となったときは、直ち

に事故報告書を府に提出する。 
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第３節 食糧及び生活必需品の供給 
市は、府及び関係機関と協力して、被災地へ迅速かつ円滑に食糧及び生活必需品等を供給

するための措置を講じる。 

 

１ 関係機関の役割 
(1) 市 

発災時においては、必要な物資を確保・供給するため次の措置を講ずる。不足する場合は、

府等に応援を要請する。他の市町村、農林水産省、近畿農政局（大阪府拠点）、日本赤十字社

大阪府支部に応援要請した場合は、府に報告する。 

ア 指定避難所毎の必要量算定 

イ 災害用備蓄物資の供給 

ウ 協定締結している物資の調達 

(2) 府 

市から応援要請があった場合又は必要と認めた場合は、物資が円滑に供給されるよう、次

の措置を講ずる。 

ア 被災市町村毎の必要量、調達可能な物資量の情報収集 

イ 災害用備蓄物資の供給 

ウ 協定締結している物資の調達 

エ 市町村間の応援措置について指示 

オ 被災市町村が複数にまたがる場合の被災市町村への燃料の優先供給に係る調整 

カ 農林水産省、近畿農政局（大阪府拠点）、日本赤十字社大阪府支部、一般社団法

人大阪府ＬＰガス協会に対し、それぞれ、食料、毛布・日用品、ＬＰガスの供給を

要請 

キ 不足する場合は、関西広域連合に要請 

ク 応援物資等を、輸送基地で受け付けし、地域防災拠点等、市町村の集積地まで輸

送 

(3) その他の防災関係機関 

下記の防災関係機関は、府及び市町村からの要請があった場合は次の措置を講ずる。 

ただし、国は、被災地の状況を踏まえ、被災市町村の物資支援ニーズの把握に努め、情報

共有を図るとともに、被災地方公共団体が、被災者のニーズの把握や物資の要請を行うこと

が困難な場合においては、被災者数や引き渡し場所等の可能な限りの入手情報等に基づき、

プッシュ型支援（被災地からの要請がなくても、被災地方公共団体に対し、物資の供給を確

保し、輸送をする支援）を開始するものとする。なお、プッシュ型支援を開始した場合は、

現地の配送状況等を考慮し、早期に要請に基づいた支援に切り替えるよう配慮するものとす

る。 

ア 農林水産省 

応急用食料品の供給に係る要請及び調整並びに米穀の供給 

イ 近畿農政局（大阪府拠点） 

応急用食料品（精米等）並びに政府米の供給について連絡 
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ウ 日本赤十字社大阪府支部 

毛布、日用品等の備蓄物資の供給 

エ 経済産業省 

被災都道府県が複数にまたがる場合の被災都道府県への燃料の優先供給に係る調整 

オ 近畿経済産業局 

生活必需品等の供給に関する情報の収集及び伝達 

カ 関西広域連合 

救援物資の調達に関して、国、全国知事会等との連絡・調整及び必要な物資の確保 

 

２ 食糧の供給 
(1) 対象者 

ア 指定避難所に避難した者 

イ 住家が全焼・全壊・半焼・半壊等の被害を受けて炊事のできない者 

ウ 災害によりやむを得ず一時的に滞在を余儀なくされる者 

エ 被災地において救助作業、その他の緊急災害対策の業務に従事する者（ただし、 

災害救助法に基づく救助の対象にならないことに留意する。） 

オ 炊事は可能であるが、原材料等を得られないため食物を得られていない者 

(2) 食糧の調達・供給 

地震による被害状況から食糧の供給が必要と判断される場合は、必要な食糧を確保・

供給するための措置を講じる。 

ア 必要とする指定避難所等からの要請に基づいて、必要数量の把握を行い、調達供

給計画を立てる。 

なお、食糧の調達、救援が必要な場合は、流通業者や府に要請を行い、必要な食糧

を確保する。 

(ｱ) 備蓄食糧 

市が、あらかじめ災害用に備蓄している食糧品等を各指定避難所に設置している

備蓄品保管庫からの提供に加え、市内11か所の災害用生活物資備蓄拠点から搬出し、

各指定避難所等へ配布する。 

(ｲ) 調達食糧 

市内の流通業者等に手配のうえ必要品を調達し、業者等による指定避難所等へ直

接搬送を原則とする。 

(ｳ) 救援食糧 

市において食糧の調達が困難な場合は、府及び関係機関に要請する。 

a 府から必要数を受領し、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕分

けのうえ各指定避難所等へ搬送する。なお、おにクル開館後は、おにクルに災害用

物資輸送拠点を設置する。 

『災害用物資輸送拠点の指定』 

【第一次物資輸送拠点】 

災害の状況により、救援物資等の集積所を１か所確保する必要がある場合
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は、第一次物資輸送拠点として「茨木市立南市民体育館」を指定する。 

【第二次物資輸送拠点】 

災害の状況により、第一次物資輸送拠点が使用できない、又は使用する必

要がない場合は、第二次物資輸送拠点として「中央公園地下駐車場」を指定

する。 

b その他の団体等から食糧の救援を受けた場合も同様の措置とする。 

イ 食糧の供給は、原則として指定避難所で実施する。また、食糧の受入れ・配布等

は、避難所内自治組織、地域の各種団体、ボランティア等の協力を得て実施する。

なお、食糧の供給は流通機能の回復までの期間とする。 

ウ 食糧の調達は、アルファ化米等災害備蓄食に併せて、ロングライフパンや包装米

飯、レトルト食品、缶詰などで量の確保に努めるとともに、乳幼児、高齢者や病弱

者用の特殊な食品（乳児用ミルク、離乳食、アレルギー除去食、介護食、特別食

等）の確保にも努める。また、避難所での生活が長期化する場合は、管理栄養士、

または栄養士の助言を得て、メニューの多様化、適温食の提供、栄養量や栄養バラ

ンスの確保等、食事の質の確保に努める。 

この際、災害救助法の適用を受けている場合は、積極的に特別基準の活用を図る。 

(3) 食糧の搬送 

市が実施する搬送については公用車及び応援車を用いる。また、状況に応じて運送業

者等に委託する。 

(4) 食糧受払の管理 

食糧の受払いについては、食糧の種類、数量、搬送場所等を確認のうえ、食糧受払い

簿等を作成し、適切な管理を行う。 

(5) 府への報告 

他の市町村に要請した場合は、府に報告する。 

 

３ 炊き出し 
(1) 炊き出しの実施 

避難状況、ライフラインの復旧状況及び協力体制等を勘案し決定する。 

(2) 炊き出しの場所 

指定避難所で給食（調理）室を利用できる場合は、調理員の協力のもと、施設管理者の許

可を得て利用するものとする。また、利用不能の場合や給食（調理）室がない指定避難所に

ついては、応急的な調理設備等の確保に努める。 

(3) 炊き出しの体制 

ア 避難所内自治組織、地域の各種団体、自衛隊等の協力を求めて実施する。 

イ 小学校等の給食（調理）室を利用する場合は、学校調理員や施設管理者の協力の 

もと、炊き出しを行う。なお、炊き出しの実施は、流通機能の回復までの期間とする。  

ウ 地元事業者等が営業再開するなど、災害の発生から一定期間が経過した後は、市

内事業者を活用し、適温食の確保に配慮する。 

(4) 食品衛生について 
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保健所の指導・助言により、食品の衛生管理を徹底するとともに、加熱調理を原則に

食中毒の予防に努める。 

 

４ 生活必需品の供給 
(1) 対象者 

住家が全焼・全壊・半焼・半壊等の被害を受けて、生活上必要な被服、寝具、その他

の日用品及び生活必需品を失い、日常生活を営むことが困難な者 

(2) 供給物資 

被服、寝具その他の日用品及び生活必需品を、状況に応じ現物給付する。 

(3) 生活必需品の供給 

地震による被害状況から生活必需品の供給が必要と判断される場合は、物資班は各指

定避難所と連携を密にして必要な物資を確保・供給するための措置を講じる。 

ア 必要とする指定避難所等からの要請に基づいて、必要数量の把握を行い、調達・

供給計画を立てる。 

イ 指定避難所での生活必需品の受入れ・配布等は、避難所内自治組織、地域の各種

団体、ボランティア等の協力を得て実施する。 

(4) 救援物資の調達 

救援物資の調達、救援が必要な場合は、流通業者や府及び日本赤十字社大阪府支部等

に要請を行い、必要な生活必需品を確保する。 

ア 調達物資 

市内の流通業者等に手配のうえ必要品を調達し、指定避難所等へ直接搬送を原則と

する。 

イ 救援物資 

市において生活必需品の調達が困難な場合は、府及び関係機関に要請する。 

(ｱ) 府から必要物資を受領し、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕分

けのうえ各指定避難所等へ搬送する。 

(ｲ) 日本赤十字社大阪府支部が備蓄する災害用備蓄倉庫から必要物資を受領し、あら

かじめ定めた災害用物資輸送拠点に受入れ、仕分けのうえ各指定避難所等へ搬送す

る。 

(5) 府への報告 

他の市町村に要請した場合は、府に報告する。 

(6) 救援物資の集積・搬送 

ア 救援物資の集積場所は、あらかじめ定めた災害用物資輸送拠点とし、被災の程度

に応じ、本部長の指示する場所に受入れ、仕分けのうえ各指定避難所等へ搬送す

る。なお、おにクル開館後は、おにクルに災害用物資輸送拠点を設置する。 

イ 市が実施する搬送については公用車及び応援車を用いる。また、状況に応じて運

送業者等に委託する。 

『災害用物資輸送拠点の指定』 

【第一次物資輸送拠点】 
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災害の状況により、救援物資等の集積所を１か所確保する必要がある場合

は、第一次物資輸送拠点として「茨木市立南市民体育館」を指定する。 

【第二次物資輸送拠点】 

災害の状況により、第一次物資輸送拠点が使用できない、又は使用する必

要がない場合は、第二次物資輸送拠点として「中央公園地下駐車場」を指定

する。 

ウ 生活必需品の供給は、ボランティア等の協力を得るとともに、関係部と密接な連

携により実施する。 

(7) 物資受払の管理 

物資の受払いについては、生活必需品の種類、数量、搬送場所等を確認のうえ、物資

受払い簿等を作成し、適切な管理を行う。 
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第１０章 環境衛生対策 
第１節 廃棄物の処理 
１ ごみ・し尿の処理 
(1) 初期対応 

ア 指定避難所をはじめ被災地域におけるごみの収集処理見込量を把握する。 

イ ごみ処理施設の被害状況と復旧見込みを把握する。 

(2) ごみの処理方法 

ア ごみの収集順位 

衛生上の点から、次のものから優先的に収集する。 

(ｱ) 腐敗性の高い生ごみや、応急対策活動上又は生活上重大な支障を与えるごみ 

(ｲ) 浸水したごみや指定避難所等のごみ 

イ ごみの処理 

(ｱ) ごみの処分は、市環境衛生センターのごみ処理施設において行う。 

(ｲ) 市環境衛生センターのごみ処理能力を上回る大量のごみが発生した場合は、周 

辺の環境を留意し、公有地を臨時集積場として利用するとともに、他市に対し、ご

み処理についての応援を要請する。 

(3) し尿の処理方法 

ア し尿の収集順位 

衛生的に悪条件の地域や指定避難所施設等のし尿を優先的に収集する。 

イ し尿の処理 

(ｱ) し尿の処分は、市環境衛生センターのし尿前処理施設において行う。 

(ｲ) 市環境衛生センターのし尿処理能力を上回る大量のし尿が発生すると見込まれ 

る場合は、他市に対し、し尿処理についての応援を要請する。 

(4) 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の設置等 

ア 仮設トイレ(簡易トイレ含む)設置の基準 

指定避難所における仮設トイレ(簡易トイレ含む)設置台数：1台/指定避難所生活者

数100人 

イ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の調達 

仮設トイレ(簡易トイレ含む)の必要数が不足する場合は、早急に業者へ連絡をとる

とともに、指揮調整班を通じ府に協力を要請する。 

また、同時に次の手配も行う。 

・トイレットペーパー 

・清掃用品 

ウ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の設置 

仮設トイレ(簡易トイレ含む)は、指定避難所等公共施設に優先的に設置する。 

エ 設置期間 

上水道、下水道施設の機能が復旧し、その必要がないと認められるまでの間 
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オ 仮設トイレ(簡易トイレ含む)の管理 

設置場所の管理者及び地域住民等に対して、日常の清掃等の管理を要請する。 

 

２ ごみ・し尿の運搬 
災害時には、市収集車（ごみ、し尿）及び委託の収集車両を動員し、総力をあげて収集・

運搬体制をとる。 

また、被災の状況から、さらに多数の収集・運搬車両が必要と見込まれる場合は、直ち

に近隣市及び府に応援の要請を行うなど、市民生活の良好な衛生環境を保持する。 

 

３ 災害廃棄物等処理 
(1) 初期対応 

関係各部及び関係機関は、災害廃棄物等処理に必要となる情報を把握し、応急対策を

実施する。 

ア 災害廃棄物等の種類等を勘案し、発生量を把握する。 

イ 災害廃棄物等の選別・保管・焼却等のために、長期間の仮置きが可能な場所を確 

保するとともに、災害廃棄物等の最終処分までの処理ルートの確保を図る。 

(2) 住宅関連の災害廃棄物等処理 

住家及びその周辺に発生した災害廃棄物等を、速やかに処理する。 

(3) 公共施設上の災害廃棄物等処理 

ア 主要道路上の災害廃棄物等処理 

道路管理者は災害時に道路の巡視を行い、道路に障害を及ぼしている災害廃棄物等

を除去・処理する。 

イ 河川関係の災害廃棄物等処理 

河川管理者等は災害時における管内河川、公共下水道・排水路等の巡視を行うとと

もに、橋脚、暗渠流入口等につかえる災害廃棄物等を除去・処理する。 

ウ 鉄軌道上の災害廃棄物等処理 

各鉄軌道施設管理者は、鉄軌道上の災害廃棄物等を除去・処理する。 

(4) 災害廃棄物等処理上の留意事項 

災害廃棄物等の除去・処理を実施するにあたっては、次の点について十分留意する。 

ア 他の所有者の敷地内で作業が必要な場合は、可能な限り管理者、所有者の同意を

得て行う。 

イ 危険なもの、通行上支障のあるもの等を優先的に収集・運搬する。 

ウ 災害廃棄物等の適正な分別・処理・処分を行うとともに、可能な限り木材やコン

クリート等の再生利用を行い、最終処分量の低減を図る。 

エ アスベスト等有害な廃棄物による環境汚染の未然防止に努めるとともに、市民及

び作業者の健康管理及び安全管理に十分配慮する。 

オ 損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設業者

等と連携した解体体制を整備する。 

カ 市は、必要に応じて、府、隣接市町村、関係団体に応援を要請する。なお、ボラ
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ンティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉

協議会、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして、

効率的に災害廃棄物等の搬出を行うものとする。 

(5) 除去した災害廃棄物等の処理 

ア 多量の災害廃棄物等が発生した場合は、公有地等を臨時集積地として選定する。 

イ 倒壊家屋等からの廃棄物、焼失家屋の焼け残り等については、不燃、可燃等に分

別して、臨時集積地へ直接搬送する。 

ウ 可燃物で再使用不能のものは、焼却する。 

エ 臨時集積地に、災害廃棄物等の選別、焼却等の処理設備を設置し、最終処分の円 

滑化を図る。 

(6) 応援要請 

関係各部及び関係機関は、市単独で災害廃棄物等の除去・処理が困難な場合は、必要

に応じ市本部を通じて府、他の市町村、関係団体に応援を要請する。 
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第２節 防疫・保健衛生対策 
被災地区において、感染症の発生又は発生するおそれがある時は、大阪府茨木保健所、茨

木市医師会等の協力を得て、その地区及び周辺地域を消毒するなど防疫措置を実施する。ま

た、二次的健康被害を予防するため、健康・栄養・生活環境の整備等に関する巡回相談など

の保健衛生活動を実施する。 

 

１ 防疫活動 
(1) 防疫活動の実施 

府の指導、指示により、次の防疫活動を実施する。 

ア 指定避難所の防疫措置 

指定避難所を開設したときは、必要に応じて、自治会・自主防災組織等の協力を得

て次の防疫活動を実施する。 

(ｱ) 消毒措置の実施 

(ｲ) ねずみ族、昆虫等の駆除 

(ｳ) 指定避難所の防疫指導 

イ 各世帯における家屋等の防疫措置 

被災家屋等に対し、必要に応じて、自治会・自主防災組織等を通じ各戸に消毒剤を

配布する。また、床・壁・手洗設備等の消毒について衛生上の指導を行う。 

ウ 健康診断の実施 

災害発生後、府の感染症の発生状況及び動向に関する調査に伴い、健康診断の勧告

を受けた時は、民生対策部及び関係機関により協力体制をとり、健康診断を実施する。 

エ 臨時の予防接種 

災害の状況及び被災地の感染症発生状況により、予防接種の対象及び期間を定めて、

臨時予防接種を実施する。 

オ 衛生教育及び広報活動 

災害に伴う家屋及びその周辺の清掃は各個人が行うことを原則とするが、感染症予

防上必要と認めた場合など被災地の状況に応じ、指導及び指示を行う。 

また、感染症が発生した場合は、その発生状況及びその防疫活動等について速やか

に広報活動を行う。 

(2) 防疫に必要な薬品の調達及び確保 

防疫に必要な薬品の調達及び確保を行うとともに、不足する場合は、府に薬品及び資

機材の応援を要請する。 

(3) その他、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律により、府の指

示を受け必要な措置を行う。また、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場

合は、指揮調整班は、医療衛生対策班と連携して、感染症対策として必要な措置を講

じるよう努めるものとする。 

 

２ 被災者の健康維持活動 
市及び府は、相互に連携し、被災者の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、
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被災者の健康維持に必要な活動を実施する。特に、要配慮者の心身双方の健康状態には特

段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設等での受入れ、介護職員等の派遣、車椅子等の手配

等を福祉事業者、ＮＰＯ・ボランティア等の協力を得つつ、計画的に実施するものとする。

また、活動の実施にあたっては、府保健所災害対策マニュアルほか各種二次的健康被害予

防のための各種マニュアル・活動指針等に基づき活動するとともに、地域における妊婦、

出産直後の新生児・産婦、在宅重症心身障害者、医療依存度の高い療養者、高齢者等の要

配慮者への十分な配慮を行うものとする。 

(1) 巡回相談等の実施 

ア 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、被災者の健康管理や生活

環境の整備を行うため、指定避難所、社会福祉施設及び応急仮設住宅などにおい

て、保健師等による巡回健康相談、訪問指導、健康教育、健康診断等を実施する。

その際、女性相談員も配置するよう配慮する。 

イ 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、被災者の栄養状況を把握

し、食糧の供給機関等との連絡をとり、給食施設や食生活改善ボランティア団体の

協力を得て、不足しやすい栄養素を確保するための調理品の提供や調理方法等の指

導を行う。その際、女性相談員も配置するよう配慮する。 

ウ 市は、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、高度医療を要する在宅療

養者を把握し、適切な指導を行う。 

エ 府は、保健・医療等のサービスの提供、食事の栄養改善について、市に助言する。 

(2) こころの健康相談等の実施 

市は、災害による心的外傷後ストレス障害、生活の激変による依存症等に対応するた

め、府（大阪府茨木保健所）等の支援・協力のもと、災害時に発生する心的外傷後スト

レス障害（ＰＴＳＤ）等に対し、精神医学・臨床心理学等の専門家による心理的なカウ

ンセリングを実施し、情緒の安定を図るなど長期的な被災者のこころのケア対策を行う

センターを被災地域に設置する。その際、女性相談員も配置するよう配慮する。 

 

【参考】別表：災害フェーズと主な対応  

（フェーズの定義は「大阪府保健所災害マニュアル」に準ずる） 

（対応概要は「全国保健師長会 大規模災害における保健師の活動マニュアル」を参照） 

 

【フェーズ１・２】初動体制の確立（災害発生から３時間～24時間まで） 

○ＤＭＡＴ等による救命救護活動との連携、被災者の安全確保・救急対応 

○被災状況などの情報収集 

○災害保健衛生活動の方針の決定と初動活動体制の確立 

救命・救護 医療救護班構成員等として参画 

避難所 

避難所巡回、避難者全体の把握と健康状態確認、避難所運営担当者との連携 

衛生・健康管理に必要な物品確保 

衛生管理及び環境整備（土足禁止、トイレの衛生、温度・湿度等） 

エコノミークラス症候群の予防啓発、アレルギー対策等 
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自宅滞在者 医療や福祉・介護保険等各担当部署との連携 

 

【フェーズ３】緊急対策期（概ね災害発生後72時間以内） 

○災害保健衛生活動の優先順位の決定 

○保健衛生活動チーム受入体制の準備 

○保健・医療・福祉的視点でのトリアージと関係機関との連携 

救命・救護 
要医療者への支援（慢性疾患患者の医療の確保と継続支援） 

感染症拡大防止 

避難所 

避難者の健康管理、健康相談、保健・医療・福祉的視点でのトリアージ 

巡回による医療確保（罹患者対応、主治医・救護所との連携等） 

感染症発生動向の把握及び予防、エコノミークラス症候群予防 

栄養対策（栄養指導、アレルギー対策等）、食中毒予防 

自宅滞在者 

医療や福祉・介護保険等各担当部署との連携 

健康状態把握の検討及び準備、衛生・健康管理に必要な物品確保 

感染症予防、エコノミークラス症候群予防 

 

【フェーズ４】応急対策期（発災後１週間まで） 

○避難所を中心とした保健衛生活動計画の策定・評価・見直し 

○各種保健衛生活動チーム・ボランティア受入調整 

○こころのケア対策の検討 

救命・救護 救護所の継続・撤退に係る協議 

避難所 

フェーズ３の体制を保健衛生活動チーム等へ引き継ぐ 

衛生管理及び環境整備（防虫対策、消費期限切れ食品の回収・廃棄等） 

こころのケア対策の検討 

自宅滞在者 
健康状態の把握及び健康相談（窓口、電話、訪問等）の実施 

感染症予防、こころのケア対策の検討 

 

【フェーズ５・６】応急対応期（発災後１、２週間～１か月） 

○中長期的な活動計画の策定、実施、評価 

○避難所の統合・閉鎖に向けたアセスメント 

救命・救護 通常の医療体制に移行 

避難所 避難者の健康管理、巡回健康相談および要フォロー者への対応 

感染症対策、栄養・食生活対策、こころのケア対策 

自宅滞在者 要フォロー者の継続支援、こころのケア対策 

 

【復旧・復興対策期】（概ね１～２か月以降） 

○避難生活の長期化による慢性疾患やこころのケアに対するニーズ対応 

○保健衛生活動チーム派遣調整終了の時期及び終了後の体制検討 
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避難所～仮設住宅 健康調査等による健康状況の把握、巡回健康相談 

健康教育、新しいコミュニティづくりへの支援、こころのケア対策 

自宅滞在者 要フォロー者の継続支援、こころのケア対策 

 

３ 保健衛生活動における連携体制 
市及び府は、災害発生後迅速に保健衛生活動が行えるよう、災害時の派遣・受入が可能

となる体制の整備、二次的健康被害予防のための災害時のマニュアルの整備及び保健師

等に対する研修・訓練の実施等体制整備に努める。 

 

４ 被災動物（飼い犬等）の保護及び受入れ活動 
災害発生時においては、動物の飼い主は自らの責任で動物を守ることが必要である。ま

た、指定避難所には、多くの人が家族の一員として捉える動物と一緒に避難してくるが、

指定避難所での共同生活の秩序を乱さず、動物が周囲に迷惑を及ぼさないよう、飼い主に

は適正な飼養管理をすることが求められる。 

市は、府動物救護本部等の要請に応じ、災害時におけるペットの救護対策ガイドライン

（環境省）及び大阪府災害時等動物救護活動ガイドラインに基づき、動物愛護ボランティ

ア等と連携し、次の活動をする。 

ア 平常時からの適正飼養等の広報・啓発活動 

イ 地域防災訓練（動物救護シミュレーションの実施）の実施、協力 

ウ 指定避難所における飼養場所の指導 

エ 被災した動物の飼養場所への保護・収容 

オ 飼養場所での環境衛生の維持 

カ 飼養場所での動物の適正飼養 

キ 放浪動物の保護・収容への協力 

ク 府災害時等動物救護本部との連携 

なお、受入れ等の体制の確保ができない場合、府等に協力を要請する。 
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第３節 遺体対策 
１ 遺体の処理 
(1) 災害に関連して亡くなった可能性がある人の遺体は、警察による検視（死体調

査）、医師による検案を経なければ埋火葬できないことから、安易に医師の死亡診断

書で遺体を埋火葬することがないように留意する。 

(2) 身元不明の遺体については、茨木警察署、その他関係機関に連絡し、その調査にあ

たる。 

(3) 遺族が遺体の処理、火葬等を行うことが困難若しくは不可能である場合は、市が代

わってこれを実施する。 

ア 遺体の洗浄、消毒等の処置を行う。 

イ 遺体の火葬、遺族等に対する棺、骨つぼ等の支給など、必要な措置を講ずる。 

ウ 必要に応じて民間の葬儀社と連携し、遺体の処理やドライアイス等の遺体の安置

に必要な資機材の確保、遺体保管・運搬体制の整備及び棺の確保に努める。 

エ 火葬場の耐震化等により、仮埋葬をしなくても済むような遺体処理対策の検討に

努める。 

(4) 遺体安置所の設定 

ア 多数の遺体が発生した場合に備えて、被災者が避難する避難場所以外のできるだ

け堅牢な建物で、広い場所を遺体安置所に設定するように努める。 

臨時の遺体安置所 場     所 火葬炉 

茨木市立斎場（火葬場） 茨木市大住町18番16号 ９炉 

 

イ 多数の遺体が発生した場合は、遺体安置所内又は近接した場所において、茨木警

察署及び医師による検視・検案を行うので茨木警察署、その他の関係機関と連携を

図る。 

ウ 遺体安置所には責任者を配置するほか、来訪する遺族等への対応及び衛生状態を

確保する要員、葬祭扶助等に関する相談のための福祉担当者等の配置に努める。 

エ 茨木警察署から引継がれた遺品や遺体の着衣、携行品等については、他の遺品と

混在、紛失がないように、散逸防止等の措置をとる。 

オ 死亡の届出義務者がいない場合や外国籍の死亡者等の死亡届の扱いについて、所

管する法務局等と協議、調整を行う。 

カ 停電及び断水等に備えて、非常用電源となる発動発電機及び照明器具、また、遺

体を洗浄するために大量の水が必要となることから、タンク車等の確保にも努め

る。 

キ 遺体対策に従事する職員等の精神的なケアを目的とした、カウンセラーの派遣等

についてもあらかじめ検討しておく。また、遺体対策の業務は民間の葬儀社等の外

部委託も活用する。 

ク 市において遺体の処理、火葬等の実施が困難な場合は、大阪府広域火葬計画に基

づき、府に対して必要な措置を要請する。 
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第４節 社会秩序の維持 
市、府をはじめ防災関係機関は、流言飛語や犯罪の防止に努めるなど、被災地域における

社会秩序の維持を図るとともに、被災者の生活再建に向けて、物価の安定、必要物資の適切

な供給を図るための措置を講ずる。 

 

１ 市民への呼びかけ 
市及び府は、各種の応急対策の推進、実情周知による人心の安定、さらには、復興意欲

の高揚を図るため、被害の状況や応急・復旧対策に関する情報を積極的に市民に提供する

とともに、秩序ある行動をとるよう呼びかけを行う。 

 

２ 警戒活動の強化 
茨木警察署は、被災地及びその周辺において、独自に又は自主防犯組織等と連携し、パ

トロール及び生活の安全に関する情報等の提供を行い、地域の安全確保に努めるととも

に、被災地に限らず、災害に便乗した犯罪の取締り及び被害防止、市民に対する適切な情

報提供を行うなど社会的混乱の抑制に努める。 

 

３ 暴力団排除活動の徹底 
府警察は、暴力団が復旧・復興事業等に介入するなど、資金獲得活動を展開することが

予想されるため、動向把握、情報収集に努めるとともに、関係機関、自治体等と連携し、

復旧・復興事業等からの暴力団排除の徹底に努める。 

 

４ 物価の安定及び物資の安定供給 
市、府及び関係機関は、買い占め、売り惜しみにより生活必需品等の物価が高騰しない

よう監視・指導し、適正な流通機能の回復を図ることにより、被災者の経済的生活の安定

の確保と、経済の復興の促進を図る。 

(1) 物価の監視 

市は、府と連携し物価の動きを調査、監視するとともに、買占め・売惜しみをする業

者に対しては、売渡しを勧告し、従わない場合は公表するなど、適切な措置を講ずる。 

(2) 消費者情報の提供 

市及び府は、生活必需品等の在庫量、適正価格、販売場所等の消費者情報を提供し、

消費者の利益を守るとともに、心理的パニックの防止に努める。 

(3) 生活必需品等の確保 

市及び府は、生活必需品等の在庫量と必要量を可能な限り把握し、不足量については、

国、他府県、事業者等と協議し、物資が速やかに市場に流通されるよう努める。 

(4) 災害緊急事態布告時の対応 

内閣総理大臣が災害緊急事態を布告し、社会的・経済的混乱を抑制するため、国民に

対し、必要な範囲において、生活必需品等、国民生活との関連性が高い物資又は燃料等、

国民経済上重要な物資をみだりに購入しないこと等必要な協力を求められた場合は、市

民は、これに応ずるよう努める。 
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(5) 金融機関における預貯金払戻等 

ア 近畿財務局、日本銀行は、被災者の預金の払戻等が円滑に行われるように被災地 

の民間金融機関に対して、次のような指導、要請を行う。 

(ｱ) 住民が預金通帳、届出印鑑等を焼失又は流失した場合に、罹災証明書の提示そ  

の他簡易な確認方法をもって、預金払戻の利便を図ること。 

(ｲ) 事情によっては定期預金、定期積金等の期限前払戻や、これを担保とする貸付  

にも応じること。 

(ｳ) 損傷日本銀行券・貨幣の引換えに応じること。 

イ 近畿財務局は、証券会社に対して、被災者が預り証、印鑑を紛失した場合の拇印  

による預り金払出しや有価証券の売却代金の即日払い等の措置を講ずるよう要請を

行う。 

 



 

4-88 

第４部 地震災害応急対策 

 

第１１章 ライフラインの応急対策 

第１１章 ライフラインの応急対策 
第１節 上水道の応急対策 
市は府と連携して、災害時における給水活動及び被害施設の応急復旧に対処するため、必

要な資機材や人員等の確保とともに、上水道施設の被害情報等の連絡体制を確立し、迅速か

つ効率的に応急対策を実施する。 

 

１ 事前準備と応急給水 
(1) 事前準備 

ア 非常配備体制の確立 

災害時に給水活動、復旧及び情報収集・伝達等に必要な要員を確保するため、あら

かじめ職員の非常配備体制を確立する。 

イ 関係機関との連携 

迅速かつ的確な給水活動に必要な情報を収集し、総合調整、指示、支援を行うため

に、市は、府（大阪府水道災害調整本部）及び府内水道（用水供給）事業体等と相互

に協力して応急給水体制を整備する。 

また、市水道部は、水道工事業者等との間で、応援可能な人員、動員方法等をあら

かじめ協議しておく。 

(2) 応急給水 

ア 備蓄している応急復旧用資機材を使用し、迅速に応急復旧作業を行う。 

イ 給水は、医療施設や指定避難所、救護所、社会福祉施設等を優先的に行う。 

ウ 不足する場合は、関係機関、水道工事業者等に要請し、必要な資機材を調達する。 

エ 関係機関等への応援要請 

市職員の体制では早期の応急給水、応急対策が十分に行えないと判断される時は、

府、水道工事業者等や水道施設工事業者、近隣市町等の関係機関へ応援の要請を行う。 

 

２ 被害状況の把握・報告・広報 
(1) 被害状況等の調査及び情報収集 

応急復旧を効率的に進めるため、被害調査を速やかに実施するとともに被害情報の収

集を行う。 

ア 水道施設の被害状況 

イ 断水地域、戸数 

ウ その他必要と思われる事項 

(2) 被害報告 

施設設備の被害状況を、速やかに水道事故報告書により市本部に報告する。 

また、市本部は、被害状況等を府に報告する。 

(3) 広報 

緊急時には、円滑に復旧作業を進めるため、市民に必要な情報を的確に提供し、理解

と協力を求める。 
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特に、今後の復旧見込みについては、的確な情報提供に努める。 

 

３ 施設の応急復旧 
(1) 取水、導水、浄水施設の機能の確保を図るとともに、浄水場及び企業団水分岐から  

主要配水池に至る送水管の復旧及び基幹配水本管の復旧を最優先して行う。 

その後、病院、指定避難所等への給水が早急に行われるよう考慮しながら、順次配水

支管、給水装置等の復旧を行い、断水区域の解消に努める。 

(2) 復旧後の施設の使用開始にあたっては、水質の保全に留意して管内の清掃、塩素消 

毒を十分に行う。 

(3) 管路等地下埋設施設の被災状況、応急対策計画等について、道路管理者等他の地下 

埋設施設の管理者と相互に連絡調整をとる。 

(4) 復旧後の施設の使用開始にあたっては、下水道管理者へ事前に連絡を行う。 
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第２節 下水道施設の応急対策 
市は、下水道施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を図りつつ、速

やかな復旧対策をとる。また、市で単独に対応することができない場合には、府に応援を要

請する。 

 

１ 関係機関との連絡協力体制 
(1) 緊急調査・点検及び緊急措置の協力体制の確立 

管渠施設等の占用物件が近接している場合は、許可権者、占有者等で協力して実施で

きる事柄をあらかじめ調整しておき、災害発生時には、速やかに協力体制を確立し、緊

急調査・点検及び緊急措置を行うよう努める。 

(2) 被害情報の交換及び情報連絡手段の相互利用 

上水道、電気、ガス、電話等関係機関との間で道路等占用施設の被害情報の交換に努

め、警察及び道路管理者との連絡を密にして、通行規制等の関連情報の入手に努める。 

(3) 水道事業体との相互協力 

水道事業体が行う応急対策と相互に協力して、迅速かつ効率的な応急対策を行うこと

とする。 

 

２ 緊急調査・点検と緊急措置 
(1) 短時間による目視調査（マンホール、管渠） 

ア マンホール周辺及び路面の異常の有無       二次災害の可能性を判定 

陥没、隆起、亀裂、噴砂、噴水、蓋破損 

イ 被害程度の計測はメジャー等の簡単なもので行い、概要をカメラ、メモ等で記録 

する。 

(2) 緊急調査票の作成（関係機関や住民情報の整理） 

 

３ 応急調査と応急措置 
(1) 応急調査 

ア 管路破断箇所を各種情報により特定する。 

イ 降雨等を伴う場合、必要があれば雨水排水路の状況確認を行う。 

(2) 応急措置 

ア 破断箇所から下流マンホールヘ仮設ポンプで応急排水する。 

イ 管路の応急処理を行う。 

 

４ 復旧計画の策定 
(1) 緊急、応急調査を補完しつつ、幹線経路被害箇所の特定（一次調査） 

(2) 被害箇所の個別調査（二次調査） 

(3) 排水設備の損傷受付 

(4) 復旧計画策定に際して、上水道等他の占用地下埋設施設の被災状況、応急対策計画 

等についてその管理者と相互の連絡調整を図る。 
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第３節 電力施設の応急対策 
関西電力送配電株式会社は、電力施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との

調整を図りつつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 応急措置 

感電事故、漏電火災など二次災害が発生する恐れがある場合は、送電中止等の危険予

防措置を講ずるとともに、市、消防、警察及び付近住民に通報する。 

(2) 応急供給及び復旧 

ア 電力設備被害状況、一般被害情報等を集約するための体制、システムを整備し、

総合的に被害状況の把握に努める。 

イ 被害状況によっては、他の電力会社との協定に基づき、電力の供給を受ける。 

ウ 緊急を要する重要施設を中心に、発電機車両等により応急送電を行う。 

エ 単独復旧が困難な場合は、協定に基づき応援を要請する。 

(3) 広報 

ア 二次災害を防止するため、断線垂下している電線には触れないこと、屋外避難時

はブレーカを必ず切ることなど電気施設及び電気機器の使用上の注意について、広

報活動を行う。 

イ 被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、

広報する。加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、供給停止

エリア、復旧状況等の広報に努める。 
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第４節 ガス施設の応急対策 
大阪ガスネットワーク株式会社は、ガス施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機

関との調整を図りつつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 応急措置 

地震により、ガスの漏洩による二次災害が発生する恐れがある場合は、ブロック毎の

供給停止等の危険予防措置を講ずるとともに、市及び防災関係機関への通報並びに付近

住民への広報を行う。 

水害、冠水地域の整圧器の機能監視及び他工事現場の特別見回りと防護強化打合せ等

を行うとともに、防護及び応急機材の点検整備を行う。なお、関係機関との情報連絡を

行い、過去の災害事例を参考にした被害予想地区の施設を重点的に監視する。 

(2) 応急供給及び復旧 

ア 被害状況、復旧の難易度を勘案して、必要度の高いものから応急供給を行う。 

イ 緊急を要する重要施設を中心に、代替燃料・機器等を貸し出す。 

ウ 被害箇所の修繕を行い、安全を確認した上で、ガスの供給を再開する。 

(3) 広報 

ア 二次災害を防止するため、ガス漏洩時の注意事項についての情報を広報する。 

イ 被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、 

広報する。加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、供給停止

エリア、復旧状況等の広報に努める。 
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第５節 通信施設の応急対策 
各通信事業者は、通信施設の被害状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関との調整を図り

つつ、速やかな復旧対策をとる。 

 

１ 応急対策・復旧対策 
(1) 通信の非常疎通措置 

災害に際し、次により臨機に措置を行い、通信輻輳の緩和及び重要通信の確保を図る。 

ア 応急回線の作成、網措置等疎通確保の措置を行う。 

イ 通信の疎通が著しく困難となり、重要通信の確保が必要な場合は、臨機に利用制

限等の措置を行う。 

ウ 非常・緊急通話又は非常・緊急電報は、一般の通話又は電報に優先して取り扱う。  

エ 災害用伝言ダイヤルの提供、利用制限等の措置を講ずる（西日本電信電話株式会

社）。また、インターネットによる災害用伝言板サービスを提供する。 

(2) 被災地域特設公衆電話の設置 

災害救助法が適用された場合等には、避難地・指定避難所に、被災者が利用する特設

公衆電話の設置に努める。 

(3) 設備の応急対策 

ア 被災した電気通信設備等の応急対策は、サービス回復を第一義として速やかに実

施する。 

イ 必要と認めるときは、応急対策に直接関係のない工事に優先して、復旧工事に要

する要員、資材及び輸送の手当てを行う。 

ウ 応急対策にあたっては、行政機関、他の事業者と連携し、早期復旧に努める。 

(4) 広報 

災害に伴う電気通信設備等の応急対策においては、通信の疎通及び利用制限の措置状

況並びに被災した電気通信設備等の応急復旧の状況等の広報を行い、通信の疎通ができ

ないことによる社会不安の解消に努める。 
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第６節 ライフライン等の確保 
１ 電源車等の配備 
府は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した病院、要配慮者に関わる

社会福祉施設等の人命に関わる重要施設及び災害応急対策に係る機関が保有する施設の

非常用電源の設置状況等を踏まえ、これらの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電

源の確保が必要な施設の把握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、府は、近畿経済産業局、電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定し、

電気事業者等は、電源車等の配備に努めるものとする。なお、複数の都道府県に大規模停

電等が発生した場合には、国や電気事業者等が主体的、積極的に調整するものとする。 

市は、府、近畿経済産業局及び電気事業者等による電源車等の配備調整に必要な情報を

集め、府等へ提供する。 

 

２ ライフライン施設の応急復旧 
ライフライン施設の速やかな応急復旧を図るため、府、関係省庁及びライフライン事業

者等は、合同会議、調整会議等における対応方針等に基づき、必要に応じて、現地のライ

フライン事業者の事業所等で実動部隊の詳細な調整を行うため、現地作業調整会議を開

催するものとする。 

また、ライフラインの復旧現場等までのアクセスルート上の道路啓開について、府のみ

では迅速な対応が困難な場合には、合同会議、調整会議等における対応方針等に基づき、

適切な役割分担等の下、国土交通省、防衛省等の関係機関が道路啓開を実施するものとす

る。 

市は、府、関係省庁及びライフライン事業者等によるライフライン施設の復旧調整に必

要な情報を集め、現地作業調整会議等へ提供する。 
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第１２章 文教対策 
文教施設の被災又は園児・児童・生徒の罹災により、通常の教育を行えない場合における、

応急教育・教材・学用品の確保等の措置を次のとおり実施する。 

 

第１節 休校等応急措置 
１ 臨時休業措置 
(1) 登校前の措置 

市域で震度５弱以上を観測したときは臨時休業とし、各園児・児童・生徒の家庭に登

校等を見合せる事を徹底する。 

このほか、市立学校園の臨時休業措置等で必要な事項は、市教育委員会が別に定める。 

(2) 授業開始後の措置 

市域で震度５弱以上を観測したときは、園児・児童・生徒を安全な場所に避難させ、

保護・監督にあたる。園児・児童・生徒は学校園待機とし、保護者に引き渡すまで責任

を持って保護・監督を継続する。 

なお、児童・生徒の登下校中に発生した場合は、危険な場所を避け、安全な場所に一

時避難し、揺れがおさまった後、登校時においては原則として登校させる。また、下校

時においては帰宅させ、保護者の管理に任せることを基本とする。その際、教職員のほ

か、PTA地区委員等の協力を得て、通学路の安全を確認する。 

 

２ 学校園長の措置 
(1) 事前措置 

学校園長は、学校園の立地条件等を考慮し、災害時の応急教育計画を樹立するととも

に、指導の方法等につき、明確な計画をたてておく。 

また、学校園長は、常に気象状況等に注意し、災害発生のおそれのある場合は、応急

教育態勢に備えて、次の事項を遵守しなければならない。 

ア 学校園行事・会議・出張等を中止すること 

イ 園児・児童・生徒の避難訓練、災害時の事前指導及び事後処置、保護者との連絡

方法を確立すること 

ウ 市教育委員会・茨木警察署・市消防並びに保護者への連絡網の確認を行うこと 

エ 時間外においては、学校園長は、所属職員の非常招集の方法を定め、職員に周知

させておくこと 

(2) 災害時の措置 

ア 学校園長は、状況に応じ適切な緊急避難の指示を与える。 

イ 学校園長は、災害の規模、園児・児童・生徒・職員及び施設の被害状況を速やか

に把握するとともに、教育委員会に連絡し、災害対策に協力し校園舎の管理に必要

な職員を確保して、万全の体制を確立する。 

ウ 学校園長は、準備した応急教育計画に基づき、臨時の学級編制を行う等災害状況に

合致するよう速やかに調整する。 
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エ 応急教育計画については、市教育委員会に報告するとともに、決定次第速やかに

園児・児童・生徒及び保護者に周知徹底を図る。 

オ 指定避難所へ避難する住民の安全誘導を図る。 

(3) 災害復旧時の措置 

ア 学校園長は、教職員を掌握するとともに、校園舎の整備を行い、園児・児童・生

徒に対しては、被災状況を調査し、市教育委員会に連絡し、教科書及び教材の給与

に協力する態勢に努める。 

イ 正常な授業再開に際しての保健安全上の障害処理については、府及び市教育委員

会から指導助言を受けるが、危険物の処理、通学路の点検整備については、状況を

市教育委員会に報告し、市教育委員会は関係機関の援助等により処置する。 

ウ 疎開した園児・児童・生徒については、職員の分担を定め、地域ごとに実情の把

握に努める。 

エ 学校園長は、災害の推移を把握し、市教育委員会と調整のうえ平常授業に戻るよ

うに努め、その時期については、早急に保護者に連絡する。 
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第２節 応急教育の実施 
１ 災害応急教育対策 
(1) 文教施設の応急復旧対策 

ア 災害により被害を受けた学校園の施設整備については、学校園長からの報告によ

り、教育委員会は、調査の上、速やかに応急復旧工事を実施し授業に支障をきたさ

ないよう処置しなければならない。 

イ 応急復旧資材については、関係部課において確保し、教育委員会と協議のうえ、

市内建設業者又は市指定業者をもって応急復旧工事をする。 

(2) 応急教育実施の予定場所 

ア 校園舎の全部又は大部分が使用できない場合は、付近の寺院・会館・公民館その

他適当な公共施設等を利用する。 

イ 校園舎の一部分が使用できない場合は、特別教室・屋内運動場等を利用し必要に

より二部授業を行う。 

ウ 応急修理で使用できる場合は、速やかに修理のうえ使用する。 

なお、前記事項については、教育委員会、各学校園長その他関係機関が協議して定

め、その決定事項は、教職員、園児・児童・生徒及び保護者に周知徹底を図る。 

(3) 応急教育の方法 

ア 学力低下の防止 

災害による臨時休業、二部授業その他のために学力低下が考えられるが、できるだ

け速やかに平常授業が行えるよう措置し、極力学力低下の防止に努める。 

イ 危険防止 

被害状況に応じて危険場所が予想されるときは、危険防止について指導し、その徹

底を図る。 

ウ 長期にわたる授業不能の場合 

授業不能が長期にわたる場合も考えられるので、学校園と園児・児童・生徒との連

絡方法・組織について工夫しておく。 

(4) 教職員確保の措置 

災害により教職員に不足を生じたときは、次の方法による。 

ア 不足教職員は、当該学校園内で調整し、できない場合は、本市の学校園内で調整

する。 

イ 本市で調整できない場合は、府教育委員会に応援を求める。 

 

２ 災害応急保育計画 
(1) 保育施設の応急復旧対策 

災害により被害を受けた保育施設については、災害状況調査のうえ、速やかに応急復

旧工事を実施し、できるだけ早く平常通り保育できるように努める。 

(2) 応急保育の実施 

ア 施設の全部又は大部分が使用できない場合は、原則として保育を中止する。 

イ 応急修理により使用可能な場合は、速やかに修理し、実施する。 
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(3) 応急保育の方法 

ア 被災地区の保育入所児に対しては、医師会・保健所等の協力を得て、検便・健康

診断を行い、健康の保持に十分注意するとともに、感染症予防についても適当な指

導を行う。 

イ 保育所が長期にわたって保育不能な場合、又は被災地区における復旧作業のため

幼児保育が特に必要とされるときは、実情に即し特設の保育所を設ける等便宜を図る。  

(4) その他 

気象警報等の発表により、あらかじめ災害が予想される場合は、保護者に対して幼児

の登所を中止するように、日頃から連絡の徹底を図る。 
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第３節 就学に関する措置 
１ 教科書・学用品の調達、支給方法等 

市は、災害救助法が適用された場合は、同法による救助の程度、方法により、災害

のため住家に被害を受け、就学上支障のある小学校児童、中学校生徒、高等学校生徒

（特別支援学校の小学部児童、中学部生徒、高等部生徒含む）に対して、教科書、教

材、文房具及び通学用品を支給する。 

なお、災害救助法が適用されない場合は、緊急援護費を制度の対象者に支給するこ

とで、教科書・学用品等の調達を支援する。 

(1) 支給方法 

教科書・学用品等を災害救助法に基づき支給する場合は、被災学校別・学年別使用

教科書・給与の対象となる児童及び生徒の人数を迅速正確に把握し、府に報告すると

ともに、指示に基づき教科書供給業者等に連絡し、供給を受ける。 

教科書・学用品等を緊急援護費に基づき支給する場合は、保護者が購入した費用の

一部を、学校長を通じて支給する。 

(2) 支給の対象者 

災害により、住家の全壊・全焼・流出・半壊・半焼又は床上浸水により教科書・学用

品等が使用不能となった児童生徒。 
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第４節 給食に関する措置 
１ 学校給食対策 
学校長は、当該学校の給食施設・設備・物資等に被害があった場合は、教育委員会に報

告し、協議のうえ給食実施の可否について決定する。この場合次の事項に留意する。 

(1) 被害があってもできる限り、継続実施するよう努めること。 

(2) 給食施設等が被害のため実施困難な場合は、応急措置を施し、速やかに実施できる

ように努めること。 

(3) 被災地において感染症発生のおそれがあるので特に衛生については、最大の注意を

すること。 
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第５節 学校園の保健管理 
災害後の学校園等の保健管理は、次のとおり実施する。 

 

１ 市及び教育委員会は、学校園長等と協議のうえ、保健室常備の医療器具、薬品の確保及び

保健上必要な処置を速やかに完了するよう努める。 

２ 学校園長等は、園児・児童・生徒等に災害時における保健管理について十分周知するよう

常に指導し、市及び教育委員会や学校・園・所医（医師会）等と協議し、大阪府茨木保健所・

市健康医療部の保健活動に協力する。 
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第６節 学校施設の緊急利用 
１ 事前措置 
学校長は、それぞれの地域で被災者の避難所に指定されている場合の学校施設の緊急

利用について、本部長と協議し措置を講じる。 

 

２ 応急措置 
学校長は、茨木市で震度５弱以上の地震を観測した場合、速やかに避難者の受入れに必

要な措置を講じる。 
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第７節 文化財の応急対策 
市教育委員会は、指定文化財の所有者又は管理責任者から被災状況の調査結果を受け、府

教育委員会に報告する。 

また、被災文化財の被害拡大を防止するため、所有者又は管理責任者に対して応急措置を

とるよう指導・助言する。 
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第１３章 自発的支援の受入れ 
第１節 ボランティアの受入れ 
１ 市の活動 
市は、府、大阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会、おおさか災害支援ネットワーク、

ＮＰＯ・ボランティア等及びその他ボランティア活動推進機関と相互に協力・連携すると

ともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やこれらの異なる組織の活動

調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を設置するなど、被

災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものとする。 

市及び府は、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集

運搬等、被災者のニーズ等に応じた活動を行うよう努める。 

これらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランテ

ィアの生活環境について配慮するものとする。 

(1) 受入れ窓口の開設 

市は、災害が発生し、ボランティアによる活動が必要と認めるときは、市社会福祉協

議会等に要請し、ボランティアの受入れ・活動の調整を行う窓口（災害ボランティアセ

ンター）を開設する。 

(2) 活動拠点の提供 

市は、市内外からのボランティアが、被災者のニーズに応えて円滑に活動できるよう、

その活動拠点として活動内容に適した公共施設、公共用地等を提供する。 

(3) 災害ボランティアセンターの活動支援 

市は、ボランティアの活動のために必要な資機材、物資の確保に努め、災害ボランティア

センターの活動を支援する。 

 

２ 府の活動 
(1) 情報の提供 

災害の状況、市から収集した市民のニーズなどの情報を日本赤十字社大阪府支部、大

阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会、その他の広域的なボランティア活動推進機関

に提供する。 

また、大阪府社会福祉協議会、おおさか災害支援ネットワークと「大阪災害支援活動

連携会議」などを活用しながら連携し、大阪府社会福祉協議会を通じて、災害時におけ

る対応等を情報交換し、被災者ニーズ等の対応を市町村社会福祉協議会等へフィードバ

ックするなど、ボランティアが円滑に活動できるよう環境整備を図る。 

(2) ボランティア保険への加入促進 

大阪府社会福祉協議会を通じてボランティア保険の加入を促進する。 

(3) 高齢者等災害時避難行動要支援者への支援 

大阪府社会福祉協議会、市社会福祉協議会その他ボランティア関連団体へ災害ボラン

ティアの派遣を要請する。 

(4) 在住外国人への支援 
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大阪府国際交流財団へ、通訳ボランティアの派遣の協力依頼をする。 

 

３ 日本赤十字社大阪府支部の活動 
(1) 情報の提供 

ボランティア支援の申し入れに対して、被災地の状況、ボランティアの活動内容、受

入れ窓口など情報の提供に努める。 

(2) 赤十字奉仕団への要請 

必要に応じ、赤十字奉仕団に対して支援を要請する。 

 

４ ボランティアの受入れ 
(1) ボランティアの活動内容 

次のような活動内容についてボランティアの協力を得る。 

ア 被災者に対する炊き出し 

イ 避難所内における給食・清掃等の運営補助 

ウ 要配慮高齢者・障害者等への介助 

エ 救助物資の仕分け・配布 

オ その他被災者に対する支援活動 

(2) 人材の確保 

災害ボランティアセンターは、ボランティアの活動場所、活動内容、人数等を把握し、

大阪府社会福祉協議会などのボランティア活動推進機関に人材確保の要請を行う。 

 

５ 専門技能者の応援要請 
市は、専門知識・技能を持った人材が不足する場合は、中間支援組織や専門家団体等へ専門

技能者の応援要請を行う。 
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第２節 民間団体に対する応援要請 
大規模な災害により、甚大な被害を受け、市職員及び他の市町村等からの応援職員だけで

は、到底迅速な応急対策が実施できない場合、災害対策基本法第５条第２項による市民の隣

保協同の精神に基づく自発的な組織としての自主防災組織・自治会・赤十字奉仕団・防犯協

会等のボランティア活動により、円滑に応急対策を実施できるように努める。 

 

１ 応援要請団体 
(1) 自主防災組織 

(2) 自治会 

(3) 防犯協会 

(4) 日本赤十字社大阪府支部茨木市赤十字奉仕団 

(5) 災害予防協会 

 

２ 奉仕作業 
(1) 炊出しその他災害救助の実施 

(2) 清掃の実施 

(3) 災害救助及び復旧資材の輸送及び配分 

(4) 避難誘導及び避難者の世話 

(5) 要配慮高齢者・障害者等に対する介護 

(6) 被害に関する各種連絡 

 

３ 動員要請方法 
災害応急対策実施のため、協力団体による応援を求めたいときは、その奉仕作業の種別

により、その業務に適応した団体へ応援の要請をする。 

また、防災の各関係機関において協力団体の応援を必要とするときは、市の災害対策本

部を通じて協力団体の応援を要請する。 

なお、協力団体の応援を要請する場合は、業務の内容・場所・人員及び期間等を記載し

た文書による。ただし、緊急を要する場合は、電話・口頭によって連絡する。 

 

【要請の流れ】 

 

 

災
害
対
策
本
部 

危機管理監 

市民文化部長 

福祉部長 

消 防 長 

危機管理課長 

市民協働推進課長 

地域福祉課長 

消防本部総務課長 

自主防災組織・防犯協会 

自 治 会 

赤十字奉仕団 

災害予防協会 
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４ 義援物資提供の際の住民・企業等における配慮 
被災地区に義援物資を提供しようとする住民・企業等は、被災地のニーズに応じた物資提供

とするよう、また、梱包に際して品名を明示する等、被災地における円滑かつ迅速な仕分け・

配送ができるよう十分に配慮した方法で行うよう努める。 

府は、住民・企業等が被災地のニーズに応じた物資提供ができるように、市と連携して物資

のニーズ等を把握し、的確に広報を実施するよう努める。 

市及び府は、小口・混載の支援物資を送ることは被災地方公共団体の負担になること等，被

災地支援に関する知識を整理するとともに，その知識の普及及び内容の周知等に努めるものと

する。 

 

５ その他 
各団体に応援を受けた市及び関係機関は、おおむね次の事項について記録し、保管して

おく。 

(1) 応援した団体の名称及び人員 

(2) 応援した業務の内容及び期間 

(3) その他必要な事項 
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第３節 海外からの支援の受入れ 
１ 府・国との連絡調整 
海外からのボランティア等の支援の受入れについては、府、国と連絡調整のうえ、市災

害対策本部でその対応を協議する。 

 

２ 支援の受入れ 
(1) 次のことを確認のうえ、受入れの準備をする。 

ア 支援内容、到着予定日時、場所、活動日程等 

イ 被災地のニーズと受入れ体制 

(2) 海外からの支援の受入れにあたって、極力自力で活動するよう要請するが、必要に

応じて次のことを行う。 

ア 案内者、通訳等の確保 

イ 活動拠点、宿泊場所等の確保 
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第１４章 被災者の生活支援 
第１節 オペレーション体制 
大規模災害が発生した場合、被災生活が長期間に及ぶ可能性があることから、市、府は、

被災者の精神的な安心と、一刻も早い通常の生活の回復につなげるため、長期間の対応が可

能なオペレーション体制の整備を図る。 

市は、長期間のオペレーション体制を確保するため、指揮統制部及び総務対策部を中心に

業務継続に必要な人員の調整を行い、必要に応じて中長期間の人的応援を府や他の市町村、

民間事業者等に要請する。 

府は、オペレーション体制の整備にあたり、ボランティア団体や民間企業との連携、物資

やボランティアのミスマッチ解消に向けたコーディネート等を進めながら、発災当初から

72時間までとそれ以降のオペレーションについて検討を行い、「大阪府災害等応急対策実施

要領」において定めるとともに、市のオペレーション体制の整備を支援する。 
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第２節 市民等からの問い合わせ 
市は、必要に応じ、発災後速やかに市民等からの問合せに対応する専用電話を備えた市民

災害相談窓口を設置する場合は、民間事業者等へ一部業務を委託して人員の確保を図り、問

合せや相談内容等を分析して市民ニーズを見極め、被災者の生活支援につながる情報発信

を行う。 

また、被災者の安否について市民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を不当

に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生直後の緊

急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答するよう努め

る。その際、市は、安否情報の適切な提供のために必要と認めるときは、関係地方公共団体、

消防、茨木警察署等と協力して、被災者に関する情報の収集に努める。 

なお、被災者の中に、高齢者虐待、障害者虐待、児童虐待、配偶者からの暴力等を受け加

害者から追跡されて危害を受ける恐れがある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所

が知られることのないよう当該被災者の個人情報の管理を徹底するよう努める。 
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第３節 住宅対策 
市及び府は、既存住宅ストックの活用を重視して応急的な住まいを確保することを基本とし、

相談体制の整備、修理業者の周知等の支援による応急修理の推進、公営住宅等の既存ストックの

一時提供及び賃貸型応急住宅の提供により、被災者の応急的な住まいを早期に確保するものとす

る。また、地域に十分な既存住宅ストックが存在しない場合には、建設型応急住宅を速やかに設

置し、被災者の応急的な住まいを早期に確保するものとする。なお、応急仮設住宅等への入居の

際には、これまで生活してきた地域コミュニティをなるべく維持できるように配慮しつつ、高齢

者、障害者を優先する。 

 

１ 住家の被害認定調査の実施 
住家被害の状況は、災害救助法の適用の根拠となり、罹災証明書の交付や各種の被災者

援護対策の基礎となるため、適正な判定を実施する。 

(1) 現地調査の実施 

ア 第一次判定 

市内全域を対象として、外観目視調査によって判定する。 

イ 第二次判定 

第一次判定を実施した住家のうち、再調査の申請があった住家について、外観目視

調査に加え内部立入調査を行い判定する。 

(2) 被害程度の認定基準 

全壊、半壊等の認定基準は、次のとおりである。 

 

住家等被害の認定統一基準 

被害種類 被害認定統一基準（H13.6.28内閣府政策統括官通知） 

住家全壊 

（全焼・全流出） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、流失、

埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用すること

が困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失もしくは流失した部分の床面積がその住

家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被

害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が５０％以上に達した程度の

ものとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 

住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚

だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分がその

住家の延床面積の２０％以上７０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被

害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が２０％以上５０％未満のも

のとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 

 大規模半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなけれ

ば当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の

５０％以上７０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占

める損害割合で表し、その住家の損害割合が４０％以上５０％未満のものとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 
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被害種類 被害認定統一基準（H13.6.28内閣府政策統括官通知） 

 中規模半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなけれ

ば当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の

３０％以上５０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占

める損害割合で表し、その住家の損害割合が３０％以上４０％未満のものとする。 

（令和２年１２月４日付け府政防１７４６号「被災者生活再建支援法の一部を改正する法

律の施行について」） 

 半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなけれ

ば当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の

２０％以上３０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占

める損害割合で表し、その住家の損害割合が２０％以上３０％未満のものとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 

準半壊 住家が半壊又は半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損壊部分がその

住家の延床面積の１０％以上２０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被

害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が１０％以上２０％未満のも

のとする。 

（災害に係る住家の被害認定基準運用指針【令和 2年 3月】） 

住家 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問わな

い。 

（H13.6.28 内閣府政策統括官通知） 

非住家 住家以外の建築物をいうものとする。 

なお、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家とする。ただし、これらの

施設に、常時、人が居住している場合には、当該部分は住家とする。 

（H13.6.28 内閣府政策統括官通知） 

（注１）住家被害戸数については「独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物または完全に区

画された建物の一部」を戸の単位として算定するものとする。 

（注２）損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなければ元の

機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

（注３）主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固定された

設備を含む。 

 

２ 罹災証明書等の発行 
市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施す

るため、罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被

災者に罹災証明書を交付する。住家等の被害の程度を調査するにあたっては、必要に応じ

て、航空写真、被災者が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するな

ど、適切な手法により実施するものとする。 

(1) 被災者台帳の作成 

本部長（市長）は、被災状況を調査のうえ、必要に応じて、個々の被災者の被害の状況や

各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を積極的に

整備・活用し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努める。 

府は、災害救助法に基づき被災者の救助を行ったときは、被災者台帳を作成する市からの

要請に応じて、被災者に関する情報を提供する。また、発災後速やかに住家被害の調査や罹

災証明書の交付に係る事務の市町村向け説明会を実施するとともに、その実施に当たっては、
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テレビ会議システムを活用し、各市町村に映像配信を行うなど、より多くの市町村担当者の

参加が可能となるような工夫をするよう努める。加えて、被害が複数の市町村にわたる場合

には、調査・判定方法にばらつきが生じることのないよう、定期的に、各市町村における課

題の共有や対応の検討、各市町村へのノウハウの提供等を行うこと等により、被災市町村間

の調整を図る。 

独立行政法人都市再生機構は、府又は国土交通省からの要請に基づき、その業務の遂行に

支障のない範囲で専門的知識を有する職員を被災地に派遣するものとする。 

市は、被災者への援護の遺漏がないよう、作成した被災者台帳を厳重に管理する。また、

市外へ避難、転居した被災者に対しても、必要な支援を継続する。 

(2) 罹災証明書の発行 

市は、住家に被害を受けた被災者に対して遅滞無く罹災証明書を発行する。 

なお、罹災証明書を発行するために、予め発行方法、発行時期、申請方法等について市民

へ周知する。 

(3) 罹災届出証明書の発行 

市は、非住家の被害や、罹災証明書の発行について被災状況が確認できない場合は、本人

の申請に基づき罹災届出証明書（被災者自身が被災内容を市へ届け出たことを証明する）を

発行する。 

 

３ 応急仮設住宅の建設・管理 
(1) 設置主体 

応急仮設住宅の設置は、災害救助法の適用により府知事が行い、市長はこれに協力す

る。 

(2) 用地の選定 

建設予定地は、交通の便、教育、水道、保健衛生等を考慮して一時避難地等の用地を

優先して選定する。なお、私有地については、所有者と協議のうえ選定する。 

(3) 入居基準 

住家が全壊又は流出し、居住する住家がない者であって自らの資力では住宅を得ること

ができない者を対象とする。 

(4) 府知事が設置する応急仮設住宅の管理について、市長はこれに協力する。 

 

４ 応急仮設住宅の運営管理 
府及び市は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行う。この際、府と市が連携して、応

急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための健康管

理支援等を行う。また、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、女

性の参画を推進し、女性をはじめとする生活者の意見を反映できるよう配慮する。さらに、

必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮する。 

 

５ 賃貸型応急住宅 
民間賃貸住宅・空き家等を借り上げて供与する賃貸型応急住宅を積極的に活用する。 
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第４部 地震災害応急対策 

 

第１４章 被災者の生活支援 

 

６ 公共住宅等への一時入居 
市及び府は、建設型応急住宅及び賃貸型応急住宅の活用状況に応じ、被災者の住宅を確

保するため、府・市営住宅、住宅供給公社・独立行政法人都市再生機構住宅等の空家への

一時入居の措置を講ずる。 

 

７ 被災住家の応急修理 
市は府から委任を受けて住宅が半壊、大規模半壊又はこれらに準ずる程度の被害を受

け当面の日常生活が営むことができない者の住宅居室、炊事場及び便所等、必要最小限

度の部分について応急修理を行う。 

 

８ 住宅に関する相談窓口の設置等 
市及び府は住宅に関する相談や情報提供のため、住宅相談窓口を設置する。また、専門

家団体に働きかけ、被災者の住まいの再建のための相談にきめ細かく、迅速に対応できる

体制を組織化する。 

市及び府は、民間賃貸住宅等への被災者の円滑な入居を確保するため、空室等の状況把握に

努めるとともに、貸主団体及び不動産業関係団体への協力要請等適切な措置を講じる。 

 

９ 住居障害物の除去 
市は府から委任を受けて、がけ崩れ、浸水等により、居室、炊事場、玄関等に土石、竹木等が

運びこまれているため生活に支障を来している場合で、自らの資力をもってしては除去できな

い者に対して障害物の除去を行う。 

 

１０ 他府県への応急仮設住宅に関する要請 
府は、被災の状況に鑑み、府内のみでは応急仮設住宅の確保が十分でないと判断される場合

には、近隣府県をはじめ他府県に対して、建設型応急住宅の用地及び賃貸型応急住宅の情報の

提供を求める。 
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付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策
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付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策 
第１章 計画の目的等 
第１節 目的 
大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）に基づく東海地震に係る地震防災対策

強化地域において、大規模な地震の発生が予想され、緊急に地震防災応急対策を実施する必

要がある場合、内閣総理大臣は警戒宣言を発することになっている。 

この計画は、警戒宣言が発せられた場合における適切な対応措置等について定め、震災の

予防と社会的混乱の防止を図ることを目的とする。 
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第４部 地震災害応急対策 

 

付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策 

第２節 府域での予想震度 
東海地震に係る地震防災対策強化地域で大規模な地震が発生した場合、府域で震度４、局

地的に震度５弱程度が予想されていることから、被害が発生するおそれがある。 
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付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策
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第３節 基本方針 
警戒宣言が発せられたのを受けての対策は、警戒体制を整備すること及び市民に社会的

混乱を来たさないことに重点を置く。 

１ 警戒宣言が発せられた時においても、日常生活及び市政・都市機能は平常どおりに確保す

る。 

２ 警戒宣言が発せられている間の対処について、関係機関、市民及び事業者に迅速かつ的確

に周知徹底を図る。 

３ 東海地震による直接的な被害を最小限に軽減するための措置を講じ、かつ社会的混乱の防

止に努め、市民の生命・身体・財産等の安全を確保する。 

４ 原則として、警戒宣言が発せられた時点から地震の発生、又は警戒解除宣言が発せられる

までの間にとるべき措置を定める。なお、東海地震注意情報が発表されてから警戒宣言が発

せられるまでの間についても、早期に体制を整備する。 

５ 発生震度に即した応急活動組織の構成及び活動内容は、「第４部 地震災害応急対策」に基

づく。 

６ 東海地震が発生した場合に、激甚な被害が予想される東海地方等の被災地域に対して、応

援活動を積極的に行う。 

７ 東海地震と東南海・南海地震が同時又は連続して発生する恐れもあることから、警戒解除

が発せられた後も、状況に応じて必要な措置をとる。 
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第４部 地震災害応急対策 

 

付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策 

第２章 応急対策活動 
第１節 東海地震注意情報が発表された時の対応 
東海地震注意情報が発表された場合は、警戒宣言が発せられることに備えて、社会的混乱

の防止と被害を最小限にするために、速やかに対処する。 

 

１ 東海地震注意情報が発表された段階では、平常時勤務体制で対応するが、職員は勤務時間

外においても警戒宣言が発せられることに備え、速やかに対応できるよう準備しておく。 

２ 警戒宣言が発せられることに備えて、組織動員配備の準備を行う。 

３ 府からの伝達のほか、テレビ・ラジオ等報道機関による情報の入手にも努め、社会的混乱

を防止するための広報などの準備を行う。 
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付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策
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第２節 警戒宣言が発せられた時の対応措置 
警戒宣言が発せられた場合の社会的混乱の防止対策、及び東海地震が発生した場合の被

害を少なくするため、講じるべき事前の対策を推進する。 

 

１ 東海地震予知情報等の伝達 
東海地震の警戒宣言が発せられるか、東海地震予知情報等が発表された場合は、迅速に

市民・事業者に伝達する。この場合の伝達事項及び伝達系統は次のとおりである。 

(1) 警戒宣言 

(2) 東海地震予知情報 

(3) 警戒解除宣言 

(4) その他必要と認める事項 

 

【伝達系統】 

 

 

２ 警戒体制 
警戒宣言が発せられたときから、地震が発生するまで又は警戒宣言の解除が発せられ

るまでの間、警戒活動を行う。 

ただし、東海地震と東南海・南海地震が同時又は連続して発生する恐れもあることから、

警戒宣言の解除が発せられた後も、状況により必要と認められる場合は、警戒体制を継続

する。 

(1) 動員配備体制 

警戒宣言が発せられた場合、必要に応じて動員配備体制をとる。 

(2) 活動内容 

ア 配備の確認 

(ｱ) 活動体制区分及び所掌事務を再確認し、関係職員相互の連絡協調を徹底する。 

(ｲ) 関係機関等との情報連絡を緊密にする。 

イ 出動の準備 

(ｱ) 職員は、地震発生時に備えて迅速に出動できる準備を整える。 

大阪管区気象台 

茨木市 大阪府 危機管理室 

大阪府 河川環境課 土木関係課･出先機関 

府庁各課・出先機関 

水防事務組合 

市 

民
・
事
業
者 

東海地震予知情報のみ 
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付編１ 東海地震の警戒宣言に伴う対策 

(ｲ) 応急対策に必要な資機材・車両・燃料等の数量及び保管場所を確認し、資機材の

機能点検・整備を行う。 

ウ 勤務時間外における留意事項 

勤務時間外においては、動員配備された職員以外は、退庁後も所在地及び連絡方法

を明らかにし、地震発生時の動員に備える。 

エ 各部の措置 

各部は、地震発生時に備えて次の措置を講じる。 

(ｱ) 出張事務等をできる限り抑制する。 

(ｲ) 各所管施設の火気使用を制限及び危険物品等の整理を行うとともに、市の所有 

する車両の使用を抑制する。 

(ｳ) 備蓄食糧・医薬品、資機材の確保点検を行う。 

(ｴ) 災害危険箇所、道路・河川等の巡回点検を行う。 

(ｵ) 地震発生時に備え、職員の参集体制及び応急対策実施に対する体制を整備する。 

(ｶ) 関係機関からの情報収集（交通機関の運行、医療機関の開設、電力・ガスの供給、 

生活必需品の供給、教育施設の対応等）を行う。 

(ｷ) 避難行動要支援者等などの状況を把握する。 
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第３節 市民・事業者等に対する広報 
警戒宣言が発せられた場合、市民、事業者、旅行者等に対して、混乱することなく必要な

防災措置を講じるよう周知するとともに、市が行う措置に協力するよう要請する。 

また、特に外国人を含む観光客・旅行者等に対しては、事態の重要性を周知徹底させ、府

や市の指示に従うよう協力を要請する。 

 

１ 広報の内容 
東海地震が発生しても、冷静に行動することを徹底するため、次の事項を繰り返して広

報する。 

(1) 身の安全確保の方法 

(2) 出火防止措置 

(3) 初期消火措置 

(4) 避難時の注意 

(5) 家庭や事業所における危険の防止 

ア 家具や事務用品等の転落防止対策 

イ ブロック塀や屋根瓦等の補強 

(6) 社会的混乱防止の注意 

ア 自動車使用の自粛 

イ 市や消防署等への問い合せや照会電話の自粛 

ウ 不要な買いだめの自粛 

エ デマ、流言等に惑わされない正しい情報の入手 

(7) 近隣居住者との災害発生時における対応の申し合わせの推進 

ア 地域ぐるみでの応急救護の体制づくり 

イ 地域内での避難行動要支援者等に対する対処 

(8) 非常用持出し品の用意 

 

２ 広報の方法 
車両による巡回広報のほか、複数の手段によって実施する。 

(1) 市の所有する車両、消防自動車等による巡回広報を行う。 

(2) 自治会掲示板への広報資料の掲示等を行う。 

(3) 広報にあたっては、避難行動要支援者等に配慮する。 
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第４部 地震災害応急対策 

 

付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 
第１章 総則 
第１節 推進計画の目的 
本市は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（以下「南海トラ

フ地震特措法」という。）第３条第１項の規定に基づき、南海トラフ地震防災対策推進地域

に指定されている。 

この計画は、南海トラフ地震特措法第５条第２項の規定に基づき、南海トラフ地震防災対策

推進地域である本市において、地震防災上緊急に整備すべき施設等に関する事項、関係者との

連携協力の確保に関する事項、防災訓練に関する事項並びに地震防災上必要な教育及び広報に

関する事項等を定め、本市における南海トラフ地震防災対策の推進を図ることを目的とする。 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画
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第２節 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は
業務の大綱 

本市域に係る地震防災に関し、本市の区域内の公共的団体その他防災上重要な施設の管

理者（以下「防災関係機関」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱は、総則「防災関

係機関の処理すべき事務又は業務の大綱」に定めるところによる。 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２章 「南海トラフ地震に関連する情報」発表時の措置 
第１節 南海トラフ地震に関連する情報の種類と発表条件 
「南海トラフ地震に関連する情報」は、南海トラフ全域を対象に地震発生の可能性の高ま

りについて、気象庁が知らせるもので、この情報の種類と発表条件は以下のとおりである。 

 

１ 「南海トラフ地震に関連する情報」の種類及び発表条件 
「南海トラフ地震に関連する情報」は、以下の２種類の情報名で発表される。 

 

情報名 情報発表条件 

南海トラフ地震

臨時情報 

・南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの

大規模な地震と関連するかどうか調査を開始した場合、または調査を継

続している場合 

・観測された異常な現象の調査結果を発表する場合 

南海トラフ地震

関連解説情報 

・観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況の推移等を発表す

る場合 

・「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における調査結

果を発表する場合（ただし南海トラフ地震臨時情報を発表する場合を除

く） 

※すでに必要な防災対応がとられている際は、調査を開始した旨や調査結

果を南海トラフ地震関連解説情報で発表する場合がある。 

 

２ 「南海トラフ地震臨時情報」に付記するキーワードとその条件 
「南海トラフ地震臨時情報」は、情報名の後にキーワードを付記して「南海トラフ地震

臨時情報（調査中）」等の形で情報発表される。 

 

キーワード 各キーワードを付記する条件 

調査中 

下記のいずれかにより臨時に「南海トラフ沿いの地震に関する評価検

討会」を開催する場合 

・監視領域内でマグニチュード6.8以上の地震が発生 

・１カ所以上のひずみ計での有意な変化と共に、他の複数の観測点で

もそれに関係すると思われる変化が観測され、想定震源域内のプレ

ート境界で通常と異なるゆっくりすべりが発生している可能性が

ある場合など、ひずみ計で南海トラフ地震との関連性の検討が必要

と認められる変化を観測 

・その他、想定震源域内のプレート境界の固着状態の変化を示す可能

性のある現象が観測される等、南海トラフ地震との関連性の検討が

必要と認められる現象を観測 
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巨大地震警戒 
想定震源域内のプレート境界において、モーメントマグニチュード

8.0以上の地震が発生したと評価した場合 

巨大地震注意 

・監視領域内において、モーメントマグニチュード7.0以上の地震が発

生したと評価した場合（巨大地震警戒に該当する場合は除く） 

・想定震源域内のプレート境界面において、通常と異なるゆっくりす

べりが発生したと評価した場合 

調査終了 
（巨大地震警戒）、（巨大地震注意）のいずれにも当てはまらない現象

と評価した場合 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２節 南海トラフ地震に関連する情報等の伝達周知 
市及び防災関係機関は、「南海トラフ地震臨時情報」等が発表された場合、次に示す情報

収集・連絡体制に基づき、情報の収集及伝達、市民への広報を実施する。 

 

１ ｢南海トラフ地震に関連する情報｣等の伝達 
(1) 伝達情報及び系統 

ア 気象庁が発表する南海トラフ地震に関連する情報 

 

 

イ 関係省庁災害警戒会議の情報 

 
※関係省庁災害警戒会議：関係省庁の職員が参集し、関係省庁による今後の取組確認及び内閣府による国民への

呼びかけを実施 

 

ウ 大阪府防災・危機管理指令部会議の情報 

 
 

(2) 伝達事項 

ア 南海トラフに関連する情報 

第１節による気象庁が発表する情報 

イ 関係省庁災害警戒会議の情報 

関係省庁災害警戒会議の開催結果の情報 

ウ 大阪府防災・危機管理指令部会議の情報 

府が南海トラフ沿いの大規模な地震発生に備え、今後の対応を検討した情報 

  

大阪管区気象台 大阪府危機管理室 
市（危機管理課） 

消防（警備課） 

庁内各課・出先施設等 

消防署等 市

民

・
そ

の
他

 

消  防  庁 大阪府危機管理室 

市（危機管理課） 

消防（警備課） 

庁内各課・出先施設等 

消防署等 市

民

・
そ

の
他

 

大阪府危機管理室 
市（危機管理課） 

消防（警備課） 

庁内各課・出先施設等 

消防署等 市

民

・
そ

の
他
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第３節 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合の措置 
南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合、市は、「南海トラフ準備配備体制」

を取り、南海トラフ臨時情報に関する情報収集及び市民広報、避難体制の検討、巨大地震の

発生への備えの再確認等を実施する。 

 

１ 南海トラフ準備配備体制 
(1) 設置基準 

南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合 

(2) 廃止基準 

ア 南海トラフ地震臨時情報（調査終了）が発表されたとき 

イ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意又は巨大地震警戒）が発表されたとき

（南海トラフ臨時配備体制に移行） 

ウ 市域で震度４以上を観測したとき（震度に応じた体制に移行） 

エ その他、危機管理監が必要と認めたとき 

(3) 配備対象班 

指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班、避難所・市民相談班、水道総務班 

(4) 配備対象職員 

配備対象班の対策班の班長又は班長から指名された職員 

（ただし、時間外の参集は不要とする。） 

(5) 処理事項 

ア 南海トラフ臨時情報等の収集・伝達に関すること 

イ 避難に関すること 

ウ 職員の配備に関すること 

エ 府及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

オ その他、緊急に実施する必要がある災害応急対策に関すること 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第４節 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合の措
置 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、市は、「南海トラフ臨時配

備体制」を取り、南海トラフ臨時情報に関する情報収集及び市民広報、避難体制の検討、防

災関連施設・設備の整備や緊急点検等を実施する。 

 

１ 南海トラフ臨時配備体制 
(1) 設置基準 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意又は巨大地震警戒）が発表された場合 

(2) 廃止基準 

ア 南海トラフ地震臨時情報（調査終了）が発表されたとき 

イ 市域で震度４以上を観測したとき（震度に応じた体制に移行） 

ウ その他、危機管理監が必要と認めたとき 

(3) 配備対象班 

指揮調整班、財務・情報班、広報班、議会班、避難所・市民相談班、水道総務班 

（市の管理施設の所管課は(5)処理事項オの業務を実施する範囲） 

(4) 配備対象職員 

配備対象の対策班の中から対策部長に指名された職員 

(5) 処理事項 

ア 南海トラフ臨時情報等の収集・伝達に関すること 

イ 避難に関すること 

ウ 職員の配備に関すること 

エ 府及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

オ 市管理施設の管理、点検、整備、巡視に関すること 

カ その他、緊急に実施する必要がある災害応急対策に関すること 

 

２ 災害応急対策をとるべき期間等 
市は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界におけるＭ8.0以上の地震の発生

から１週間、後発地震（南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的に解析されたＭ

6.8程度以上の地震が発生、またはプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等を

観測した後に発生する可能性が平常時に比べて相対的に高まったと評価された南海トラ

フ地震、以下同じ。）に対して警戒する措置をとるものとする。また、当該期間経過後１

週間、後発地震に対して注意する措置をとるものとする。 

 

３ 市の管理施設に対する措置 
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合の、市が管理する道路、河

川（水路）、庁舎、社会教育施設、福祉施設、学校園等の管理上の措置は次のとおりとす

る。 



 

4-129 

第４部 地震災害応急対策

付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画

第
１
部 

総 

則 

第
２
部 

災
害
予
防
対
策 

第
３
部 

風
水
害
応
急
対
策 

第
４
部 

地
震
災
害
応
急
対
策 

第
６
部 

災
害
復
旧
・
復
興
対
策 

(1) 各施設における措置 

ア 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の入場者等への伝達 

イ 入場者等の安全確保のための退避等の措置 

ウ 施設の防災点検及び設備、備品等の転倒、落下防止措置 

エ 出火防止措置 

オ 水、食料等の備蓄 

カ 消防用設備の点検、整備 

キ 非常用発電装置の整備、防災行政無線、テレビ、ラジオ、コンピュータなど情報

を入手するための機器の整備 

ク 各施設における緊急点検、巡視 

ケ 橋梁、トンネル及び法面等に関する緊急点検及び道路管理上の措置 

コ 学校園における児童生徒等に対する保護の方法の確認 

サ 河川（水路）について、水門及び閘門の閉鎖手順の閉鎖手順の確認 

シ 指定避難所、応急救護所となる施設における開設に必要な資機材の搬入、配備 

(2) 庁舎及び災害応急対策上の重要施設における措置 

ア 自家発電装置、可搬式発電機等による非常用電源の確保 

イ 無線通信機等通信手段の確保 

ウ 災害対策本部等開設に必要な資機材及び緊急車両等の確保 

 

４ 市民への広報 
市は、市民等に対し、日頃からの地震への備えの再確認や、できるだけ安全な防災行動

をとる旨を呼びかけ及び、社会的混乱防止のための広報を行う。 

(1) 日頃からの地震への備えの再確認の例 

ア 避難場所、避難経路の確認 

イ 家族との安否確認手段の確認 

ウ 家具の固定の確認 

エ 非常持ち出し品の確認 

(2) できるだけ安全な防災行動の例 

ア 高いところに物を置かない 

イ 屋内のできるだけ安全な場所で生活 

ウ 直ぐに避難できる準備（非常持ち出し品等） 

エ 危険なところにできるだけ近づかない 

(3) 社会的混乱防止のための広報の例 

ア 不要、不急な自動車使用の自粛 

イ 市や消防署等への問い合せや照会電話の自粛 

ウ 不要な買いだめの自粛 

エ デマ、流言等に惑わされない正しい情報の入手 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第５節 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合の措置 
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合、市は、南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震警戒）と同様に、「南海トラフ臨時配備体制」を取り、南海トラフ臨時情報

に関する情報収集及び市民広報、避難体制の検討、地震への備えの再確認等を実施する。 

 

１ 災害応急対策をとるべき期間等 
市は、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界においてＭ7.0以上Ｍ8.0未満又

はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側50km程度までの範囲でＭ7.0以上の地震

（ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が発生するケースの

場合は１週間、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっく

りすべりが観測されたケースの場合はプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべりの

変化が収まってから、変化していた期間と概ね同程度の期間が経過するまでの期間、後発

地震に対して注意する措置をとるものとする。 

 

２ 市の措置 
市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合において、市民等

に対し、日頃からの地震への備えを再確認する等防災対応をとる旨を呼びかけるものと

する。 

また、施設・設備等の点検等日頃からの地震への備えを再確認するものとする。 
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第３章 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 
地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画は、災害予防対策第１章「災害に強いまち

づくり」及び第２章「災害応急・復旧対策のための事前対策」に定めるところによる。 

 

  



 

4-132 

第４部 地震災害応急対策 

 

付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第４章 関係者との連携協力の確保に関する事項 
第１節 資機材、人員等の配備手配 
１ 資機材等の調達手配 
(1) 市は地震発生後に行う災害応急対策に必要な資機材、物資の確保を行う。 

(2) 市は、管轄区域内の居住者、公私の団体、滞在者等に対する応急救護及び地震発生

後の被災者救護のため医療用資機材及び医薬品等必要な資機材等が不足する場合は、

府に対して供給の要請をする。 

 

２ 人員の配置 
市は、府に対し、人員の配備状況を報告する。 

また、必要に応じて、地震災害応急対策第３章「広域応援の要請・受入れ」に定めると

ころにより、府に対し、府職員派遣又は他の自治体職員応援派遣のあっせんを要請する。 

 

３ 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 
(1) 市及び防災関係機関は、地震が発生した場合において、本計画に定める災害応急対

策及び施設等の応急復旧対策を実施するため、必要な資機材の点検、整備及び配備等

の準備を行う。 

(2) 具体的な措置内容は、各機関において別に定める。 
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第２節 他機関に対する応援要請 
市が災害応急対策の実施のため必要な協力を得ることに関しては、地震災害応急対策第３章

「広域応援の要請・受入れ」に定めるところによる。 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第３節 物資の備蓄・調達 
物資の備蓄・調達については、災害予防対策第２章第９節「緊急物資確保体制の整備」及

び地震災害応急対策第９章「緊急物資の供給」に定めるところによる。 
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第４節 帰宅困難者への対応 
帰宅困難者対策については、災害予防対策第２章第13節「帰宅困難者支援体制の整備」に

定めるところによる。 
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第５章 防災訓練計画 
１ 市及び防災関係機関は、地震防災対策推進計画の熟知、関係機関及び市民の自主防災体制

との協調体制の強化を目的として、推進地域に係る大規模な地震を想定した防災訓練を実施

する。 

 

２ １の防災訓練は、年１回以上実施するよう努める。 

 

３ １の防災対策は、避難のための災害応急対策を含む。 

 

４ 市は、府、防災関係機関、自主防災組織等と連携して、次のようなより具体的かつ実践的

な訓練を行う。 

(1) 職員参集訓練及び本部設置・運営訓練 

(2) 災害時要配慮者、滞留旅客等に対する避難誘導訓練 

(3) 南海トラフ地震臨時情報等の情報収集・伝達訓練 

(4) 災害の発生の状況、避難情報、自主避難による各避難所等への避難者の人数等に

ついて、迅速かつ的確に府及び防災関係機関に伝達する訓練 
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第６章 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 
市は、防災関係機関、地域の自主防災組織、事業者等の自衛消防組織等と協力して、地震

防災上必要な教育及び広報を推進する。 

 

１ 市職員に対する防災知識の普及 
地震災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生した場合における地震災害

応急対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行う。 

防災教育の内容は少なくとも次の事項を含む。 

(1) 南海トラフ地震臨時情報の内容及びこれに基づき取られる措置の内容 

(2) 南海トラフ地震に伴い発生すると予測される地震動及び津波に関する知識 

(3) 地震・津波に関する一般的な知識 

(4) 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び地震が発生した場合に具体的にとるべ

き行動に関する知識 

(5) 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び地震が発生した場合に職員等が果たす

べき役割 

(6) 地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

(7) 今後地震対策として取り組む必要のある課題 

(8) 家庭内での地震防災対策の内容 

(9) 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

 

２ 市民等に対する教育 
市は、関係機関と協力して、市民等に対する教育、啓発を実施する。 

防災教育、啓発は、地域の実態に応じて行い、その内容は少なくとも次の事項を含む。 

なお、その教育、啓発方法として、地域の実情に合わせた、より具体的な手法により自

助努力を促し地域防災力の向上を図ることにも留意しながら、実践的な教育、啓発を行う。 

また、市民が旅行先や職場等で津波に遭遇する可能性もあることから、避難に関する適

切な知識についても普及に努める。 

(1) 南海トラフ地震臨時情報の内容及びこれに基づき取られる措置の内容 

(2) 南海トラフ地震に伴い発生すると予測される地震動及び津波に関する知識 

(3) 地震・津波に関する一般的な知識 

(4) 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び地震が発生した場合における出火防止

対策、近隣の人々と協力して行う救助活動・避難行動及び初期消火、自動車運転の自

粛等防災上とるべき行動に関する知識 

(5) 正確な情報入手の方法 

(6) 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

(7) 各地域における避難対象地域、土砂災害危険箇所等に関する知識 

(8) 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 

(9) 避難生活に関する知識 

(10) 地域住民自らが実施しうる最低でも３日間、可能な限り１週間分程度の生活必需品
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付編２ 南海トラフ地震防災対策推進計画 

の備蓄、家具の固定、出火防止等の日ごろからの対策及び災害発生時における応急措置

の内容や実施方法 

(11) 住宅・建築物等の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

(12) 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

 

３ 児童、生徒等に対する教育 
児童、生徒に対して、次のことに配慮した実践的な教育を行う。 

(1) 過去の地震災害の実態 

(2) 津波の発生条件、高潮・高波との違い 

(3) 地震・津波が発生した場合の対処の仕方 

(4) 防災マップ等を利用し、自分の家や学校、地域の様子を知ること 

(5) 緊急地震速報を見聞きした場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

 

４ 防災上重要な施設管理者に対する教育 
市及び府は、防災上重要な施設の管理者に対する研修の実施に配慮する。 

防災上重要な施設の管理者は、市及び府が実施する研修に参加するよう努める。 

 

５ 相談窓口の設置 
市及び府は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、そ

の旨周知徹底を図る。 
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第１章 原子力災害応急対策 
第１節 広域一時滞在の受入れ 
１ 基本方針 

福井県嶺南地域に立地する原子力施設において万一事故等が発生し、広域避難が必要と

なった場合、関西圏域全体で被災住民の受入れを行う。府は関西広域連合で定めたカウン

ターパートとして、滋賀県からの広域避難の受入れを行うこととし、広域避難が円滑に行

われるよう受入体制を整備する。 

この際、市では、滋賀県高島市から避難者の受入れを想定している。 

 

２ 前提となる被害想定 
(1) 対象とする原子力施設 

前提とする原子力災害の想定は、福井県嶺南地域に立地する次の原子力施設での事故

災害とする。 

 

〈福井県嶺南地域に立地する原子力施設〉 

事業者名 施設名 所在地 設備番号 炉型 

関西電力株式会社 

美浜発電所 福井県美浜町丹生 

１号 加圧水型軽水炉(PWR) 

２号 同上 

３号 同上 

高浜発電所 福井県高浜町田ノ浦 

１号 加圧水型軽水炉(PWR) 

２号 同上 

３号 同上 

４号 同上 

大飯発電所 福井県おおい町大島 

１号 加圧水型軽水炉(PWR) 

２号 同上 

３号 同上 

４号 同上 

日本原子力発電株式

会社 
敦賀発電所 福井県敦賀市明神町 

１号 沸騰水型軽水炉(BWR) 

２号 加圧水型軽水炉(PWR) 

国立研究開発法人

日本原子力研究開

発機構 

高速増殖炉研

究開発センタ

ー(もんじゅ) 

福井県敦賀市白木 ― 高速増殖炉(FBR) 

原子炉廃止措

置研究開発セ

ンター(ふげん) 

福井県敦賀市明神町 ― 新型転換炉(ATR) 

 

(2) 災害の想定 

原子力災害については、どの施設で事故が発生するか、どの程度の放射性物質が環境

中に放出されるか、放出された放射性物質が事故時の気象条件や地形の影響でどの範囲

に拡散するか等、様々な場合が考えられるため、事前の想定が困難である。このため、

原子力災害対策指針では、(1)の原子力施設から概ね30km圏をＵＰＺ（緊急時防護措置

を準備する区域）と定め、事前の対策を講じておくこととしている。 
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第１章 原子力災害応急対策 

 

３ 避難対象地域 
(1) 避難対象地域とその人口 

関西圏域全体で被災住民の受入体制を整備するにあたり、関西広域連合では、カウン

ターパート方式により支援することとし、カウンターパートを設定している。 

府は、カウンターパートである滋賀県が、滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）

でＵＰＺと定める長浜市及び高島市（以下「関係周辺市」という。）の住民の広域避難

を受け入れるものとし、受入体制を整備する。 

なお、事故災害時には国の避難指示において避難区域が定められ、府は関係周辺市内

の当該区域住民の広域避難を受け入れる。  
〈関西圏における避難対象地域とその人口（令和３年４月１日現在）〉 

 

府県名 市町名 
避難対象人口 

(概数) 
カウンターパート設定 

福井県 

（５市町） 

敦賀市 64,548 人 兵庫県・奈良県 

小浜市 28,814 人 

高浜町 10,132 人 

おおい町 8,143 人 

若狭町 14,338 人 

計 125,975 人 

滋賀県 

（２市） 

長浜市 24,436 人 大阪府・和歌山県 

（必要に応じ、三重県、奈良県に協力を求める。）
高島市 27,354 人 

計 51,790 人 

京都府 

（７市町） 

福知山市 426 人 兵庫県・徳島県 

（必要に応じ、鳥取県に協力を求める。） 
舞鶴市 79,743 人 

綾部市 7,717 人 

宮津市 17,185 人 

南丹市 3,351 人 

京丹波町 2,740 人 

伊根町 1,370 人 

計 112,532 人 

３府県（14市町）計 290,297人  
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４ 府の広域避難の受入れ 
(1) 滋賀県からの要請 

滋賀県は、緊急時に県内での避難が困難と判断した場合には、災害の状況や緊急時モ

ニタリング結果等について総合的に判断し、関西方面に避難する必要があると判断した

場合、府に対して避難の受入れを要請する。 

(2) 府の受入れ 

滋賀県から広域避難の受入れの要請があったときは、府は府内の各市町村の協力を得

て、次のとおり受け入れる。 

 

〈避難元《滋賀県》・避難先《大阪府》マッチング割当〉 
滋賀県 

避難元市 

避難元地域 

(合併前旧町村) 

マッチング割当 避難先 

避難元地域（自治会区） 地域 市町村 

長浜市 旧湖北町(一部) 

旧西浅井町 

《旧湖北町(一部)》 

《旧西浅井町》 

大阪市 大阪市 

旧木之本町 木之本,廣瀬,黒田,田部,千田,西山,田居,北布施,赤尾 泉北 堺市 

金居原,杉野,杉本,音羽 泉大津市 

大見,川合,古橋,石道,木之本小山 和泉市 

大音 高石市 

飯浦,山梨子 忠岡町 

旧高月町 高月 中河内 八尾市 

馬上 柏原市 

高野,柏原,渡岸寺,落川,森本,宇根,東阿閉,熊野,高月東高田,西物部 東大阪市 

持寺,洞戸,保延寺,雨森 南河内 富田林市 

井口,高月尾山 河内長野市 

東柳野,柳野中,高月西野,片山 松原市 

唐川,横山,東物部 羽曳野市 

磯野 藤井寺市 

西阿閉 大阪狭山市 

西柳野 太子町 

高月布施 河南町 

重則,松尾 千早赤阪村 

旧余呉町 坂口,下余呉,中之郷 泉南 岸和田市 

下丹生,上丹生,摺墨,菅並 貝塚市 

余呉東野 泉佐野市 

八戸,川並 泉南市 

国安,池原,小谷 阪南市 

文室,今市,新堂 熊取町 

椿坂 田尻町 

柳ケ瀬,中河内 岬町 

高島市 旧朽木村 

旧安曇川町 

旧新旭町 

《旧朽木村》 

《旧安曇川町》 

《旧新旭町》 

大阪市 大阪市 

旧マキノ町 

旧今津町 

マ：海津１～３区,西浜区,中庄区,大沼区,グリーンレイク町内会,新保区,湖西平自治会 豊能 豊中市 

マ：山中区,下区,浦区,小荒路区,野口区 池田市 

マ：蛭口区,辻区,森西区,沢区,箱館第２リッチランド町内会 箕面市 

マ：マキノマロンガーデン,マキノグランデ自治会 豊能町 

マ：在原区 能勢町 

マ：大字白谷,白谷長寿苑町内会,寺久保区,石庭区,上開田区,下開田区, 

   知内区,高木浜２丁目,牧野区,マキノ駅西自治会,高木浜１丁目 

三島 吹田市 

今：松陽台区,南浜区,中浜区,北浜区,途中谷,椋川区 高槻市 

今：酒波区,北深清水区,平ヶ崎区,望みの郷自治会,桂区,北仰区,新田区, 

   南深清水区,三谷区,構区 

茨木市 

今：伊井区,北林区,北仰東自治会 摂津市 

今：大供区 島本町 

今：栄区,東区 北河内 守口市 

今：弘川区,湖西ニュータウン自治会,武末区,今津井ﾉ口区,川尻区,浜分区, 

   角川区,中ﾉ町区,杉沢区,保坂区,杉山区,今津辻区,天増川区 

枚方市 

今：南新保区,市ヶ崎区,新保寺区,カームタウン区,東新町区 寝屋川市 

今：天神区,今津中野区,宮西区 大東市 

今：藺生区,梅原区,下弘部区,梅原団地自治会,大床区 門真市 

今：岸脇区,上弘部区 四條畷市 

今：西区 交野市 

 ※マ：旧マキノ町の地域、今：旧今津町の地域 
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第１章 原子力災害応急対策 

(3) 市の受入れ 

市は、被災住民の受入れの協議を受けた場合は、被災住民の受入れについて、具体的

な方法に関する協議を行う。市は協議結果を踏まえ、一時滞在の用に供するため、受け

入れた被災住民に対し公共施設等を提供する。 

市は、指定避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することについても

定めるなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決

定しておくよう努める。 
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第２章 その他災害応急対策 
第１節 市街地火災等応急対策 
１ 警戒活動 

火災が発生するおそれのある場合は、警戒活動を実施するとともに、火災発生状況の早

期把握に努める。 

(1) 火災気象通報 

大阪管区気象台は、気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、知事に通報す

る。知事は市長に伝達する。 

通報基準は、大阪管区気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同

一とする。 

ただし、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予想している場合には火災気

象通報として通報しないことがある。 

(2) 火災警報 

市長は、消防法第22条第３項に基づき、知事から火災気象通報を受けた場合又は火災

の予防上危険であると認める場合は、必要に応じて火災警報を発令する。 

(3) 火災発生状況の把握 

迅速かつ的確な応急対策活動を実施するため、監視カメラ等を通じて火災発生状況の

早期把握に努め、関係機関への情報伝達に努める。 

(4) 市民への周知 

防災行政無線、広報車等を利用し、消防団、自主防災組織などの住民組織と連携して、

注意を促すため市民に警報を周知する。周知にあたっては、要配慮高齢者・障害者等に

配慮する。 

 

２ 市街地火災 
(1) 災害発生状況の把握 

監視カメラ等を通じて火災状況の早期把握、関係機関への情報伝達に努める。 

(2) 消火活動 

初動体制を確立し、火災態様に応じた部隊配備を行い、道路状況、建物状況、燃焼状

況等を勘案し消火活動を実施する。また、延焼動態から、避難者に火災危険のおそれが

ある場合は、延焼阻止線の設定等、効率的な消防隊の運用を行い、火災の鎮圧に努める。 
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３ 林野火災 
林野における大規模な火災が発生した場合には、関係機関は、迅速かつ組織的に対処

し人家被害、森林資源の焼失等の軽減を図る。 

(1) 火災通報等 

ア 通報基準 

(ｱ) 火災の規模等が以下の通報基準に達したとき、又は特に必要と認めるときは、府

に即報を行う。その後新たな情報を入手のつど報告する。 

a 焼損面積10ha以上と推定される場合 

b 空中消火を要請又は実施した場合 

c 住家等へ延焼するおそれがある等、社会的に影響度が高い場合 

イ 伝達経路 

 

 

(2) 活動体制 

林野火災の規模に応じた本部体制をとり、火災防ぎょ活動を行う。 

ア 現地指揮本部の設置 

(ｱ) 林野火災発生の通報があった場合、直ちに現地指揮本部を設置し、府警察等関係

機関と連携協力して、火災防ぎょ活動を行う。 

(ｲ) 火災の規模等が通報基準に達したとき、府に即報を行う。 

(ｳ) 火災が拡大し、市単独では十分に対処できないと判断するときは、応援協定等に

基づく隣接市町村等への応援出動準備の要請を行う。 

 

大阪府北部農と緑の総合事務所 

森林組合等 

火 災 発 見 者 

大阪府政策企画部 

危機管理室 

消 防 団 

消  防  庁 

大阪府みどり推進室 

茨  木  市 

消 防 本 部 
 

警 察 署 

近隣市町村 

大阪府警察本部 

陸上自衛隊第三師団 

凡    例 

       通常の通信系統 

       必要に応じての通信系統 
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イ 現地対策本部の設置 

(ｱ) 隣接市町等に応援要請を行った場合、現地対策本部を設置する。 

(ｲ) 応援隊、飛火警戒隊、補給隊等の編成 

(ｳ) 警戒区域、交通規制区域の指定 

(ｴ) 空中消火の要請又は知事への依頼 

(ｵ) 消防庁に対する広域航空消防の応援要請、自衛隊に対する派遣要請についての

検討 

ウ 林野火災対策本部の設置 

(ｱ) 知事に対する広域航空消防応援又は自衛隊派遣要請の依頼 

(ｲ) 受入れ準備 
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第２章 その他災害応急対策 

第２節 高層建築物災害応急対策 
市は、高層建築物の災害に対処するため、ガス漏れ事故及び火災等の事故に区分し、必

要な措置又は対策を実施する。 

なお、人命救助は、他の活動に優先して行う。 

 

１ ガス漏洩事故 
(1) 消防活動体制の確立 

(2) ガス漏れ事故の発生箇所及び拡散範囲の推定 

(3) 火災警戒区域の設定 

(4) 避難誘導 

避難経路、方向、避難先を明示し、危険箇所に要員を配置するなど、府警察等と協力

して安全、迅速な避難誘導を行う。 

(5) 救助・救急 

負傷者の有無の確認及びその速やかな救助活動並びに救護機関等と連携した負傷者

の救護搬送措置を行う。 

(6) ガスの供給遮断 

ア ガスの供給遮断は、大阪ガスネットワーク株式会社（都市ガスの場合）又は一般社

団法人大阪府ＬＰガス協会が指定する通報事業所（ＬＰガスの場合）が行う。 

イ 大阪ガスネットワーク株式会社の到着が、消防隊より相当遅れることが予測され、

かつ、広範囲にわたり多量のガス漏洩があり、緊急やむを得ないと認められるときは、

消防隊がガスの供給を遮断することができる。この場合、直ちに、その旨を大阪ガス

ネットワーク株式会社に連絡する。 

(7) ガスの供給開始 

遮断後のガスの供給再開は、現場最高指揮者に連絡の上、大阪ガスネットワーク株式

会社が行う。 

 

２ 火災等 
 市消防は災害の状況に応じ、次の消火・救助・救急措置を実施する。 

(1) 救助活動体制の早期確立と出場隊の任務分担 

(2) 活動時における情報収集、連絡 

(3) 排煙、進入時等における資機材の活用対策 

(4) 高層建築物等の消防用設備の活用 

(5) 高層建築物における屋上緊急離着陸場等の活用 

(6) 浸水、水損防止対策 
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第３節 危険物等災害応急対策 
市は、施設管理者及び関係機関と連携し、火災その他の災害に起因する危険物等災害の

被害を少なくし、周辺住民に対する危害防止を図る。 

 

１ 危険物災害応急対策 
危険物災害が発生した場合、施設の管理責任者と密接な連携を図りながら、必要な応急

対策を実施する。 

(1) 施設の管理責任者と密接な連絡を図るとともに、安全管理、施設の使用停止等の緊急

措置を実施する。 

(2) 関係事業所の管理者、危険物保安監督者、危険物取扱者等に対して、次に掲げる措置

を当該危険物施設の実態に応じて実施するよう指導する。 

ア 災害の拡大を防止するための施設、設備の整備及び緊急措置要領の確立 

イ 危険物による災害発生時の自衛消防組織と活動要領の確立 

ウ 災害状況の把握と状況に応じた従業員、周辺住民に対する人命安全措置及び防災機

関との連携活動の確立 

(3) 施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、負傷

者等の救出、警戒区域の設定、広報、避難の指示等必要な応急対策を実施する。 

 

２ 高圧ガス災害応急対策 
施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、負傷者

等の救出、警戒区域の設定、広報、避難の指示等必要な応急対策を実施する。 

また、関係機関と密接な連携をとり、製造若しくは販売のための施設等の使用を一時

停止すべきことを命じること、高圧ガスを取り扱う者に対し貯蔵・移動・消費等を一時

禁止すること、容器の所有者又は占有者に対しその廃棄又は所在場所の変更を命じるこ

と等の緊急措置を実施する。 

 

３ 火薬類災害応急対策 
施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、負傷者

等の救出、警戒区域の設定、広報、避難の指示等必要な応急対策を実施する。 

また、関係機関と密接な連絡を図り、施設の使用停止、火薬の運搬停止等の必要な緊

急措置を実施する。 

 

４ 毒物・劇物災害応急対策 
施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、汚染

区域の拡大防止措置、負傷者等の救出、警戒区域の設定、広報、避難の指示等必要な応急

対策を実施する。 
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第２章 その他災害応急対策 

５ 管理化学物質災害応急対策 
施設の管理責任者と密接な連絡を図り、災害の拡大を防止するための消防活動、汚染

区域の拡大防止措置、負傷者等の救出、警戒区域の設定、広報及び避難の指示等必要な

応急対策を実施する。また、管理化学物質を取扱う施設の管理責任者に対し、被害の拡

大防止等の応急措置を実施するよう指示する。 

 

６ 放射線災害応急対策 
放射性同位元素に関わる施設及び陸上輸送される放射性物質の安全確保の観点から、

放射線災害の特殊性に鑑み、関係機関は、迅速かつ組織的に市民の安全確保対策を実施

する。 

放射性同位元素に関わる災害が発生した場合は、関係機関、放射性同位元素に関わる

施設の設置者等は、相互に協力して適切な措置を実施する。 
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第４節 大規模交通災害応急対策 
市は、関係機関と協力のうえ、被害の状況に応じ適切な応急対策を実施する。 

 

１ 大規模交通災害の種類 
大規模交通災害として取り上げる災害の例は次のとおりである。 

(1) 航空機墜落事故 

(2) 旅客列車の衝突転覆事故 

(3) 大規模な自動車事故 

 

２ 応急対策 
大規模交通災害が発生した場合、関係機関と協力のうえ、応急対策を実施する。 

(1) 連絡体制 

ア 施設管理者からの通報 

施設管理者は、119番通報等によって市消防へ大規模交通災害の発生を連絡する。 

イ 関係機関への連絡 

市域において大規模交通災害の発生の通報を受けた場合は、災害状況の把握に努め

るとともに、事故の概要を直ちに府に報告のうえ、府警察（茨木警察署）及び関係機

関に連絡する。 

(2) 応急対策の実施 

ア 災害応急活動体制 

災害の状況に応じた災害応急活動体制をとるとともに、府及び関係機関の職員並び

に関係者の派遣を要請する。 

イ 現地災害対策本部の設置 

必要に応じて現地災害対策本部を現地又は適当な場所に設置する。現地災害対策本

部では、情報の一元化、効果的な災害応急対策を実施するため総合的な連絡調整を行う。 

ウ 応急対策活動 

必要に応じて警戒区域を設定し、避難の指示等の応急対策を実施し、市民の生命・

身体の安全確保、災害の拡大防止に努める。 

また、府をはじめ関係機関への連絡を強化し、各関係機関の行う災害応急対策に積

極的に協力する。 

エ 広域協力体制 

災害が広域に及ぶ場合は、隣接市町と協力体制をとる。 
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第２章 その他災害応急対策 

第５節 その他突発災害応急対策 
本章においては、大規模火災、危険物等災害、大規模交通災害を想定し、その応急対策

を迅速かつ的確に実施することができるよう定めているが、その他にも大規模な食中毒な

ど不測の事故が発生するおそれがある。 

こうした場合においても、関係各部及び関係機関は災害の態様に応じ、「第３部 風水害

応急対策」、「第４部 地震災害応急対策」を準用して、被害情報の収集・伝達、避難、

災害広報、消火・救助、応急医療、被害の拡大防止対策、応援要請等の応急対策を実施する。 
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第１章 復旧事業の推進 
市、府をはじめ防災関係機関は、市民の意向を尊重し、災害発生後の市民生活の安定、社

会経済活動の早期回復を図るとともに、被災前の状態への復元に止まらず、将来の災害を予

防するための施設等の復旧を目指すことを基本として、復旧事業を推進する。 

市は、災害復旧の推進のため、必要に応じ、国、他の地方公共団体等に対し、職員の派遣

その他の協力を求めるものとする。特に、他の地方公共団体に対し、技術職員の派遣を求め

る場合においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用するものとする。 

また、市及び府は、被害状況の把握と対応策の検討にあわせ、応急・復旧事業に係る財政

需要見込を算定する。この財政需要見込に基づき、対策の優先度や重要度に応じて機動的か

つ柔軟な予算執行等を行うものとする。 

 

１ 被害の調査 
市は、被害を受けた機関の協力を得て、直接的被害額及び復旧事業に要する額等必要な

事項を調査し、府に報告する。 

 

２ 予算及び財源の確保 
市は、復旧・復興事業の実施に必要な予算及び財源を確保する。 

 

３ 公共施設等の復旧 
(1) 復旧事業計画の作成 

市、府をはじめ防災関係機関は、公共施設のほか宅地や農地等の民間施設も含めて被

害の状況、発生原因を考慮し、復旧事業計画を作成するとともに、法律又は予算の範囲

内で、国又は府が費用の一部又は全部を負担又は補助するものについては、査定実施が

速やかに行えるよう努める。 

(2) 復旧完了予定時期の明示 

市、府をはじめ防災関係機関は、復旧完了予定時期の明示に努める。 

 

４ 激甚災害の指定 
市は、国が特別の財政援助を行う必要のある事業の基準となる激甚災害指定基準及び局

地激甚災害指定基準について調査し、その結果を府に報告する。府は、指定基準に該当し、

特別な地方財政援助又は被災者に対する特別な助成が必要と認められる場合は、政令指定

を得るため適切な措置を講ずる。 

 

５ 激甚災害指定による財政援助 
(1) 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

(2) 農林水産業に関する通常の国庫補助率の嵩上げ 

(3) 中小企業に関する特別の助成 

(4) その他の特別の財政援助及び助成 
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第１章 復旧事業の推進 

６ 特定大規模災害 
市又は市長は、特定大規模災害（著しく異常かつ激甚な災害が発生し、緊急災害対策本

部が設置された災害）を受け、市だけでは災害復旧事業に係る工事の実施が困難なときは、

府に支援を要請する。 

府は、市又は市長から要請を受け、かつ市の工事の実施体制等の実情を勘案して円滑かつ迅

速な復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、市又は市長

に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、支援を行う。 
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第２章 生活の安定 
災害時において、重要施設等が被災を受けた場合、市民生活の安定・社会経済活動の早期

回復・災害の再発防止等のため、迅速かつ適切な災害復旧事業を行うため次のとおり計画す

る。 

なお、男女共同参画の観点から、あらゆる場・組織に女性の参画を促進するとともに、障

害者、高齢者等の要配慮者の参画を促進する。 

 

第１節 民生安定計画 
１ 住宅の確保 

(1) 公共住宅の供給促進 

市及び府は、民間、住宅供給公社・独立行政法人都市再生機構の協力を得ながら、

住宅の供給促進を図る。 

ア 公営住宅、住宅供給公社・独立行政法人都市再生機構住宅の空家活用 

既存の空家若しくは建設中の住宅について、可能な限り被災住民の住宅として活

用できるよう配慮する。 

イ 災害公営住宅の供給 

災害により住宅が滅失し、自力での住宅確保が困難な低所得世帯等を対象として、

災害公営住宅を供給する。 

ウ 特定優良賃貸住宅等の空家活用 

自力での住宅確保が困難な被災者に対し、特定優良賃貸住宅、高齢者向け優良賃

貸住宅のあっ旋に努める。 

(2) 災害住宅に対する融資制度の活用支援 

災害が発生した場合、住宅金融支援機構が行う融資制度を罹災住宅の住民が積極的

に活用できるよう、早急に罹災証明の発行等を行うよう努める。 

(3) 大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別措置法の適用 

国は、災害が一定規模以上である場合においては、被災市町村長の意見を勘案して、

大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別措置法第２条の災害として政令

で指定し、借地借家制度の特例を適用する。 

(4) 災害復興住宅資金の貸付 

住宅金融支援機構は、住宅に被害を受けた者に対して、災害復興住宅資金（建設・補

修）の融資を実施し、建設資金又は補修資金の貸付を行う。 

 

２ 雇用機会の確保 
市は、国や府と共に職業紹介等の雇用施策及び雇用の維持に関する措置を実施して被

災者の雇用を確保し、生活再建を支援する。 

 

３ 義援金品の受付・配分 
罹災者あてに寄託された義援金品は、迅速確実に罹災者に配分する。 
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(1) 義援金品の受付 

ア 罹災者あてに寄託された義援品は、福祉・安否確認班において受付する。 

イ 義援金品のうち義援金については、福祉・安否確認班において収納する。 

(2) 義援金の配分 

ア 義援金の配分については、義援金配分委員会を設置し、配分方法、伝達方法等を 

協議の上決定する 

イ 定められた方針、所定の手続きを経て罹災者に情報を提供し、配分する。 

(3) 義援品の配分 

ア 義援品の配分については、福祉・安否確認班及び関係機関協議のうえ配分計画を 

決定する。 

イ 義援品の配分は、福祉・安否確認班が、茨木市赤十字奉仕団等の各種民間団体の

協力を得て実施する。 

(4) 義援品の保管 

義援品の保管については、福祉・安否確認班と物資班が協議し配分が完了するまで一

時保管場所として庁舎内の適当な場所を確保する。 
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第２節 ライフライン等の復旧 
災害発生後の日常生活の回復、事業活動の再開や社会経済活動の早期回復を図る上で、ラ

イフライン等の復旧が不可欠であることから、ライフライン等に関わる事業者は、可能な限

り地区別等の復旧予定時期の目安を明示した復旧計画を策定し、被災前の状態への復元に

止まらず、将来の災害を予防するための施設等の復旧を目指す。 

 

１ 上水道・工業用水道（市、府、府内水道（用水供給）事業体、日本水道協会） 
(1) 復旧計画 

ア 水道施設及び工業用水道施設の被害状況を詳細に把握し、応急復旧、要員配置資

機材調達、作業日程の情報を加味した復旧計画を策定する。 

イ 復旧計画の策定に当たっては、医療機関、社会福祉施設等の重要施設を優先する

ことを原則とするが、被災状況、各施設の被害状況、各施設の復旧難易度を勘案

し、復旧効果の大きいものを優先する。 

ウ 単独復旧が困難な場合、協定に基づき他の水道事業者からの応援を受ける。 

(2) 広報 

被害状況、応急給水状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、

広く広報する。加えて、各水道事業体等のホームページ上に稼働状況、復旧状況等を掲

載することで幅広い情報伝達に努める。 

 

２ 下水道（市、府） 
(1) 復旧計画 

ア 下水道施設の被害状況を詳細に把握し、復旧応援、要員配置、資機材調達、作業

日程の情報を加味した復旧計画を策定する。 

イ 復旧計画の策定に当たっては、医療機関、社会福祉施設等の重要施設を優先する

ことを原則とするが、被災状況、各設備の被害状況、各施設の復旧難易度を勘案

し、復旧効果の大きいものを優先する。 

ウ 単独復旧が困難な場合、協定に基づき他の下水道事業者からの応援を受ける。 

(2) 広報 

被害状況、稼働状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報

する。加えて、市及び府のホームページ上に稼働状況、復旧状況など掲載することで幅

広い情報伝達に努める。 

 

３ 電力（関西電力送配電株式会社） 
(1) 復旧計画 

ア 被害状況を詳細に把握し、復旧応援、要員配置、資機材調達、作業日程の情報を

加味した復旧計画を策定する。 

イ 復旧計画の策定に当たっては、病院、交通、通信、報道機関、水道、ガス、官公

庁等の公共機関、指定避難所を優先することを原則とするが、被災状況、各設備の

被害状況、各設備の復旧難易度を勘案して、供給上復旧効果の最も大きいものから
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復旧を行う計画を立てる。 

ウ 設備復旧後の送電を開始する際は、十分な点検を行い、感電事故、漏電火災など

の二次災害の防止に努める。 

(2) 広報 

被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報

する。加えて、利用者に対し、ホームページ等様々な手段を用いて、停電エリア、復旧

状況等の広報に努める。 

 

４ ガス（大阪ガスネットワーク株式会社＋大阪ガス株式会社） 
(1) 復旧計画 

ア 被害状況を詳細に把握し、復旧応援、要員配置、資機材調達、作業日程の情報を

加味した復旧計画を策定する。 

イ 復旧計画の策定に当たっては、被災状況、設備の被害状況、周辺家屋・道路の被

害状況等を勘案し、供給上復旧効果の最も大きくなる復旧計画を立てる。 

ウ 単独復旧が困難な場合、協定に基づき他のガス事業者からの応援を受ける。 

(2) 広報 

被害状況、供給状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報

する。加えて、大阪ガス株式会社のホームページ上に供給停止エリア、復旧状況など掲

載することで幅広い情報伝達に努める。 

 

５ 電気通信（西日本電信電話株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式
会社、楽天モバイル株式会社） 

(1) 復旧計画 

ア 被害状況を詳細に把握し、復旧応援、要員配置、資機材調達、作業日程の情報を

加味した復旧計画を策定する。 

イ 復旧計画の策定に当たっては、医療機関、社会福祉施設等の重要施設を優先する

ことを原則とするが、被災状況、設備の被害状況等を勘案し、復旧効果の大きいも

のを優先する。 

(2) 広報 

被害状況、開通状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報

する。加えて、各電気通信会社のホームページ上に開通エリア、復旧状況など掲載する

ことで幅広い情報伝達に努める。 

 

６ 共同溝・電線共同溝（市、府、近畿地方整備局） 
(1) 復旧計画 

ア 被害状況を詳細に把握し、復旧応援、要員配置、資機材調達、作業日程の情報を

加味した復旧計画を策定する。 

イ 復旧計画の策定に当たっては、道路及びライフライン等の被災状況等を勘案し、

復旧効果の大きいものを優先する。 
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ウ 単独復旧が困難な場合、他の道路管理者や協定に基づき他の設備事業者からの応

援を受ける。 

(2) 広報 

被害状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報する。加え

て、市、府及び国のホームページ上に復旧状況など掲載することで幅広い情報伝達に努

める。 

 

７ 放送（日本放送協会、民間放送事業者） 
(1) 復旧計画 

ア 被災した施設及び設備等については、迅速かつ的確にその被害状況を調査し、こ

れに基づき速やかに復旧計画を作成する。 

イ 復旧の順位は、放送の送出に重大な影響を及ぼすと認められる施設・設備を優先

する。 

ウ 被災受信設備の取扱いについて、告知放送のほか、状況によりチラシ又は新聞等

の部外広報機関を利用して周知するとともに、関連団体及び関係機関との連携によ

り、受信相談等を行って、被災者に対して災害情報を迅速かつ適正に提供できるよ

う努める。 

(2) 広報 

災害時においては、府や関係機関等への情報提供に努める。 

 

８ 鉄道（鉄道事業者） 
(1) 復旧計画 

ア 鉄道事業者は応急対策の終了後、被害原因等の調査分析を行い、この結果に基づ

き速やかに復旧計画を策定する。 

イ 復旧にあたり、可能な限り路線別・区間別の復旧予定時期の目安を明示するもの

とする。 

ウ 鉄道事業者は、所要の手続きを行った上で、隣接地等を復旧作業に必要な資材置

場や土石の捨場等として一時的に使用することなどにより、鉄道の迅速な復旧に努

める。 

(2) 広報 

被害状況、運行状況、復旧状況等今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報

する。加えて、各事業者のホームページ上等に開通エリア、復旧状況など掲載すること

で幅広い情報伝達に努める。 

 

９ 道路（市、府、近畿地方整備局） 
(1) 復旧計画 

ア 被害状況を詳細に把握し、復旧応援、要員配置、資機材調達、作業日程の情報を

加味した復旧計画を策定する。 

イ 復旧計画の策定にあたっては、ライフライン等の占用物を含む被災状況、措置状
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況等を勘案し、復旧効果の大きいものを優先する。 

ウ 単独復旧が困難な場合、他の道路管理者や協定に基づき他の事業者からの応援を

受ける。 

エ 府は、指定市以外の市町村が管理する指定区間外の国道、府道又は自らが管理す

る道路と交通上密接である市町村道について、当該市町村から要請があり、かつ当

該市町村の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して、当該市町村に代わって自ら

が災害復旧等に関する工事を行うことが適当であると認められるときは、その事務

の遂行に支障のない範囲内で、当該工事を行うことができる権限代行制度により、

支援を行う。 

(2) 広報 

被害状況、復旧状況と今後の見通しを関係機関、報道機関に伝達し、広報する。加え

て、市、府及び国のホームページ上に復旧状況など掲載することで幅広い情報伝達に努

める。 
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第３節 安定計画 
災害により被害を受けた市民が、再起更生するように被災者に対する税の徴収猶予及び

減免並びに資金の融資等について、法律又は条例等の定めるところにより被災者の生活確

保を図る。 

 

１ 災害見舞金 
災害により死亡又は治療３月以上の傷害を受けた者又は全壊・半壊、床上浸水若しくは

全焼・半焼の罹災世帯に対し、茨木市災害見舞に関する条例により災害弔慰金又は災害見

舞金を支給する。 

 

２ 市税等の徴収猶予、減免措置等 
(1) 市税 

市は、被災した納税義務者又は特別徴収義務者に対し、地方税法又は茨木市市税条例

により市税の緩和措置として、事態に応じ申告、納入若しくは納付期限の延長、徴収猶

予及び減免の措置をとる。 

ア 申告、納入若しくは納付期限の延長 

災害により、納税義務者又は特別徴収義務者が期限内に申告その他書類の提出又は

市税を納付できないと認められるときは、申請により納税義務者については２月以内、

特別徴収義務者については 30日以内において、当該期限を延長する。 

イ 徴収猶予 

災害により財産に被害を受けた納税義務者が、市税を一時に納付し、又は納付する

ことができないと認められるときは、その者の申請に基づき、１年以内において徴収

を猶予する。 

なお、やむを得ないと認められる時は、さらに１年以内の延長を行う。 

ウ 滞納処分の執行の停止等 

災害により、滞納者が無財産になる等の被害を受けた場合は、滞納処分の執行停止、

換価の猶予、滞納金の減免等の適切な措置をとる。 

エ 減免等 

被災した納税義務者に対し必要と認められる場合は、固定資産税等の減免を行う。 

(2) その他徴収金等 

災害により家屋又は家財に多大の損害を受け、徴収金等の納付が困難となった者 

については、申請により徴収金等の減免等の措置をとることができる。 

 

３ 災害弔慰金及び災害障害見舞金 
市は、「災害弔慰金の支給等に関する法律」に基づき、条例の定めるところにより支給

する。 

(1) 暴風、豪雨その他異常な自然現象による次のような災害に適用する。 

ア １つの市町村において５世帯以上の住家が滅失した災害 

イ 府域において災害救助法が適用された市町村が１つ以上ある災害 
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ウ 府域において住家が５世帯以上滅失した市町村が３つ以上ある場合の災害 

エ 災害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２つ以上ある場合 

の災害 

(2) 次の場合、支給を制限する。 

ア 死亡又は障害が、故意又は重大な過失による場合 

イ 別に内閣総理大臣が定める給付金が支給される場合 

(3) 災害弔慰金は、死亡者の配偶者、子、父母、孫、祖父母並びに兄弟姉妹（死亡した

者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じくしていた者に限る。）のいずれかの

者に対し、条例に定める順位で支給する。 

ただし、兄弟姉妹にあっては、当該配偶者、子、父母、孫又は祖父母のいずれもが存

在しない場合に限る。 

(4) 災害障害見舞金は、法律第８条に規定される障害を受けた者に対して支給する。 

 

４ 災害援護資金・生活資金等の貸付 
市、府及び市社会福祉協議会は、住居、家財等に被害を受けた世帯に対し、資金を貸し

付ける。 

(1) 災害援護資金貸付 

市は、自然災害により府域に災害救助法が適用された場合、「災害弔慰金の支給等に

関する法律」に基づき、条例の定めるところにより、被災世帯に対して生活の立て直し

に資するため、災害援護資金を貸し付ける。 

(2) 生活福祉資金の災害援護資金貸付 

市社会福祉協議会は、「生活福祉資金貸付制度要綱」に基づき、市内居住の低所得世

帯に対して、災害を受けたことによる困窮から自立更生するのに必要な資金を貸し付け

る。ただし、(1)の災害援護資金の対象者を除いた低所得世帯（世帯収入が生活保護基

準の 1.8倍）を対象とする。 

 

５ 被災者生活再建支援金 
(1) 被災者生活再建支援金の支給 

府は、市町村からの被害状況を取りまとめ、国・被災者生活再建支援法人に対して被

害状況の報告を行うとともに、「被災者生活再建支援法」の適用の公示、書類の取りま

とめなど必要な措置を行い、被災者生活再建支援法人に対して支援金の迅速な支給を要

請する。 

市は、被災者生活再建支援金の支給に係る被災者からの申請を迅速かつ的確に処理す

るため、申請書等の確認及び府への送付に関する業務の実施体制の整備等を図る。 

(2) 被災者生活再建支援制度の概要 

ア 被災者生活再建支援法の目的 

自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、都道府県が相互扶助

の観点から拠出した基金を活用して、被災者生活再建支援金を支給するための措置を

定めることにより、その生活の再建を支援し、もって住民の生活の安定と被災地の速
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やかな復興に資することを目的とする。 

イ 対象となる自然災害 

自然災害とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な

自然現象により生ずる被害であり、対象となる災害の程度は次のとおりである。 

(ｱ) 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当する被害が発生した市

町村における自然災害 

(ｲ) 10世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した市町村における自然災害 

(ｳ) 100世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した都道府県における自然災害 

(ｴ) (ｱ)又は(ｲ)の市町村を含む都道府県内で、５世帯以上の住宅全壊被害が発生し 

た市町村（人口 10万人未満に限る）における自然災害 

(ｵ) ５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、前記(ｱ)～(ｳ)に隣接する市町村（人

口 10万人未満に限る）における自然災害。 

(ｶ) (ｱ)若しくは(ｲ)の市町村を含む都道府県又は(ｳ)の都道府県が２以上ある場合に、

５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口 10万人未満）、２世帯以上の住

宅全壊被害が発生した市町村（人口５万人未満のものに限る）。 

ウ 支給対象世帯 

自然災害により、 

(ｱ) 住宅が全壊した世帯 

(ｲ) 住宅が半壊し、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した 

世帯 

(ｳ) 災害による危険な状態が継続し、長期にわたり居住不可能な状態が継続している

世帯 

(ｴ) 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ住宅に居住することが困難である世

帯（大規模半壊世帯） 

(ｵ) 住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯（中規

模半壊世帯） 

エ 支給金額 

支給額は、以下の「①」「②」の合計額となる。 

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

・上記ウ(ｱ)～(ｳ)の世帯  100万円 

・上記ウ(ｴ)の世帯  50万円 

※ 世帯人数が１人の場合は、それぞれ３／４の額となる。 

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

・住宅を建設又は購入した場合 

上記ウ(ｱ)～(ｴ)の世帯  200万円 

上記ウ(ｵ)の世帯  100万円 

・住宅を補修した場合 

上記ウ(ｱ)～(ｴ)の世帯  100万円 

上記ウ(ｵ)の世帯  50万円 
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・住宅を賃借した場合（公営住宅を除く） 

上記ウ(ｱ)～(ｴ)の世帯  50万円 

上記ウ(ｵ)の世帯  25万円 

※ いったん住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入する場合は合計

で 200万円、いったん住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を補修する場合は

合計で 100万円となる。（中規模半壊世帯は１／２） 

※ 世帯人数が１人の場合は、それぞれ３／４の額となる。 

オ 支援金支給の仕組み 

実施主体は都道府県であるが、支援金の支給に関しては、都道府県から当該事務の

全部を委託された被災者生活再建支援法人が、都道府県により拠出された基金を活用

して行う。支給の仕組みは次図のとおり。 

 

 
 

６ 中小企業の復旧支援 
市は、府及び関係機関と協力し、被災した中小企業の再建を促進するための資金及び事

業費の融資が迅速かつ円滑に行われるよう、必要な措置を講ずる。 

なお、市及び府は、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害

発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努めるものと

する。 

(1) 市の措置 

ア 融資、経営、罹災届出証明等についての相談窓口の設置 

イ 罹災届出証明書の発行 

ウ セーフティネット保証４号にかかる認定書の発行 

エ 茨木市中小企業振興資金融資制度及び大阪府中小企業融資制度を利用した場合の 

信用保証料の補助 

オ 小売店舗改築（改装）助成事業に基づく改築（改装）工事などの経費の一部補助 

カ 茨木市中小企業振興資金融資制度及び茨木市中小企業設備投資応援資金融資制度 

に基づく融資のあっせん 

キ 災害に起因した融資を利用した場合の利子に対する補助 

(2) 府の措置 

ア 中小企業の被害状況について速やかに調査し、再建資金の需要を把握する。 

イ 中小企業信用保険法の特例措置、政府系金融機関による災害特別融資枠の確保等 

を国に要請する。 

都道府県 

被災者生活再建支援法人 

【（公財）都道府県会

館】 

拠出 

補助金交付 
国 

被災者 

申請 

支援金支給 

事務委託 (市区町村・都道府県

経由) 

(所管：内閣府) (支援金の 1/2) 
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ウ 国の信用補完制度の動向を踏まえ、中小企業の災害復旧を支援するための、融資

制度を実施する。 

エ 手続きの迅速化、既借入金の償還条件の緩和などの特別措置を信用保証協会等に

要請し、協力を求める。 

オ 市町村を通じ、支援制度の周知徹底を図るとともに、必要に応じて融資相談窓口

を開設する。 

(3) 資金の融資 

金融機関は、被災した中小企業者等の復旧を促進し生産力の回復と経営の安定を図る

ため、必要な資金を融資する。 

ア 政府系金融機関の融資 

(ｱ) 株式会社日本政策金融公庫 

災害の程度に応じて、融資条件を定め、災害復旧貸付を行う。また、据置期間、

償還期間の延長及び利率の引き下げを行う。 

(ｲ) 商工組合中央金庫 

災害救助法が適用された地域内に事業所を有する被災中小企業者、中小企業協同

組合に対して、その再建資金を貸し付ける。 

イ 府の災害等対策資金及び経営安定資金の融資 

金融機関は、被災した中小企業者等に対し、災害復旧や経営安定のための制度融資

を活用するなどにより、融資を実施する。 

 

７ 農林漁業関係者の復旧支援 
府は、被災した農林漁業関係者の施設の災害復旧及び経営の維持安定を図るため、資金

の融資が迅速かつ円滑に行われるよう、必要な措置を講ずる。 

(1) 府の措置 

ア 農林漁業関係者の被害状況について速やかに調査し、再建資金の需要を把握す

る。 

イ 株式会社日本政策金融公庫、農業協同組合等の融資機関に対して、災害関連資金

の円滑な融通について協力を要請する。 

ウ 被災した農林漁業関係者の既借入金の償還条件の緩和、貸付金利の低減などの特

別措置を融資機関に要請し、協力を求める。 

エ 「天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法」（以

下、天災融資法という。）の地域指定を受けるために必要な措置を講じ、融資枠の

確保を国に要請するとともに、地域指定を受けて資金融通措置を講じた市町村に

は、利子補給金、損失補償金を交付する。 

オ 市町村、農林漁業関係団体を通じ、支援制度の周知徹底を図るとともに、必要に

応じて融資相談窓口を開設する。 

(2) 資金の融資 

融資機関は、被災した農林漁業者等の復旧を促進し生産力の回復と経営の安定を図る

ため、必要な資金を融資する。 
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ア 天災融資資金（天災融資法） 

融資機関は、農林漁業関係者の経営、事業に必要な資金を融資し、政令で定められ

た範囲において、利子補給、損失補償を受ける。 

激甚災害に指定された場合は、貸付限度額、償還期間について優遇する。 

イ 農林水産業資金 

株式会社日本政策金融公庫は、災害により農林漁業者等が被害を受け、経営に打撃

を受けた場合に、農林漁業経営の再建に必要な資金を融資する。 

ウ 大阪府農林漁業経営安定資金 

融資機関は、天災等により経営に著しい影響を受けた農林漁業者に対して経営資金

を融資する。府は、利子補給、損失補償の措置を講ずる。 

 

８ 流通機能の回復 
(1) 商品の確保 

市及び府は、生活必需品をはじめとする各種商品の在庫量を把握し、不足量について

は国・他府県・企業等と協議し、速やかに必需品を市場に流通させるよう努める。 

鉄道及び道路管理者は、速やかに施設の復旧を行い、物流の確保を図る。 

(2) 消費者情報の提供 

市及び府は、生活必需品の在庫量・適正価格・販売所等の必要な消費者情報を提供し、

消費者の利益を図るとともに、心理的パニックを防止する。 

(3) 災害緊急事態布告時の対応 

内閣総理大臣が災害緊急事態を布告し、社会的・経済的混乱を抑制するため、国民に

対し、必要な範囲において、生活必需品等、国民生活との関連性が高い物質又は燃料等、

国民経済上重要な物資をみだりに購入しないこと等必要な協力を求められた場合は、市

民は、これに応ずるよう努める。 
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第３章 復興 
１ 復興に向けた基本的な考え方 

大阪に大規模な災害が発生し、被災した場合には、市及び府は、災害発生後の応急対策、

復旧対策の進捗を踏まえつつ、速やかに府は復興に関する方針、計画を、市は復興に関す

る計画を定め、計画的に復興対策を講じる必要がある。 

そのため、市及び府は、復興計画等において、被災者の生活再建、被災中小企業の復興

その他経済復興を支援するとともに、再度災害の防止に配慮した施設復旧を図り、より安

全性に配慮した地域振興のための基礎的な条件づくりを目指す。また、将来の人口動向な

ど中長期的な視点に立って、復興後のあるべき全体像を提示するとともに、その実現に向

けた方向性やプロセスを明らかにした上で、復興事業を実施していく。 

なお、男女共同参画の観点から、あらゆる場・組織に女性の参画を促進するとともに、

障害者、高齢者等の要配慮者の参画を促進する。 

 

２ 復興に向けた取組み 
(1) 市は、大規模災害等により地域が壊滅し、甚大な被害が発生したことにより、地域

の総合的な復興が必要と認める場合は、被災後速やかに復興対策本部を設置する。

中・小規模の災害等により、被災者支援を円滑に実施するために必要な場合は、政策

推進会議設置規則第７条の規定による調整会議として、被災者支援会議を設置する。 

(2) 市は、迅速に復興が図られるよう、大規模災害を受けた地域において、被災地域の

特性を踏まえ、「大規模災害からの復興に関する法律（平成25年法律第55号）」第10

条に基づく復興計画を定めることができる。 

(3) 復興計画の策定にあたっては、国の復興基本方針、及び府の復興方針に即して、府と

共同して定めることができる。 

また、市は、関西広域連合の「関西復興戦略」や「大阪府震災復興都市づくりガイド

ライン」等、関係機関の計画等やそれに基づく取組みとも整合が図れるよう調整する。 

(4) 市は、復興計画を定める場合、基本理念や基本目標など復興の全体像を市民に明ら

かにするとともに、次に掲げる事項について、定めるものとする。また、計画の策定

過程においては、地域住民の理解を求め、女性や要配慮者等、多様な主体の参画の促

進を図りつつ、合意形成に努めるものとする。 

ア 復興計画の区域 

イ 復興計画の目標 

ウ 市における人口の現状及び将来の見通し、復興地区の区分と計画区域における土

地利用に関する基本方針、その他復興に関して基本となるべき事項（必要に応じて

建物制限区域等も指定） 

エ 復興の目標を達成するために必要な事業に係る実施主体、実施区域その他内閣府

令で定める事項 

オ 復興整備事業と一体となってその効果を増大させるために必要な事業又は事務そ

の他地域住民の生活及び地域経済の再建に資する事業又は事務に関する事項 

カ 復興計画の期間 
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キ その他復興事業の実施に関し必要な事項 

(5) 復興対策本部及び被災者支援会議の主な処理事項 

ア 復興計画の策定に関すること 

イ 復興財源に関すること 

ウ 広域応援の要請・受入れに関すること 

エ 災害公営住宅の建設に関すること 

オ 被災者の生活復興に関すること 

カ その他被災者支援に関する連絡・調整に関すること 

 


